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発刊 にあたって

「国際金融 ・貿易に係わる法務に関する」研究会は、国際法、国際取引法、知的財産法、

独占禁止法、租税法などの研究者10名 からなる研究会です。月に1回 ほど開催される研究

会では、その時点において最 も関心 を寄せる法的諸問題について、時にゲス トをお迎えし

ながら活発 に議論が展開されてお ります。

この度、平成14年 度における研究会の成果を 「国際商取引に伴 う法的諸問題(12)」 とし

て取 り纏めました。本報告書には各先生方の研究会での発表テーマを中心 として以下の6

本を収録 させていただきました。

・「『法 と経済(LawvsEconomics)』 から 『法 と技術(Lawv&Technology)』 へ 石

黒 『IT戦略の法と技術』[2003年10月 ・信山社]所 収論文執筆の基本趣旨と概要

(石黒一憲)

・国家聞の法としての国際法一 国際法の実施 ・管轄権行使 における国家の役割

(小寺 彰)

・「市場」 をめぐる独禁法社会の思考形式(白 石忠志)

・知的財産法の最近の動向か ら(相 澤英孝)

・最近のアメリカ合衆国における税制改革(水 野忠恒)

・「移転価格課税に関連する付随的問題点 フランスにおける状況を中心に」(中里 実)

それぞれの表題において 「グローバル化」が各論文に通底するものであることは既に明

らかです。読者にとっていろいろな読み方は勿論可能ですが、読後に残るものが単なる「グ

ローバル化」の現状確認にとどまるはずはないと思われます。

ます ます ご多忙を極める中で、毎月の研究会にご参加いただきましたこと、改めて感謝

申し上げます。また、ご論文をおよせいただきました先生方 に更なる御礼 を申し上げます。

平成15年12月

財団法人 トラス ト60
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1は じめ に

私 は、貿易 と関税2001年3月 号か ら2003年4月 号 に至 るまで、計26回 分 の連載論文 とし

て、 「真 のIT革 命 の達成 と 『NTT解 体 論議 の 愚か さ』 『国内』 『公 正 競 争』論議 の

暴走vs.『NTTの 世界 的 ・総合 的な技術 力 』へ の適正 な る評価」 と題 した、長大 な論文

を執筆 した。2003年6月 で144回(満12年!)に なる同誌 の連載(「 ボーダー レス ・エ コノ

ミーへ の法的視 座」)に おいて も、 こんなに長い論文は、 もとより初 めての ものであ る。

何 が私 を して、 さ ような までに怒 らせ たのか。それは後 に言及す る こととして、 ともか

く、2003年1月 半 ばの、その最終 回(連 載 としての最終 回で はないDの 脱稿後 、 しばら

くして思い立 ち、散 々苦労 しつつ、 ようや くそれ を一冊 の著書 とす るべ く、 目下、再校待

ちの状況 にあ る。 どんなに活字 を(上 下二段組 み に して)詰 め て も、502頁 程度 にな る。

しか も、本のサ イズは四六版 ではな く、菊 版の、大 きな本 となる。 図表 は計70。 定価 は1

万円。 『こんな本 は、仮 に出版 され て も、全部 を読み通す ことは、殆 ど出来 ない代 物』

であろ う(そ の後、信 山社 出版 より、『IT戦 略の法 と技術 』 として、2003年10月10日 に刊

行 された)。

上記連載論文 とて、 『それ』 は同 じであ ったが(そ もそ も400字 ×平均60枚 超 ×26回 、の

分量 であ る)、 『それ』 には、別 な理 由 もあ る。 『法 と技術 』の視点 か らの、各 種 のentry

barriersが 、 あ ま りにも高 いか らであ る。つ ま り、 この書物(そ してその前提 となった論

文)に は、最新 のNTTの 『R&D成 果』 や一般 的なIT関 連の技術 動 向 ・国際標 準化動 向

が、論文全体 の コア として、随所 に、そ して最後の 皿の項 目におい て、多面 的に、扱 われ

てい る。

従来の法律学研究者 の中 には、今 まさに深い学問的な悩み の淵(明 白なデ ッ ド ・ロ ック

状態)に あるはずの 「新古典派 経済学」 の、単純極 まりないテーゼ群 のイロハ(1)を ベ

ース とす る 「法 と経済学(Law&Economics)」 には、不必要 なまでの尊重 の念 を示 す一

派 はあ る。 だが、 「法 と技術」 となる と、話 は全 く別である。

それでは、技術者達、あるいは工学部系の人々にとって、この書物(そ してその前提 と

なった論文)は 、楽に読みこなせる内容のものなのか。答えは恐 らく、明確に否である。

「規制」や 「日米摩擦」に関する部分のことを言っているのではない(D。IT関 連技
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術 は、実に多岐にわたる。ただでさえ、法律学など比較にならないほどの専門領域の細分

化の中で、IT関 連技術の全体 を見通すことは、(評論家に成 り下がることを良 しとし、あ

る種の堕落を自ら肯定する大学教授等は別であるが)最 先端の技術者達にとって、不必要

なものと、認識されがちである。

また、彼 らにとっては、当然のことながら 「今が今」の熾烈な、まさに世界を相手とし

た技術開発競争こそがメインの関心事であ り、「時間軸」を立てて、R&Dの 発展の 『プロ

セス』の中に正確 に当該技術を位置付ける作業も、概 して不十分である(そ の最たる例が、

日本の、そ して世界のインターネッ トを、実は初期段階から強 く牽引して来たNTTの 研

究者達、そ して各研究所相互間における、インターネット黎明期におけるNTTの 貢献を

巡る、混乱である。彼ら自身の言を用いるならば、この点に関するNTT技 術陣の 「バグ」

を 「デバグ」して くれたのは、まさに私のこの論文である、ということになる)。

さらに、自社内に尾大なR&Dリ ソースを有する最先端の企業において も、はたして技

術全体を見通して自社のR&Dを 正 しく導ける人材 を、その研究開発中枢 に何人有するこ

とが出来るかが、常に大 きな課題 となっている。そのためには、分野毎のチームを組み、

それを統括 して行 くことしか、現実には出来ない。否、出来ていない。 これは、電子

情報通信学会等で何度も、最先端のIT技 術者達の前で招待講演等を行い、また、この書

物(そ してその前提 となった論文)執 筆のために、一層深 く濃密 に、日々彼 らと交流 し、

情報 と状況の分析を緻密に行って来た私の、実感である。

それでは、私 がなぜ この書物、 そ してその元 となった論 文 を、書 かねばな らなか ったの

か。それは

(1)一 連 のNTT叩 きの裏 には覇権 国家アメ リカの焦 りと妨害工作 があ るこ と(こ の

点 は、 「技術 の視 点」 を重視す る執筆 をして見 て、一層 明 らか となった!)、

(2)日 本 の政策立案 において、 「技術 の視点」 が、実質上、等 閑視 されていること

(その時 々の余 りにも皮相的 なブー ムない しムー ドに流 されての政策決定の積 み

重 ね)、 そ して、前記(1)の 視 点 も、あ えて無視 され、あ るいは全 く気づ かれ

て もいない こと、

(3)従 来の 日本 におい て、 「国内」 「公正競 争」、 しか も専 らサ プ ライ ・サ イ ド(例 え
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ばADSL事 業者)の 都合 に合わせた問題設定のみがなされ、社会全体の利益が

無視 されていること(と くに経済産業省、公取委、等がひどい1)、

(4)経 済学者たちもまた、「技術の視点」を重視 して分析することな く(基 本的に技

術革新 を無視 しがちな彼 らには、そもそも適切 な分析道具がない!石 黒 『法

と経済』[1998年 ・岩波]、 そ して後 に、同 『電子社会の法 と経済』[2003年11月

刊 ・岩波]で 論 じた点)、 上記(2)(3)の 流れに乗 って、曖昧な自己認識の上

に、無責任かつ非学問的な発言を繰 り返すのみの者が殆どであったこと、

(5)技 術者サイ ドにも、こうした(1)一(4)の 点を自らの危機 と認識する姿勢が

殆ど欠如していたこと、

等々の点 によるものである。

誰 も 『物 事 の 全 体』 を 見 よ う と し な い 中 で 全 て が 進 む。IT(Information&

CommunicationsTechnology)を 語 りつつ、誰 も真の意味 での 『技 術 の視 点』 を尊重 し

ようと しない。 その不正義 を 『許せ ない!』 と感 じた2000年12月 の内的必然が、私 を

突 き動か して、 ここにまで至 らしめた、のである。

それでは、以上の諸点は、 日本経済、例えば日本の金融界にとって、無縁なことと言え

るであろうか。そんなはずはない。IT化 は、もとより金融機関や日々の銀行業務等に、

既に食い込んで久 しい。更なるIT投 資 とIT分 野で世界 レベルを達成することとが、政

府のe-Japan戦 略等との関係でも、強 く叫ばれている。

それなのに、ごく一例を挙げるとして、例えば金融機関が多 く使用する 『RSA暗 号』の

安全性が、何 ら数学的に証明されていない、といった一つの例を挙げただけで、いかなる

反応が返って来るのか。一一他の金融機関もそれを使っているか ら、 まあ大丈夫なんで し

ょう、 といった反応があるのみであろう。

過度な自信喪失の中で再度、一層強固かつ無意識に蔓延す るに至った 「横並び意識」。

そこに安住す る限り、座して死 を待つに等 しい。

日本 中が これ、である。今 の 日本 で、何 を言 って も無駄 に近 い。 だが、最低 限、本稿 で
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は、誰 もま ともに読 む気 など起 こさないで あろう前記の書物(そ の英文 タイ トルは、"THE

BASICSTRATEGYOFJAPANFORTHEINFORMATIONSOCIETYWorld-

leadingR&DActivitiesofNTT"vs."TheDistortedNotionofFairCompetition"一

一")の 概要 をあえて示 し
、「それで も曖昧 な現状 に甘ん じるのみで よいのか」 との、ペ ン

デ レツキ(Penderecki)的 な意 味での、 いわ ば 『最後 の審判』 に臨 む人 々へ の、 さ さや

か な情報提供 を、試 みて置 きたい。

なお、信山社から出版される際に、『貿易 と関税』の何年何月号で論 じた分かが分かる

よう、頁の右肩に年月を記 してある。もとより、最新技術開発成果等の追加 ・補充を行っ

た上での出版であり、かつ、索引替わ りに、全体 を細 目次で数頁ごとに分けたりもしてい

る。以下、その細 目次に沿って、☆マークを付して、概要を示 して行 くこととする。

H石 黒 ・IT戦 略 の 法 と技 術 「NTTの 世 界 的R&D実 績」

vs.「 公 正 競 争 」(信 山社 ・2003年)の 概 要

1本 論文執筆の動機 と基本的な目的 極度に混乱 した 日本の諸状況の

打破 に向けて

☆2000年 とい う年は、真実狂った年であった。同年12月 までに、NTT叩 きの政府関係

等のペーパーが出揃い、12月27日 、か くて私は、段ボール箱単位での彪大 な技術資料を収

集 し、「技術 の視点の欠落」を糾弾する本論文の執筆準備に入 った。2001年1月2日 に、

全資料読破の上で、まず詳細な(雑 誌見開き2頁 になる)目 次を作成 し、最後 まで(そ れ

を拡充することはあっても)そ れを変更することなく、執筆 を続けた。

(1)IT基 本法の基本理念 とGllの 構築

☆ ここでの問題の骨子は、IT基 本法があ りながら、その基本理念の諸規定を無視 して

NTT叩 きが行われた点にある。その基本理念 は、石黒 ・世界情報通信基盤の構築(1997

年 ・NTT出 版)で 示 したGII(世 界情報通信基盤)構 築上の理念と同 じなのに、 である。
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(2)私 と 『郵政省』 との関係、そして決定的な訣別

☆1993年 の旧郵政省電気通信審議会との関係での、私にとって初めてのアメリカ出張で、

アイオワのICNと い う、全州カバー型 で45Mbpsの 光 ファイバーネッ トワーク(但 し、

それはFTTHで はない)の 存在 を知 り、その結果を踏まえて、1994年 に同審議会から、

2010年 までの全国的光 ファイバー網構築を目標 とする答 申が出た。その翌年、一方では

NTT分 割が叫ばれる中、私は前年の答申の国際版の起草者 ともなった。更に1997年 、郵

政3事 業民営化や、旧通産省が仕掛 けたテレコム行政分断工作にも、文字通 り身を挺 して

抵抗 した私が、今度ばか りは 「許せぬ!」 の一念で、同省 との 「訣別」 を伝え、通信放送

機構 ・TTC(電 信電話技術委員会。現在の 日本語名称は、情報通信技術委員会。私は、

当初より、知的財産権 と標準化関連の委員会の副委員長だった)等 での役職をすべて辞 し

て、徹底抗戦に入った。

(3)IT革 命に浮かれる日本の悲惨な現状

☆ADSLブ ームが沸 き起 こるや、 日本 はアメ リカはお ろか韓 国 に も抜 か れてい る、 な

どと焦 り、 「光 ファイバ ー」 な どい らない といった論が、再度巻 き起 こる。そ して、NTT

がすべ てを阻害 している とい う、 アメリカか らの妨害電波 は、 日に 日に強 くなる。 この点

につ いての多数の小論 の中で、 次 にその一つ を示 した。

*日 経 ビジネ スニ○ 〇一年 一月一五 日号 「異 説 ・異 論」欄(石 黒)

叩 きで 日本 は強 くな らない」

「NTT

(4)NTrとNCC各 社の技術力比較の一側面一 本書 皿の入 り口の問題として

☆2000年 末当時、NTTのR&Dが 駄 目だか ら日本 のITや イ ンター ネッ トが米韓 等 に遅

れ るのだ、 との事 実に反す る主張が一方でな され、他 方、 これか らは メー カーのR&Dの

時代 だ、 といった 「NTTR&D」 の実績 を無視 した、 これ またアメ リカの思 う壷の論が、

強 く主張 された。その前提 として、 ここでは、NTT対NCC(ニ ュー ・コモ ン ・キ ャリア
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ズ)で のR&D比 較 を、デー タで示 した。m5へ の頭 出 し、 としての意味 も兼 ねて、 であ

る。

*電 子情報通信学会第一四回光通信システムシンポジウム(二 〇〇〇年一二月七

一人 目)『特別講演』(石黒)

☆ 世界 最先 端 の 日本 の光(フ ォ トニ ック)ネ ッ トワー ク技術 者(200名 ほ どだ った か)

を前 に、 日米 関係等 のイ ンパ ク ト、そ して 「R&Dを 度外視 す る新古典派経済 学者達の横

暴」 に対 し、「奮起せ よ」 と撒 を飛 ばした招待 講演であ った。2、3の 例外 を除 き、「彼 ら」

の視野 の狭 盤 さに、愕然 とした。

*CNN報 道(二 〇〇〇年三 月二三 日)

o]【ferIPv6"

"Ja
panlsNTTtobe五rstISPto

☆IPv6は 、様 々な レベルで議論 され てい る。だが、 まさ にそれ を、ISPと して最初 に

世界でサー ビス提供 したのがNTTで ある こと。 この事実 は、当時 の 日本 の(ア メ リ

カか らの妨害電波 でみ ごとにシール ドされた)状 況下では、一体何の ことです か、程度の

受 け止 め られ方 しか なされ得 ない。 だか ら、 あ えて 「CNN報 道 な ら信 じるか?」 とい う

ことで、それ を示 して、 日本 国内の 「誤解 の山」 に風 穴 をあける一助 とした。

(5)光 ファイバ ー とWDM--C・ パ ー トリッジの指摘 とNTrの 実績

☆WDM(波 長分割多重)と は、一・本(一 志)の フ ァイバ ーの帯域 を分割 し、多重化 す

ることで、一層効率 的で大容量の伝送 を行 う技術 。主要 国のバ ックボー ン ・ネ ットワーク

は既 に光 フ ァイバ ーとなって はいるが、 イ ンターネ ッ トの爆発的利用 増 に対応 す るために

は、い くら太 東の フ ァイバ ーが あって も、早 晩足 りな くな る。 そのため の必須 技術 たる

WDMで 、世界 の最先端 をNTTが 走 ってい るこ とを、知 る必要あ り、 との判 断の下に、

世界 的研究者 たるC・ パー トリッジの、NTTを 評価 す る所説 もあわせ て、 あ らか じめ指

摘 しておいた。
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*大 規模一 〇〇〇チ ャネルAWGを 世界 で初 めて開発(二 〇〇一年一 月一一日

NTT)

☆AWG(ア レイ導波路格 子)と は、WDMの(言 い方 を変 えれば、 これか らの イ ンタ

ー ネッ トのDコ ア技 術 であ り、これまたNTTが 世界 の最先 端 を走 っている。従来が250

チ ャネル程度の ところ、 この開発 成果が発 表 された。狂 気の2000年 が明けた元旦 に、であ

る。そんなことも知 らず に、 制度 や市場 を論 じられるのか、 というのが私の言いたい こと

であ る。

(6)日 本の加入者系光ファイバー網敷設の都道府県別格差の実情－IT基 本法の基本

理念 との関係において

☆ 電話局から各家庭までの中間に 「き線点」というものがある。そこまでの光ファイバ

ーの敷設率で
、最高の東京は58%、 最低は奈良県の15%。NTT東 西の1999年 末のこの数

字を示 し、これまで世に混乱 を生 じさせるからとの理由で、郵政省側が伏せて置いた、顕

著な都道府県格差を示す表を、示 した。電力会社の光ファイバーでの参入等 も、儲かると

ころか らなされる。地域格差是正 もIT基 本法の基本理念に含まれていた。それなのに、

当時のIT戦 略会議は、3000万 世帯に 「高速」、1000万 世帯 に 「超高速」のネ ットワーク

を、との不当な 「国民の二分法」 を示した。ちなみに、2002年 秋 一2003年6月 の、内閣府

での 「今後のIT戦 略の在 り方」に関する専門調査会でも、私はこの表を示 し、殆 ど毎回、

なぜこの 「実態としての格差」を国民に示さないのか と迫ったが、旧通産省出身の細田IT

担当大臣、出井SONY会 長、村井純教授等、最後 まで逃げ回った。

*日 本学術振興会 「未来開拓事業」『電子社会システム』 リレー討論⑤(石 黒)

☆1998-2002年 度の間、学振で 『電子社会 システム』研究プロジェク トが進められた。

その研究推進委員会委員で もあった私が、『極めて危ないデビッ ト・カー ド』を、ろくに

その技術内容 も調べずに全国民にばらまいて しまった日本の銀行界の問題ある対応 を含

め、批判 したものである。本当は、住友信託銀行が郵貯ネッ トワークと接続する旨発表 し、
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同銀行の株価がそのために上がったのに、それを押さえ込んだ全銀協の 「悪業」について

も、そこで書 きたかった程である。

(7)ノ 」寸舌

☆ 以上 は、私が そこで倒 れて も、最低 限の情報が伝 わるよ うに、 との思 いで、執筆 され

た ものであった。

[以上 、二 〇〇 一年三 月号]

2昨 今 の 「NTT悪 玉論」の再浮上 とNTT「 グルー プ」解体 論議へ の徹

底批判

(1)二 〇〇〇年 一二 月の諸状況 をめ ぐって

☆NTTの 海外へ の身売 り(外 資に よる買 収)も 可 な り そのために政府 持 ち株 を放

出す る などとい う電通審第一一次答 申(2000年12月21日)を 始 め とす る、各種 の委員会

等の提言 を、図表 として示 し、且つ、そ こに殆 どR&Dの 視 点が欠落 して いる ことを、 ま

ず示 した。公取委の もの も含 め、計7つ の報告書 の内容 を、表 に まとめてあ る。

以下 は、煩雑 ゆえ、 コメ ン トを要す る項 目のみに、☆ マー クを限定す る。

① 概観 二〇〇〇年版通信白書における"揺 らぎ"の 問題性を含めて

[郵政省編 ・平成一二年版通信白書 特集 『ITがひらく二一世紀』・再論]

☆ ① の見 出 しの 「揺 らぎ」 とは、この 白書 の中で、1997年 の行革 ・規制緩和 の嵐 の中で、

(私 も動いて1)全 国光 ファイバー敷設(FTTH)完 了時点が、政府 レベルでせ っか く2005

年 に前倒 しされたのに、一方で はそれを示 しつつ、 この白書 が、前記 のIT戦 略会 議 の文

書 を踏 まえ、FTTH完 了 は2010年 よ りも更 に先、 とす るが ごと き矛盾 を、分 か らない よ

うに工夫 しつつ、記 してい る点 を、言 った もので ある。
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[第二次NTT改 革与党プロジェク トチーム報告(二 〇〇〇[平 成一二]年 一ー一月三〇

日)]

*郵 政省 ・「『接続ルールの見直しについて』の第一次答 申」(二 〇〇〇[平 成一

二]年 一二月二一日)

[産構審情報経済部会 ・第二次提言IT国 家戦略を実現するための制度設計(二 〇

〇〇[平 成一二]年 一一月二二日)]

*『 政府規制等 と競争政策に関する研究会報告書 「公益事業分野における規

制緩和 と競争政策」について』(公 取委 ・二〇〇一[平 成一三]年 一月一〇日)

☆ 公取委 の2001年1月 のこの報告書 は、従 来型 のボ トルネ ック論 に対 し、(CATV等 の)

代替的ネ ッ トワー クの 「敷設」で対応 し得 る としてい る点、そ して、規制改 革の本 旨たる

「事 後規 制型」行 政 の視 点 か らして、NTTド コモ や コム社 を 「支 配 的事 業者」 と して

NTT東 西 と同様 に強 く規制す ること(非 対称 的規制)に 対 して懸念 を示 してい た点 で、

重要である。 だが、 後述の糸田公取委委員 は、専 ら2000年6月 のこの研 究会 の中間報告書

のみに言及 しつつ、2001年10月 、ワシン トンD.C.で のNTT叩 きの講演 を行 なってい た。

その後委員 を退任 したか らといって、許せ る問題 で はない。そ の裏 にあ る公取委の体 質 も、

もとより糾弾すべ きであ る(そ の先の、公 取委の暴 挙 につい ては、貿易 と関税2004年1月

号 ・2月 号で糾弾 した)。

[IT戦 略会議 ・IT基 本 戦略(二 〇〇〇[平 成 一二]年 一ー一月二七 日)]

☆ 不当な 「国民の二分法」等、既述の諸点を踏まえた批判である。当時は、まさか私が、

内閣府の調査会で、SONY出 井氏 と直接対決する とは、思って もいなかった。彼の弱点

は、自社技術すら十分理解出来ていない点にある。

[以上、四月号]

② 二 〇〇〇年一 二月 に出 され た旧郵 政省 の二 つの レポー トの整 合性

理」vs.「IT基 本法」?

「脅 しの論
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☆ この項目では、「脅 しの論理」に満ちた電通審第1次 答申と、同時期に同省から出さ

れたもう一・つの懇談会第二次中間報告 とを、対比 している。前者がIT基 本法17条 のみ

(!)か ら出発 し、後者が同法の 「基本理念」の諸規定 を踏まえている、との点が、両者

の大きな差の、原因である。

[は じめに 再確認事項と直近の 「世界初」のNＴ 「技術開発成果(AWA)の 紹

介、等]

*『DSLよ り光 ファイバ・一敷設を急げ』産経新 聞二〇〇一年一月ニ一 日付 け

『正論』欄(西 垣通)

☆ADSLブ ームに極度に幻惑されていた当時の日本 において、技術畑出身の西垣教授

の 「正論」を、あえてここに示 して置いた。それほど当時の日本では、「光」より 「銅線」

だ、といった愚論がまか りとおっていたのである。

*AWA無 線技術 を利用 した世界初のパ ーソナル ・ワイヤ レス ・ブロー ドバ ン ド

(最大三六Mbps)の トライアル(二 〇〇一年一・月二五 日NTT発 表)

☆ 『ADSLに 続 くアメ リ カか らの妨害 電波』が 「UWB(ウ ル トラ ・ワイ ド ・バ ン ド)

無線」 である(1D。 そ の こと自体 は、本論文 では言及 してい ないが(岩 波の前 掲 『電子

社会 の法 と経済』22頁 以下 の注12で 言及 した)、 日本 経済 新 聞2003年5月30日 には、早速

「通信速度 光回線 の5倍 」 云 々の記事が載 った。『選択』2003年6月 号126頁 以下は、「新 ・

通信革命児 『UWB』 」 で、「早 くも[日 本の]敗 色 が濃 くなって きた」 とある。だが、UWB

は、基本 的に無線LANの 世界での もの であ り、当面、半径10メ ー トル程度の範囲 での無

線通信 が、可能 となるに とどまる(2002年9月30日 の総務省発 表 「UWB無 線 シス テムの

導入 に向けて一 情報通信審 議会への諮問」で も、UWBが 基本 的 に 「近距離 で」 の伝送

手段 た ることが、示 されて いる)。 そのあた りへの誤解 が、今後 増幅 され て行 くで あろ う

が、「通信速度 光 回線 の5倍 」 というのも、FTTHの 現在 の速度たる100Mbpsを 前提 と

しての ものである。 ギガ(10億 ビッ ト毎秒)か ら更 に上へ 、 との光 ファイバ ー技術 の(無

限 の)展 開 との対比 を、冷静 に行 うべ きところであ る。UWBと の関係 で、更に もう一・点
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補足するならば、使用する周波数帯が問題であ り、既存の携帯電話等 との混信がない形で

の導入が必須 となる(こ の点も、上記の総務省側の 「諮問」の中に含 まれている)。

これに対 して、AWAは 、「屋内無線アクセス」たる点で、いわゆるFWA(「 固定」無

線アクセス)と 同 じだが、家の近 くまで光 ファイバーで伝送することを前提 とする。あと

の無線アクセスにおいて、「動 き回る」 ことが可能である点で、FWAと は異なる。FWA

との対比において、 このAWAの す ぐれた特性 と36メガ毎秒 という世界記録 は、直近の

調査(再 調査)で も、動いていない。

*日 本 か らの 『Nature』 誌へ の掲載 論文数(一 九九入 一二 〇〇〇年)とNTT

☆ 「これか らはメーカーのR&Dの 時代」 な どとい う一般の声 に抗 して、 一つ の参 考デー

タとして、 この点 を挙 げて置いた。民 間研 究機 関ではNTTが トップ、大学 等 を合 わせて

も、(1位 は東大)NTTは9位 で、東京工大 等 を抜 いている。ほんの参考 までの デー タで

ある。

[電気通信審議会 ・IT革 命を推進するための電気通信事業 における競争政策の在 り方

についての第一次答申－IT時 代の競争促進プログラム(平 成一二[二 〇〇〇]年

一二月ニ一 日)]

☆さあ、ここからが、有冨電気通信事業部長(当 時)等 の手による亡国論 との対決である。

細か く書 くとス トレスがまた溜まるので、 コメン トは最低限とする。

aは じめに

bIT基 本法の 「基本理念」の無視

cイ ンターネッ ト時代の競争政策?

☆ 「イ ンターネ ッ ト時代の競争政策」 と題 して いるにもかかわ らず、 内容 は、旧態依 然

たるロー カル ・ボ トル ネ ック論であ る。そ れ を前提 として、NTT東 西 を 「県 内」 に押 し

込 め、且つ、(ア メ リカの意 向通 りに1)ド コモ や コム社 もきつ く縛 り、 あ まつ さえ、 ド
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イツ第2の 移動体事業者たるマ ンネスマン社がイギリスのボーダフォン社 に買収されたこ

とを挙げつつ、NTTが 外資に買収されても、これを前向きに受け止めよう、などと論ず

るのである。真の問題が 「NTTの 研究所」の世界的R&D実 績に在 る(そ れを破壊 しよ

うとするアメリカの意図1)こ となど、頬かむ りした上での暴論、である。

d支 配的事業者規制の導入

☆ 「支配 的事業者」への規 制 は、WTOの 基本 テ レコム合 意(そ の レファレンス ・ペー

パ ー)に よる もの とされ るが、その点 は、石黒 ・前 掲世界情報 通信 基盤の構築 に も書いた。

だが、結 局、この亡国的な試 み(答 申)は 、その後の 自民党 との折衝で、骨抜 き化 された。

身 を挺 しての私(と 妻)の 抵抗 の焦点 が、 まさにここにあ った。名前だけの支配 的事業者

規 制の導入、 とい うこ とになったのである。

*公 取委・『政府規制等と競争政策に関する研究会報告書』(二 〇〇一一年一月)再

論

☆ 公取委 のこの報告書 を、 ここで再度持ち出 した理 由は、既 に記 した ところか らも知 ら

れ よう。 もっ とも、公取 委の真意 は、旧郵政省 よ りも上 に立 って、テ レコム規制の主役 に

な りたい、 とい う不純 なもので はあるのだが。

e市 場画定の在り方 を中心 として一 公取委 「DDI、KDD及 びIDOの 合併に係る事

前相談」(二 〇〇〇年三月)と の対比において

☆ この電通審第1次 答 申では、旧KDD(KDDI)が 「支配的事業者」にならぬよう、

意図的な 「市場画定」がなされている。その不当さを、公取委の 「DDI、KDD及 びIDO

の合併に係る事前相談」における 「市場画定」 と対比 し、併せて、公取委がそこで、「移

動体通信市場」における競争が活発であるとしていることをも、示 して置いた。なぜ公取

委が ドコモへのNTT持 株会社の出資比率の低下に(ア メリカの意向を受けてにせよ)こ

だわるのかを、側面か ら批判する意図も、そこにはある。ちなみに、前記事前相談に対す
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る公取委の見解が、何 ら合併の場合に限定 されたもの とは、理論上考えられないことにつ

いて、白石教授の所説に基づき、別途そ こで示 してある。

*経 団連情報通信委員会の意見(二 〇〇〇年一一月三〇日)

☆ ここは、 どうで もよい。 だが、 この ごろの経団連 は、一層 おか し くな ってい る(日 本

に アメ リカの通商法301条 やUSTRを 真 似 した もの を作 る よう閣議決 定 を早 くさせ るべ

く、動 いた りもしている。 ほかに もっ とや るこ とが あるはず なのに…)。 直近 の 『規制 改

革会議』格上 げ提言 もその一 環。 ジュリス トの規制改革特 集(2003年)も 、規制改革派 が

同誌 を乗 っ取 ったが ごとき内容 であ る(私 は執筆 を断った。企 画 自体 が余 りに偏 った もの

だ ったか ら、 である)。

fNＴrの 在 り方

☆ ここは、 またムカつ くか ら、スキ ップす る。

*AT&Tの いわゆる分割 とその後

☆AT&Tが 「自主的」4分 割等 を経 て、 悲惨 な道 を辿 った ことを、 ここで念 のために、

示 した置 いた。

gNＴ 「グループ内での"内 ゲバ"の 促進?

☆ 電通審の この第1次 答 申は、NTTグ ループ内で内ゲバ をす れば効率性が ア ップす る、

とす る。同 じことを、BMや トヨタ等 につい て も言 えるのか。 そ もそ も結 論先 にあ りき

の愚論 である。内ゲバで シェアを落 とせ ば、NTT東 西 を 「県 間(のIP)通 信」 に も参入

させ るこ とを、考 えてあげ ましょう、 とい った ことである。

*二 〇〇〇年春の事業法改正時の衆参両院 『附帯決議』
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☆ この附帯決 議 には、接続料 金 につ いての長期増分 費用(LRIC)方 式 の導入へ の見直

しや、NTT東 西へ の悪影響回避、等が記 されてい た。それ を全 く無視 しての、第1次 答

申、 だったのであ る。

hNIT東 ・西 の業務範囲

iNTrコ ム社 ・NTTド コモ等 の扱 い

☆ 既述 の理 由によ り、省略。

1国 際競争力の源泉?-R&Dの 視点の欠落

☆ この答 申において、国際競争力 とは、 「経営」面か らしか捉 え られてお らず、「技術の

視 点」 が全 く欠落 している。そ こを批判 した部分 である。

kイ ンセ ンテ ィブ規制?

☆ 内ゲバ云 々で示 した点が、 なぜ 「イ ンセ ンティブ」 などと言えるのか。後 述の、パ ウ

エルFCC新 委員長 の下 での、 ブロー ドバ ン ドネ ッ トワーク敷 設への イ ンセ ンティブ付与

政策 と対比す る と、本当におか しなこ とが、 ここで書かれている。

1ユ ニバ ーサル ・サー ビス イ ンターネ ッ ト・移動電話 を除外1

☆GIIの 時代 のユ ニバ ーサル ・サー ピース と して、 こう した 「除外」 が妥 当か。前 記のc

の項 目で 「イ ンターネ ッ ト時代 の競争 政 策」 を論 じつ つ、ユ ニバ ーサ ル ・サ ー ビスか ら

「イ ンターネ ッ ト ・移動電話 を除外」す るので ある。何かおか しくないか。感性 の問題、

であ る。

*《 若干 の脇道 ゴール ドマ ン ・サ ックス社 のNTTに 対す る投 資評価》
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☆ ゴール ドマ ン ・サ ックス社 はNTT(グ ループ)全 体 の イ ンター ネ ッ トの世界 での プ

レゼ ンス等を も勘案 しつつ、高 い投 資評価 を与 えて いる。執筆上 、その ことだけ を記 した

が 、実 は裏の意図があ る。 ドコモや コム社 の 「巨額特損」の原 因 を作 ったのは、 実は ゴー

ル ドマ ン ・サ ックス社 であ る。 コム社 にアメ リカの ヴェ リオ社 を、 そ して ドコモの海外 子

会社 を、(相 手方 の審査 能力の 欠如 をいい ことに1)め ちゃ くち ゃ高 く買 わせた のは、同

社 であ る。その結果、 『米 欧のITバ ブル』 と同様、NTTも 巨額特 損 で駄 目になった、 と

の シナ リオが、一般に広 が り易 くなった。その ことを、百 も承知 での上記 の言及、 である

(2004年 のAT&Tワ イヤ レス 身売 りの件 も、私 は ドコモ に対 して仕掛 け られた罠 だ と思

い、対 応策を練 ってい るところである)。

*「NTTが 光コネクターMU型 で世界制覇狙 う 高性能と低 コス ト[11]

両立」(二 〇〇〇年七月)

☆NTTは 製造部 門 を有 しない。 だが、猛烈 なるR&D活 動 を通 じて 開発 した技術 を、

内外 の メーカーに活発 に移 転 し、 「技術 シェア」 で世界 のITな い しイ ンター ネ ッ トを牽

引 して いる。光 コネクター等 の光 部品で は、NTTの"技 術 シェ ア"が 世界 の70%程 度 に

まで及 んでいる。更に、 その新 型 で 「低 コス ト」 も実現 した、 とい う点の、最新 ニ ュース

で ある。NTTの 作 る物 は コス ト高で云 々、 とい った 日本 中 に節 する声 も、 「技術 の視 点」

を直視 していない。その一例 が これ、 である。

*ア メリカの思惑一 アメリカ外交問題評議会二〇〇〇年一〇月公表ペーパーを

中心 として

☆ ロー ラ ・タイ ソン議 長の このペーパーの中で、例 によってNTTが 日本 のイ ンターネ

ッ ト等 の発展 を阻害 している、等 々の指摘があ り、かつ、 その ドミナ ンスを崩 し得 る存在

として米菓 の(!)事 業者 の名 のみが挙 げ られている。 日本のNCC各 社 は、単 な る買収

の ターゲ ッ トで しか ないかの ご とき扱いであ る。彼 ら(NCC各 社)は 、つ くづ く滑稽 な

メ ッセ ンジャー達、 なので あ る。そ れ と共 に、 ここで、 日米構 造協議 の頃 の、元USTR

の ウル フ氏 の国際会 議ペーパ ー にお いて、真の 問題 はNTTの 「研 究所 」にある、 との ア
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メリカの本音がうっか り漏 らされていたことにも、言及 しておいた。アメリカの意図に反

した 「法案骨抜 き」のあと、アメリカ側が、日本のFTTH推 進等が、日本の不当な産業

政策だ、 としている後述の点との十分な対比が必要である。

mNTrの 海外への売却?

☆ 既述 の 「亡 国論」、であ る。

n"NTrR&D"へ の無理解

☆ 「無理解」 を検証するという、空 しい作業であった。

[以上 、五 一七 月号]

[二〇〇五 年へ 向けたe-Japan超 高速 ネ ッ トワー クイニ シアテ ィブ 二 一世紀

におけ る情報 通信 ネ ッ トワー ク整備 に関す る懇 談会 第二次 中間報告(平 成 一 二[二 〇〇

〇]年 一二 月二五 日)]

☆ 電通春窮1次 答 申とわずか数 日の差で出されたこの中間報告が、いかに違ったニュア

ンスのものか。そこを検証するのが、 目的である。

a旧 郵政省の矛盾する"二 つの顔"

☆ この中間報告 は、2005年 までに全 国津 々浦 々 まで光 ファイバー を敷設す る とい う、か

のNTT分 割論(後 述)が 台頭 してすべてが歪み始 める前 までの、正 しい旧郵 政省 のス タ

ンス に、基 本 的に は立 ってい る(正 確 に は、立 とうとしてい る)。 そ こが、注 意すべ き点

であ る。
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bIT基 本法の 「基本理念」からの出発

c「 超高速」と 「高速」 技術的視点から

☆ 後 に、1990年 のNTTのVI&P計 画 との 関係で再度論 じてあるが、1995年 頃まで、「デ

ジタル化」 をISDN(サ ー ビス統合デ ジタル網)と し、そ の前 にN(狭 帯域[ナ ロー ・バ

ン ド])、B(広 帯域[ブ ロー ド ・バ ン ド])を それぞれ付 して、議論 を して来た。だが、ADSL

ブームのあた りか らか、 「ブ ロー ドバ ン ド」 とい うと、せいぜ い数十メ ガ毎秒 まで、 とい

った用語法 が、示 され るよ うになった。NTTの 技術 統轄者 までが、「ブロー ドバ ン ド」 と

い うと 「銅線」前提 の議 論 だ、 な どと言い 出す始 末。 これ また、FTT且 の全 国展 開 な ど

夢 のまた夢 、 とい った アメ リカの実情 か ら発す る 『妨害電波』 に、災い されての ものであ

る。そこに対 し、注 意 を喚起 した。

*ベ ル研究所の運命

☆AT&Tの 自主的選択 の下 に、周知の ご と くベ ル研 は、 身売 り話 まで出 てい た。そ の

点について一言 しつ つ、後述 の皿4の 項 目へ の頭 出 しをした部分 である。

d光 ファイバー網整備の現状 と屈折 した展望

☆ 既述の都道府県別格差には言及せず、この中間報告書は、(IT戦 略会議で曖昧にされ

るまで)政 府目標であったはずの、2005年 全国FTTH完 了を達成するための、相当無理

な工程表(整 備計画)を 、示している。そこで引用 したいくつかの表(こ の中間報告書か

らの引用)に は、い くつかの面白い点が、示されている。例えば、2000年 度の政令指定都

市以上の諸都市において、「経済合理性」からは光ファイバー敷設率59%な のに、実際は

92%と ある。細かな説明は省 くが、大都市部で、無用の重複投資的に、闇雲に光ファイバ

ー敷設合戦が進行中、 との実態が、そこに示されている(1)の である。だが、そこから

先は、実に悲しい。2005年 までの 「完了」は困難ゆえ、「おカネ頂戴」路線へと、この中

間報告は、走ることになるのである。
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*VDSLの 国際標準化動向

☆ADSLの 速 度 も、(ス ペ ク トラム ・マ ネジメ ン トの問題 は別 として1)長 期 にわた る

執筆期 間中にアップ して来 てい る。だが、VDSLのVは 「veryhighbitrate」 であ り、

いわばDSLの 最遠 の もの、 との位 置付 けになる。そ の2001年1月 段 階での国際標準 化動

向について一言 した。VDSLで60メ ガ毎秒可 能、 な どとい う海外企業 の技術 統轄者の言 に

対 し、私 が 「ウソつ け」 と言 った 頃の、数字 であ る。 その後 のVDSL国 際標準 化動 向 に

ついて は、 皿の中で論 じて あ るが、そ もそ もVDSLに つい て は、市場 に二 つの方式 が既

に出 回ってお り、相互 につ なが らない(11)状 況 にあ る。ADSLの 先 にはVDSLが あ る

か ら 「銅線」の ままで良い、 などと言えるかの 問題であ る。

[以上、八月号]

③ 「NTTの 技術力に対する適正なる評価」の必要性 と 「国際進出 ・国際競争力」概

念への根本的反省の必要性

☆ この③ は、その直前 の 皿② までを引 っ提 げて私 が如何 に 『行動 』 し、法案 を 「骨抜 き」

にした上で、無事 「国会通 過」 に至 らしめたか の、 『闘争』 の記録、である。 だが、 「技術

の視 点」 をち りばめる ことも、 きちん と行 って いる。

[世界初の画期的なテラビッ ト級光MPLSル ーターの開発(二 〇〇一年五月)、 等の

快挙÷NTT叩 きの風潮の中で]

☆ 「テ ラ」 は 「ギガ」 の1000倍 ゆ え、1兆 ビッ ト毎秒、 となる。イ ンターネ ッ トの世界

で テラ ビッ ト級 のル ー ターが必要 にな るこ とは、 自明 の こ とであ った。だが、MPLSと

いうIETF(イ ンターネ ッ ト ・エ ンジニ アリング ・タス ク ・フ ォース)の 場 で合 意 された

方式 で、世界初 のテ ラビ ッ ト級(正 確 には2Tbps)の 「ルー ター」を開発 したの は、 シ

ス コで もノーテル で もルー セ ン トで もな く、NTTで あった。 しか も、NTTは その動態

展示 をアメ リカで行 な った、ので ある。『ルー ター と言 えば外資』 とい う常識 は、実 は 「市

場 シェア」 しか見 ない、「技術 の視点」 か らは非常識 な見方 なのであ る(1)。 覇権 国家 ア
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メリカの焦 りは如何 ばか りか、 を思 うべ きところであ る。

[二〇〇一・年二 月一四 日～同年六月二 四 日までの展 開 と 『わが闘争』]

☆ これは、文字通 りの 『闘争』で あった。何故、 同 じことが、 国立大学、 とりわけ 「法

学部」へ の不 当な攻 撃 に対 して、 なされ得 なかったのか。嘆かわ しい。実戦派 の私 として

は、そ う思 う(「 これ までの 日本の法学教育 はダメだ った。だか ら改革 だ1」 とい った輩

に対 し、 なぜ法学部 の教 授連が、 「証拠 は?」 「因果 関係 は?」 等 の点 を問いただす こ とす

ら、出来なかったのか。だか ら、'吟"に 至 って しまったのである1)。

a「 『国難』ゆえの嘆願書」(二 〇〇一年三月二二 日)

☆ 手書 き文書である。それを、私 と妻は、文字通 りあちこちに郵送 しまくった上で、同

年3月22日 の自民党本部での頂上決戦に臨んだのである(座 長は、その後引退 した野中広

務先生)。

b『 外圧バネ返 し今国会で法案成立 を－IT革 命 とN1「「をめ ぐる情勢』(二 〇〇一

年四月 ・石黒)

☆ これ は、某所 で の講演録。一・故紙 に まとめて も らい、 これ また配 りま くった、そ の現

物 である。下のfも 同 じであるが、少 し先 の項 目まで、スキ ップす る。

*《 若干のつぶや き》

c国 会での法案審議 と衆参両院附帯決議

d『 規制改革推進三か年計画(平 成一三[二 〇〇一]年 三月三〇 日閣議決定)に お

ける 『NＴrの在 り方』

e『e-Japan重 点計画』(平 成一三[二 〇〇一]年 三月二九 日、高度情報通信 ネッ

トワーク社会推進戦略本部[IT戦 略本部])
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f「 『NTT叩 き』vs.『 戦 略的技術 開発』 『真の公正競争』 に向 けて」(石 黒)

[以上、九月号]

④ 「非対称的規制」 ・「内部相互補助」等への厳密な経済分析の必要性

革」論議との関係を含めて

「規制改

☆ 「非対称 的規制」 ・「内部相互補助」等へ の厳密 な経済分析 につい ては、既 に石黒 ・

法 と経済(1998年 ・岩波書 店)で 論 じてある。 「規制改革」 につ いて も同様だが、NTT問

題 との関係 を含 め、論 ずべ き点が出て来た。そ こに焦点が 当て られている。

[概観]

*「 行革 ゾ ンビの復活 とOECDＬvs.「M・ フランスマ ン教 授の警鐘」

☆ エ ジンバ ラ大学 のフラ ンスマ ン教授 の所説 について は、 皿4で 本格 的 に言及 するが、

ここではBT・AT&TとNTTと を比較 して、果 た してNTTの 「地域」 と 「長距離(&

国際)」 とを分離す る、 しか も 「規制」でそ れを行 うことに理 由があったのか、等 を問題

視 す る、同教授 の 日経新 聞 「経済教室」(2001年5月21日)の 小 論 を、 紹介 している。

*「 電子社会の将来像 『IT基本戦略』を超えて」(経 団連会館 シンポジウム

報告[二 〇〇一年五月九 日]・石黒)

☆ 学振の前記 『電子社会 シス テム』研 究 プロジェ ク トの公 開 シ ンポ ジウムであ り、東

大 ・法 ・中里 プロ ジェク ト(そ の成 果 は、中里実=石 黒 共編著 ・電子社会 と法 シス テム

[2002年 ・新世社]。 同社刊 のライブラ リ電子社 会システム全5巻 の第3巻 である)の 他 の

メンバ ーには、極力負担 をか け まい とす る私のポ リシーか ら、基 調報告 とシンポジウム実

行 委員長 とを私が兼務 した(パ ネル討議 のパネ ラー も私)。 その基 調報告ペ ーパーが これ、

であ る。「所得再分配」 との関係 で、東大 ・経プロジェク トの奥野教授 か ら、 『改革は、 や

ってみなければ[ど うなるか]分 か らない』 との、次 の小項 目に記 した一言 を得たのが、

重 要な成 果であった。
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*規 制改革と 「国民の痛み」

からない』1?

「改革は、やってみなければ[ど うなるか]分

☆ 次の、規制改革論議を、正面か ら再度論ずるための、前提である。

[規制改革論議との関係]

*規 制改革委員会公開討論 「二一世紀の日本 ここを変える、ここを守る」

(平成一二[二 〇〇〇]年 一〇月一〇 日、於千代田公会堂)石 黒発言を中心

とした抜粋

☆ 公開討論は、当時の 「規制改革委員会」において、初めての試みであったが、神野直

彦教授以外は規制改革派。しかも、所得再分配や 「国民の痛み」の内容等に関する我々の

議論を、オリックスのかの宮内氏は 「神学論争」などと。のみならず、国立大学では法律

学や経済学を教えな くても良い、等の暴言(八 代委員)ま であ り、徹底的に闘った。ネッ

ト上公開された、その議事録である。

*規 制改革委員会 ・規制改革についての見解(平 成一二[二 〇〇〇]年 一二月一

二 日)「NTTの 在 り方」論 を中心に

☆ 語るに落ちた内容である。

*政 策評価 数値化 ・定量化 とその限界

☆ この項 目は、短いが、重要 で ある。 「政 策評価一 数値化 ・定量化」 の 「限界」 を説

くの は、 「政策学」専攻の田辺 国昭教授(東 大 ・法)で あ る。惜 しむ ら くは、彼 の表現が

ダイ レク トではないことであ り、 緊急事 態対 応の"仕 様"に はなっていない ことである。

だが、彼 の説 く通 り、 「過去の トラウマ」 と 「過度 の期待 と失 望 との悪循 環」 との 中に、

何で も数値化 で きるし、数値化 出来ない もの は切 り捨 て よう、 といった(法 学 部改革 に も

共通す る1)現 下 の大問題が生 じてい る。
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*松 原隆一郎 「小泉改革 熱狂の行方 国民は痛みに耐えられるか」(読 売新

聞二〇〇一[平 成一三]年 七月一〇日付け)に ついて

☆ よ うや くこの種の論調が出始め た頃の、一つのサ ンプル として、 これ をここで引用 し

た次第。「何 とな く」がキ イ ・ワー ドだ とす るその論 じ方の非直裁性 に、不満 は残 るが。

[以上、 一〇 月号]

(2)一 九九六年 までのNTr「 分割」論議への筆者の抵抗 と一九九九年七月の 「持株会

社方式」によるNlrrの 「再編成」 「研究開発体制」の問題に重点 を置いて

*『NTT再 編成 についての方針』(郵 政省

[平成入]年 一二月六 日)

NTT側 合意文書発出は一九九六

☆ 実 は、私は、1996年 の この 「決着 」 において も、旧郵政省側 の トップ との 「手打 ち式」

に至 るまで、猛然 と同省 との抗争 を重ね ていた。R&D部 門 を持株会社 の一元管 理 とす る

ことを条件 に、私 は手打ちに応 じたのであ る。

*「 国際的視点欠 く[NTT]分 割論 独禁法の手続 も無視」(石 黒 ・毎 日新聞

一九九五[平 成七]年 七月九日[オ ピニオン ワイ ド・日曜論争])

☆ 上記抗争中の小論の、一つである。NTT分 割をめ ぐって 「二つの公正競争概念」が

ある点の指摘が、岩波の 「法 と経済』(同 書の目次 を見 よ)へ とつなが って行 くことにな

る。

*電 気通信審議会答申 ・日本電信電話株式会社の在 り方について 情報通信産

業のダイナミズムの創 出に向けて(平 成八[一 九九六]年 二月二九日)
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☆NTTの 「再編成」に関する答 申である。それを受けて、水面下の交渉がなされ、上

記(2)冒 頭の 「合意」へ と至ったのである。

*ヤ ー ドス ティック競 争?

☆ 「間接競争」の こと。NTT東 西の 間で、(ネ ッ トワークはつ なが って いるの に1

鈴村 興太郎教授の強調す る ところ)ヤ ー ドス ティック競争 な ど、 出来 るはずがないが、伊

東 光晴教授が、やた らこだわっていた。

*郵 政省 ・マルチメディア時代に向けた情報通信産業における研究開発の在 り方

に関する研究会報告書(平 成七[一 九九五]年 九月)

☆ これは、私 と旧郵政省 との当時の対決が決定的になった、いわ くつ きの研究会である。

NTT仕 様の交換機は海外 で使 われない云々か ら始 まって、AT&Tは いわゆる 「分割

(divestitureM&A用 語 としての、「不採算部門の切 り捨て」D」 以後 も、地域電話

会社(不 採算部門としてAT&T本 体か ら分離された)を 含 め、R&Dは 順調ゆえ、NTT

「分割」は問題な し(株 価 も上がる)、 とするに至 る。私が口火 を切 って、今 はKDDI副

社長(そ の後、会長となった)の 五十嵐氏等 と猛烈な論争になり、各社代表(富 士通を含

む)も 「今までは黙っていたが … 」 として、猛然たる攻撃を始めた。

*富 士通山本卓眞会長(当 時)の 見識1

☆ 当時の状況下で、私のような立場を明確に示 していた経済人は、NECの 関本会長(当

時)と 富士通 山本卓眞会長(当 時)位 であった。その山本氏の論稿の紹介である。

*[追 記]研 究開発 に関するNCC各 社の最近の動向

☆ 研究開発 に関するNCC各 社の動向については、既に小項 目を起 こし、一応論 じて置

いたが、その後 も、さしたるR&D投 資が(死 んで しまったKDDは 別 として)な されて
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いず、R&D軽 視の企業へのシェア移転は国民的損失ではないか、

それとなく示 した部分である。

との年 来の私 の思 いを、

[以上 、一一 月号]

(3)一 九九七年の 「郵政三事業民営化 ・テレコム行政分断」論議への筆者の抵抗 との関

係

☆ この点を、あえてここで再度論 じたのは、1995年 以来の 「分割論」の際にはNTTを

助け、97年 のこの問題のときには旧郵政省を助けた石黒の論理は云々という見方が、一部

に在 ったからで もある。だが、より深 くは、「民営化 ・規制緩和 ・規制改革」の流れが如

何 に非人間的かを、再度示して置 く必要を感じたからでもある。

① 概観

*「 ある鉱物学者からの手紙」 ニ ュー ジーラ ン ドの惨 状11

☆ 河 内洋佑 氏 の 『正論』2001年5月 号284頁 以 下、であ る。私 が岩 波 の 『法 と経済』等

に書 いたこ とと同 じ 『ニュージー ラン ドの惨 状』が、実体験 に即 して、実 に生 々 しく記 さ

れ てい る。そ こに は、「大学」 も同 じ道 を辿 り … 、 とい った箇所 があ る。 日本 の国立

大学改革が、単 なるニュージー ラン ドの後追 いを、十数年遅れで(!)し ているのだ、 と

い うことへ の警鐘 の意味 も、 もとよ りあ る(も はや遅いが…)。

*"郵 政三事 業民営化 ・テ レコム行政分 断"と の私の戦 い

☆ 淡々 と、 この闘争の過程 で発表 した小論5つ を、示 した。

② 二〇〇〇年一二月の 「郵便のユニバーサル ・サービスの在 り方について」報告書 と

の対比一 郵便 とテレコムとで何がどこまで違うと言えるのか?
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☆ この報告書は、私 の論理 に従 った 「構造」 を有 している。経済学者達 に任せ る と、(計

算 な ど実際には出来ぬ くせ に)コ ス ト、 コス トとわめ く。郵便制度 を守 ろう とす る側 の者

で もそ うである。だか ら、 い ま全 国で提供 してい るサー ビス品質 の全 国的維持そ れ 自体 を

「ユ ニバ ーサル ・サ ー ビス」 と定 義せ よ、 と私 は主張 した。郵便 の場 合 には、 テ レコム と

違 い、 ネ ッ トワークの抜本 的高度化 ということはない。 だが、その点 を捨象 すれ ば、最高

のサー ビス を全 国津 々浦 々に、そ して、すべ ての人 を平等 に扱 うことがユニバーサル ・サ

ー ビス である、 との 「テ レコム(GH)」 の場合 の私 の議 論(ア ル ・ゴアの もとも との主張

もそうであったDと 、 ピ タリ平灰が合 う。 そこに注意すべ きである。

*世 界的な 「日本の郵便」のサービス品質1

☆ あまり知 られていないが、誤配達等の率や配達スピー ド等、サービス品質において日

本の郵便は世界一一の水準を誇っている。にもかかわらず、その点に焦点が当た らず、徒 に

「新規参入を認めろ」の声ばか りが挙がる。そのおかしさを、突いたのである。

*阪 神 ・淡路大震災 と 『赤いポス ト白書』

☆3事 業 問題で、いやいやNHKテ レビの夜の番組 に出た とき、控室 で、宅急 便 の某氏

の横 に座 り、 この 『白書 』 をこれ見 よが しに示 した。 「下手 な こ とを言 うと、 これ に言及

す るぞ1」 との、私 な りの脅 しであ った。阪神 ・淡路大震 災 の際、郵便局 員は必至 に(NTT

職員 はた った1日 で、基本 的 にネ ッ トワー クを復 旧 させ たが1)、 瓦礫 の中、郵便 配達 を

行 った。郵便 局 に溜 まった郵便 物 を写真 に撮 って、「これ だか ら郵便 局 は駄 目だ」 と宣伝

す る輩 が居 た。確 か に、宅 配便 業者 の倉庫 には、被災 地 向けの荷物 は、「溜 まっていなか

った」。 だがそれは、彼 らがい ち早 く、被災 地向けの荷 物 の預か りをス トップさせ たか ら

で ある。その 「事実」が、 この 『赤いポス ト白書』に は、切 々 と写真入 りで記 されている

の であ る。そ こか ら何 を感 じ取 るか。 人 としての感性 が、再度問われ るべ きである。

*郵 便事業の特性?
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☆NTT叩 きの部署 か ら某氏が郵務局長 に転 じ、 これ まで とは全 く逆の よ うな ことを言

い出 した。「テ レコム と郵便 は違 う」 との こと、で あった。

*ユ ニバ ーサル ・サービス維持のための コス ト?テ レコム との対比 において

☆ ここは、 スキ ップす る。何 年経 って も、 「コス ト計算」の仕方 は、は っ きりしない ま

ま。それ なのに、 テ レコムでは、 「接続料金」 のLRIC方 式で行 く、 とな って、NTT東 西

は、多大 な困難 に直 面 した。おか しな話、で ある。

*そ の後の諸外国での 『郵便自由化』をめぐる動向

☆ 郵便 自由化 は、 日々の人々の生活 と直結す る。諸外 国での単線的な 自由化 に、曇 りが

出始 めた ことについて、 ここで一言 してある。

[以上、一・二月号]

(4)「NTTの 接続料金」をめぐる 「日米摩擦」一 短か過 ぎた蜜月?

☆1999年 夏 の 「NTT再 編 成」が決 まった後 のNTTと 旧郵政省 との 関係 は、概 ね良好

であった。 ところが、 アメリカが、NTTの 接続料 金の高 さが 日本 におけ るイ ンターネ ッ

トや高度情報化 の阻害要 因 となっている旨、対 日批 判 を展 開 し、 同様の声 が 日本 国内 にも

紛 した。だが、 問題 は、 なぜ アメリカ側がNTTの 「接続料金」 に着 目したか、であ る。

それが、持株会社 が一元管理す るNTT研 究所 におけるR&Dの 原 資だか らだ、 との点 は、

私 の視点か らは、 明 らかだった。 だが、本論文(本 書)執 筆の準備 を していて、私 は重大

な ことに気づ いた。NTTの 技 術 をベース とするFTTHの 国際標準化 の達成前後 の事情 と、

このアメ リカの対 日クレイム とが、時期 的 にも連動す る(1)こ とを、発見 したか らであ

る(!)。

① 概観 長期増分費用モデルの問題点も含めて

[インターネッ ト接続料金の日米逆転1]
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☆NTT関 連法案 の2001年 中の国会審議 に際 して の、片 山総務大 臣の答 弁 に もあ るよ う

に、 とか く日本 の 「通信料金」 は諸外国 に比 して高い、 との 「通念」 は、 もはや事実 に反

している。その ことを、複 数 の図表で、 目に見 える形 で示 した。 もっとも、それ とて、各

事業者 の複雑 な料金体系 の 中で、一体何 と何 とを比較す るのか とい う、岩波 の 『法 と経済』

で も私が力 説 した問題 が、 先 にあ る。だが、 アメ リカ側 の一方的主張を崩す 、 とい う戦 略

的 な目的のためには、十分 なデー タであろう。先方 の主 張は、始めか らめちゃ くちゃなの

だか ら。

[NTrの 接続料金に関する日米摩擦(一 九九九年～)]

☆1999年 とい う、 この摩擦 の始 まった時期 に、前記 の ごと く、注意すべ きである(更 に

後述す る)。

*郵 政省の対米スタンスと 「日本政府の裏切 り」

☆ 私の尊敬する谷郵政事務次官の下、当時の旧郵政省 は、アメリカの対 日指摘 に、猛然

と反発 した。だが、 日本政府は、それに先立ち、長期増分費用方式の採用を含め、既に対

米約束 をしていた。その為、旧郵政省は、一・度挙げた拳 をどこにも降ろしようのない事態

となった。そして、そこで誠に不幸な人事異動があ り、何 とぞの拳 を思い切 り、NTTに

振 り降ろそうとした。それが、既述の電通春窮1次 答申だったのである。

*石 黒 二井手秀樹 「米国のNTT接 続料下げの論理 日本の高度化抑制が狙い」

(産経新聞一九九九[平 成一一]年 一二月ニ一 日付け朝刊 『私にも言わせてほし

い』欄)

☆ アメリカの対 日批判は、旧郵政省の接続料金に関する研究会報告書にも向けられてい

た。旧郵政省内の良識派にも配慮 しつつ、既に示 した点を親友の井手秀樹教授(産 業組織

論)と ともに書いた小論が、これである。
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[長期増分費用モデル と"現 実"]

*「 モデルの世界か ら現実の世界への逆流」

の警鐘

岡野行秀名誉教授(東 大 ・経)

☆ 旧郵政省の長期増分費用(LRIC)モ デルに関す る研究会座長は、岡野行秀教授であ

った。私の 『法 と経済』で も重要な箇所で登場する同教授は、「モデルの世界から現実の

世界への逆流」を厳 に戒めていた。あ くまでモデルはモデルだ、 と執拗 なまでに、そして

正当に、クギを刺 していたのである。にもかかわらず … 、 といった展開となる。

*ア メリカ政府の対 日クレイムと議論の歪み

☆既 に枚数が相当多 くなって いるこ とに、今気づ いた。以下、 コメ ン トは最小 限 とす る。

[FCCの 長期増分費用モデルに基づ く相互接続ルール(一 九九六年八月)を めぐるア

メリカ国内での訴訟の嵐]

*FCCの 「接続料金は安ければ安い程良い」論へのアメリカ国内での抵抗

*[追 記]そ の後のアメリカ連邦最高裁判決(二 〇〇二年五月一三日)の 位置付

け

☆ 要するに、アメリカが 日本(NTT)に 押 し付けたLRIC方 式は、アメリカ国内で訴

訟の嵐の中に在ったものであ り、日米交渉に際して、旧郵政省の天野氏が十分な 「ミラー ・

アタック」をかけずに、 自民党 との合意における最大限ここまでという下げ幅を、交渉の

最初に持ち出したことの問題性が、根本にある。その後、上記のFCC方 針を認めた連邦

最高裁の逆転判決が出たが、 その頃には、 当のFCCの 方針転換がなされていた(後 述)、

ということである。

[日米交渉決着への経緯 とその後－FTrH問 題 との関係 を含めて 口

[以上、 一 月号]

*『FTTH推 進は日本の不当な産業政策1?』 アメ リカの 『自白』
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☆2001年6月 の法 案 「骨抜 き」 国会通過 ・成 立 に対す る対 日ク レイムで、 アメ リカの本

音が示 された、 とい う既述の点である。

② なぜ アメ リカはあれ程 まで に執拗 だっ たのか?NTTの 技術 をベ ース と した一

九九八年のFTT且(フ ァイバー ・ツー ・ザ ・ホーム)の 国際標準 化 との関係

[FTrH国 際標準化への経緯とN下rの 世界貢献]

*NTTの 欧米亜のキャリア ・メーカーへの呼びかけとFSANの 創設ITUで

の勧告化への流れ

*NTTの 協力によるベル ・サウスのアメ リカ初のFTTH

*NTTの 華麗なる国際技術戦略!

☆NTTの ビジネス は ともか く、 国際標準 化戦 略 は、見 事 であ る。FTTH国 際標準化 に

際 して、FSANと い う組 織 を設 立 し、ア メ リカのベ ル ・サ ウス に傾 きつ つ、 そ れに よっ

て欧州のキ ャ リア等 をFSANの 場 に一層 引 き寄せ、 中国 ・韓 国等、 アジ アの キ ャ リア等

にも配慮 しつつ、すべ て をまとめて行 くテ クニ ック(戦 略Dは 、NTTド コモ によるIMT

-2000国 際標 準化 に際 して も、同様 に展 開 された。 とくに、アメ リカのベル ・サ ウスが一

本釣 りされた こ とに対す るアメリカの焦 りを、思 うべ きである。

[『Vl&P』 か ら 『HIKARI』 へ]

☆NTT東 日本の広報誌用の原稿(活 字化以前 に各所に配布)に 私が 「VI&Pに 続 くビ

ジョンを示せ」 と書いたこととも関係 して、新たなビジョンがNTT第3部 門から出た。

和田新社長になっても、基本的には踏襲されている路線である。

*

*

*

*

「一 九九五年 という年(!!)」 「技術 の文脈」 と 「覇権 国家 の思 惑」

「日本 国内での 『ゾンビ』達 の動 き」vs.「 美 しい技術 の世界」

NTTの 新 「HIKARI』 ビジ ョンとは?

フォ トニ ック(光)ネ ッ トワーク関連 での国際標準化へのNTTの 大 な る貢献
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*通 信 と 「エ ネルギー問題」

*「 発熱量」 と 「冷 却」 「全光(ひ か り)シ ス テム」化へ の道

☆ 要す るに、光(フ ォ トニ ック)ネ ッ トワー ク国際標準化 に際 して、NTTの 活動 は多

方面 に及 び、その活動 な くして世界 をま とめる ことは、事実上不可 能 と言 える現状 を、 こ

こで示 し、かつ、通信 と 「エ ネル ギー問題」へのNTTの 取 り組み を通 して、電気 的処 理

の部分 をな くした 「全光(ひ か り)シ ステ ム」が早晩必要 にな ることを示 した。

[以上、二月号]

[補給 『トロ ン』 をめ ぐる日米摩擦 とNTT]

☆ 「トロ ン」 関連の 日米摩擦 において、 アメリカ側 はNTTが 交換機等 に トロンを全 面

採 用す るとしていたこ とを、大 き く取 り上 げ、 問題 にした。当時 の文部省 ・通産省関連 の

問題のみが摩擦 の対象 で は、 なかったのであ る。 しか も、 当時の 日本 は、 『不 公正貿易報

告書』発出(正 式 には1992年 か ら)以 前 ゆえ、 アメリカ側 も高 を くくって、本音 を、以下

の小項 目の タイ トルのご と く、誠 に素朴 に対 日文書の 中で記 して もいた。

*一 九八 八 ー八 九年の 日米摩擦MS-DOS(等)を 守 りたかったアメ リカ!

*ト ロンの概 要

*日 米摩擦 をす り抜 けた 「NTTと トロン との結合」 「アメ リカのNTTへ

の圧力」の一つ の背景 として

☆ トロ ンの名 をアイロス と変 え る、 とい った襖 を行 い、NTTは 全 面 的にそれ をOSと

して採用 した。家電 メー カー のみが トロ ンを支 えた(NHKテ レビの 「プロジ ェク トX」

の トロ ン特集 もそ うだった)と い うのは、事実 に反す る。坂村 健教授 も認め るように、携

帯電話への トロ ン搭載 のイ ンパ ク トが大 きか ったが、NTTは 移動系 ・固定系 を問わず、

トロ ンを実質採用 して久 しいのである。アイロス に対す る表立 った批判 はアメ リカ側か ら

なされてはい ないが、その点 も、 「接続料 金」 をネタにNTT(の 研 究所)を 叩 こうとす る

アメ リカの意 図の、背景事情 と して、あ った と見 るのが 自然 であろ う。
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(5)公 正取引委員会のNTTに 対する行動はどこまで 「公正」か?

① 前 提 と しての"真 の"競 争 政策 の在 り方 オ ース トラ リア のACCC(競 争 ・消

費者委員会)の 営為、そ して旧通産省 の 「Eク ォリティ ・ペ ーパ ー」等 との対比 にお

いて

[糸田公取委 委員vs.パ ウエルFCC新 委員長 目指すべ きもの の圧 倒 的な差 につ い

て1]

a糸 田省 吾公取委委員 の ワシ ン トンD.C.で の講演(二 〇〇一年 一 〇月 一一 口)一

一 『NTT叩 き』への支援 要請?

*公 取委 の提案?

*「 独禁 法の厳正な適用」 と 「警告(行 政指導1)」 との意 図的混 同?

*公 取委 こそが霞 ヶ関の司令塔?一 総務省批判 を含 めて

*「 テ レコム ・ガイ ドライ ン」(二 〇 〇一年一一月)と 「『望 ましい条項』の問題

性」

bパ ウエ ルFCC新 委 員長の政策提 言(二 〇〇一年 一〇 月二五 日)従 来のFCC

の政策 の大転換へ1

*「 消費者重視」 と 「ブロー ドバ ン ドに関する規制緩和」

*パ ウエル氏の 「『ブロー ドバ ン ド敷設』への信 念」 糸 田氏 の見解 との対比

にお いて

*日 本 の 「テレコム ・ガイ ドライ ン」 の 『望 ま しい条項』」 との対比

*パ ウエ ル提言 におけるアメ リカの テレコム競争政策の大転換 「真 の競争政

策」 を 目指 して

☆FCCの パ ウエル新 委員長が、 ブロー ドバ ン ドの 「敷設」 イ ンセ ンチ ィヴ付 与 を最優

先 し、従 来のFCCの 、「接 続料金 は安 けれ ば安い ほ ど良い」的政 策 を も全 面見 直 しす る

方向で、規制方針 の大転換 を表 明 した。 ち ょうどその頃、旧態 依然 たるNTTの ボ トルネ

ック論 を引 っ提 げて、公取委 の糸 田委員が、事実 を歪 曲 しつつ、かつ、2001年1月 の、で

はな く、2000年6月 の 「中間報告」のみ に言及 しつつ、1985年 の制度 改革以来、 日本 の通

信 市場 で は、何 ら競争が進展 してい ない、 な どとアメリカの弁護士達 の前で、勝手 な講演
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を していたのである。滑稽 であ る。 だが、公取委の本音 は、 む しろ糸田委員の側 に傾いて

い る。 け しか らぬ話 であ る。

[以上、三月号]

[OECD『 構造分離報告書』 序説]

*二 つの公正競争基準と独禁法の 「厳正な適用」

[石黒 ・(財)ト ラス ト60「国際商取引に伴う法的諸問題(10)」(2002年 、 トラス ト60

研究叢書)『OECD構 造分離報告書』批判]

☆ ここで、 トラス ト60研究会報告書を、転載させて戴いた。内容はもとより省略。

aは じ め に

*カ リ フ ォ ル ニ ア の 電 力 危 機

*エ ン ロ ン社 の 対 日 要 求 と 「金 融 工 学 」

bOECD競 争 法 政 策 委 員 会 「規 制 産 業 の 構 造 分 離 」 報 告 書 の 問 題 点

*「11ntroduction」

*「2TheBasicProblemandtheToolsfbrAddressingIt」

*「3VerticalSeparationversusAccessRegulation」

*「4ExperienceswithD遜erentApproachestoSeparationinDifferent

Industries」

*「5SummaryandRecommendationsＬ

c小 括

[OECD『 構造分離報告書』とその後の不純な展開]

☆ トラス ト60の報告書の末尾に一言 したのみの点について、詳細 を暴露した。以下の最

後二つの*は 、「構造分離」を先に立てる議論のおか しさを検証 したもの。

*OECD事 務局の暴走(二 〇〇一年九月)

*霞 ヶ関での暗闘と公取委(二 〇〇一年九月二入日深夜)
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*「 暗 闘」後の国内での論議

*オ ース トラリアACCC委 員長A・ フェルズ教授 と石黒 との往 復書簡

*「 アメリカ司法省 対マ イク ロソフ トの訴訟 」 と 「OECD構 造分 離報告書」

[以上、四月号]

② 二〇〇〇年六月の 「電気通信分野における競争政策上の課題」研究会報告書(公 取

委)の 問題点 そこに欠落する 「時間軸」 と 「技術革新」、そ して 「社会全体の

利益」の諸観点

☆ 糸田委員が既述のアメリカでの講演で、それが唯一のように言及する2000年6月 の研

究会中間報告書を、内容的に批判。

[はじめに]

[公取委 ・政府規制等 と競争政策に関する研究会 『電気通信分野における競争政策上の

課題(公 益事業分野における規制緩和 と競争政策 ・中間報告)』(二 〇〇〇[平 成一

二]年 六月一二日)に ついて]

*NTTド コモ関連での問題

*DSL関 連での問題

*コ ロケーション ・スペースをめ ぐる某DSL事 業者の新規参入 阻害行為の取扱

いは?

☆NTTを 叩けばアメリカ政府が公取委を一層支援 して くれる、という図式か らは漏れ

るところの、公取委が不当に沈黙するADSL関 連の問題を暴露。ヤフーBBが 、NTT電

話局内の、ADSL事 業に必要な接続用スペースを、使いもしないのに独 り占め し、他の

ADSL事 業者や消費者サイ ドから、ブーイングが出ていた問題。

[DSLに 関するNTrに 対する公取委 『警告』の問題性 とその後]

☆ 糸田委員(正 確には、前委員)は 、警告の英訳たるWarningの 強い語感に頼って、

それがあたかも 「厳正な独禁法の執行」のごとく講演 していたが、警告が単なる行政指導
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に とどまる ことはともか くとして も、 その 「内容」 たるや、実に悲惨、且 つ、不 公正。内

閣府 の前記専 門調査 会(eJapan2003)で も、 この点 を、事 あるご とに、石黒 は指摘。

a『 警告書(公 審第三二四号平成一二年一二月二〇日)』の問題性

*「 『世界初』の 『ライン ・シェアリング』試験サービス」の意義への公取委の

無理解

*「 『警告』のタイミング」のいや らしさと種々の論理破綻1

☆ 世界初の実験 を経て、実サービス開始直前の警告たること。しかも、以下の三つの*

に示 された致命的な問題まである。

*『 警告書本体』と 『プレス ・リリース』 との間の内容的なズレの一端 不公

正の極み1

*「 フレッツ ・ISDN」 をめ ぐる 『警告書』の奇妙な指摘 と 『事後的作文』

*「 技術 の視点」の完全な欠落

*本 「警告」の問題点の再整理

bDSLの 技術的側面

☆(A)DSLサ ー ビスは、光 ファイバ ー(FTTH)導 入 までの時限的 な もの として導入

され、かつ、周波数漏れ による混信が、銅線 ネ ッ トワーク との関係で生 じやす く、将来的

にも何 が起 こるか、すべて を予測す るこ とは、 困難 である。そのため に、スペ ク トラム ・

マネジメ ン トのための委員会がTTCに 設 け られてい る。各 国 ご とに周波 数 を巡 る事情 は

異 な り、そ れ らの技術的ベース を抜 きに して 「規制」 を論 じられぬはずなの に、 また して

も公取委 は、警告書本体 と一般へ の開示 内容 とを不 当に操作 して、その文言 を変 えつつ、

云 々の不公正 の極 みの挙 に出た。

*旧 郵政省 「『高速デジタルアクセス技術に関する研究会』中間報告書－MDF

等で試験的な接続を行 うことによりDSLサ ービス等を実施するに当た り規定す

べ き条件に関する検討結果の公表」 ←一九九九[平 成一一]年 一一・月一〇 日)
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*ADSLブ ームの中で忘れ られている重大な問題

*「 技術的視点欠落型」の公取委側の姿勢 との対比

*欧 米以上に困難な 『信号スペク トラム環境』下での世界初の 「ライン ・シェア

リング』の実施

*旧 郵政省 「『高速デジタルアクセス技術 に関する研究会』最終報告書 本格

的なDSLサ ービスの導入に向けて」(二 〇〇〇[平 成一二]年 七月三日)

*『DSLサ ービスの時限性』と 『ヒット&ラ ン(礫 き逃げ)』 一般ユーザー

への説明は十分 と言えるか?

c『 警告書(公 春窮三八二号平成一三年一二月二五日)』 の問題性

*公 表された 『警告書』と実際にNTT側 に渡 されたものとの、内容が違 う11

*な ぜ 『保安器』なのか?ま たしても欠落 していた 「技術の視点」1

[以上、五一六月号]

③NTTド コモに対する公取委の見解の推移 と日米規制緩和対話、そしてそれ以降の

展開－WTO基 本テレコム合意との関係を含めて

☆ 公取委 は、一貫 してNTT持 株会社 の ドコモへ の出資比率 を(10%に まで1?)下 げろ、

とこだわっている。他方、USTRは2002年 春 に至 って、 日欧の移動通信事 業者 の 「接続料

金」が高いので、 アメリカが 巨額 の損害 を被 っている、 と主張 し、か くて ドコモの接続料

金 についての 日米摩擦が、顕在化 した。但 し、アメ リカ側 は、NTT東 西の、固定系 の 「接

続料金」 をも、従前通 りに問題 してい た。 ところが、移動系 ・固定系 とも、今 回の摩擦 で

は、 日本 政府 ・総務省一丸 となって対米反論 を行 なった。アメ リカの移動系接続料金 こそ

が特異 な構造 を有 し、筋 の誠 に悪 い主張 とな ってい るが、他 方、総務省側 は、FCCパ ウ

エル新委員長 の立場 に近い方針 を示 しつつあ り、注 目に値す る。 と くに、 「今や、 『我が国

の地域通信市場 は非 常に競争的』」 との認識 を総務省 が示す に至 っている ことに、十分 注

意すべ きである。 以上が、 この部分の骨子 であ り、後 は細 目次で判 断されたい。

[概観]

a移 動電話に関する日米接続料金摩擦?ア メリカの移動系料金システムの特殊
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性 と 「エア タイム ・チ ャー ジ」

*「 日欧」対 「アメ リカ」 アメ リカだけ特殊 な課金方法

*日 本 の移動体各社の料金比較 まともなのは ドコモだけだ った1?

☆ ドコモ を もっ と縛 れ と、Jフ ォン(ボ ー ダフ ォンD・KDDIも 叫ぶが、 「固定 発 ・移

動着」の料金 は、2002年3月 の両社 の値下 げまで、 「平 日昼 間」(3分 間)で 、 ドコモは80

円なの に対 して、Jフ ォ ンが150円 、KDDIは170円 と不 当 に高 く、且つ、 「移 動発 ・固定

着」 との非対称性 も目立 っていた。「まともなのは ドコモ だけだった1?」 とは、 その こと

で ある。

bNTTド コモをめ ぐる日米交渉の推移 アナログ時代からの概観

c総 務省(旧 郵政省)サ イドの最近の動 き"流 れの変化"へ の兆しP

*二 〇〇二(平 成一四)年 四月のUSTRの 対 日指摘に抗して

*「 今や、「我が国の地域通信市場は非常に競争的』」 との認識(総 務省)!!

*情 報通信審議会 ・IT革 命を推進するための電気通信事業における競争政策の

在 り方についての第二次答申(平 成一四[二 〇〇二]年 二月一三日)

*「 真の競争政策」に向けた最 も重要な指摘1

d公 取委 とNTTド コモ 悲 しく、かつ、狭盤なる競争政策論への反省を求めて

[以上、七月号]

[アナ ログか らデ ィジタル(2G)へ 、そ して3Gか ら4Gへ]

☆ 最近 で も、霞 ヶ関(と くに経済産業省)で 、誤解 があ る。2G、 即 ち第2世 代(デ ジ

タル第1世 代)ま では、デ ・ジュールの国際標準 な ど、そ もそ も策定困難 な状況 にあ った。

3Gで ようや くその機が熟 して来た とい うことで、 日本(そ の実 ドコモ)が 率先 して、3

G国 際標準化 を達成 したのである。 だが、問題 は、 アメ リカにおける移動通信 の、 デジ タ

ル化 の遅 れにある。 アメ リカでは、98年 末 でわずか30%、99年 末 で51%、2000年 末で よう

や く62%が 移動系 のデジ タル化率 の数字、 とい った遅れ た状 況にある。 その ことが、G3

(IMT-2000)の 国際標準化 に も暗 い影 を落 とし、そ もそ もアメ リカの中がい くつ かに割
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れ、かつ、い まだ多 く残 存 す るアナ ログ携帯 電 話 に引 きず られ、IMT-2000の 国際標 準

化 の一・本化 をな し得 なか った主原因、 となってい る。

いずれにせ よ、 ドコモが世界 をまとめ ようとして、 アメ リカのT1(Tワ ン)委 員 会 と

い うテ レコム関連 の メ ジャーな標準化組織 を も巻 き込み つつ3GPPを 設立 し、基 本 的 に

は欧州の2Gの 基本 技術 た るGSM方 式 の 「拡張 版」 の採用 をいち早 く宣言 して欧州 を味

方 につけ、それに ドコモ開発 によるW-CDMAと い う方式 を合体 させ る ことで、世界 を

強 く導 いた功績 は大 きい。FTTH国 際標準化 の プロセ ス を彷彿 とさせ る、見 事 な戦略が

そこに在 った のであ る。他 方、 ドコモは契約者数 で世界一 のISPで ある 旨、 あるITUの

文書 に記 されてお り、2Gの 世界でのiモ ー ドの成功 が、世界 初のモバ イル ・イ ンター ネ

ッ トとして、そ の可 能性 を広 く世界 に知 ら しめた功績 も、 これ また大 きい。 しかるに、そ

の ドコモの世界 的技術貢 献 など度外視 して、 わが公取委 の悲 しい ドコモ批 判が、い まだ に

続 いているのであ る。「公 取委 よ、恥 を知 れ」 と言 うに近 い文 書 を、私 は既述 の内閣府 の

専 門調査会で も、提 出 した はずである。

*執 筆再 開にあた って

*『 トロ ン』 についての補足 「世界 で最 も普及 しているOSは ウイ ン ドウズ

ではな く トロ ンだ1」

a携 帯電話 に至 る前 史NTT(電 電公社)に おける無線系技術 開発 の戦後 の展 開

*デ ィジタル無線 方式

*衛 星通信 『N-STAR打 ち上げ』 まで の展 開と 「アメ リカの対 日圧力」

*携 帯電話 の黎 明 とITUで の快挙(一 九六三 年)

b2Gか ら3G(IMT-2000)に 至 る流れ とNTT(ド コモ)の 世界 的技術 戦略

*第 一ステ ップ2Gと 日米 欧の対応

*第 ニスチ ップ2Gと パケ ッ ト通信 、そ して 『iモー ド』 の登場へ1

*第 三スチ ップ3G(IMT-2000)国 際標準化 に向けて

ア.

イ.

ウ.

工.

オ.

3GPPと3GPP2

NTTド コモの リーダーシ ップ と"戦 略"1

1MT-2000の"三 つの 目標"

W-CDMAとNTTド コモ

ニ系 統の 国際標 準化1?
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カ.TDMAとCDMA

キ.W-CDMAとcdma2000一 現状 でのcdma2000は 本 当に3Gと 言 え るの

か?

ク.世 界初 のIMT-2000の 商用化 と今後

c3G(IMT-2000)国 際標準化 と並行 してなされたNTTド コモの画期 的R&D成

果 の一端 例示 として

*TCPゲ ー トウ ェイ、次 世代WAP、 そ してXHTML－ 従 来型 イ ンター ネ ッ

トを超 えて1

☆ 従 来のイ ンターネ ッ トは、 実 はIMT-2000に す ら、十分 に対応 出来 ていない。 この

cの*の 箇所 は、 その点に対す る、 ドコモの多大 な技術貢献 に関す るものである。

*そ の他の画期的R&D成 果一－M-stagevisua1等

dIMT-2000の 現状 と限界FOMAの 場合に即 して

*総 務省 ・次世代移動体通信システム上のビジネスモデルに関す る研究会報告書

(案)『IMT-2000上 のビジネスモデルの発展 に向けて 新たなプラッ トフォ

ームの能力が最大限発揮 される環境整備 と利用者保護ルールの創造のために』

(二〇〇一[平 成一三]年 六月一四日)の 問題点

☆IMT-2000こ そ、 日本が世界 一のIT国 家 となるた めの、千載一遇 のチ ャンスだ とす

るこの報告書 は、滑稽 であ る。内容的 には、殆 ど2Gの ことが扱 われ てお り、 「何 だ これ

は?」 、の内容 になって いるか らであ る。だが、次 の*マ ークの箇所 は、 これ また2Gに

関す る ものだが、重 要で ある。 ドコモのみがHTML対 応 で、他社 は独 自仕様 のため、変

換等が面倒な状況。 そ して、 ドコモ は更にその先 を行 き、従来 のインターネ ッ トの側 に、

XHTML等 の採用 を、強 く働 きかけ ているので ある。「国 内」 「公正 競争」 の古 びた井戸

か らは、所詮 こんな問題 は、全 く見 えない し、見 る気 もない問題で はあ ろうが、これ もま

た、 「時間軸」 ・「技 術 の視 点」、そ して 「社 会全体 の利益 」 を競争政策 の中に、如何 に取

り込 んで行 くべ きか とい う、大 きな問題 と関係 して いるはず、 である。

*通 信キ ャリアご とのコンテンツ記述言語 の違 い とNTTド コモのス タンス
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e第 四世代(4G)以 降に向けたNTTド コモの世界的技術 戦略一 ーモバ イル ・イ ン

ターネ ッ トの将来展望 とAll-IP化

☆IMT-2000は 、最大 で もたかだか2Mbpsで あ り、次 の世代(4G)以 降へ の展 望 が

必須であ る。 この点 で世 界 を強 くリー ドして いるの もまた、NTTド コモ なので ある。 ど

う して、 かかる 「技術 の視 点」への正 しい光が 当て られないのか を、私 は強 く嘆 く。

[以上、八一九月号]

皿NTTの 世界的 ・総合的な技術力への適正なる評価 の必要性

1序 説VI&Pを 含 め た ア メ リ カ の抱 く対 日脅 威 の 内実 と 「国 内」

「公正競争 」論議 による思考停止

[本書のこれまでの論述 と 『技術の視点』一 執筆再開にあたっての"再 整理"と して]

☆ この箇所では、計21項 目にわたって、これまでの論述中に埋め込 まれていた 「NTT

の世界的R&D実 績」の再整理 と、光コネクター等に関する若干の展開(一 層明確 な技術

的位置付け)が 、なされている。

*『 日米 コ ンピュー タ戦 争 の前 史』一 磁気 デ ィス クPATTYの 開発(一 九七

九年)

☆ 中山信弘教授 と共 に、私 は80年 代前半 の 『日立v&IBM事 件 』にお ける 日立 の側面支

援 を行 った。だが、本論 文(本 書)執 筆 にあた り、漠然 と 「NTT研 究所が 日本の コ ンピ

ュータ ・メー カー を育 てた」 としか知 らなか った これ までの自分 を、深 く恥 じた。磁気 デ

ィスクPATTYの 開発 は、IBMの 朝(く び き)か ら世界 を解 き放つ画 期的技術 として、

当時、世界 的に大 きく評価 されていた。 しか も、 それは、NTTの 世界貢 献の ほんの一端

で しか ないのであ る。
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[ATM(非 同期転送 モー ド)とlPサ ービス との架橋－NＴrの 技術 に よる国際標 準化

(一九九 九 ・二 〇〇〇年)]

☆ イ ンターネ ッ トの世界 に対 する、最 も重要 なNTTの 技術 貢献 は、輻綾 制御 とい う電

話 の世 界で の常 識 を、 イ ンター ネ ッ トの世 界 に初 めて持 ち込 み、IETFやIEEEとITU

等 との橋渡 し役 とな りつつ、 日々適 進 していることにある。上の項 目は、その一端 を示 す

ものである。

[世界 のデ ・ファク ト・ス タ ンダ ー ドた るNＴrの 『MIA』

けるマルチ ・ベ ンダ化要請 への重要 な足跡 として]

九九〇年代初頭にお

[以上、-O月 号]

2「NTTと イ ンター ネ ッ ト」 の語 られ ざる大 きな実績

を含め て

Pv6問 題等

*執 筆再 開にあたって

[NTrに お ける ソフ トウ ェア開発一 『ゼロか らの出発!』]

☆ 「ゼ ロか らの出発」 とは、NTTの 交換機 のソフ トに不 具合 があった場合(そ れ まで

の ソフ トは、基本的 に外注 であ った)、 自力で直せ ないこ とが判 明 し、 ソフ トウエアの事

が分か る人員 を集めたが、本 当 に分かる人間は1人 しかいなか った、 とい うショッキング

な出来事 を指す。 そこか らの 出発、 だったのであ る。 この点 を始 め と して、『プロ ジェク

トX』 的なテーマ は ゴロゴロ転 が ってい るのがNTTのR&Dの 実像 で はあ るが、番組作

成への 自社 の支出が要求 されている こと、そ して、そんな ことを してい るよ り 「先 の先へ」

の カルチ ャーの あるこ とが、NTTの 世界的R&Dへ の一 般の 認識 を曇 らせ てい る、 とい

うのが現実である。

[インターネ ッ ト黎明期 に遡 るNTrの 研究開発一－IPv6に 至 る"前 史"と しての驚 く

べ きその実績]
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☆ イ ンター ネ ッ トの草分 け とい うと、 かの村井純氏等 を考 えが ちだが、彼 らの実際の ネ

ッ トワー クを運営 していたのがNTTで ある ことは、殆 ど知 られ ていな い。 また、 日本 か

らアメ リカへの最初のeメ ール も、機械 語の時代 にNTTの 研究 者間 で送信 されていた、

等々の事 実があ る。それ らにつ いて、若 干NTT社 内で も混乱 のあった 「事 実」 を、私 の

側で再整 理 して示 したのが、 このあた りの論述である。

[情報 家電 とIPネ ッ トワーク との融 合NTTに よる世界初CSCソ フ トウ ェアの 開

発(二 〇〇二[平 成一四]年 二 月)口

☆CSC(コ ミュニケーシ ョン ・サ ービス ・コンシェルジェ)と は、 イ ンターネ ッ トの世

界 での、 エ ン ド ・エ ン ド間の統合 的 な通信制御技術であ る。既述 の 「輻較制御」的発想か

らの快挙 である。

[現状 のイ ンタ ーネ ッ ト(lPv4)の 問題性1Pv6へ の移行 を考 える前提 と して]

☆ イ ンターネ ッ トのア ドレスが 、アメ リカ側 によって極 めて野放 図かつア メリカに有利

に、1995年 までに約15億 個 配 られ、2001年 まで に約4億 個配 られた、 との事実 が、 すべ て

を象徴す る。だか ら、中国1国 よ りアメ リカの1大 学の方が多 くのア ドレス を持 っている、

といった事態 に立 ち至 ったのである。 その上、 インターネ ッ ト利用者 の激増 に よる設備増

設費用 を、 アメ リカが一切負担 しない とい う 『USセ ン トリック問題』等が、別 にある。

[lPv6とNTrの 世界 的技術貢献 その実績 について]

☆IPv6の 技 術 内容 は、IETFで い くつ かの提 案 を一本化 して策定 されたが、そ こで も

「経 路制御 の柔軟性」等の点 にウエ イ トを置 くNTT側 のPipと い う技 術 が、重 要 な もの

として採 用 され ていた、等 の展開が ある。後記 のNTTv6netは 、相互 接続数 で世界 第3

位 の、大 きな存在 である。そ うした蓄積 の上 に、下のcの 画期 的出来事(既 述)が 生 じて

いたので ある。『NTTが 世界 のイ ンター ネ ッ トを牽引 している』、 とい うの は、何の誇張
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で もないので ある(D。

aIPv6の ベース となったNTT提 案(PiP)

b世 界共通 のIPv6ア ドレス割 り当て ポ リシー策定(二 〇〇 二年 六月)へ のNTT

の大 きな貢献

cNTTに よる世界最大 規模 のIPv6検 証用 ネッ トワー クNTTv6netの 構築 ・運用

とその実績 『NTTに よる世界 初IPv6サ ービス商用化』 との関係 を含めて

[以上、一一月号]

3NTT研 究所における研究実績の日本の主要大学 との比較

礎研究 に重点を置 きつつ

純粋基

[日本の大学(国 立大学)が 置かれた現下の危機的状況 本書皿3の 前提 として]

[日本の主要大学 とNＴ 「との研究実績面での比較一 一応の目安 として1]

☆ 東大 の元副学長殿が、 日本 の国立大学(但 し理科系)の レベ ルは世界 的に見て も高 い

云 々の主張 を、 それな りにしていたが、それで はNTTの 研究所 は どうなのか。理科系 で

はHIP(ハ イ ・イ ンパ ク ト・ペーパー)と いう指標 で ランキ ングを決 めるこ とが一般的な

ようだが、それ に よる と、1981-1998年 の ラ ンキ ングで、NTTは 「工学」分 野で1位 、

以 下、東京工 大、東大、 日立&ソ ニー、阪大、の順 となる。 「物理学」 では、1位 が東大、

2位 が東 北大&NTT、4位 が京大、 とな る。HIPの 「総合評価」 で も、NTTは 、理化学

研 究所、 筑波 大学等 を押 さえ、堂 々の7位(1位 は東大、2位 は京大)。

しか も、 「電気 ・電子工学」、「光学 ・音響学」分野でのNTTのR&Dは 、東大 も京大 も到

底 追いつか ぬ、 断然 トップの位 置付 けにあ る。それだか らこそ、(国 立大 学 と共 に?)ア

メ リカが、 と くにNTTの 研 究所 を恐 れ、その崩壊 を画策 してい るので ある。

[NT「 にお ける"純 粋基礎研 究"の 展開]

☆NTTに お ける"純 粋基礎研 究"の 展 開が如何 にす さまじいか は、2002年 に至 って、
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日経新 聞(同 年2月5日)等 に も報道 され るに至 った。実用化 を考 えず 自由に、の80年 代

のNTT研 究所 の気風が、大 きな成 果 をもた ら した ことの報道 、であ る。 だが、90年 代 に

なると、そ うも行かな くなった、 とある。以下 の最新、か つ世界的R&D実 績 は、 こうし

た80年 代以来の気風が今現在 に も及 んでいる ことを、実証的 に示す ための もの、なのであ

る。他 方、例 えば2000年 開発の 「学 習アクテ ィブ探索法」 は、画像や音声 の劣化 の伴 うイ

ンターネ ッ ト上 の伝送 にお いて、24時 間分 の伝送 中に特定の映像や音楽が いつ、何 回使 わ

れたか を、 わず か1秒 で検 出す る。著作権管理等の 目的で も世界的 に大 いに注 目され てい

るソ フ トウェアだが、実は これ とて、NTTの 純粋 基礎研 究か ら生 まれ た成果 なのであ る。

そ もそ もNTT研 究所 に前記 の気風 が芽生 えた きっかけ は、何 と1980年 代 半 ばの 日米半

導体摩擦 であ り、 「アメ リカ側 の研 究 に 日本 が フリー ライ ドして いる」 的な対 日主張 に対

して、 「何 を言 うか!」 とNTTが リアクシ ョンを起 こ した もの とされ る。NTTの 半導体

研 究 は1965年 以来(Dの もので あ り、1978年 には、世界 に先駆 けて64キ ロビ ッ トDRAM

の 開発 も、NTTが 行な っていた。そ の実績 の うえに、以下 の各項 目の成果 が位 置付 け ら

れ ることに、 なるのである。

[最近に至るまでのNτ 「の"純 粋基礎研究"の 成果 その若干の具体例について]

aナ ノテクノロジーとNTTそ の"前 史"を 含めて

b半 導体中の電子波動の直接観察一■NTTに よる世界初の快挙

c単 電子 トランジス タ(SET)の 世界初の試作

d単 電子CCD(電 荷結合素子)を 用いた電子一個の操作 ・検出に世界 に先駆けて成

功

eNTTに おける量子 コンピュータへの取 り組みの一端 量子ビットと永久電流の

世界初の観測結果

f「 量子 ドット列を用いた人工物質の創生」と 「ノーベル賞一〇〇周年シンポジウ

ム(物 理学)」(二 〇〇一年一二月)

gフ ォトニ ック結晶による"超 小型光集積回路(光LSI)"の 研究

h高 品質ダイヤモンド半導体作製技術の開発

i小 括

[以上、一二月号]

一49一



4世 界のテレコム事業者の研究開発体制 との比較

えばよい」の暴論性

「技術 は外から買

*は じめに 執筆再開にあたって

[M・ フランスマン教授の警鐘 「海外の主要テレコム事業者の研究開発体制弱体化

への危惧」 と"NＴrのR&D体 制"]

[いわゆる 「世界的なITバ ブルの崩壊」 とNＴrのR&D]

☆ 私が2000年 末頃入手したM・ フランスマン教授の警鐘論文は、BT・AT&Tの 中央研

究所が 「市場競争激化」の中で急速 に凋落 し、NTTの 中央研究所のみが顕著 な例外 をな

す、との実態分析 と、新規参入通信事業者が終始、自前のR&Dを 行っていないことの双

方から、(NTTは 顕著な例外だとしつつ!)こ うした傾向は、長期的に見て極めて危険だ、

とする点にその骨子がある(そ の分析 は、欧米でのITバ ブル崩壊が本格化 し始めたあた

りまでの ものである)。NTTが これまでの世界的実績を維持するR&D体 制を守 り抜 くべ

きだ、とい うところに、私の力点があるのは、当然である。

5NTTの 「技術 による世界進 出」の底知れぬ実績 分野別の検証 に

よる 「国際進出 ・国際競争力」概念の再考の必要性

[光 フ ァ イ バ ー 製 造 技 術 と 「N]「「のVAD法 」、 そ して ・ ・ …!]

☆ これ も、 まさに 『プロジェク トX』 の世界 である。 コーニ ング社 の光 フ ァイバ ー開発

以来、その低損 失化 が世界 のR&D競 争 の コア とな り、1973年 にAT&T(ベ ル研究所)が

コーニ ング を リー ドしたが、VAD法 とい うNTTの 光 ファイバ ー製造技術 に よ り、1976

年以来、NTTが 低損失化の世界 の トップに立ち続 け、1986年 には0.154デ シベ ル/kmの 、

理論 的 な損失 限界(0.15デ シベ ル/km)ぎ りぎ りの世界記録 を達成 した。そ の段 階で、

NTTはVAD法 の技術 を広 く日本企 業 に移 転 し、後者か ら外 国企業へ の技術 移転 も積極

的にな され、か くて、 「技術 シェア」 で見 た場合、 コーニ ング社 の技術 にい まだ多 くを頼

る アメ リ カを含め(!)、 世界 の50-60%の 光 フ ァイバ ーがVAD法 に拠 る もの とされて
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いる。

だが、当のNTTは 、既存 の石英系 ファイバ ーの限界 か ら、新 型 フ ァイバ ー(フ ォ トニ

ック ・クリス タル ・ファイバ ー[PCF])の 開発 に切 り替 え、従来部 品 として しか考 え ら

れて来 なか ったPCFを 通信用 に使 う道 を、その低損 失化 に よって実証 し、か つ、本書 と

りまとめ(本 論文執筆以 降!)の 段階で、新 たな世界 記録 まで、出 している。

他方、無限の高速化 が可能 とされ る光 フ ァイバ ーだが、実 は3.2テ ラビッ ト毎秒が1芯

の光 フ ァイバ ーの 限界 値 だ とされ てお り、PCF以 外 に も、NTTは 、100Gbps伝 送用IC

の 開発、 同 じく後述 のSC光 源の 開発等 を、世界 に先 駆 け て行 なってい る。SC光 源 につ

いて一言すれば、従来のWDM伝 送では、100波 の波 長 を同時に出そ うとす れば、波長の

異 なる100個 の レーザ ーの精 密 配置が必須 だったが、発想 を変 え、一個 の光源 か ら1000波

の光 を出す ことに成功 した、とい うことである。それ らのR&Dに よって、着 々 と3.2Tbps

の理 論限界へのブ レイク ・ス ルーが、今 まさにNTTに よって進 め られているの である。

以下 の項 目では、 それ らの諸点が扱 われている。

a

b

C

d

光 ファイバ ー製造技術 に関す るNTTのR&Dの 出発 点

世界 に冠た る 「NTTのVAD法 」の登場 そ こに至 るプロセス1

光 ファイバーの低 損失化 に向けたNTTのR&Dの 流れ と'噺 た なる挑 戦"

フォ トニ ック ・クリス タル ・ファイバ ー(PCF)の 開発 とNTT

[以上、一月号]

*[追 記]VAD法 の世界 的技術 シェアにつ いて

e40Gを 越 える伝 送用ICの 開発 とNTT直 近 の画期 的出来事 を含 めて1

*「 世界 最高速100Gbps光 通信用IC」 の開発(NTT・ 二〇〇二年一二 月 四 日発

表)

f1000チ ャネル以 上 の超WDM用 単 一光源[SC(ス ーパ ー コ ンテ ィニ ウム」 光

源]の 開発(二 〇〇〇年九 月)

g新 たな 「光 フ ァイバ ー ひずみ計測装置」 の開発(二 〇〇一年九月)

☆ だが、何 も世界 一一・世界 初 ばか りがNTTのR&Dの 実態で はない。そ の極 め て ヒュ
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一マ ンな部分 に光 を当てるのが、以下の項 目で ある。

[次の項 目に移 る前 の、再確 認事項 と 「若干 の展 開」 土木 ・環境 ・医療等 とNＴ 「]

hNTTと 「土 木」一 長距離 曲線推進 工法 「エ ース モール」 の開発 とそれ に至 る

までのプロセス

iNTTと 環境 「電話 帳」 か ら 「エ コボー ル」が誕生1

jNTTと 医療 ・福祉、 そ して芸術1

*[参 考]「IT戦 略 の今後 の在 り方 に関す る専 門調 査会 の運営 につ いて」

(二〇〇二年一・一 月二二 日)の 「議事 内容の公開等 について」の② に基づ く、「専

門調査 会 で配布 された資料」 としての二〇〇二年一一月二八 日会合用石黒 メモ

[以上、二月号]

*執 筆再開にあたって

k[追 記]「 骨伝 導ヘ ッ ドホ ン」の開発 と 「聴覚障害者 の音 楽鑑賞」へ の

NTTの 取 り組み

☆ ちなみ に、上 のkの 項 目は、 グ ッ ド ・デザ イ ン賞 に輝 くもので もあ るが、補 聴器 が

コンサー ト会場 の雑音 を も拾 うことか ら、難聴者 の不便 が大 きい との点 を、 「音響 学」分

野 での他 の追 随 を許 さぬ蓄積(既 述)を 踏 まえ、 「骨伝 導方式」 を基 本 に解決せ ん とした

ものである。 しか もNTTは(大 病院の他)、NTTフ ィル とい う交響 楽団 を社員 のボ ラン

テ ィア組織 として持 ってお り、 そのコンサー ト(病 院でのそれ を含 むが米 ・マ レーシアで

も実施)で 難聴者 に、上記 ヘ ッ ドホ ンで音楽の楽 しさを、伝 え続けて来ている。

*e-Japan2003の 方 向 性 を め ぐ っ て

☆ ここまでNTTのR&D実 績 を見て来る と、 「技術 の視 点」 を直視 しない、内閣府での

e-Japan2003の 検 討が、許 し難 い もの とな って来 る。 その関係 で私 が もの した文 書(内

閣府 に提 出 し、 ネ ッ ト上公 開されてい るもの も含 む)を4つ 、 淡々 と示 したのが、上の*

の箇所 である。 「技術 こそが決 め手だ」 とい う当 た り前 の ことが通 らない、不可 思議な世
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界がそこに在るか らである。

[プラ ッ トフォーム か らコンテンツ流通へ－NＴ 「の世界 的R&D実 績 の実像]

☆ 次の1・m・nの 項 目は、 ち と面 白い。 イ ンター ネ ッ ト上 の映画配信 な ど、 とっ くに

出来ていて、 その上 で、 ジ ョージ ・ルー カス監督 の フィルム レス上映、等が なされてい る

もの とばか り思 っていた。だが、 そうで はなか ったのである。2時 間の映画 をデジ タル化

す ると5テ ラバ イ トの容 量 とな り、非圧縮状 態で それ を600メ ガ毎秒 で伝 送 す ると、何 と

約20時 間 もかか って しまう。他方、(す べ てがCGな らともか く)35ミ リの従 来型 映画 を

デ ジタル化 す るには、 現在 の 日米 のHDTV用 の走査線数 で は足 りず、且つ、画像 等の劣

化 のあるインターネ ッ ト上の配信 について は、更 なる技術 的困難が伴 う。それ らを解決 し、

「シカゴ ・ロサ ンゼ ルス 間3000km」 で、下記 のNTTの 画期 的R&D成 果(m、 そ して1)

が、 実際の映画上映 とい う形 で、世界で初 めて発 表 され、ハ リウッ ドの映画関係者 等が、

それ らを大い に評価 した、 とい うのであ る。驚 き、で ある。

*は じめ に

1地 球規模 で の超 高精細 ・高品質 ・大容量 コ ンテンツの インターネ ッ ト上 の配信 実

験 に成功(二 〇〇二年一一月)

m超 高精細 デ ィジタルシネマ配信 シス テムの開発 とハ リウ ッ ドの反応(二 〇 〇一 年

八月)

☆ 次 のnも 、 け っこ う面 白い。NTTのR&Dは 、上記1・mの よ うに、HDTVの 先 を

見越 してなされてい る。 だが、2003年 末 か ら日本 で も始 まる地上波 デジタル放送 との関係

で、HDTVの 「生 中継」 に は、重大 な問題 が、実 はあ った。番組 収録 時の方 が、放 送 時

よりも多 くの デー タ容量 を必要 とし、その関係 でNHKが 開発 していた収録用伝 送装置 は

重 さ18kg近 くもあ り、 とても 「可搬型」 にはな り得 なかった。 それを、NTTの 研 究所、

NTTコ ム社 、そ してNHKの 共同開発で解決 し、18キ ロを約200グ ラム と、軽量化 した。

消費電力 も大幅 ダウン し、そ こで初 めて 「可搬型」 の撮 影機器が現実の もの とな った、 の

である。
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nHDTV対 応LSI『VASA』 の開発(二 〇〇二年一 〇月)

[以上、三 月号]

oNTTの 暗号技術の展開 直近の 「単一光源を用いた量子暗号伝送実験」の世界

初の成功(二 〇〇二年一二月)に 至るまで

☆ この部分は、前掲 ・世界情報通信基盤の構築、等で も論 じておいた問題だが、今回は、

一層技術オリエンテッ ドに論 じた
。若干のコメントのみ してお く。AESと は、アメリカ

の新暗号標準であ り、NTTの 暗号方式は、選に漏れた。新聞は 「やはりNTTの ものな

ど … 」、と書 き立てた。だが、アメリカ側が、 目の上のタンコブ的なNTTの 技術 な

ど、採用するはずがない。私 は、最初からそう主張 していた。そして、2003年2月 、待た

れていたEUの 次世代暗号方式選定作業が終了し、共通鍵方式としてNTT=三 菱電機共

同開発のカメリア等、そして、公開鍵方式としてはNTTの 暗号方式が、選定 された3種

のうち、何 と 「第1推 奨暗号」に選定された。 まさに快挙、である。

にもかかわらず、相変わらず 日本か らの暗号輸出につき、経済産業省の規制は曖昧なま

まである。内閣府の前記調査会を通 して数次の質問状を出し、漠然たる回答は得たが、あ

とは、なしのツブテである。

*

*

*

*

ICカ ー ドの安全性1?

暗号技術の動向AESと の関係を含めて

NTTと しての量子暗号 との取 り組み

[追記]EUの 次世代暗号方式選定作業における快挙n(二 〇〇三年二月)

6「 究極 は光 フ ァイバ ー」 との国際 的共通 認識 の確立 とNTTの 「技術

に よる世界貢献」 ギ ガか らテ ラへ、 そ して1

☆NTTが1990年 にVI&P(ビ ジュアル ・イ ンテ リジ ェ ン ト ・ア ン ド ・パ ーソナ ル)計

画 を発表 した ことが、 アメ リカを焦 らせ、1993年 秋 のNII(全 米情報通信基盤)構 想、 そ

して94年3月 のGH構 想へ と走 らせた。だが、以下 の項 目で示 したのは、1990年 に至 る過
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程で、1979年 当時 以来、同様 の提 言が 国際的 フ ォー ラムで、NTT側 に よって再 三 なされ

ていた、 との点で ある。そ して、次 に、1998年 のFTTH国 際標 準化 は100メ ガ ビッ ト毎秒

レベルの ものであ り、1ギ ガ毎秒 レベ ルのFTTH国 際標 準化 は、今 ま さにITU側(既 述

のFSAN)と アメ リカのIEEE(「 学会」で ある)と をNTTが 橋渡 しして、鋭意進行 中で

あるこ とを、 そ こに示 した。NTTの 活動 な くして、世界 は到底一つ に ま とま り得 ない、

との現実 を、 そこに示 したのであ る。

だが、100メ ガ対 応 のFTTH国 際標 準化 達成 の1998年 、NTTは 、 テ ラの1000倍 の、ペ

タ(1000兆)ビ ッ ト毎秒 レベルの ネッ トワー クの必要性 を、国際会 議で強 く訴 えていた。

こうしてNTTの 、 まさに世界 を強 く牽 引す るR&D活 動、そ して 国際標準化活 動 は、今

も果敢 に進 め られてい る。そ うで ある とい うのに、2000年 末以来、 この 日本 では、 こうし

た 『美 しい技術 の世界』が、殆 ど無視 され続 けた。 私 には、それが断 じて許 し難 いの

である。

*NTTのVI&P計 画発表(一 一九九 〇年)に 至 るまでのプ ロセス

*『 一九九八年のFTTH国 際標 準化』以 降の標準化 動向

*ギ ガか らテラへ、そ して …1

7想 起すべ き一九八八年の電気通信技術審議会答申(「通信方式 の標準

化に関す る長期構想」)の戦略性 と工業技術 院側 の最近の動 き その

連動におけるNTTの 役割の再認識 に向けて

IV総 括 我々は何 を目指すべ きなのか?

☆ 皿の7とIVに つ いては、以上か らして、おそ らく予想がつ くはず であ る。 だが、 「自

然 と人 間の均衡 回復」、「地方 と都 市の均衡 回復」、 「文化 と経済の均衡 回復 」、「多元主義へ

の転換 」、「本 当の豊か さ」、「競争 と協 調」IT基 本法の基本 理念 に も通 じる これ らの

言葉 は、実 は1990年 のNTTに よるVI&P計 画の中で、 目標 として、 明確 に示 されてい た

ことであった(も とよ り、標準化 は、 その際、anytoanyの 通信 を可能 とす るた めの、

重要 な前提 とな る)。1994年3月 に、GIの 理想 と して、 アル ・ゴアが これ に類 した こ と
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を述 べ てい る。 だが、我 々 は、改 め てVI&P計 画の 「理念上 の深 さ」 を も、再 認識 すべ

きであ ろ う。 そのNTTに 対 して、 この 国は、一体何 を しよ う とした のか。「バ ラバ ラに

解体 して外資 にで も売 るか」、 であ る。つ くづ く 『技術 の世界 』 を知 らない、 とい うこ と

の怖 さを、 この26カ 月の連載論文 の執筆 ・公表、更 にそれの著 書化作業 を通 じて、私 は深

く、本 当に深 く認識 した。そ して、 『美 しい技術の世界 』 を知 り得た ことに、深 い 『畏敬』

の念 と共 に、心か ら感謝 した。

「怒 りと嘆 き」の私な りのAufhebung-一 それが本書 の本 質であ る(1)。

一 以 上
、2003年6月8日 午 前4時40分 脱稿 。 昨 日午 後0時 頃か ら、 一気 に仕 上 げた。 疲 れた(午 前6時

15分 まで、 プ リ ン ト ・ア ウ トした もの をチ ェ ック。 これ か らフロ ッ ピーの 修正 をす る …[6時40分 終

了!])。
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国家間の法 としての国際法

国際法の実施 ・管轄権行使における国家の役割

小 寺 彰
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は じめに

国際法システム と国内法 システムの二元性 と一元性

1国 際法(internationallaw)は 「国際社会の法(LawamongNations)」(1)と も言われ

るが、国家間関係を規律すことを基本とする法体系である。 しか し、このことが今 日忘れ

られがちである。この原因は、国際社会を構成するのが国家だけではなく、国際機関や個

人 も構成員と考えられようにな り、国際社会が、いわば 「地球社会」を意味すると考えら

れやす くなったためである。 しかし、国際法が 「国際社会の法」と言われたとしても、そ

の第一義的な意義は国家間関係を規律することにある。

2国 際法が国家間関係 を規律するということは、国際法、具体的には国際慣習法や条約

によって権利が与えられ義務が課 されるのは国家だ とい うことである。最近では、国際法

が国内法上の効力をもつ、すなわち国際法が国内でその まま法令として適用される(自 動

執行力をもつ)こ とか ら、国内法のレベルではあっても、国際法によって個人が権利をえ

ることが当然のことのように考えられがちである。戦後補償のケースでは、武力紛争法を

規定するハーグ陸戦条約(陸 戦の法規慣例に関する条約)に よって、個人がかつて敵国と

して戦った国に対 して国内法上の賠償請求権を得るとい うような主張までなされるように

なってきている②。

しかし、国際人権規約等の国際人権条約を除 くと、国際法が 自動執行力 を持つ場合は限

られている。たとえば、現在 日本の国内裁判所では、国連憲章 と日米安保条約の関係が問

題になっているが、この議論の前提 は国連憲章中の武力行使禁止原則(2条4項)、 日米

安保条約のいずれもが日本の国内法上 自動執行力をもつことである。しかし、 自動執行力

概念の元祖である米国で も、国家の武力行使または武力による威嚇 を禁 じた国連憲章2条

4項 が自動執行力をもつ とは解されていない。国際条約について自動執行力をもつものが

限 られていることは、国際法が元来国家間の法であって、国家間に権利 を付与 し義務を課

す ことを第一義的な役割だ と考えているからである。

もともと国家間の法である国際法が国内法上 も法令 として適用 されるようになったの

は、人権 という、本来国内法 とくに憲法によって保障されてきた権利が国際法によっても

保障されるようになったことが大 きい一もちろん私法統一条約等、人権条約以外のものに

も自動執行力は認め られて きた(3L。 当然、憲法上保障されるのと同一のものが国際法に

59



よって保障されるとされた以上、国内裁判所によって適用すべきだというのである。

しか し、国際法は人権規範にとどまるものではない。国家間の相互依存関係が増大 して

国際法規範が増えた現在、国際法を、国内法 との関係でもう一度きちんと位置づける必要

がある。

3さ らに国際法 と国内法の関係については、国際法が最上位の法として存在 し、その下

に各国の国内法がぶら下がっているというイメージがわが国では広 く採用 されている。国

際法を 「地球社会の法」 と理解することの第2の 帰結である。第二次大戦に敗れた直後に

作成された日本国憲法は、国民主権、基本的人権の尊重 と並ぶ基本原則 として国際協調主

義を掲げ、それを受けて憲法98条2項 が、「日本国が締結した条約及び確立 された国際法

規は、これを誠実に遵守することを必要 とする」 と規定 したことも、 このような見方が拡

がることに大 きく寄与した。

しかし、国際法 を 「地球社会の法」ではなく、国家間の法と考えることのもう一つの意

味は、法体系において国際法が最上位の法 として存在 し、その下に各国の国内法がぶら下

がっているという見方が本来的に正 しくない ということである。本来的には、国内法、国

際法はそれぞれ別個独立に存在 し、ただし必要な範囲では両者は接触 し、接触面では両者

の調整が行 われると理解できる(調 整理論 ・等位理論)。 た とえば、各国は独 自に環境保

全のための法 を制定するが、同時に国連気象変動枠組条約のような国際環境条約も作成さ

れる。ここでは両者が個々別々に制定されたと仮定 しよう。 しかし、両者は一定の関係を

もち、一方では、国内法の目的を国際環境条約によって国際的に実現することが可能であ

り、他方国際環境条約の実施するために国内法を使 うと同時に、不十分な箇所 は新たに改

正して補 うという関係が考えられる。国際法を上位 と見る立場からは、後者の関係は常に

留意されるが、前者の発想 は生まれてこない。またこの立場では、後者の場合 についても

国内法は国際条約の実施法と考えられやすいが、環境保全のための国内法の目的はそれに

限られるわけではない。むしろ、たまたま国際条約 と国内法が存在 し、国際法の実施の役

割を国内法が果たす限 りで、国内法は国際法の実施法 としての側面をもつが、当該国内法

は国際条約の実施のみを目的とする、単なる実施法でない点に思いを致すことが必要であ

る。

調整理論を支えるのは、国際法 と国内法の実際の態様である。先進国の国内法は必要に

応 じて、議会または行政府によって制定されるために、非常に緻密な法体系 を構成する。
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しかし、国際法は一般法 としては国際慣習法の形態 をとる。そのために、国際法は容易 に

制定できず、また強制管轄権をもつ裁判所が存在 しないために(1参 照)、 判例法によっ

て対応することもできない。

このような国際社会の構造を前提にすると、実質的には法規が欠註 している部分が多 く

存在 し、他方で詳細な内容 を盛 り込んだ条約を締結 した諸国間では、当該事項について緻

密な規制が実施 されるというような状況がまさに生 まれる。国際法秩序は粗密のある、不

完全なシステムだと考えた方がよいと思われる。

もちろん、 このような国際法、国内法の特色を踏 まえたうえで、国内法の立場から、国

際法を上位の法体系だと意識的に位置づけることは可能である。 日本国憲法は、国際協調

主義を基本原則に据えることによって、国際法を国内法 よりも上位の法体系 とするとの選

択 をしたと見ることができる。しかし、 このような選択 をした場合に、国際法が不完全 な

システムだという現状の下で、問題は生 まれないのだろうか。

国際法と国内法の関係 は、国家管轄権の行使範囲の問題において集中的に現れる。国家

の基本的な権能が国家管轄権の行使にあ り、 また国家管轄権 をどの範囲に及ぼせるかが何

によってどのように決 まるかは、国際法 と国内法の関係 に関する基本的なイメージを構成

す ると言うことができるか らである。

4本 稿では、①国際法の解釈適用、②国家管轄権 に対する国際法規制の在 り方を検討し、

国際法が国家間の法であることの現代的な意味を示すことを試みたい。

1国 際法の実施 ・解釈適用

1個 別 国家 に よ る 国 際法 の解 釈 適用

(1)条 約解釈の基本原則

国際法の解釈適用は原則 として各主権国家に委ねられている。このことが、国内社会の

ように法の解釈適用が最終的に裁判所によって統一されないという国際社会の現状に積極

的な意味を与えている。つまり、国際司法裁判所が強制的な管轄権をもたないから、国際

法の解釈適用が単純に統一されないというのではな く、国家が主権をもつために、原則 と

して国家が国際法の解釈適用の権限をもつと考えるべきである。

それではなぜ国家が国際法の解釈適用の権限を持つことに意味があるのか。つまり主権
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の現代的意義はどこにあるのか。かつては主権は戦争を意味し、廃止すべきものだと考え

られることが間々あった。世界連邦主義はまさにこの考え方の帰結である。しか し、国家、

そして国家主権は否定すべ きものだろうか。現代社会において国家主権は民主的な統治の

確保を基礎づけるものである。このことの意味を条約によって説明してみよう。

(2)条 約の解釈権

条約によって各国が負 う義務は基本的には、結果の義務だ と言われる。結果の義務とは、

特定の結果を達成することが義務づけられているということであり、特定の結果を達成す

るために特定の とるべ き方法が指示 される 「方法の義務」 と区別される。結果の義務と方

法の義務という義務の分類には、何 を結果ととらえ、また何を方法 ととらえるかという大

問題があるが、おおよその区別としてであれば上記のように分類 して問題はない。

国家が条約を締結するためには、各国政府、すなわち行政府が交渉に当たる。しかし、

条約が法律と並んで国内法 としての効果を持つ等、重要な機能を果たすものである以上、

行政府かぎりであらゆる条約を結べるとすることには、民主政の観点から問題がある。法

律を制定するのは市民の代表である議会なのに、法律よ りも場合によっては重要な条約を

なぜ行政府か ぎりで結べるのかという疑問である。この問いはすでにブルジョア革命が起

こって議会が立法権を掌握 した時点で認識されてお り、重要な条約については、国家が最

終的な合意を示すためには議会の承認を必要とする法制を、 日本 も含めて多 くの国がとっ

てきた。さらにこれに加えて、国内的に実施する必要がある条約については、その実施方

法の決定を各国に委ねることが民主政の理念に沿うものと理解されている。具体的なやり

方を各国に委ねれば、その決定を通 じ議会または政府によるコントロールが可能になるか

らである。その点で最近問題になったのは、多数国間投資協定およびNAFTAの 事例で

ある。

多数国間投資協定は1995年 からOECDで 交渉が始まったが、NGOや 議会関係者の反対

で1998年 に交渉は挫折 した(4)。この原因のなかで大 きなものは、個人対国家の紛争処理手

続の存在にあった。各国による協定の国内実施 について私人が不満をもてば、直接に仲裁

手続に当事国を訴えることができ、仲裁において被告国家が負ければ被告国家は政策を変

更しなければならないという手続である。これは条約の実施方法が国際手続に大幅に委ね

られることを意味する。これに対 して国家主権の侵害だという主張が強く提示された。
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このケースでは、条約の解釈適用権 を誰が持つかが問題 となり、国際的な機関である仲

裁がその判断権を持つことに対 して、主権侵害として異議申し出がなされたのである。

もちろん条約の解釈適用を各国に委ねると、国家の解釈適用に齪酷が生まれ、なぜ条約

を結んだか、その意味がないが しろにされる恐れ も出てくる。それに対する国際法の対応

は、①条約の解釈法理を定めることであ り、②裁判付託条項の新設、③ 国際 コントロール

であった。

2条 約解 釈 原 則

わが国では、民法典 をはじめ法令において、法令の解釈適用の規則が規定 されているも

のはない。 しか し、条約法に関するウィーン条約31条 から33条は、条約の解釈法理を規定

している。具体的には、「条約は、文脈によりかつその趣旨及び目的に照 らして与えられ

る用語の通常の意味に従い」解釈するもの とされ(31条)、 「条約の準備作業及び条約締結

の際の事情」は、解釈の補足的な手段 としての位置付けにとどめられた(32条)。 これは

条約締結時の、いわゆる 「立法者意思」は二次的な意味しかもたず、条約 をテクス トとし

て解釈すべ きことを要求 している。条約の客観的な解釈が要求されるという趣 旨である。

これらの原則によって、条約の解釈適用を国家が完全に恣意的に行わないように歯止めが

かかっているのである。 しかし、このような条約解釈原則によって条約の解釈が自動的に

統一されるものでないことは言うまでもない。

3裁 判 付 託 条 項

国際法の解釈適用 は各国が行 うことが原則であった としても、「法の支配」の観点か ら

は、裁判所が国際法の解釈適用を統一することは望ましいと考えられる。この点は 「法の

支配」が強調されて常設の国際裁判所 として常設国際司法裁判所が設置された第一次世界

大戦後に強調された。そして第1に は個々の条約のなかに、条約の解釈適用 に関する紛争

は常設国際司法裁判所 または仲裁によって解決される等の文言が挿入された。つまり、特

定の条約の解釈適用 に関する紛争が起これば、条約当事国は相手方当事国の同意を得るこ

となく常設国際司法裁判所または仲裁に訴えることができるようにするという趣 旨であ

る。第2は 選択条項の設置である。各国が一定の範囲の法的紛争について常設国際司法裁

判所の管轄権 を一方的に認めると宣言する制度である。紛争当事国間で常設国際司法裁判
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所の管轄権を受諾 した範囲が重なれば、その範囲内では強制管轄権が設定されたのと同 じ

状態になる。第3は ジュネーブ選択議定書(国 際紛争の平和的解決に関する改正一般議定

書)で あ り、一般的に紛争処理について常設国際司法裁判所または仲裁の管轄権を受諾す

ることが定められた。

第3の ジュネーブ選択議定書の加盟国は18カ 国にすぎず、条約によって常設国際司法裁

判所 または仲裁の強制管轄権 を一般的に設定することは今の ところ成功 していない。第2

の選択条項に基づ く管轄権受諾は、常設国際司法裁判所か ら国際司法裁判所に受け継がれ

たが、選択条項の受諾をしている国は64カ国にとどまり最近ではその数は増えていない。

また多 くの宣言には数々の留保が付 されて、管轄権受諾の範囲はきわめて限定的なもので

ある場合が多い。

従来国際司法裁判所や仲裁に提訴された事案は、紛争当事国間でコンプロミー(付 託合

意)が 作成されたものを除 くと、第1ま たは第2の 方式によるものがほとんどであるが、

それでも数が少な く、事件の本案について判断が下されるのは年間1件 程度である。

国際司法裁判所や仲裁への紛争付託義務によって、国際法の解釈適用に関する国家の自

由を制限しようとする動 きはあるが、いずれの方法によってもその制限はきわめて緩やか

なものである。ただし、裁判所の判決を通 じて国際法の内容が明確化 し、そのために国ご

とに異 なる国際法が存在 してもよいというような考え方(主 観的国際法)は 後退し、国際

法が客観的に存在することに対 して疑問が提示されることは少なくなった。

4国 際 コ ン トロ ー ル

国際 法 の客 観 化 の要 請 と国家 主権 の バ ラ ンス ㈲

(1)条 約の古典的な機能

国際法、とくに条約の解釈適用権は各国にあるという考え方は、相手方が条約を遵守す

ることへの関心を弱める。その結果、条約は国家間の政治的なシンボル、また技術的な事

項についての国家間の調整結果の表明方法以外の何 もので もない場合が多かった。このよ

うな場合には、相手に遵守 を促すという関心はほとんどなく、条約が遵守されていない場

合には条約関係を終了させ ることで対処 されることも多かった(第 二次大戦前の軍縮条約

等)。
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(2)国 際 コン トロールの出現

国際条約を遵守 させることへの関心が第一次大戦後に高まった。その初期の例が信託統

治協定である。第1次 大戦の敗戦国の植民地 は、信託統治の対象とされ、戦勝国(受 任国)

が分担 して統治することになった。同時に受任国の統治は国際条約(委 任状)に 基礎 をお

き、それに従った統治が要請された。そのために国際連盟理事会が、受任国が委任状に従

った統治を行うように監督する仕組みを作 った。これが 「国際コントローール」の原型であ

る。その後、条約の当事国が条約上の義務を遵守 していることを確認するための国際 コン

トロールの仕組みが、人権(た とえば国際人権規約)、 委任統治を受け継いだ信託統治、

軍縮(た とえば化学兵器禁止条約)、 環境法(た とえばオゾン層保護条約 ・同モ ントリオ

ール議定書) 、通商(た とえばWTO協 定)等 、国際的にとくに重要 な事項 を定める条約

について設定された。

(3)国 際コン トロールの性質

国際コン トロールのおもな要素は、①事実の確定、②義務の解釈適用、③是正措置の勧

告である。具体的な例として、「市民的及び政治的権利に関する国際規約」(自 由権規約)

の国際コントロールを見てみよう。ここには次の3つ の手続が備えられている。

①条約締約国が、条約の実施状況について、 自由権規約委員会に報告書を提出し、同委

員会が検討 した上でそれについての意見を、当該締約国と国連経済社会理事会に送付する

という報告制度(40条)。 これは個人資格の委員によって構成される自由権規約委員会に

よる審査を経るが、最終的には加盟国、すなわち 「同僚(peer)」 によって構成 される社

会経済理事会での検討に委ねられるものである。国際コン トロールとしては一番緩やかな

形式である。

②条約締約国が、特定国が自由権規約を遵守 していないと判断するときには自由権規約

委員会に通報 し、同委員会が規約を実施していないと認めるときは被通報国に注意を喚起

し、被注意喚起 国が説明義務 を負 うとい う国家通報制度(41条)。 ① とは違 って、peer

reviewの 要素はな く、しか も他国か らの申立を受けて、いわば客観的に違反事実の確認

を行い、確認されれば注意喚起が行われる。

③人権侵害を受けた条約締約国の管轄下 にある個人が、自由権規約委員会に直接通報 し、

同委員会が通報を検討 して被通報国が規約 を実施していないと認めるときは、被通報国に
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注意を喚起 し、被注意喚起国は6か 月以内に是正措置を同委員会 に通知するという個人通

報制度(自 由権規約選択議定書)。 これも②の国家通報制度と同様に、受範国の違反事実

を客観的に認定 し、認定されれば注意喚起が行われる。②の国家通報制度は自由権規約に

ついてはまだ一回も行われていないのに対 して、個人からの申立は頻繁に通報 されている

ために個人通報制度は実際にも大 きな役割を果 している。

自由権規約では、②③に手続によって違反事実が確認された場合であっても、注意喚起

と、それに対する回答が義務づけられているだけであるが、国連気候変動枠組み条約 ・京

都議定書の場合は、違反国に対 しては、次の期間の二酸化炭素排出枠が削減される等の制

裁が用意 されている。

しかし、ここで重要なことは、 これらの国際コン トロール手続は裁判とは違 って、その

判断が加盟国を法的に拘束 しないことである(WTO紛 争処理手続は例外)。peerreview

では 「同僚」間の圧力によって遵守を促すわけであるが、条約解釈 を含む客観的な判断が

出される国家通報および個人通報制度でも、そこで提示される判断は憂節国を法的に拘束

はせず、一方では国際世論の圧力によって、また他方では受範国に説明責任を尽 くさせる

ことによって条約遵守を促す ことを目的としている。

この仕組みは、一方では各国が国際条約の解釈適用権をもつという原則を維持しながら、

他方で 「客観的」な条約解釈を示すことによって国家の解釈適用の恣意性を抑制しようと

している。国家による条約の解釈 を 「客観的」な条約解釈 によって枠づけると言ってもよ

い。国家主権に基づいて各国がもつ、条約の解釈適用権は、各国の同意に基づいて裁判に

よる制約に服させることはできるが、それはあくまで例外であり、軽々には制限できない

ことが、国際コン トロールの仕組みからも分かる。

(4)国 際コン トロールの基盤

国際法はかつてのように国ごとに国際法が存在すると言っていい状況ではない。国家主

権を基盤 として各国が自由に国際法を解釈適用すれば、その結果 として、国ごとに国際法

が違 うとい うことが起 こりうる。多 くの国際法上の義務が各国によって自発的に引き受け

られたものであり、その義務 も各国が自由に解釈適用で きるとすれば、そこに客観的な国

際法を観念で きる余地は小さくなるからである。

国際的な相互依存関係が増大 した今 日、このような主観的な国際法 しかないという状態
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で国際関係を制御することは難しい。そのために国際法を従来より客観化 させることは避

けられない。しかし、主観的な国際法を支えた理論的な基盤である 「主権」は現在 も生 き

続け、現在では、民主政の確保 という実体的な論拠によって支え られている。したがって、

主観的な国際法を客観化しなければな らないとしても、国内社会 と同様に裁判所の強制管

轄権 を設定することはできない。そこで案出されたのが国際コントロールである。そこで

は、一方では国際法の内容 を客観的に示 しなが ら、他方ではそれを国家に強制せず、 自発

的な採用を促すのである。

H国 家管轄権と国際法

1国 家 管 轄 権 をめ ぐる2つ の視 座

各国は統治権を行使 しているが、そのなかで中枢的な位置を占めるのが、国内法の定立 ・

裁判 ・執行を司る国家管轄権である。一般には、法の定立に関する規律管轄権、法の執行

に関する執行管轄権および裁判権行使に関する裁判管轄権に分類される⑥。

これらの国家管轄権の行使の範囲については、国際法によって各国に配分 されていると

いう考え方と、特に禁止規則がない以上は、国家は自由に管轄権行使を行 うことができる

という考え方が対立してきた。前者の立場 に立てば、立法管轄権なら諸国が一般に採用 し

ている管轄権行使の原則、たとえば国籍(属 人)主 義や保護主義による行使は国際法上許

容されているが、自国民が被害者であることを連結点とする消極的属人主義は国際法上許

されないという主張も唱えられた(た だし、わが国でも最近消極的属人主義を採用する刑

法3条 の2が 付 け加えられた)。 他方、後者の立場に立てば、国際法で禁止されない限

りどのような管轄権行使も許される。禁止規則 として一般に認められているものは、他国

における執行管轄権の行使である。つまり国家は、他国の同意なしに、他国の領土内で容

疑者の取 り調べや逮捕はもとより捜査活動等 も行ってはいけない。しかし、立法管轄権に

は、このような明確な禁止規則はな く、せいぜい他国の干渉に該当す ることは許されない

程度である。 この立場では、各国は自由に管轄権行使 を行ってよいことになる。

2海 洋 法 に お け る管轄 権 の 態 様

このような管轄権についての考え方の違いは海洋法分野ではもっと赤裸々に現れる。わ
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が国では、国際法、具体的には海洋法があって、それが沿岸国や旗国に管轄権を分担行使

させていると考えられている。わが国でかつては沿岸国が排他的な管轄権行使を行える海

としての領海は3海 里と考えられてきたが、諸国がその拡大を主張した結果、1982年 に作

成 された国際連合海洋法条約では領海の幅員は12海里 となり、わが国 もそれにならった。

つ まり国際法(海 洋法)が 領海の幅員、つまり沿岸国が管轄権 を行使 しうる海域の幅員 を

決めていると考えるのである。

しかし、次に挙げる米国の 「タイヨー丸事件」(UnitedStatesofAmericavF/VTaiyo

Maru、28、SOI600、395FederalSupplement)は 、管轄権について、わが国とは180度異

なる管轄権理解を行っている。

この事件は、米国の接続漁業水域(contiguous廊herieszone)内 の沿岸から16.25海里

の沖合いで操業 していた日本漁船の 「タイヨー丸」に対 して米国沿岸警備隊が停船を命 じ

たところ同船が公海に向かって逃走 したために、沿岸警備隊が同船を追跡 し公海上で享補

した。同船は、その後米国接続漁業水域法等に違反したとして米国裁判所に起訴された。

米国政府は、接続漁業水域から継続追跡を行ってお り、公海上の掌捕であっても問題が

ないと主張 し、他方、被告は、沿岸警備隊の措置が日米両国が加盟 している公海条約に違

反するために、裁判所は管轄権 を持たないと主張した。つまり、米国が設定 した接続漁業

水域か ら継続追跡できないという点が被告の唯一の主張であり、具体的には、公海条約23

条、領海条約24条 を参照すれば、接続漁業水域からの継続追跡権は存在 しないというもの

であった。1966年 に制定された接続漁業水域法は、領海外に米国が排他的な漁業管轄権 を

行使 しうる海域 を設定するものであった。

裁判所は、領海条約24条 が密輸等の特定に事項について接続水域からの継続追跡権を認

めてはいるが、24条 に明示されていない事項について継続追跡 を行ってはいけないと規定

していない。また24条 は関税等の特定事項について接続水域を設定 してもよい(may)と 、

設定を許容する旨を規定 しているだけで、これら明示された事項以外の事項について接続

水域を設定してはいけないと規定 していない。また米国政府は領海条約加入によって管轄

権の設定の制限を受け入れたわけではない。

この事件で裁判所は、領海条約が国家の管轄権を及ぼす範囲を確定 しているとは考えず、

それが一定の管轄権行使を許容 していると理解 している。裁判所で問題になった領海条約

は次のように規定する。
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1沿 岸国は、自国の領海に接続する公海上の区域において、次のことに必要な規制を行うことができる

(may)。

(a)自 国の領土または領海内における通関上、財政上、出入国管理上又は衛生上の規制の違反を防止す

ること。

(b)自 国の領土又は領海内で行われた(a)の 規則の違反を処罰すること。

2接 続水域は、領海の幅を測定するための基線から12海里をこえて拡張することはできない。」

1項 と2項 を読み比べると、1項 は許容、2項 は制限(ま たは禁止)の 表現になってい

る。つまり12海里を超えて接続水域 を設定はできないが、12海 里以内であれば、通関 ・財

政 ・出入国管理 ・衛生上の規制違反防止については権利として規則で きるが、それ以外の

事項についても接続水域を設定することは権利ではないが、禁止 もされていないと解釈で

きるのである。

このような用語の使い分けを仔細に検討すると、たとえば国連海洋法条約3条 は、「い

ずれの国も、 … 基線から測定 して12海里を超えない範囲でその領海の幅を定める権利

を有する。」と規定してお り、12海 里までは権利 として設定できることだけを規定 してお

り、12海 里を超 えて領海を設定す ることが禁止 されているかというと、規定からは定かで

はない。12海里を超えて領海を設定で きるかどうかというような点は、法が実質的には 「欠

訣」 していると表現 してもいいのかもしれない。

3米 国裁 判所 の 国家 管 轄権 解 釈 の 意 味

米国裁判所が行ったような管轄権解釈は、戦後沿岸国の管轄権が拡大 して きたことの法

理的説明としては大 きな説得力がある。わが国では、国際法は沿岸から3海 里まで領海の

設定を認め、3海 里を超える海域は公海だと長 く考えられてきた。しかし、各国は、沿岸

から4海 里、6海 里、12海 里、100海 里等の範囲の領海を主張 し、また領海の外に12海里、

50海里、100海 里、200海 里等の漁業水域を主張した。その後、1973年 か ら始まった国連海

洋法条約では、12海里領海、200海 里排他的経済水域に整理 され、いわば諸国の海洋に対

する管轄権拡大が一部正当化 された。わが国のような海洋法理解では、沿岸国の管轄権拡

大の現象がうまく説明で きない。つまり、わが国の理解では、「違法な」措置がある段階

か ら 「適法なもの」になったと考 えざるをえず、いつ、またなにゆえに 「違法な」措置が

適法化 したのかがうまく説明できないのである。
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他方、さきに紹介 した米国裁判所の考 え方だとこのような状況はすっきり説明できる。

すなわち国際法は沿岸か ら3海 里までの領海設定を承認していたが、3海 里以遠の海域に

ついては、そこに領海を設定することは禁 じられていなかった。そのため、3海 里を超え

る部分の領海については、問題が起こるたびに、関係国がそれを承認 していたか、否認し

ていたか等、領海をめぐるさまざまな事情 を踏まえて問題の解決が図 られた。そして諸国

がその後、3海 里 を超える海域について領海 を設定すること、さらに200海 里 までの海域

について、漁業等の経済的事項に関する排他的な管轄権行使権限を認める排他的経済水域

の設定を認めたために、国際法上これ らの権利が認め られるようになったのである。この

説明なら3海 里領海一公海の構図か ら、12海 里領海一200海里排他的経済水域一公海 とい

う現在の法状況になったことが十分理解できるのである。

おわ りに

かつて国際法は法ではないと言われ、いまでも戦争が始まると国際法の無力が謳われる。

他方、最近では、政府の政策を変更させるために、国内裁判所で国際法を論拠に政府の措

置の不適当性を論証 し、その是正 を求めるという動 きが拡がっている。人権 ・難民、戦後

補償 などが、このような形で国際法が援用 される代表的な分野である。

たしかにわが国で神聖視される日本国憲法の人権規定が原則の規定にとどまっていて、

詳細 な規則を欠いていることは、これらと国際人権規約を比較すれば一目瞭然であり、国

際人権規約を参照することによって人権規範の内容が豊かなものになってきたことは否め

ない。そのことが認識 されるようになった結果、今度は何でも国際法を援用すれば日本政

府の措置の変更が可能になるような錯覚が一部で生 じている。

しかし、国際法を扱 う際に気をつけなければいけないことは、条約 も国際慣習法 も、ほ

とんどが原則 を定めているにす ぎず、細かな規則を定めているわけではないことである。

したがって、国際法をどのように理解 してその趣旨を実現するかは国家に委ね られており、

国家の裁量が大幅に容認されている。 しか も国家が国際法の実現において大きな役割を果

たすことは、今 日では、民主的な正統性によって裏付けられている。国家主権は否定すべ

きものであるにもかかわらず、種々の抵抗のために残存 していると消極的に考えるべ きで

はな く、現代国際社会において積極的な意味をもっているのである。
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国家の権限行使の範囲を決定する国家管轄権についても、この考え方は見事 に妥当する。

国家がどのような形で管轄権 を行使できるかについて、 まず国際法の基準に従 うべ きだと

い う考え方が現在でも根強い。しかし、海洋管轄権 にみられるように、実際は、国家がそ

の必要に基づいて管轄権行使 を行 うことが多い。その際に、①国際法上すべての国が管轄

権行使を認めなければな らない範囲、②国際法上管轄権を行使することが禁止されている

範囲、③国際法上権利 として管轄権行使が認められてはいないが、禁止もされていない範

囲一国際法上の規制が欠顕 している範囲一のいずれに当たるかをきちんと認識する必要が

ある。①の範囲の管轄権行使であればまったく問題はなく、他方③であれば管轄権 を行使

することはできない。 しか し、②が大きく広がっているのが現状であ り、この範囲では管

轄権を行使できるか否かは、諸国がそれにどのように対応するかに係っており、 自らの必

要性を見極めて管轄権行使 を行えば国際的に承認されることが多いことに留意すべ きであ

る。

いずれにしろ整備された国際法規がアプリオリに、かつ客観的に存在 し、それを自然な

態度で解釈適用すれば、 自ずと素晴らしい結論が出て、諸国もそれを承認するというよう

な図式で、国際法をとらえるのは止めるべきである。国際法は多 くの場合、国家の行動 を

一定程度枠付 けるくらいの役割 しか果たさず
、その枠内で具体的にどのような行動をする

かは大幅に国家に委ねられていることを忘れてはいけない。

一71一



〔注 〕

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

た とえば、AMcNair、LawamongNations(1965)

藤 田久 一 ・永 野貫 太 郎 ・鈴木五 十三 『戦争 と個 人 の権利 』(1999)参 照。

岩 沢雄 司 『条 約 の直接 適 用可 能性』(1980)頁 参 照 。

詳 し くは小 寺 彰 『WTO体 制 の法構 造』(2000)181頁 ～197頁 参 照。

森田章 夫 『国際 コン トロー ルの理論 』(2000)

小 寺彰 「執 行 管轄 権 の域 外行使 」 『国際商 取 引 に伴 う法的諸 問題(11)』36頁 ～41頁 参 照。

一72一



「市場」 をめぐる独禁法社会の思考形式
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1問 題

本稿の目的は、「市場」という概念をめ ぐる独禁法社会の思考形式 を、客観的に位置づ

けることにある。

独禁法社会において、「市場(market)」 という用語に注意深い定義が与え られること

はほとんどない。日本に限らず米欧においても、独禁法を論 じる際の中核的な概念 として

用い られるのにもかかわらず、である。独禁法社会 を構成する実務家 ・研究者のほとんど

は、みずか らが信 じる市場像を無定義のうちに 「市場」 と呼び、それを検討の出発点とし

ている。 ときに定義 らしきものが述べ られることはある。しかしそれは、当該論者の蔽蓄

の開陳という域 を出ず、その 「定義」が当該論者の以後の論述 において忠実に堅持 される

ことは少ない。「市場」の概念は、独禁法社会 を浮遊 し、それでいて独禁法の中核概念だ

とされている、 という状況にある。

本稿では、「客観的ものさし」を設定す ることによって、独禁法社会を浮遊する 「市場」

の概念を観察 ・分析するω。

H本 稿 の 「客観的もの さし」

1「 客 観 的 もの さし」 による分 析

本稿では 「客観的ものさし」 を設定して現状分析をする。

「客観的 もの さし」 とは、複雑 に入 り組んだ現実を客観的に位置づけ把握するための道

具である。すなわち、現実を構成す る数多 くの要素のうち 「客観的 ものさし」に合致して

いるものはあるのか、それはどういうものか、「客観的 ものさし」で説明できず乖離 して

いるものはあるのか、それはどういうものか、といったことを明 らかにする作業 によって、

現状 を把握する。

本稿では、「客観的ものさし」に従 うべ きだ、という主張(つ まり規範的な主張)を す

るわけではない。したがって、本稿 に対 して、この 「客観的ものさし」が規範的に劣って

いる(採 るべ き解釈ではない)、 と批判するのは的外れである。

他方、そのような手法によって分析する対象 には、独禁法に対する客観的現状分析だけ
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でなく、独禁法に関する規範的主張 も含まざるを得ない。多 くの法分野について言えるこ

とであるが、独禁法社会では特に、客観的現状分析 と規範的主張 とが渾然一体 となってい

る。他人の言説について両者 を切 り分ける作業を試みるのは、容易なことではない。本稿

は、客観的現状分析であるか規範的主張であるかに拘 らずに併せ呑んで、そこに共通する

思考形式を、客観的に指摘 しようとするものである。

本稿で、独禁法 「学」の思考形式でなく、独禁法 「社会」の思考形式、 と言っているの

も、そのことに関係している。本稿では上記のように、客観的現状分析 と規範的主張とが

ないまぜ となった観察対象 を取 り上げる。 したがって、独禁法 「学」の思考形式であるか

独禁法 「実務」の思考形式であるかを区別 しようとするのもまた虚 しい。「実務は規範的

実践、学は客観的現状分析」 という役割分担があるとはまったく言えないか らである。そ

こで、これ らをあわせて、独禁法社会(独 禁法コミュニティ)の 思考形式、として、観察

対象 とする。

22条4項 にいう 「競 争」 の場

本稿での 「客観的ものさし」は、「独禁法2条4項 に言 う 『競争』のおこなわれる場を

『市場』と呼ぶ、という考え方」である。

なぜこれを本稿の 「客観的ものさし」 として選択 したのか。詳 しくは、本稿の全体をご

覧いただくしかない。ひとことでいえば、「市場」 をめ ぐる独禁法社会の思考形式が、歪

みと修正 を経なが らも、結局はこの 「独禁法2条4項 に言う 『競争』のおこなわれる場」

というものに収敏 しつつあるか らである。「市場」をめ ぐる独禁法社会の思考形式は、主

観においては2条4項 を軽視または無視 しているものが多いω。 しかし客観的に見れば、

2条4項 の掌の上で踊っているに過 ぎない。

独禁法2条4項 は、次の ように規定 している。

この法律において 「競争」とは、二以上の事業者がその通常の事業活動の範囲内において、かつ、当該事

業活動の施設又は態様に重要な変更を加えることなく次に掲げる行為をし、又はすることができる状態を

いう。

一 同一の需要者に同種又は類似の商品又は役務を供給すること

二 同一の供給者から同種又は類似の商品又は役務の供給を受けること
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このように、2条4項 には1号(売 る競争)と2号(買 う競争)と がある。以下の論述

では、特に断 らない限り、1号(売 る競争)を 念頭に置 く。常に1号 と2号 を念頭に置 く

煩 を避けるためである。

2条4項1号 を見ると、競争(こ こでは売る競争)と は、同一の需要者 に同種類似の商

品役務を供給 しようとする複数の供給者の活動のことである㈲。

ここでいう 「競争」の場には、供給者 と需要者 という、2つ の層が存在する。

そ して、需要者の目か ら見て選択肢 となる供給者が、その市場に含 まれる。なぜなら、

「同一の需要者」に供給する者が 「競争」の場に存在するのであって、需要者の目から見

て選択肢 とならない供給者はそこには存在 し得ないか らである。

さらに、供給者か ら需要者 に供給 されるものが、「商品又 は役務」である。通常 は、有

体物が商品と呼ばれ、無体物が役務 と呼ばれる。 しか し、突き詰めて考えれば、供給の対

象 となるものはほとんどすべて、有体物 と無体物の混合体であるω。独禁法社会において

そこまで割 り切った思考形式はほとんど見かけないが、それは本稿の主題ではない。 とも

あれ本稿では、有体物か無体物かに拘 らず、商品と役務 とを分けずに一体 とした概念 とし

て、「商品役務」 という呼称を用いる。

この 「客観的ものさし」は、たまたま日本法の条文をもとにした ものであるが、外国の

独禁法社会の思考形式を分析するのにも有用である。本稿は、2条4項 を、何 らかの解釈

論上の根拠 として用いるのではなく、現実を客観的に分析する道具 として、たまたま、多

くの読者の手元にある六法に掲載された条文を採用 しただけである。

皿 分析

以下では、 この、本稿の 「客観的 ものさし」を、様々な局面での 「市場」論議にあては

め、独禁法社会の思考形式を分析する。

1条 文上の位置づけ

(1)建 前 と して語 られる一般 論の レベルー一一 「一定 の取 引分野=市 場」

拙著 ・拙稿 を除 くほとん どすべ ての 資料 ・文献 は、 「市場 」 とは、独禁法典 に登場す る
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「一定の取引分野」 という文言で表現されている、と考えているく5)。

たとえば、のちに少 し詳細 に見る公取委の平成10年 企業結合 ガイ ドライン(6)は、「第二

一定の取引分野」の冒頭において
、「『一定の取引分野』とは、いわゆる市場を意味する

ものであ り、」 と述べている。同様のことを述べる文献 ・資料は枚挙に暇がない。むしろ、

独禁法社会においては、誰でも知っている初歩的常識 とされている、と言うのが適切であ

る。ついでなが ら、企業結合ガイ ドラインは、各種文献 と同様、「いわゆる市場を意味す

る」と言っておきながら、「市場」が何を指すのかを定義 していない。

「一定の取引分野二市場」 という思考形式は、公取委審決の記述 にも影響を及ぼしてい

る。審決が、「一定の取引分野」の文言を持つ禁止規定を根拠とする場合には、審決の 「法

令の適用」欄において、関連市場を特定するもの らしい記述がおこなわれる。これに対 し、

不公正な取引方法のように、「一定の取引分野」の文言 を持たない禁止規定を根拠 とする

審決は、「法令の適用」欄において、同等の記述をおこなわないのが例 となっている。

ともあれ、 この、「一定の取引分野=市 場」 という考え方は、本稿の 「客観的ものさし」

か らは乖離 している。本稿の 「客観的ものさし」、つ まり 「独禁法2条4項 に言う 『競争』

のおこなわれる場を 『市場』 と呼ぶ、という考え方」によれば、違反要件のなかに 「競争」

という文言があ りさえすれば、その違反類型は 「市場」 と関係を持つ。不公正な取引方法

の定義規定である2条9項 は、「一定の取引分野」の文言を持たないが、「公正な競争を阻

害するおそれ(公 正競争阻害性)」 という文言を持っているので、「市場」 と関係を持つこ

とになる。本稿の 「客観的ものさし」においては、「一定の取引分野」という文言は、た

かだか、「市場」の修飾語 にすぎない、 という扱いになる。「一定の取引分野=市 場」 とい

う考 え方とは、明 らかに異なっている。

(2)具 体的議論の レベル

建前 として語 られる一般論のレベルではそうであるとしても、 しか し、より具体的な議

論を観察すると、様相は異なる。つまり、建前的一般論によれば 「市場」 とは関係がない

はずの不公正な取引方法をめぐっても、「市場」 という言葉が使われているのである。そ

の例は、公取委ガイ ドラインの記述であ り、流通取引慣行 ガイ ドラインmや 特許ノウハウ

ライセンスガイ ドライン(8)などが不公正な取引方法を論 じた部分の、随所に例 を発見する

ことができるであろう。それに対 して、不公正な取引方法を根拠とした公取委審決では、
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実質的には 「市場」を論 じているように観察されるものがい くつか存在するものの、「法

令の適用」欄の記述は、依然として 「市場」に触れることはない⑲)。

(3)「 条文上の位置づけ」の小括

以上をまとめると、「市場」の条文上の位置づけについては、次のようなことが言えよ

う。「一定の取引分野=市 場」 という定式は独禁法社会で揺るぎない地位を占めている。

この理解を相対化 しているのは拙著 ・拙稿などのごく少数である。しか し、その揺るぎな

い地位は、建前 として語 られる一般論のレベルにおけるそれであるに過ぎない。さらに具

体的なレベルに話が降 りて くると、「一定の取引分野」 とい う文言が登場 しない不公正な

取引方法においても明示または黙示 に 「市場」の概念が使われている。すなわち、独禁法

社会の思考枠組みは、建前 として語 られる一般論のレベルでは本稿の 「客観的 ものさし」

か ら乖離 しているが、具体的議論のレベルでは 「客観的 ものさし」に収敏 しつつある。

2典 型的市場画定論

の関心の稀薄さ

「供 給者 の範 囲」 の偏 重 、 「需 要者 の範 囲」へ

(1)素 材 日本の企業結合 ガイ ドライン

以下では、いわゆる 「市場画定」論を観察することによって、独禁法社会の思考形式を

明 らかにしてい く。

独禁法社会における典型的な市場画定論は、公取委が平成10年 に公表した企業結合ガイ

ドラインに凝縮されている(1°)。

日本における市場画定の一般論は、主に企業結合規制を舞台としておこなわれてきた。

その原因は、以下のようなことだと思われる。まず、「一定の取引分野」の文言がある違

反類型のうち、不当な取引制限(や8条1項1号)は 、事件数は多いが、価格協定や談合

など原則 として違反とされる事件がほとんどであり、 したがって、市場画定が重要な論点

とされることが少ない。私的独 占は、事件数が少なく、市場画定についても断片的な議論

がおこなわれるのみである。不公正 な取引方法は、「一定の取引分野」の文言 を持たない

ため、前述 した思考形式のもとでは、やはり多数の論者が市場画定論 をおこなう状況には

ない。それらに対 し、10条 や13条 ～16条 の企業結合規制 は、「一定の取引分野」 という文
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言を持ち、 しか も、事前届出や事前相談への対応 という局面で、公取委は日常業務 として

頻繁に市場画定作業を迫られる。このように、企業結合規制だけが、市場画定の一般論を

たてる議論がおこなわれやすい環境下にある、 といえる。米国でも、やは りそれに近い原

因によって、いわゆる水平企業結合ガイドラインを主な舞台として市場画定論がおこなわ

れている(11)。

日本の企業結合ガイ ドラインやECの 市場画定告示(12}における市場画定論の枠組みに

は、米国の水平企業結合ガイ ドラインの影響 を見て取れる。したがって、米国のガイ ドラ

インを随時参考 としつつ、 日本のガイ ドラインを検討すれば、典型的な市場画定論、そし

て典型的な思考形式を、観察することができそうである。

日本のガイ ドラインの該当部分を見ると、市場画定は、「商品又は役務」「取引の地域(地

理的範囲)」 「その他」という観点からおこなわれる、とされる。「その他」 として掲げら

れているのは、「取引段階」と 「特定の取引の相手方」である。そこで以下では、「商品又

は役務」「取引の地域(地 理的範囲)」「特定の取引の相手方」の各観点に分けなが ら、ガ

イ ドラインに凝縮された典型的市場画定論の思考形式 を探る(13)。

(2)「 商品又は役務」「取引の地域(地 理的範囲)」

(ア)「商品又は役務」

企業結合ガイ ドラインは、「商品又は役務」の観点について、「商品又は役務 に係る一定

の取引分野は、取引対象商品又は役務 と機能及び効用が同種である商品又は役務 ごとに画

定される。」 と述べている。そしてさらにやや具体的に、「当該商品を購入するユーザーに

とって、機能 ・効用が同種であるか否か、同 じ用途に用いる商品にはどのようなものがあ

るかにより判断する。」 とも述べている。

(イ)「取引の地域(地 理的範囲)」

また、「取引の地域(地 理的範囲)」 の観点については、上記の方法で画定 された商品役

務について、「当事会社グループとその取引の相手方の事業活動の実態に即 して画定され

る。」としている。そして、さらに続けて、「その際、商品の特性(商 品の鮮度、破損性、

輸送の困難性等)、 輸送手段 とその費用 との関係等、供給側であれば生産能力、販売網等

の事業区域、需要側であれば買い回る範囲(消 費者の購買行動等)等 が考慮 される。」と
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す る 。

(ウ)両 者に共通する性格

(a)供 給者の範囲

以上に紹介 した 「商品又 は役務」の観点 と 「取引の地域(地 理的範囲)」 の観点は、市

場画定の際の二大観点として、世界中の独禁法社会で知 られているものである。このこと

は、日本だけでな く米国の水平企業結合ガイ ドラインやECの 市場画定告示が同様の論述

枠組みをとっていることか らも窺える。

本稿の立場から観察すれば、 しかしこれらは、性質 を異にする2つ の観点であるという

よりは、同質のものを2つ の観点から例示 したものであるに過ぎない。

すなわち、これらの2つ の観点は、結局のところ、主に、供給者の範囲を画定するもの

だ、 ということである。「商品又は役務」の観点は、「当該商品を購入するユーザーにとっ

て」必要な商品役務を供給できる供給者の範囲を知ることを主な目的としている。「取引

の地域(地 理的範囲)」 の観点において挙げられた種 々の具体的考慮要因も、結局は、需

要者にとってどの地域の供給者であれば選択肢に入れることがで きるのかを主に論 じよう

としている。本稿の 「客観的ものさし」にいう 「市場」は、供給者 と需要者の2つ の層か

ら成るのであるが、上記の2つ の観点は、いずれも、供給者の範囲を画定しようとするも

のだ、と言えそうである。

そうであるとすれば、これらの2つ の観点は、供給者の範囲の画定という作業工程にお

ける、光の当て方の主要な例であるに過ぎない、 と言えよう。市場に2つ の層があるうち

の片方(供 給者の側)だ けを知るための、 しかも、主要とはいえ例であるに過 ぎないもの

が、二大観点として、世界中の教科書類によって独禁法社会に刷 り込まれているわけであ

る。したがって独禁法社会では、この二大観点に常に触れるのが作法 とされる。ときお り、

商品役務の範囲を論 じたあと、特段の論点 もないのに取って付けたように地理的範囲に触

れる資料 ・文献を見かける⑭。これは、実質よりも作法を重んじた思考形式が顕現したも

の、と見ることができる。

(b)何 を基準 とした場合の供給者の範囲か

では、その 「供給者の範囲」は、何を基準として画定されるのであろうか。
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結論 をい えば、次 の ようになろ う。つ ま り、「あ えて訊 かれた場合 の回答 として は、需

要者 が どう考 えるか を基 準 と して判断す る、 とい うことになるが、個 々の事案の思考過程

でそれが忠実 に遵 守 され るか否 かは定 かで ない」。 これが、独 禁法社 会 に共通す る思考形

式だ と思われる。

た とえば、「商品又 は役務」 につ いては、さ きに紹介 した ように、「機能及 び効用が 同種」

か否か を基準 とす るとしつつ、 さ らに進 んで 「当該商品 を購 入するユ ーザ ーに とって、機

能 ・効用が同種 であ るか否か」 を基準 とする と述 べてい る。つ ま り、 いわゆる 「供給者の

論理」や 「当局者 の論理」 に基づ いて機能 ・効用 が 同種 であ るか否 か を判 断す るので な

く、需要者(「 ユーザ ー」)の 目か ら見て機 能 ・効 用が同種 であ るか否 かを、 当局者が判断

す るの だ、 とい う枠 組みが示 されてい る。

もっとも、企業結合 ガイ ドライ ンの この部分の記述 は、その ような趣 旨が万人 に伝 わる

ほ ど明確 では ない。 その こ とは、や は りさ きに紹介 した 「取 引の地域(地 理的範囲)」 を

め ぐる部分 にお いて は、 なお さら言 えるこ とである。そ こには、 「当該商 品を購入 す るユ

ーザーに とって」 とい う文言す らな く、統一的視 点 らしきものが まった く示 されないまま

諸要 因が掲げ られ ている。つ まり、曖昧で、論理的一貫性 に も欠け る状況 にある。

この状況 と一応 の対照 をなす のが、米国の水 平企業結合 ガイ ドラインである。 このガイ

ドライ ンでは、「商 品又 は役務」 の範 囲の画定(productmarketde血nition)と 「取引 の

地域(地 理的範囲)」 の画定(geographicmarketdefinition)の いずれについて も、 いわ

ゆ る 「SSNIPテ ス ト」 を採用 してい る('5)。「SSMPテ ス ト」 を、本稿 に必要 な範囲で翻訳

す ると(16)、ある範 囲に存在 す るすべ ての供給者が若干 の値上 げを した として も供給者全体

の利益 が減少 しないな らば、需要者 に とって他 に選択肢 がない とい うことを意味す るか ら、

当該供 給者 の範 囲が市 場 の範 囲だ と考 える、 とい うもの である{17)。つ ま り、「SSNIPテ ス

ト」は、結局 の ところ、需要者 の 目か ら見た供給者 の範 囲を探 ろ うとす る基本 方針 を、米

国独 禁当局 な りに数値基準化 した ものだ、 と理解 で きる(18)。そ して、その基準 が、 「商 品

又 は役務」 と 「取引 の地域(地 理 的範 囲)」 の いずれ につ いて も、共通 して採用 され てい

る。

これ と比べ る と、 日本の企業結合 ガイ ドライ ンは、上記 で見 た ように、何 を基準 として

供給者の範囲 を画 定 しようとす るのか、記述が曖昧 で、論理 的一貫性 に欠け る。 しか し、

「商 品又は役務」 の項 に 「当該 商品 を購 入す るユ ーザ ーに とって」 と書かれ ている ことに
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おぼろげに示されているように、あらためて訊かれれば、需要者の目を基準 として画定す

る、 と答えるだろう。曖昧で、論理的一貫性 に欠けるのは、一読すればわかるようにこの

ガイ ドライン全体の特徴なのであって、この部分だけが意図的にそうなっているわけでは

ない。

(c)異 質な需要者が混在する可能性

日本のガイ ドラインのように曖昧であるか、米国のガイドラインの 「SSNIPテ ス ト」の

ように比較的 「明確」であるかはともかく、供給者の範囲を確定する際の基準が需要者の

目であるとされることは、間違いないようである。

しか し、そうであるとしても、その 「需要者」のなかに、異質な嗜好をもつ異質な需要

者が混在することを許す余地はある。需要者の目を基準にするのだという一般論がか りに

頭でわかっていて も、無意識のうちに 「供給者の論理」や 「当局者の論理」に従 って機

能 ・効用が同種か否かを判断 してしまう事例が出て くる可能性があることが、容易に推測

できる。すなわち、ある需要者Aに とって選択肢 となるのは供給者P・Qだ けであ り、

別の需要者Bに とっては供給者R・Sだ けであるが、「供給者の論理」や 「当局者の論理」

によって十把一絡げに扱 われたために供給者の範囲がP・Q・R・Sだ と画定 される、 と

いう可能性は、十分に残 っている。たとえば、米国製 自動車を買いたいA、 欧州製自動

車を買いたいB、 などと考えてみればわかるであろう。このように、異なる選択肢 を持つ

需要者を同一市場のなかに混在させることは、「同一の需要者」に供給 しようとする行為

を 「競争」だと捉える本稿の 「客観的ものさし」か ら乖離 したものだ、と言 える。P・Q

とR・Sと は、同一の需要者を相手にしてはいないか らである。「供給者 の論理」や 「当

局者の論理」によってP・Q・R・Sを 十把一絡げに扱 う思考形式を、拙著 ・拙稿では 「業

界市場観」 と呼んだ(19)。

実は、異質な需要者 の混在は、「SSNIPテ ス ト」の もとで も起 こり得 ることである。

「SSNIPテ ス ト」は、すべての供給者が値上げをした場合の利益の減少の有無、つま り需

要者の反応を見るのだと標榜するものであるが、 しか し、そこで観察対象 とされる 「需要

者」には、異なる選択肢 を持つ諸種の需要者が混在 している場合があるものと推測 される。

たとえば、上記の自動車の例で、米国製 自動車の需要者Aと 欧州製 自動車の需要者Bと

が混在 していても、「P・Q・R・Sの すべてが値上げをした と仮定 した場合 に減少する利
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益」 という数字は、出せてしまう。諸種の需要者の多種多様な嗜好が十把一絡げにされ、

その うえで無機質な数字が弾 き出される余地が残されている。だからこそ、後述するよう

な、「ユニラテラル ・エフェクツ」の論議が登場するのであろう。

異質な需要者の混在 を許す、 といっても、積極的に混在 を許そうとしている、というよ

りは、需要者はどのような者たちかということへの関心が稀薄だからそうなる、というほ

うが当たっているであろう。本稿の 「客観的ものさし」である独禁法2条4項 は、「同一

の需要者」に供給 しようとする場を 「市場」 としているから、異質な選択肢を持つ需要者

を混在させたものは 「市場」 とは呼ばない。「需要者の範囲」への関心が稀薄な市場画定

論は、本稿の 「客観的ものさし」 との関係 も稀薄だ、 ということになる。

(3)「 特定の取引の相手方」

日本の企業結合ガイ ドラインのなかで、例外的に、「需要者の範囲」への関心を示 して

いるのが、「特定の取引の相手方」の観点である。そこに示された事例では、同 じ 「X製

品」に見えても、用途によって需要者が異なるので、用途 ごとに 「一定の取引分野」が成

立すると判断 した、という⑳。

しかし、ここで確認 してお きたいのは、典型的市場画定論において、「特定の取引の相

手方」の観点が占める地位は低い、ということである。企業結合 ガイ ドラインの目次にお

ける位置づけを見ると、「特定の取引の相手方」は、「商品又は役務」「取引の地域(地 理

的範囲)」 に対等に並ぶ ものではない。それ らと対等に並ぶのは 「その他」であり、「その

他」のなかのひとつ として、「特定の取引の相手方」が登場 している。そして、「その他」

のなかでも、「取引段階」の事例が4件 掲げられているのに対 して、「特定の取引の相手方」

の事例は上記の1件 だけである。 しか も、事例が掲げられているだけであって、一般論 ら

しきものはまった く論 じられていない。

3典 型的市場画定論の修正 「需要者の範囲」をめ ぐる断片的論議

(1)は じめに

しか し、 日本 にお ける明示 的議論 は以上の ような ものであ る として も、他方、 日本 にお

ける潜在 的議論 や、外 国 での議論 に 目を転 じる と、 さ らにい くつかの素材が、「需要者の
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範囲」 を考 えさせ るヒン トを与 えている。「ロ ックイン」 や 「商品役務 の差別化」 である。

これ らをめ ぐる論議 を、(2)と(3)で 観 察す る、

ところで、「サ ブマーケ ッ ト(submarket)」 という用 語が ある(21)。これ はま さに、(2)

や(3)で 紹介 す るような諸議論 にお いて、「市場 αの内部 に別 の市 場 βが成 立す る よう

な場合 に、当該 別 の市 場 βを 『サブマ ー ケ ッ ト』 と呼 ぶ」 とい った具合 で、使 われ る言

葉 であ る。 しか し、ある市場 αの内 部に本 当 に別 の市場 βが成 立す るのであ れ ば、 当該

別 の市場 β も、 まさに独禁法上、 「市場」 と呼 ぶにふ さわ しいはず であ る。法 的分 析 の上

では、α もβ もいずれ も 「市場」で あって、 それぞれについて違反要件 の充足 の有無 を調

べてい くことになろ う。そ うである とす るな らば、βだけを 「サ ブ」 な ど と呼 ぶの は、論

理的 にいえば、思考上 の無 駄で あ るはず で あ る。そ れに もか かわ らず βが 「サ ブ」 と呼

ばれ るのは なぜ か というと、結局 の ところ、αを 「メイ ン」 とす る思考形式 が あって こそ

であ ろ う。す なわ ち、需要者 の嗜好 とは関係 な く、 「供給者 の論理」 または 「当局者 の論

理」 に よって常 識的 な市場 αをまず は想起 す る のが独 禁法社 会 の思 考形 式 だ、 とい うこ

とを図 らず も示 す状況証拠が、「サ ブマー ケ ッ ト」 という用語だ、 といえよ う(22)。

閑話休題。上記 で例示 したよ うな、 「需 要者 の範囲」 に関連す るい くつか の断片的論議

を、順 を追 って見 てい くことにす る。

(2)ロ ックイ ン

(ア)「 ロ ックイ ン」 とは

「ロックイン」 とは何か。 もとより俗語 であって、論者 ・文脈 によって種 々の意味内容

が与 えられてい るが、 その最大公約 数 は、 「局外 の他 人か ら見れ ば他 に も選択肢 があ りそ

うに見え るの に、 当該需要者 に とっては、他 の選択肢 を採 る と損害 を被 るの で、選択肢が

狭 まってい る状 態」 とで も表現す るこ とが で きよ う。選択肢が狭 まって、 しか し少 ないな

が らも複数 の選択肢がある、 という場合 もあ り得 るが、典型的 には、選択肢が1つ だ けに

狭 まる場合 が想 定 され るこ とが多い。た とえば、販売業者が、特定 メー カーの機 器 を売 る

ための多額 の投 資 をしたため、当該 メー カーか ら仕入 れ続け るしかない、 といった事 例で

ある。

ある行為が独禁法 に違反するか否 かを論 じるに際 して、 この 「ロ ックイ ン」 の問題 をど

う織 り込 むか につ いては、大 き く分 けて2つ の方法が ある ようである。
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(イ)大 きな市場のなかでの一考慮要因とする

ひとつの方法は、「供給者の論理」や 「当局者の論理」で想定 される大 きな市場 を頭 に

描きつつ、「ロックイン」の発生を、独禁法違反の有無を論 じる際の多数の考慮要因のひ

とつ として取 り込む、とい うものである。ここでいう 「大 きな市場」 とは、言い換えれば、

さきに掲 げた 「ロックイン」 に関する 「最大公約数」にいう、「局外の他人か ら見れば他

にも選択肢がありそうに見える」 とい うその 「選択肢」を供給者の範囲とするような、そ

ういう 「市場」のことである。あ くまでそれを関連市場だ と捉え、そのうえで、「ロック

イン」の事実を勘案 しつつ考察する、 というわけである。

この思考形式を示す例 として、東芝エレベータ事件2審 判決がある㈲。この事件の背景

には、東芝のエレベータをみずからのビルに設置 した需要者にとって、部品や保守につい

ての選択肢が狭 まる、という事情があった。判決は、この事情を織 り込むにあたって、後

述するような 「小 さな市場」 という論 じ方をせず、おそ らくはエ レベータ業界全体を網羅

する 「大 きな市場」を想定 しなが ら、「エ レベーターの所有者が容易 にはそのエレベータ

ーを他社製のそれに交換 し難いのはいわば当然であることを考慮」する、 と述べている。

この 「大 きな市場」は、本稿の 「客観的ものさし」からは乖離 している。なぜなら、局

外の他人(「供給者の論理」「当局者の論理」)か らみた 「選択肢」は、選択肢の狭 まった

個々の需要者 にとっては、真の意味の選択肢ではないからである。言い換えれば、「大き

な市場」の各供給者は、同一の需要者に供給 しようとしているのではなく、そうであると

すると、独禁法2条4項 にい う 「競争」ではもはやないからである。

(ウ)小 さな市場 を画定す る

「ロックイン」の問題 を独禁法 の議論に織 り込 むための、 もうひ とつ の方法 は、選択肢

の狭 まった需要者の、その まさに狭 まった選択肢 だけを供給者 とす る ような、小 さな市場

を想起す る、 というものであ る。 この思考形式 は、本稿の 「客観 的 もの さし」 に合致 して

いる。 なぜ な ら、独 禁法2条4項 は、 同一の需要者 に供給 しようとする行為 を競争 と呼ん

でいるのであ って、 これ を言 い換 えれ ば、 「競争」 とは、あ る需 要者 に とって選択 肢 とな

り得 る範 囲の供給者 らによってお こなわれる、 とい うことになるか らであ る。

この思考形 式を明示的 に採 っているのが、米 国連邦最 高裁 のKodak事 件判決である(24)。

この事件 は、 日本 の東芝エ レベ ー タ事件 とほぼ同 じ事案 が、少 々早い時期 に、エ レベータ
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でな くコピー機を舞台として、米国で登場 したものである。最高裁判決の多数意見 は、

「Kodak製 コピー機の部品」や 「Kodak製 コピー機の保守」といった小さな市場を想定 し

て、議論を進めている(25)。このほか、米国での一連のMicrosoft事 件で、「インテル製 ま

たはそれと互換性のあるMPUを 搭載 したパ ソコン用のOS」 と市場画定 し、MacOS等

を考察対象から除いたのも、同様の発想であろう㈱。

日本において、同様の思考形式の萌芽を示すものとして、三菱電機 ビルテクノサービス

事件勧告審決がある(27}。この事件は、東芝エ レベータ事件の三菱電機版とで も呼ぶべ きも

のであり、 したがって、Kodak事 件 とも事案が類似 している。この審決で公取委 は、一

般指定15項 の事件であるために、「競争関係」の要件を満た していることを明 らかにする

必要に迫 られ、「〔三菱電機ビルテクノサービスは〕 自己と三菱電機製昇降機の保守分野に

おいて競争関係にある独立系保守業者 と同昇降機の所有者等との取引を不当に妨害 してい

るものであって」という記述を置いた。 この、「三菱電機製昇降機の保守分野」 とい う表

現は、まさに、「小さな市場」の思考形式に近づいたものであるといえる。

(3)商 品役務の差別化

(ア)「商品役務の差別化」 とは

「ロックイン」の次に、「商品役務の差別化」をめぐる議論を観察する。

「商品役務の差別化」 とは、 しばしば 「製品差別化」などと言われているもののことで

ある。本稿では 「製品」をより一般化 して 「商品役務」と呼んでいるために、ここで もそ

れに従 う。 ともあれ、「商品役務の差別化」 もやは り俗語であって、論者 ・文脈によって

種々の意味内容が与 えられているが、その最大公約数は、「局外の他人か ら見れば他にも

選択肢があ りそうに見えるのに、当該需要者にとっては、みずからの好みか ら、選択肢が

狭 まっている状態」 とでも表現することがで きよう。選択肢が狭まって、 しかし少ないな

がらも複数の選択肢がある、 という場合 もあ り得るが、典型的には、選択肢が1つ だけに

狭 まる場合 が想定されることが多い。たとえば、バ ッグを買うのに、プラダしか買いたく

ないという人 もいれば、ロエベ しか買いた くないという人もいる、 といったことを指す。

「商品役務の差別化」の問題 は、「ロックイ ン」の問題と、構造的に共通 している。上

記の、「商品役務の差別化」の説明は、前出の 「ロックイン」の説明と、たいへん似てい

る。違 うのは、需要者にとっての選択肢が狭まった原因が、「他の選択肢 を採 ると損害を
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被 る」 ためであ るのか、 「みずか らの好 み」で あるか らなのか、 とい う点 にあ るに過 ぎな

い。独禁法社会 において しば しば分 けて論 じられてい るので、 ここで もまずは分 けて紹介

したが、本 来は、同根 の問題で ある。

(イ)大 きな市場のなかでの一考慮要因とする

「商品役務の差別化」の要因を独禁法の議論に載せるための、ひとつの方法は、「ロッ

クイン」の場合 と同様、「供給者の論理」や 「当局者の論理」で想定 される大 きな市場を

頭 に描 きつつ、「商品役務の差別化」の発生 を、独禁法違反の有無を論 じる際の多数の考

慮要因のひとつ として取 り込む、というものである。ここでいう 「大 きな市場」 とは、言

い換 えれば、「局外の他人か ら見れば他 にも選択肢があ りそうに見える」 というその 「選

択肢」を供給者の範囲とするような、そういう 「市場」のことである。あ くまでそれを関

連市場だと捉え、そのうえで、「商品役務の差別化」の事実を勘案 しつつ考察する、とい

うわけである。

この思考形式を示す例 として、再販売価格の拘束(再 販)に 関する一連の公取委審決が

ある。数多 くの事例があるが、たとえばナイキジャパン事件勧告審決㈱を念頭 に置いて考

えてみる。まず、再販は、公取委においては不公正な取引方法の事件 として処理されるの

で、「一定の取引分野」という文言が登場 しないから、前述のように、審決が市場につい

て正面か ら論 じることはない。暗黙のうちに、何 らかの市場が想起されていると推測でき

るにとどまる。ナイキジャパン事件では、「スポーツシューズの販売」の市場 を想起 して

いるものと推測するのが、最も穏当であろう。そうしたところ、ナイキジャパ ン事件審決

には、「ナイキシューズは一般消費者の間において高い人気を有 していることか ら、スポ

ーツシューズを取 り扱 う販売業者にとっては、ナイキシューズを取 り扱 うことが営業上有

利であるとされている。」 という指摘がある。これはまさに、「大 きな市場」を想定しつつ、

そのなかで、「商品役務の差別化」 を勘案 しているものだ、と理解できる。同様の思考形

式は、並行輸入の阻害行為に関する一連の公取委審決においても示 されている⑲。

これらの一連の公取委審決と同様の思考形式を辿るのが、「ユニラテラル ・エフェクツ

(unilateraleffects)」 論である。たとえば、米国の水平企業結合 ガイ ドラインが言及して

いる(3°)。そこでは、企業結合が市場に悪影響 を与えるパ ターンとして従来はあまり想定さ

れていなかった もの(と 米国 ガイ ドライ ンが考 えるもの)と して、「同調的競争減殺
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(coordinatedeffects)」 とともに、 「ユニ ラテ ラル ・エ フェ クツ(unilateraleffects)」 が掲

げ られ ている。 いずれ も、単独 の者が市場全体 を支配す るわけではな くとも悪影響 を及 ぼ

し得 る場合、として挙 げ られて いる(企 業結合の場合 は、結合 後の事業体 をひ とつ とみて、

「単独」 と言 ってい る)。 す な わち、 「同調 的競争減殺 」 は、単独 で は市場 を支 配で きない

者が他 の供給者 と同調的 に行動 す ることに よって悪影響 を与 え る、 とい うものである。 そ

して 「ユニラテラル ・エ フェクツ」は、単独 の者が市場全体 を支配するわけではな くとも、

「商品役 務の差別化」 に よって、 当該単独 の者が悪影響 を与 え る、 とい う事態 を想 定 して

い る。そ こでは、た とえば、欧州 自動車 メーカーRとSの 合併 を審査す るにあたって、P・

Q・R・Sを 供給者 とす る大 きな市場 を想 定 しつ つ、 そ こで新 会社RSが 、PやQと 同調

的行動 をとるまで もな く単独 で悪 影響 を与 える、 なぜ な ら商 品役務が差別化 されているか

ら、 という思考手順が採 られ る。

しか し、そ うであ る とす る と、 「ユ ニ ラテ ラル ・エ フェクツ」 論 は、何 か新 しい考 え方

を提示 したわけで はな く、「大 きな市場」 を想定 しつつ、「商 品役務 の差別化」 を勘案す る、

という、 日本 でも珍 しくない考 え方その もの だ、 とい うこ とが わか る。単 に、米国一流の

ネ ー ミングの妙 によって斬新 な考 え方 であるかの ように受 け止 め られ、それが 日本で も紹

介 されている、 とい うもので あるに過 ぎない。

と もあれ、 これ らの思考形 式 に示 され る 「大 きな市場」 は、本稿 の 「客 観的 ものさ し」

か らは乖離 している。 なぜ な ら、局外 の他人(「 供給者 の論理」 「当局 者の論理」)か らみ

た 「選択肢」 は、選択肢の狭 まった個 々の需要者 にとっては、真の意味の選択肢 ではない

か らで ある。言 い換 えれ ば、 「大 きな市場」 の各供給者 は、同一 の需要者 に供 給 しよ うと

してい るのではな く、そ うで ある とす ると、独 禁法2条4項 にい う 「競 争」 では もはやな

いか らである。

(ウ)小 さな市場 を画定する

「商品役務の差別化」の問題を独禁法の議論 に織 り込むための、 もうひとつの方法 とし

て、「ロックイン」の場合 と同様、選択肢の狭 まった需要者の、そのまさに狭 まった選択

肢だけを供給者とするような、小さな市場を想起する、 というものが考えられる。拙著 ・

拙稿が、明示的にこのような説明をしているほかには、 この思考形式を明快に示 した実例

は多 くないω。ともあれ、この思考形式は、本稿の 「客観的ものさし」に合致 している。
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なぜなら、独禁法2条4項 は、同一の需要者に供給 しようとする行為 を競争 と呼んでいる

のであって、これを言い換えれば、「競争」 とは、ある需要者にとって選択肢 となり得る

範囲の供給者 らによっておこなわれる、 ということになるか らである。

ところで、「商品役務の差別化」の要素を、「小 さな市場」 という思考形式で独禁法に取

り込むことに対 しては、次のような指摘がおこなわれている。すなわち、「得 られる証拠

の制約か ら、常にその ような 〔小 さな〕市場 を 〔画定する〕ことができるとは限らない」

から、「ユニラテラル ・エフェクツ」論が有効である、 というのである(32)。 しかし、あ

る事例で 「ユニラテラル ・エフェクッ」論を使える、ということは、その前提 として、「大

きな市場」のなかの一部の特定の需要者に対 して一部の特定の供給者が値上げをしても利

益の減少がない、当該特定の需要者にとって他に意味のある選択肢が乏しい、 という 「証

拠」が既に得られている、 ということではないのであろうか。これはまさに、当該特定の

需要者 を需要者 とし、当該特定の供給者を中心 とした者 らを供給者とする 「小 さな市場」

が成立する 「証拠」が得 られている、ということにほかならない ように思われる(33)。

4出 発点の違いによる微妙な温度差

(1)収 赦、しか し出発点の違い

以上のように、「典型的な市場画定論」の 「修正」 とは、すなわち、「供給者の範囲」に

関心を偏重させていた状況から出発 し、「需要者の範囲」にも断片的に関心を向けるとい

う方向へ と修正 しようとしたもの、といえる。独禁法社会の思考形式 も、個々の需要者の

個々の需要に目を向ける契機を組み込もうとしている、ということは間違いない。

しかし、独禁法社会の思考形式は、本稿の 「客観的 ものさし」 とは、まさに出発点が異

なっている。独禁法社会の思考形式は、あ くまで供給者中心である。それに対 して、本稿

の 「客観的ものさし」は、まず個々の需要者の立場を考え、それぞれにとっての供給者の

範囲を考える、という意味で、需要者中心の発想である。両者は、出発点が異 なるだけで、

結論は異ならないように見える。たしかに、論理的には、そういうことになろう。しかし、

市場画定は人間わざであり、出発点の相違が現実の温度差をもたらすことは多々ある。

以下、い くつかの可能性を考えてみる。
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(2)特 殊 な需要者 を見逃 す可能性 が相対的 に高 い

需要者 中心で な く、供給者 中心の発想法で は、特殊 な需要者 を見逃 す可 能性 が、 それだ

け大 き くなる。

この ことを示す好例が 、いわゆ る 「クラス ターマーケ ッ ト」 をめ ぐる論議 である⑭。

いわゆるスーパ ー に行 くと、野菜売 り場 に、 「カ レーセ ッ ト」 なる ものが置 かれてい る

場合がある。 カ レーを 自炊 す るためにニ ンジ ン ・ジ ャガイモ ・タマネギを買 うと、そ れぞ

れが数個 ずつのパ ックにな ってい るため、特 に単身者 は、すべて を使 い切 る ことがで きず、

無駄 に して しま うこ とにな る。そ こで、た とえば、 「ニ ンジ ン1本 ・ジャガ イモ2個 ・タ

マネギ1個 」が1つ のパ ックとされて売 られてお り、一 定の売 り上げを見 ている ようで あ

る。

典型的な市場画定論 では、供給者の論理か ら出発す るか ら、ニ ンジ ンの市場、 ジャガイ

モの市場、タマ ネギの市場 、 とい うものには直 ちに気付 く。 しか し、 これ らを少量ずつパ

ックに した 「カ レーセ ッ ト」の存在に気付 くのは少 し遅 れ る。少 し遅 れるか らこそ、その

ような 「組み合 わせ商 品」の存在 に気づ いた とき、 これ を取 り込む理 論枠組 みを大仰 に探

し回る結果 となる。 これが、 「ク ラスターマーケ ッ ト」論 にほか な らない。個 々の野菜 を

個 々に売る、 とい う従 来の固定的 な発想 に沿 った一般 論 しか持ち合 わせ ないため、既存の

発想 を超 えた 「組 み合 わせ商品」 を見 た途端、 「新理論」 の誕生 、 と相成 るわけであ る。

それに対 し、本稿 の 「客 観 的 ものさ し」 に忠 実 に、 「小 さな市場」 論 をと り、個 々の需

要者 の個々の需 要を出発 点 として市場画定論 を進 めていれば、通常 のニンジンの需要者、

通 常のジャガイモの需要 者、通常の タマネギの需要者、 に加 えて、これらを少量ずつパ ッ

クに したものがある と有 難い と感 じるであろ う単 身者 らの存在 に、早 めに気付 くはずであ

る。そのよ うな需 要 も、 「通常」 の需要 と同様、立 派 な需要 なので あるか ら、 それにつ い

て 「カ レーセ ッ ト」 の市 場が成立するのは、 当た り前 の ことである。

もちろん、独 禁法 関係 者が 「カレーセ ッ ト」 の存在 を知 っていたか知 らなか ったか、 な

どとい うこ とを、問題 としているのではない。 ここで重要 なの は、「クラス ターマーケ ッ

ト」なる徒花 的な 「理論」が存在する こと自体が、独禁 法社会 の思考形式 に供 給者中心の

傾 向があることを暗示 して いる、 とい うこ とである。

一91一



(3)市 場が2つ の層か ら成ることの認識が稀薄

そもそも、独禁法社会の思考形式においては、市場が、供給者の層 と需要者の層 という

2つ のレイヤーから構成されている、ということ自体が、認識 されていないことが多い。

端的な例を挙げる。「日本市場」とか 「世界市場」などといった言葉があるが、この言

葉が使われる際、「供給者が日本にいるか ら日本市場 と言っているのか、需要者が 日本 に

いるから日本市場 と言っているのか」「供給者が世界中にいるから世界市場 と言っている

のか、需要者が世界中にいるか ら世界市場 と言っているのか」を、独禁法社会の資料 ・文

献が常に省察 しているとは到底お もえない。私が見 るに、「日本市場」 という言葉は、需

要者が日本にいるために使われている場合が多い。「日本の自動車市場」「日本の写真用 フ

ィルム市場」といった具合である。それに対 し、「世界市場」という言葉は、供給者が世

界中にいるために使われている場合が多い。たとえば、「研究開発は世界 中で可能であ り、

地球の裏側での研究開発成果について日本で特許をとることも可能なのであるから、研究

開発競争のおこなわれる場は世界市場である」 といった具合である。もちろん、そうでは

なく、需要者が世界 中に所在する市場を 「世界市場」 と呼んでいる例もあるかもしれない。

とにか くここで重要 なのは、「日本市場」「世界市場」 と述べる際に、供給者に着 目してい

るのか需要者に着 目しているのかの明示の問題意識がなく、無意識的に言葉が使われてい

る、という事実である。

拙著 ・拙稿では、従来か ら、市場が2つ の層で構成されているということを当然の前提

としたうえで、い くつかの指摘 をしてきた。た とえば、「国際事件 と独禁法違反要件」 と

いう文脈では、結局の ところ、需要者が自国に所在するか否かによって結論が大 きく分か

れる、 という観察結果を発表 した㈲。また、「不正手段 と市場」という文脈では、た とえ

ば不当表示でも、ある表示がアプリオリに不当表示だと決するわけではなく、当該商品役

務の需要者が誤認するか否かによって不当表示か否かを決するのであるから、 どのような

感覚を持った需要者が登場するのかを知る必要が生 じるのであって、そういう 「需要者の

画定」 という意味で、不正手段の規制においても現に市場画定がおこなわれている、 と指

摘 した㈱。これらの指摘 は、いまだ 「独 自説」にとどまっているようである。そのことの

最大の原因は著者の不徳 であろうが、それだけでなく、「市場」 というと供給者の側だけ

を思い起こす独禁法社会にとっては、市場のうち需要者の側に注 目するという発想それ自

体が意味不明だった、 という面 もあるものと推測される(3η。
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w結 論

「市場」 をめ ぐる独禁法社会の思考形式は、供給者中心の発想から出発する。その象徴

が、世界中の教科書に書かれている 「商品又 は役務」「取引の地域(地 理的範囲)」 の二大

観点である。そこでは、多種多様な需要が十把一絡げにされる可能性がある。

もちろん、独禁法社会 も、供給者中心の思考形式を前提 としたうえで、特定の嗜好 を持

つ需要者にも目配 りした考察を進めるために、修正を試みてきた。しばしば採用 されるの

が、多種多様な需要者を十把一絡げにした大 きな市場を前提 としなが らも、特殊な需要者

が存在するとい う事実を 「考慮要因」 として取 り込む、というものである。

この修正は、需要者中心の市場概念(本 稿の 「客観的ものさし」)に 近づこうとす るも

のであるが、 しか し、独禁法社会の供給者中心の市場概念 と、本稿の 「客観的 ものさし」

が示す需要者中心の市場概念 との間には、依然として温度差がある。そのために、特定の

需要者を見落とす可能性は依然として大 きく、説得的な独禁法理論の発展 も妨げられてい

る。
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〔注〕

(1)本 稿 は、平 成9年 の拙 著 『独 禁 法 講 義 ・初 版 』(有 斐 閣)11-17、156-163頁(平 成12年 の 同書

第2版 では11-17、134-145頁)に お いて簡潔 に指摘 した こ とを、論 文の 形態 に した もの で あ る。

幸 か不幸 か新規 性 を失 っ てい ない し、最新 の動 き もこの枠 組 み で説 明で きる。

(2)独 禁 法社 会 にお い て は、従 来 、今村 成 和 『独 占禁止 法 入 門 ・第4版 』(有 斐 閣、平 成5年)14頁

の 「独 禁 法2条4項 … は、読 め ば判 るよ うに、 潜在競 争 を含 む 『競争 関係』 の成 立要件 につ い

て述 べ た もので、競 争 そ の ものの意 味 を明 らか に した もの では ない」 とい う記述 に代 表 され る よ う

に、2条4項 の存在 を軽 視 して きた。

(3)2条4項 控 書 に よれ ば、 供 給者 で な く 「事業 者」 が競争 の主体 だ とされて いる。 ただ、 「需要 者」

の概 念 と論理 的同 次元 にあ るカ ウ ンターパー トは 「供給者 」 の概 念 であ る と思 われ る し、2条4項

2号 を見 て もわか るよ うに、独 禁 法 は、 供給 をす る者 を 「供 給者 」 と呼 ぶ こ とに抵抗 は ない よ うで

ある。 したが って 、本 文 の よ うに表 現 して も、誤 りとはい えな いで あ ろ う。2条4項(1号)は 、

供給 者 が 「事 業者 」 に該 当す る こ とを求め てい るこ とにな るが、 そ れ は別次元 の話 であ る。

(4)白 石 ・前掲 註(1)14頁(初 版 で も第2版 で も同 じ)は 、宅 配 ピザ や魚屋 のサ ンマ の例 を掲 げ て、

有体 物 と思 え るもので も無 体 物 とい う側 面 を持 ってい る こと を明 らか に して い る。

(5)「 一 定の取 引分 野」 の文 言 は、私 的独 占の定義規 定で あ る2条5項 、不 当 な取 引制 限の定 義 規定

であ る2条6項 、 事業 者 団体 規制 に 関す る8条1項1号 、企 業結 合規 制 に関 す る10条 や13条 ～16条

な どに見 られ る。

(6)公 正取 引委 員会 「株 式保 有 、合併 等 に係 る ト 定の取 引分 野 にお け る競 争 を実質 的に制 限す る こ

ととなる場合 』 の考 え方」(平 成10年12月21日)。

(7)公 正 取引委 員会 事務 局 「流 通 ・取 引慣 行 に関す る独 占禁止 法上 の指 針」(平 成3年7月11日)。

(8)公 正 取引委 員会 「特 許 ・ノウハウライセンス契約 に関 す る独 占禁 止法 上 の指針 」(平成11年7月30日)。

(9)SCE(ソ ニ ー一・コ ン ピ ュー タエ ンタ テ イ ンメ ン ト)事 件(審 判 審 決 平 成13年8月1日 判例 時報

1760号39頁)を 素 材 と して、 白石 忠志 「SCE審 決 と独 禁 法上 の不 公 正 な 取引 方 法」 判例 タ イム ズ

1104号(平 成14年)33-34頁 。

(10)前 掲 註(6)。

(11)USDepartmentofJusticeandtheFederalTradeCommission,HorizontalMergerGuidehnes

(1992).

(12)CommissionnoticeonthedefinitionoftheRelevantMarketforthepurposesofCommunity

competitionla礼OJ[1997]C372/5(1997).

(13)「 取 引段 階」 の観 点 は、本 稿 の 目的 とは別 次元 の問題 で あ るた め、 この註 で若干解 説す るに とど

め る。「取 引段 階」 の観 点 にお い て企業 結合 ガイ ドライ ンが述 べ よ う と して い るのは、 結局 、供 給

者 と需要者 とが 直接 に取 引 して お らず 卸売業 者 な どが介 在 してい る場合 にも、 当該 供給者 と当該 需

要者 とに よる市場 を観 念 して よい、 とい うことであ る。 卸 売業 者経 由 の取引 と、直 取引 とが 、混在

してい る事 例 な どで、 その ような思考 をす る実益 が生 じよ う。 とこ ろで、実 は、2条4項 は、供 給

者 と需要者 の 「取引」 と言 わず供 給者 ら需 要者へ の 「供 給 」 と述べ て お り、 そ の ような思考 の受 け
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皿 と して既 に十 分 であ る。 「取 引段 階」 の 観 点 を強調 す る資料 ・文献 が意 識 してい るか 否 か にかか

わ らず、 これ らは本稿 の 「客 観 的 もの さ し」 に合 致 して い るこ とにな る。

(14)た とえば、 公 正取引 委員会 「日本 フエ ル ト株 式会社 、市 川毛織株 式 会社 及 び 日本 フ ィル コ ン株 式

会社 の事 業 統 合 につい て」(平 成14年12月27日)は 、 商 品役 務 の範 囲 を詳 細 に検 討 した あ と、 わず

か1行 で、 「また、地 理的市場 は全 国市 場 と画定 した。」 とだけ述 べ てい る。 もちろ ん、公 取 委 の事

前相 談 回答事 例 に は例外 もあ る。 ここで指 摘 して いるの は、 この作 法 が独 禁 法社会 の思考 形 式 に一一

定の(常 に、 では ないか も しれ ない が)影 響 を及 ぼ して い る、 とい うこ とで あ る。

(15)米 国水 平企 業 結合 ガイ ドライ ン ・前 掲註(11)の1.11お よび1.21で あ る。

(16)さ らに詳 しい紹介 として、 林秀 弥 「競争 法 に お ける関連市 場 の画定 基準(1)(2・ 完)」 民商 法

雑 誌126巻1号 、2号(平 成14年)の(2)200-215頁 、五 十 嵐俊 子 「米 国 の企 業結 合 審 査 にお け

る経 済分析 の活 用」公 正取引628号(平 成15年)。

(17)「hypotheticalmonopolist」 を 「すべ て の供給 者 」 と意訳 した。

(18)林 ・前掲 註(16)は 、米 国ガ イ ドライ ンが 市場 画定 基準 の 「大転 換」 を もた ら した、 とい う。 た

しか に、 米 国独 禁 当局 な りの詳細 な基 準化 が お こ なわれ、 それが多 方 面 に影 響 を与 えてい る こ とは

間違 い ない 。 しか し、 需要者 の 目か ら見 た選 択肢 の範 囲 を供 給者 の範 囲 とす る、 とい う基本 的な考

え方 は、 米 国の従 前 の状 況 と同 じで ある よ うに思 われ る。

(19)白 石 ・前掲 註(1)初 版160-162頁 、第2版142頁 。

(20)他 の例 と して 、石油大 口販売価 格 協定 事件 ・東京 高判 昭和31年11月9日 行 裁例 集7巻11号2849頁 。

公 取委 の企業 結合 事前相 談 回答事例 には、 他 に も若干 の例が 見 られ る。

(21)こ れ を紹介 す る もの として、林 ・前掲 註(16)の(1)71-80頁 。

(22)な お、 「サ ブマ ーケ ッ ト」 た る市 場 β が成 立す る条件 と して、供 給者 が 市場 β の 需要 者 と市 場 α

の需要 者 とを 区別で き価格 差 別 をす るこ とが で きるこ と、が しば しば挙 げ られ る。 た と えば、東 京

大 阪 間 の高 速 移動 の市 場(市 場 α)と 、東 京 大 眼 間 の飛行 機 に よ らない 高速 移 動 の市 場(市 場 β)

とを考 えて み る。市場 β のお そ ら く唯一 の 供 給者 であ る新 幹 線 は、飛 行 機 に乗 りた くない 需要 者

と、飛 行 機 と新 幹 線 を天秤 にか け る需要 者 と を、 区別 で きない か ら、 実 は市 場 β とい う もの は成

立 しな いの だ、 とい う議 論で あ る。 しか し これ は、市 場 β が成 立 しない の で はな く、市 場 β にお

いて は独 禁法 上 の問題 が起 こる可 能性 が低 い ので検 討対象 か ら除 く、 とい うこ とで あ ろ う。 飛行 機

に乗 りた くない 需要者 は確 実 に存在 し、そ れ らの 人 にとっ て新 幹線 を供 給者 とす る独 占市 場 が成 立

して い るの は、 間違 いない こ とだ か らで あ る。そ れ らの需要者 が、 た また ま、飛 行機 と新 幹 線 と を

天秤 にか け る需要 者の存在 に よって守 られ て い る、とい うのであ る に過 ぎな い。白石 ・前掲 註(1)

第2版138-139、142-145頁 。

(23)大 阪高判 平 成5年7月30日 判 例 時報1479号21頁 。

(24)EastmanKodakCαvImageTec㎞icalServices,Inc.,504US.451(1992).

(25)Kodak事 件 判 決 にお け る米 国で の議論 の理論 的 エ ッセ ンス を抽 出 し、 批 評 を加 えた拙 稿 と して、

白石 忠 志 「独 禁法 上の市場 画定 に関す るお ぼ えが き」NBL509号(平 成4年)(の ちに 白石 忠 志 『技

術 と競 争 の法 的構 造』(有 斐閣 、平 成6年)に も収録)。
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(26)た とえば、UnitedStatesvMicrosoftCorp.,253F.3d34(DCCir.2001)が 最 終段 階 の もの であ る。

(27)三 菱電機 ビル テク ノサー ビス事 件 ・勧 告審 決平成14年7月26日 審 決 集49巻:登載 見込 み。

(28)ナ イ キ ジャパ ン事 件 ・勧 告 審 決平 成10年7月28日 審決集45巻130頁 。

(29)白 石忠 志 「独 禁法 一般 指定15項 の守備 範 囲」NBL585号 、586号 、587号(平 成8年)。

(30)米 国水 平企 業結合 ガ イ ドラ イ ン ・前掲 註(11)の2.2で あ る。 「ユ ニ ラ テラ ル ・エ フェ ク ツ」論 の

紹介 と して、 林秀 弥 「製 品差 別化 が 顕 著 な産 業 にお け る企 業 結合 分 析 の特 色」 公正 取 引626号(平

成14年)。

(31)わ ず か に、た とえ ば、 白石 ・前 掲註(1)初 版38-39頁(ヘ ルメ ッ ト)、第2版44頁(ラ ー メ ン屋)。

(32)林 秀弥 「独 禁法 にお け る企 業 結合 規制 の理 論的整 理」公 正取 引628号(平 成15年)註24。

(33)と ころで 、そ れはそ れ と して、 あ る市 場 におい て競争 減殺 が起 こ るパ ター ンを、2つ に分 け、片

方 を単独 競 争減殺(unilateraleffects)と 呼 び、他 方 を同調 的競争 減殺(coordinatedeffects)と 呼

ぶ こ とには、講学 上、 意味 が あ る と思 われ る。 とい うのは、市 場 に おい て競争 減殺 が起 こるパ ター

ンと して素朴 に想 定 され るの は、 単独競 争 減殺、 つ ま り単独者 が市 場 を支 配す る状 況だ けで あ るこ

とが ほ とん どで あ り、 同調 的競 争 減殺 が想 定 される こ とは少 な かっ たた め、 この よ うに2分 類 す れ

ば、 同調 的競争減 殺 に対す る問題 意識 を覚 醒で きるか らで あ る(た だ し、独 禁 法 の違反基 準 を論 じ

る際 に は、 両者 は統合 して議論 す る こ とが 可能 であ って、上 記 の2分 類 はあ くまで 「諸 学上 」有用

であ る に とどまる。 白石忠 志 「JAL・JASの 事 業統 合 と独 禁 法」NBL747号(平 成14年)13頁)。

「商 品役 務 の差 別化 」 の状況 にお いて単独 者 が もた らす影 響 は、 この 講学 上の分類 にお いて は、

「小 さな市場 」 にお ける 「単 独 競争 減殺(unilateralefEects)」 だ、 と位 置 づ ける こ とがで きる。 一一

方、本 文 で紹介 した 「ユ ニ ラテ ラル ・エ フェ ク ツ」論 は、 「商品役 務 の差 別化 」 の問題 を、 「大 きな

市場 」 を想定 した ま ま(つ ま り、単 独 者が 市 場全 体 を支配 す る わ け で は ない こ とを前 提 と した ま

ま)、 独禁 法違 反の 問題 とで きる ように し よう とす る もの であ る。 「ユニ ラ テ ラル ・エ フ ェク ツ」 論

は、 そ の ような特殊 な文脈 を もつ か の よ うに理解 されて い るこ とが多 く、 むか しか ら最 も素朴 に頭

に描 か れて きた、単独 者 が市 場 を支 配す る状況 を想 定 した もの で はな い場合 が多 い。本 稿 で、 あ え

て訳 さず カタカナ で 「ユ ニ ラテ ラル ・エ フェク ツ」論 、 と呼 び続 けた所 以 であ る。

なお 、上記 でい う 「単独 競 争減 殺(unilateraleffects)」 の意味 で用 い るか 「ユ ニ ラテラル ・エ フ

ェク ツ」 の意 味で 用い るか にか か わ らず、 ユ ニ ラテ ラル(unilateral)の 訳 として は、 「単独 の」が

正 しい 。辞書 に載 って い る 「一 方 的」 の訳 語 は、 この 文脈 で は、誤 訳 で あ る。 「一方 的」 とい う訳

語 は、 「単独」 とい う意 味 に、 ネガ テ ィブ なニ ュ ア ンス を加 えて い る。 こ こで の 「unilateral」に、

「coordinated」 の場 合 よ りも大 き くネ ガテ ィブ なニュ ア ンスが 与 え られて い る とは考 え られな い。

(34)紹 介 として、林 ・前掲 註(16)の(1)83-90頁 。

(35)白 石 忠志 「自国の独禁 法 に違 反す る 国際事件 の範 囲」 ジ ュ リス ト1102号 、1103号(平 成8年)。

(36)白 石 ・前掲 註(1)の 初版162-163頁 、第2版135頁 。

(37)国 際 事件や不 正 手段 をめ ぐる指摘 も、 第一 義 的には、 既存 の実務 や研 究 に対 す る客 観的分 析 と し

て示 した もので あるか ら、 支持 者が 現 れ ないか ら価 値 がな い、 とい う こ とに はな らない。 天動 説論

者 も、 太 陽の周 りを回 る惑 星 で一生 を過 ご した。
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知的財産法の最近の動向から

相 澤 英 孝
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1は じめ に 知的財産ブーム

知的財産法は、情報を財産権 として保護することを特徴 とする制度である。情報関連技

術などの進展にともなって、比較的頻繁に改正がなされてきた。特に、1990年代になると、

毎年のように改正がなされてきた。その背景には、① コンピュータ関連技術やバイオテク

ノロジーなどの先端技術の発展、②インターネットに代表 される通信技術の急速な普及、

③製造業を中心 とする産業か らの構造の変化、④経済の国際的な依存関係に伴 う国際的な

制度調和の要請、などがある。そのような経済的基盤の変動 とともに、2000年 頃には、ビ

ジネスの方法の特許ωがマスコミで大きく取 り上げられ②知的財産法が社会の注 目を集め

ることもあった。

21世紀になって、1990年 以降の 日本経済の停滞に対する対応策の一つとして、技術の振

興が議論されるようになってきた。そ して、技術 の振興のための政策の一つ として、知的

財産法が取 り上げられ、2002年3月 に、内閣総理大臣の諮問機関として、知的財産戦略会

議が開催された。7月 に、「知的財産戦略大綱」(以 下 「戦略大綱」 という)が 発表 され、

知的財産法を巡る法改正作業が進められることになった。これに基づいて、12月 に、知的

財産基本法が制定され、知的財産戦略本部が設置された。一方、『戦略大綱』に盛 り込ま

れた一部の項目については、2003年 の通常国会で改正がなされた。2003年7月 には、知的

財産戦略本部で 「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画」(以 下 「推進計画」 と

いう)が 承認された。

このように、知的財産法が国の政策の一つとして取 り上げられているのにはいくつかの

理由がある。「推進計画」で掲げられたアメリカ合衆国に倣 えというのが一つの理由であ

る(3)。これは、アメリカ合衆国の経済が停滞 した1980年 代 に、その経済政策の一つ として、

知的財産法の充実を掲げたことに起因する。その後のアメリカ合衆国の経済の回復にこの

政策を結びつけたのである。その上で、日本経済の停滞にもかかわ らず、日本の技術力は

低 くないという評価に基づいて、技術力を活かして、経済の回復 につなげるための政策と

して知的財産法を用いるべ きであるとしたのである。

さらに、知的財産法に関する政策的措置は経済政策としては財政的負担をあまり伴わな

いという理由も推察される。不良債権処理に対する政策としての税の繰 り戻 しや経済全体

を活性化させる減税がアメリカ合衆国でとられた中心的な経済政策であるけれども、これ
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らの政策は財政的な負担が大 きいことからの反対が予想されるのに対 して、知的財産法に

関する政策は法制度に関す る政策であるため に、大 きな財政的負担 を伴わないのであ

るω。

このようにして、知的財産ブーム状況が生 じた⑤ω。これによって、知的財産法につい

ての議論が巻 き起こり、これまで、法律の片隅にあった知的財産法が政策的課題 として取

り上げられることになった。

知的財産法、就 中、特許法は技術の開発 に対 してインセンチィヴを与えるための制度と

して理解 されているω。技術の進歩は経済を発展 させるという考え方か らすれば、その手

段として特許法を用いるというのは理由の無いことではない(8)。問題は、政策手段 として

特許法を用いることを肯定 したとしても、これまでになされてきた法改正を超えるどのよ

うな新 しい政策を盛 り込むことができるか、というところにある。

そこで、本稿では、最近なされてきた改正 を振 り返るとともに、 どのような改正がなさ

れつつあるか、また、なされようとしているか、を一瞥 した後、い くつかの論点について、

議論 してみたい。

II最 近の知的財産法の改正

(1)1991年(平 成3年)改 正

1991年 には、商標法 と著作権法が改正された。この商標法の改正は、サービスマークの

登録制度を導入するものであり、その理由は、①サービスマークの重要性の増人 と、②ウ

ルグァイ ・ラウンド交渉を通 じて、サービスマークの保護の国際的な義務付けが想定され

たことがある。①サービスマークの重要性が増 したのは、0サ ービスの経済における比重

が大 きくなったこと、轡サービスの競争がなされるようになってきたことが あげ られ

る(旬。この改正によってなされたサービスマークの登録制度は、サービスマークを商品商

標の延長線上に捉えようとするものであった。そのことを端的に示 しているのが、商標法

第2条3項3～6号 のサービス(役 務)の 「使用」を定義する規定である。 この規定は、

サービスマークの 「使用」を 「物」に付 した 「標章」の 「使用」と定義 しているのであ

り、無形なサービスを商品商標 と同様に 「物」 に結び付けるという手法をとっている。

著作権法の改正では、著作隣接権の保護期間を50年 に延長することなどがなされた。
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(2)1992年(平 成4年)改 正

1992年 には、著作権法が改正された。この改正で、デジタル録音録画については、私的

なものであっても報酬請求権 を与える趣旨での改正がなされた。この改正で導入された制

度は、録音録画機器の製造者等に対 して報酬請求権 を与えるという体裁ではなく、録音録

画を行う者が報酬請求権(補 償金請求権)の 支払い義務を負 う(著 作権法弟30条 第2項)

としながら、支払いは機器/記 録媒体の購入者が指定管理団体に対 して行 うものとし(著

作権法第104条 の4)、 製造または輸入者に対 して協力義務を課す(著 作権法弟104条 の5)

ものとしている。製造業者等か ら指定管理団体へ支払 うという報酬請求権(補 償金請求権)

の実態と規定の体裁がズ レているところに特色がある。

(3)1993年(平 成5年)改 正

1993年には、特許法、実用新案法の改正が行われた。この改正の目的は、特許出願の審

査の遅れに対する対策である(1°)。その内容は、①従来、広い範囲で認められていた補正を

制限することにより、審査過程における審査官の負担 を軽減すること、②実用新案制度を

無審査の制度とすることにより、実用新案の審査に振 り向けられていた審査のための人的

資源を特許の審査 に用いること、を柱 とするものであった。

(4)1994年(平 成6年)改 正

1994年の世界貿易機関を設立する協定(WTO協 定)の 成立を受けて、WTO協 定の付

属協定である知的所有権の貿易関連側面に関す る協定(TRIPs協 定)を 履行するための

法改正を行った(11)。

特許法の改正 としては、①特許権の存続期間を出願から20年 としたこと、②不特許事由

から 「原子核変換の方法により製造されるべ き物質の発明」を削除 したこと(12)③「発明」

の実施に関する規定の文言 を修正したこと、④裁定実施権 に関する若干の修正をしたこ

と(13)、⑤条約上の利益を受ける者にWTOの 締約国の国民を加 えたこと、などであった。

商標法の改正 としては、TRIPs協 定24条 の地理的表示の保護 に関す る規定 を履行す るた

めの商標の不登録事由の追加がなされた。
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(5)1996年(平 成8年)改 正

1996年 には、商標法が改正 された。改正の内容は、①商標法条約への加盟に伴 うもの、

②商標の審査の促進に関わるもの、③商標を巡る状況への変化へ対応するもの、などであ

る⑭。

①商標法条約は、加盟国における商標に関する手続の調和 を目的 とするものである。 こ

の条約に加盟するために、0一 の出願で複数の区分に属する指定商品 ・役務を指定するこ

とを可能にすること、0商 標権の存続期間を更新する場合の使用に関する実体審査を行わ

ないこと、0手 続に関する若干の改正、を行った。0存 続期間の更新 に伴 う使用に関する

実体審査を廃止することとしたため、不使用商標に対する対策が必要とな り、不使用審判

制度の改正を行 った。

②商標出願の審査 においても、その遅延が問題となっていた㈲。その遅延に対する対策

として、登録前の異議を登録後の異議 とし、先願商標がある場合には、その登録前にも、

拒絶理由通知を発するものとした。

③商標を巡る状況の変化に伴 うものとしては、0立 体商標制度の導入、②団体商標制度

の復活、書指定商品の書換制度の導入がある。0立 体商標 に関しては、TRIPs協 定によ

る保護の義務づけの対象か らは除外されたけれども、諸外国では立体商標が保護されてい

るという状況、現実に立体商標が果たしている機能などに鑑み、保護の対象に加えられた。

●団体商標 については、現行商標法制定の時に、廃止したが、諸外国では団体商標の登録

を認めていること、マ ドリッド協定に加盟するためには団体商標の登録を認める必要があ

ることなどから、団体商標の登録を認めることとした。0指 定商品の区分については、新

旧の区分が併存することとなっていたことから、その区分 を整理するための書換制度がつ

くられることとなった。

著作権法の改正 も行われ、写真の著作物の保護期間を他の著作物 と同 じ保護期間とする

こととした。

(6)1997年(平 成9年)改 正

1997年 には、WIPO著 作権条約に対応する改正の一部が行われた。インターネット等に

対応するため、著作権 に送信可能化 を含む公衆送信権の規定が設けられ、実演家、 レコー

ド製作者には送信可能化権の規定が設けられた。
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(7)1998年(平 成10年)改 正

1998年 には、損害賠償に関する規定の改正 と意匠法の改正が行われた(16)。

知的財産権の侵害 によって生 じた損害の賠償については、損害賠償請求が民法の不法行

為の原則に基づいているところから、経済活動に対する損害賠償 としては、十分ではない

との指摘が1959年 の現行法制定の時か らなされてきていた。これに対 して、不法行為の損

害賠償の原則である損害填補という建前を維持 しつつ、推定規定を改正 した(17}。

意匠法についての見直 しは、部分的なものにとどまった(18)。具体的には、①部分意匠の

創設、②類似意匠の廃止 と関連意匠などに限られるものであった。

(8)1999年(平 成11年)改 正

1999年 には、特許法、商標法、著作権法、不正競争防止法が改正された(19)。

特許法の改正 は、①審査請求期間を短縮す ることと、②損害賠償に関わる手続規定など

であった。①当時の 日本の審査請求期間は出願か ら7年 であ り、審査請求制度を採用する

ヨーロッパ特許に比べても相当長 く、未審査出願の蓄積が第三者の技術開発 に悪影響を与

えるという指摘もあ り、当時、未処理滞貨が減少 して きていたという状況から、審査請求

期間を3年 に短縮することにした(2°)。②1998年 の損害賠償の推定規定の改正だけでは、損

害賠償が十分ではないということから、損害賠償請求訴訟における手続規定 も改正される

こととなった。

著作権に関しては、WIPO著 作権条約履行のための改正が行われることとなった。この

中では、技術的制限手段の保護が問題となり、著作権法で解除機器に対する刑罰規定が定

められ、不正競争防止法で民事的救済規定が定められた。その他、著作権法では、譲渡権

の創設と権利管理情報の保護などの改正が行 われた。

商標法に関しては、マ ドリッド協定議定書加入のための改正が行われた。早期公開と公

開補償である。 これは、マ ドリッド協定議定書が登録された商標について、出願の時か ら

の効力を認めると規定 しているところから、この規定を満足させるために、早期公開とこ

れに伴 う公開補償という改正を行った。

(9)2001年(平 成13年)改 正

インターネッ ト上の住居表示ともいうべ きドメインネームを巡る紛争が顕在化 し、その
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解決の基礎 とするために、不正競争防止法による ドメインネームの保護のための改正が行

われたω。

(10)2002年(平 成14年)改 正

2002年 には、ネッ トワークへの対応を中心的な目的 とする特許法及び商標法の改正、

WIPO実 演家条約への対応を目的とする著作権法の改正が行われた。

特許法は、ネットワーク上のコンピュータ ・ソフ トウェア関連特許の実施に対応するた

めの、プログラム ・グレームを是認する特許実用新案審査基準の改訂を受けて、プログラ

ム ・クレームの 「実施」の範囲を明確にするための改正 と、これまで、「のみ」の解釈か

ら成立が難 しいとされた間接侵害の改正が行われた㈱。

商標法の改正は、インターネット上の商標の使用が 「使用」の定義規定に含まれること

を明確にするためのものであった。

著作権法は、WIPO実 演家条約が実演家の人格権の保護を義務づけたため、これに対応

する改正を行った。

(11)最 近 の知 的財 産 法 の改 正 の 背 景

毎年のように行われてきた知的財産法の改正の背景には、大 きく分けて二つの流れがあ

る。

一つは、知的財産法の国際的な調和であり、WTO/TRIPs協 定がその中心にある。1960

年代以降、知的財産に関する国際的調和の場であるWIPO(世 界知的所有権機関)(23)にお

ける交渉が発展途上国の参加により、法技術的な問題を除いては頓挫 していた。1980年 代

にはじまった包括的な貿易交渉であるウルグァイ ・ラウンドで、知的財産権の保護が交渉

課題の一つとして取 り上げられることにより、知的財産制度が国際貿易の基礎的制度の一

つとして位置づけられ、知的財産法が新たな国際的調和の時代を迎えることになった。WT

O/TRIPs協 定の成立に伴って、WIPOに おける国際的調和 の動 きも漸進す ることになっ

た。特許法条約、商標法条約は、特許法、商標法における法技術的問題の国際的な調和 を

図るものであり、WIPO著 作権条約は、インターネット等に対応 して著作権の保護の強化

を意図するものであった。

もう一つの流れは、知的財産法を時代 に対応 させ ようとするものである。そこには、①
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その効力 を時代 にあわせようとするものと、②実効性を高めようとするものがある。

①制度 を時代 に対応させようとする改正 としては、0ネ ッ トワーク上の実施に対応した

特許法の改正、●デジタル複製に対する著作権の報酬請求権などがある。②実効性 を高め

る改正などとして、■損害賠償額の推定規定の改正、②侵害訴訟における民事訴訟法の特

則などの手続規定の改正、0特 許や商標の審査期間の短縮のための措置、などがある。

皿 知的財産戦略大綱

(1)知 的財 産 戦略 大綱

(a)知 的財産戦略大綱の位置付け

知的財産戦略会議が2002年7月 に発表 したのが 「知的財産戦略大綱」である。知的財産

法の改正はこれまで関係省庁で個別的に進められ、包括的に取 り上げられることはなかっ

た。 これを、内閣総理大臣の諮問機関によって、包括的な検討を行 うということ自体は、

決して悪いことではない。ただ、このような諮問機関は関係省庁に検討を命 じるというも

のであって、知的財産に関する総合的な政策を継続的に検討するものではない。とはいえ、

内閣総理大臣の諮問機関の報告はそれなりの意味を持つもので、この 「知的財産戦略大綱」

が検討の基礎 となっている。

「知的財産戦略大綱」の基本的方向では、創造戦略、保護戦略、活用戦略、人的基盤の

充実、実施体制の確立の五項目があげられているが、知的財産法に関する論点は、以下の

具体的行動計画に表れている。

(b)大 学等における知的財産の取扱い

基本的方向あるいは具体的行動計画でも、大学における知的財産 という問題が取 り上げ

られているのは、一つの大きな特色である。大学が知的財産、 とくに、特許を取得 し、そ

れをライセ ンスすることによって、産学協同を図るというのである⑭。

知的財産法というものは、そもそも財産的な情報を保護することによって、利益を追及

する人間の心理を利用 して、ある目的を達成 しようとするものである。たとえば、特許法

を考 えてみると、発明者はその発明を独占する、すなわち、競争者を排除することにより、

その発明で儲けることができるようにするための、いわば金儲けの手段である。そうした

人間の競争心あるいは利益追求心を前提 とする制度であるから、大学と知的財産というの
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は本来あまり相容れないはずである。もちろん、従来から、大学では、産学協同という形

態はある程度行われている。たとえば、医学部における臨床研究は、いわば産学共同の典

型的なもので、臨床研究は医学部でなければできない反面、薬の開発は医学部だけではで

きない関係にある。

ことさら大学における知的財産の取扱いを重要視するのは、政策上の目玉作 りという意

味合いが強いようである。政策 として、予算を含め、直接的な働 きかけをしやすいのが大

学であるというところにあるとみるべきであろう。

大学における理科系の研究では膨大な投資を必要とするものがある。そういう研究にと

っては何はともあれ資金が入ることに対 して好意的な側面がある。ただ、知的財産で資金

を得ることについて、大学に問題をもたらすおそれがある。

大学 というのは、本来利益 になるか否かに関わらず研究をする場である㈲。だから、大

学では、利益に直接結びつかない基礎研究が行われ、この基礎研究が研究水準 を支えてい

る。ところが、知的財産を生み出す発明の奨励等 というと、応用研究に使われない基礎研

究みたいなものは軽視されがちとなり、本末転倒になるおそれがある。

なお、大綱の中では、バイ ・ドール法(日 本では、産業活力再生特別措置法の一部)が

取 り上げられている。この制度は政府の補助金を得て行われた発明に関する権利 を受託者

に帰属 させるというもので、「戦略大綱」は、この適用範囲をより広げていくとしている。

この問題は、補助金を投入 してなされた発明を私人が独占するということなので、問題が

ないわけではない㈱。

(c)制 度の改善

制度上の問題 として、審査 と審判 と訴訟が取 り上げられている。

審査の問題が、特許出願の審査待ち期間の増大である。審査待ち期間の増大の理由は、

①特許出願が増加 したこと、②審査請求期間が7年 から3年 に短縮されたこと、に主たる

原因がある。これに対する対策が求められている。

審判については、審判制度の簡素化、合理化が求められている。 この問題については、

以前から、議論されてきているところであった。

訴訟については、第一審を東京地方裁判所 と大阪地方裁判所に、控訴審を東京高等裁判

所へ集中させることを求めている。なお、証拠に関する手続についての検討も求めている。
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(d)知 的財産の保護の強化

保護の強化については、これまでも相当に手を付けてきたので課題が少なくなってきて

いて、「戦略大綱」に盛 り込まれたものは、営業秘密と再生医療 ・遺伝子関連治療技術で

ある。

営業秘密については、刑事 ・民事の両面についての見直 しが求められている。再生医療 ・

遺伝子関連治療技術の方は、医療方法は産業上の利用可能性がないので特許の対象になら

ないとする特許庁の従来の運用見直 しが求められている。

(e)不 正商品 ・海賊商品対策

日本商品の不正商品(27海賊商品㈱ も取 り上げられている。一つは、海外における日本商

品の不正商品 ・海賊商品の取 り締 まりを発展途上国に求めるというものである。

もう一つは、 日本へ輸入 される不正商品 ・海賊商品の取 り締 まりであ り、水際措置の改

善を求めている。そこでは、特許侵害品についての水際措置の改善も求められている。ま

た、 日本国内における不正商品 ・海賊商品の取 り締まりも求めている。

(D国 際的調和及び国際協力

① 審査協力

特許出願 には、日本にも、アメリカ合衆国にも、ヨーロッパにも出願 されるというもの

がある。これ らの出願は、現在は、 日本特許庁、アメリカ合衆国特許商標庁、 ヨーロッパ

特許庁が、それぞれ一か ら審査 を行 っている。それを効率化するために審査情報の交換等

が求められている(29}。

審査協力 については、審査情報の交換がスター トになるが、審査情報の交換を超えて、

審査の相互承認については、調査対象の文献が異なることが一つの問題となる。日本の特

許庁 も、英語の文献を調べることになっているが主 として日本語文献を調べるというよう

に、各国で調査の対象 としている文献が違うという問題がある。

② 途上国支援

途上国の知的財産制度を整備することによって、 日本人の権利の保護 も図るということ

が求められている。途上国といって も、能力は国によってさまざまで、知的財産を保護す

る要求に応えられるか否かとい う問題がある。そのため、発展途上国における審査の援助

が求められている。

③ 国際条約
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国際条約の交渉及び発展途上国の条約への加入に取 り組むように求めている。国際条約

では、FTAを 通 じた、発展途上国のTRIPs協 定の履行の確保に言及されている。

(h)人 材育成

人材育成に関して、法科大学院で知的財産法を含めたビジネスローの教育 を行い、新 し

い司法試験の選択科 目とするように求めている㈲。

知的財産に関する 「専門職大学院(仮 称)」 についての検討 も求められている。

(2)知 的財 産 基 本 法

2002年11月 に、知的財産基本法が成立 した。知的財産基本法では、知的財産戦略大綱を

受けて、改革の基本方針が盛 り込まれている。それは、●大学等における研究開発の推進

と研究成果の移転の促進(第12条 、第13条)、 ②特許庁における権利の付与の迅速化(第

14条)、0裁 判所における訴訟手続の充実及び迅速化(第15条)、0国 内外における権利侵

害への措置(第16条)、 ●国際的な制度の構築(第17条)、0新 分野における知的財産の保

護(第18条)、 ⑦事業者が知的財産を有効かつ適正に活用することがで きる環境の整備(第

19条)、0情 報の提供(第20条)、0教 育の振興等/人 材の確保等(第20条 、第21条)で あ

る。

そ して、知的財産戦略本部が設置され、知的財産の創造、保護、活用に関する推進計画

を作成 し、その実施状況を調査、公表すべきものとしている(3')。

(3)平 成15年 に な され た制 度 改 正

(a)制 度改正の方向

知的財産戦略大綱を受ける形で、各省庁で、知的財産法の改正の検討が行われた。そ

の中には、知的財産戦略会議設置以前からの改正の積み残 し問題も含んでいた。

(b)特 許法

出願件数が増加 し、審査待ち期間が増大す るとともに、審査請求期 間の短縮による影響

か ら、審査待ち期間の更なる増大が予想 される事態となった。そこで、2003年 の特許法の

改正によ り、審査請求料の引き上げ、審査請求の取 り下げによる審査請求料の半額返納、

異議の廃止による審判部の負担軽減などにより、審査待ち期間の減少を図ることとなった

(後述)。
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(c)不 正競争防止法

知的財産戦略大綱で、営業秘密の保護の強化が求められため、営業秘密について、刑

事罰を定めることとなった。営業秘密について、刑事罰を課することは、労働者の職業選

択の自由に与える影響、構成要件が不明確になるという刑法上の問題などの理由があり、

不正競争防止法で営業秘密に関する規定を設けるときに、見送 られたものであった。2001

年10月 から議論が行われた産業競争力 と知的財産 を考 える研究会で、検討することとされ

ていたが、問題点も認識されていた㈱。知的財産戦略大綱で検討事項とされ、刑罰規定が

導入 されることになった。もっとも、憲法で刑事裁判の公開が保障されているので、親告

罪 とされた⑬。

損害賠償の推定規定 も改正 されたが、これは、1998年 の工業所有権四法の損害賠償の推

定規定の改正の時に、不正競争防止法の改正が行われなかったので、 これらの法律 と平灰

を合わせるものであり、知的財産戦略大綱で提起されたものではなかった。

(d)著 作権法

著作権法の改正は、映画の著作権の保護の期間を50年か ら70年に延長する改正が行わ

れた。この改正は、映画業界の要望によるものとされているが、この改正により、最も利

益 を受けるのは外国の映画であり、結果的には、ハリウッドのための改正とも言ってよい

であろう。アメリカ合衆国では、著作権の保護期間を延長する著作権法の改正が合衆国憲

法の授権条項に反するのではないかという訴訟が提起 され、最高裁判所で立法政策の問題

として合憲とされたものの2名 の裁判官の少数意見が出されている⑭。

著作権法の損害賠償の推定規定 も改正されている。 この改正の内容 も、不正競争防止法

の改正内容 と同一・で、知的財産権侵害に対する損害賠償規定 との平灰 をとるものであり、

改正漏れともいうべ きものの補充であ り、新たな措置 というべ きものではない。

(e)関 税定率法

知的財産権の侵害に係る物品の輸入の差止(い わゆる水際措置)に ついては、関税定率

法に規定がある。関税定率法弟21条 第5項 は、「特許権、実用新案権、意匠権、商標権、

著作権、著作隣接権、回路配置権 を侵害する物品」を麻薬や拳銃等と同様に輸入禁制品と

して規定 している。輸入禁制品として、税関の職権で輸入の差止がなされるが、商標権、

著作権、著作隣接権に関しては、申立による差止の手続が定め られていた。この申立に基

づ く差止の規定は、WTO/TRIPs協 定に基づ くものである。
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知的財産戦略大綱で、水際措置の強化が求められたところか ら、関税定率法を改正する

ところとなった。その内容は、第21条第1項 第5号 の対象 となる権利に育成者権(種 苗法

上の育成者の権利)を 加 えるとともに、申立手続の対象 となる権利を特許権、実用新案権、

意匠権、商標権、著作権、著作隣接権、育成者権に広げることとし、特許権、実用新案権、

意匠権については、特許庁長官の意見を求める手続 を定めることとした。

水際措置については、海外からの知的財産侵害物品の輸入による知的財産権の侵害を防

止するため有効である反面、この輸入の制限が非関税障壁 となることもある。アメリカ合

衆国関税法第337条 は、特許侵害品についての水際措置を定めているがこの措置がGATT

3条4(内 国民待遇)に 反する とされたことがある。WTO/TRIPs交 渉の過程では、水

際措置の整備 とその行過 ぎの是正の両面が議論 とな り、WTO/TRIPs協 定で は、水際措

置をとる義務を課す とともに、水際措置における手続が貿易障壁 とならないようにとの規

定を置いている。そこで、 日本の関税定率法が、WTO/TRIPs協 定に違反 しないかが問

題 となる。そ もそ も、WTO/TRIPs協 定はアメリカ合衆国における国際貿易委員会(ITC)

による手続あるいはヨーロッパにおける裁判所を介 した手続を想定して作 られている。 日

本では、水際手続 を司法的機関あるいは準司法的機関を介さない手続 となっているため、

WTO/TRIPs協 定との整合性が問題となる(35)。

IV知 的財産推進計画

(1)推 進 計 画

知的財産戦略本部は、2003年7月 に、「推進計画」を発表 した。「推進計画」は、概ねは

「戦略大綱」 を敷延するものであるが、「戦略大綱」において取 り上げるべ きものとされた

事項について、一歩踏みこんでいる事項の他、い くつかの新たな検討事項を加えている鍋。

知的財産戦略本部では、引 き続 き、専門調査会 を設置し、検討を進めるもの としている。

(2)創 造 分 野

創造分野に関する議論では、①知的財産の創造基盤の整備、②大学等における知的財産

の創造の推進、③質の高い知的財産の創造の推進が掲げられている。この議論の中心は、

大学における知的財産の創造及び活用であ り、『戦略大綱』を敷延している。 この部分は、
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主 として、総合科学技術会議知的財産戦略専門調査会においてなされた議論が取 り入れら

れている。

③質の高い知的財産の創造の推進の ところで、特許法の0職 務発明規定、●新規性喪失

の例外規定、●国内優先権の運用等が取 り上げ られている。

0特 許法の職務発明規定については、「戦略大綱」においては検討すべ きものとされて

いたところか ら、一歩踏みだして、「改正または廃止」が謳われている。この方向性 を受

けて、後述のように、特許法第35条 の規定を改正する産業構造審議会知的財産政策部会特

許制度小委員会の報告書案が作成されている。

●新規性喪失の例外規定、0国 内優先権制度の運用 は、新たに付け加えられた検討項 目

で、大学の研究者の一部か ら出された議論のようである。②新規性喪失の例外規定につい

ては、その期間の延長及び適用要件の緩和が掲げられているが、ヨーロッパにおいて新規

性喪失の例外が限定されてお り、日本においてのみ対応がなされたとしても、国際的に十

分な保護を受けることができないので、国際的調和への配慮を示 したものとなっている。

0国 内優先権制度についての議論は、仮出願制度についての議論とその基礎 を一にするも

のであり、研究者が論文をそのまま出願できるように しようという議論に由来する。総合

科学技術会議の知的財産戦略専門調査会では、出願明細書に請求の範囲の記載を省略する

ことを可能にすべ きという議論 もでたけれども、出願明細書に請求の範囲の記載をしない

ことは、特許制度の基本 にも関わる問題であり、運用についての検討にとどまるところと

なった。

(3)保 護分 野

①知的財産の保護の強化については、引き続き0特 許審査の迅速化が取 り上げられ、そ

のための 「特許審査迅速化法(仮 称)」 が謳われている。 しかしなが ら、すでに、特許審

査請求手数料の改訂等の措置が行われたため、「特許審査迅速化法(仮 称)」 には、実用新

案法の抜本改正を除 くと目だった改正は含 まれないかもしれない。

②出願人のニーズに応 じた柔軟な特許審査の推進は新 しく盛 り込まれた項目であり、こ

の中には、出願人の申出による審査の繰 り延べが含まれている。昨年、審査迅速化につい

ての議論のなかで、審査請求手数料の着手時払いあるいは審査請求期間の延長についての

議論がなされた。これに対 して、審査請求期間短縮の趣旨に反するものとして否定 された
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ことを1年 で翻す議論をするものであり、改正についての一・貫性を問われるものとなって

いる。出願人の申出により審査の繰 り延べをする場合 には、審査の繰 り延べが与える第三

者への不利益を考慮 しなければならないのであ り、未審査出願の第三者に与える不利益が

審査請求期間を3年 に短縮した趣旨である。

0知 的財産の保護制度の強化 については、い くつかの新 しい検討項 目が含まれている。

(i)医 療関連行為の特許保護については、「戦略大綱」を受けて、産業構造審議会知的財

産政策部会特許制度小委員会医療ワーキングで検討が行われた。そこでは、先端医療 に携

わる医師と医師会 との意見の対立 もあ り、緊急な対応が必要 とされる再生医療についての

み、特許庁の審査基準を改正することにより、特許の保護の対象 とすることとした(37)。

(ii)実 用新案制度の見直 しは、来年の法改正の目玉ともいうべ きものであ り、審査促

進のためには、できることは何でもするという姿勢を示 したものと考 えることがで きる

(後述)。

(iii)デザイン保護のための意匠制度の整備 と(iv)ブ ランド保護のための商標制度の

整備は、新たに追加 されたものである。これを受ける形で、商標について、産業構造審議

会知的財産政策部会商標小委員会で、商標の 「定義」、実施の定義、コンセン ト制度、指

定役務 として小売業、団体商標制度などについて、議論が行われている(38⑭。

(v)営 業秘密等の保護の強化と(vi)植 物新品種の保護の強化については、2003年 の

法改正に盛 り込まれなかった事項についての検討が盛 り込まれている。

(vii)損害賠償制度の強化 は、「戦略大綱」から引 き続 き盛 り込まれている。現在の民

法の損害賠償についての基本的な考え方がビジネスローの分野においては妥当 しないこと

は明らかであるが、私法の根幹に関わるものとして捉え られているため、その実現への展

望は無い。

0紛 争処理機能の強化 については、(i)知 的財産高等裁判所の創設が、制度改正のシ

ンボルともいえる項 目となっている。 日本の訴訟制度において、職分管轄をもった裁判所

を設けることの意味についての検討がほとんどなされることもなく、知的財産保護のシン

ボル として、取 り上げ られている。知的財産高等裁判所ができた場合には、その職分管轄

を巡る問題が、訴訟の争点の一つとなるであろう。

(ii)知 的財産訴訟における専門的知見の充実、(iii)証 拠収集手続の拡充、(iv)特 許

権等の侵害をめ ぐる紛争の合理的解決の実現(v)裁 判外紛争処理の充実については、「戦
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略大綱」を敷延 したものである。

0国 際的な知的財産の保護及び協力の推進について、(i)世 界特許 システムの構築に

向けた取組の強化 と(皿)国 際的な著作権制度の調和の推進は、『戦略計画』を敷延 した

ものであるが、 伍i)デ ザインの国際的保護のための審査協力等の推進、(iv)商 標の国際

登録制度の利用の促進、(V)植 物新品種に関する審査協力 と制度整備の促進、(vi)国 際

的な紛争処理に係るルールの整備の促進、は追加された項目である。 もっとも、いずれの

項 目についても、 目新 しいものは感じられない。

②模倣品 ・海賊版対策では、0外 国市場対策の強化 と②水際及び国内での取締 りの強化

が謳われている。いずれも、「戦略大綱」を敷延するものであるが、水 際での取 り締 まり

について、2003年 春の関税定率法の改正で見送 られた、侵害物品の輸入者、輸出者 に関す

る情報開示が盛 り込まれている。

(4)活 用 分 野

①知的財産の戦略的活用の支援のなかでは、流通制度についての記述がより具体的にな

り、知的財産の流動化について、信託制度についての制度整備について、言及されている。

②国際標準化活動の支援は、新たに盛 り込まれた項 目である。この部分についての検討

は、総合科学技術会議の知的財産戦略専門調査会でされている。国際標準化活動の促進 と、

そのためのパテン トプールの形成に主眼が置かれている。パテントプールのもつ競争制限

的効果及び技術発展への悪影響については触れられていない。

③知的財産活用の環境の整備では、0知 的財産権のライセンスの安定強化の中で、倒産

時等におけるライセ ンシーの保護が謳われている。これは、「戦略大綱」では、知的財産

の流通で扱われていた事項であるω。なお、⑦では、知的財産権のライセンス料等につい

ての源泉徴収の免税が謳われている。海外へのライセンス料等の支払いに対する源泉徴収

は受取人が負担するというが法的構成であるが、実態 としては、支払人側で負担する状況

があったため、支払人である日本のコンテンツを利用する事業者の負担を軽減するために、

免税についての主張がなされたものを受け入れたものである。この点については、 日米租

税条約を改正する方向で進められている。
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(5)コ ンテ ンツ ビ ジ ネ ス の飛 躍 的拡 大

この項 目は、新たに盛 り込まれた項 目であ り、経済産業省商務情報政策局で開催された

コンテンツ産業国際戦略研究会の検討成果が盛 り込まれている。このなかで、コンテンツ

産業の育成等の問題 も取 り上げ られている。

①魅力あるコンテンツの創造の0人 材の育成は、産業育成の問題について触れている。

②資金調達手段の多様化では、著作権の信託による資産流動化の枠組みの整備が謳われて

いる。これは、資産流動化のための信託 と同 じ問題である。

② 「知的創造サイクル」 を意識 したコンテンツの保護では、0権 利者へ利益が還元され

るための基盤の整備 として、(i)技 術的側面からの実質的な保護、(田 権利の付与等に

よる保護の強化、●技術的保護手段等の回避等に係る法的規制の対象の拡大など、著作権

者の権利の保全へ目が向けられている。

③流通の促進では、流通の促進は謳われているが、流通を促進するための、著作権の制

限などの法的措置は謳われていない。

(6)人 材 の育成 と国 民 意 識 の 向上

この項 目も、『戦略大綱』のか らの引 き続 きであるけれ ども、①知的財産関連人材の養

成 と知的財産教育 ・研究 ・研修の推進では、より具体的な記述 となっている。

V特 許出願の審査の遅延

(1)未 処 理 特 許 出願 の 問題

特許出願の審査の遅延 は、日本の特許制度がほぼ恒常的に抱 える大 きな問題である。1970

年の特許法の改正が審査請求制度 と出願公開制度を採用 した主たる理由は、特許出願の審

査 を請求を待って行うことにより、審査請求期間(7年)の 経過によるみなし取 り下げに

よる出願件数の減少、審査請求を待って審査 を行 うところか ら、見掛け上の審査待ち期間

の減少などにあった。

それにもかかわ らず、1987年 頃には、審査待ち期間が増大 し、出願に審査請求件数の減

少 を求める行政指導(い わゆるAP80)を 行 うこととなった(41)。それにも、かかわらず、

審査待ち期間は短縮せず、1990年 の 日米構造協議では、審査処理期間を24ヶ月にすること
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を努力することを約束 した。そこで、1993年 に、実用新案法を無審査 にして審査のための

人的資源を特許出願に振 り向けること、審査のための調査 を外注すること、出願公告制度

を廃止して異議を特許付与後にすることなどにより、審査の短縮を図ることになった(42)。

制度の改正、不況による出願件数の減少などにより、審査待ち期間が減少 してきた。 日

本の審査請求期間7年 というのは国際的に長いというところか ら、1999年 に、審査請求期

間3年 に短縮する法改正を行 った⑬。

審査請求期 間の短縮とその後の特許出願の増加によって、審査請求をされた特許出願の

審査待ちの期 間が増大の傾向にある。特許期間は出願から20年 となっているのに、審査期

間が何年 もかかるというのでは、制度破綻 ともいうべき状態になってしまう。

この問題は審査の人的資源の問題でもある。アメリカ合衆国などでは、審査官を増員す

ることにより対処 している。しかしながら、 日本では、人員を増加 させ ることに対する難

しい問題 もある(44)ため、法技術的な対処 により、その期間を減少 させることが検討されて

いる。

(2)審 査 請 求 期 間

そもそも、審査請求期間を7年 から3年 に短縮 したところに問題の深刻化の根がある。

ファース トアクション(審 査請求をしてか ら最初の通知が来るまでの期間)が ようやく20

カ月未満 にまで短 くなったことなどか ら、期間7年 という世界に類を見ない審査請求期間

を短縮す るという議論が生 じた。その時には、審査請求期間を短縮 しても何 とかなるとい

う皮算用があった ものと思われる㈲。 しかしながら、その皮算用が外れ、審査待ち期間の

増大という状況を迎えることになった㈲。

その解決策 としては、審査請求の期間を再び延長するか、審査請求期間を3年 のままと

しながら、審査請求手数料の支払いによって審査を開始する(着 手時払い)に するぐらい

しか解決方法 はないと思われる。

もっとも、そのような対策は別の問題を生むことになる。特許出願というのは、それが

存在するだけでもビジネスの障害となる可能性がある。例えば、ある金融商品について他

社が特許出願 をしていると、権利が成立するかどうかわか らない状況で も、特許になって

権利行使 される可能性があるものを売るというのは危険なので、実際問題としては、取 り

扱 うことが難 しくなる。このように出願された権利が存在 している市場における取引は地
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雷原 を歩 いてい るような もので、取 引 を阻害す るこ とにな る。

(3)実 用 新 案 法

審査の対象である特許出願を減 らせば、審査の量も減 らせるということで、特許庁では、

出願抑制のお願いを各企業にしているということを耳にする。しか しなが ら、出願抑制の

審査 を担当する特許庁が行 うというのは、いささか筋が悪い。手数料 を受け取 り、特許特

別会計が黒字であるにも関わらず、審査 をする官庁が忙 しいから仕事を減 らして くれとい

うのは、往時の郵便事業を思い起 こさせる。

そこで、出願を減らす対策 として、特許出願を実用新案権の出願に振 り替える誘因を作

ることが考えられている。1993年 の実用新案法の改正で、実用新案法は保護の対象をその

ままにしなが ら、期間を短 くし、無審査 にした(こ の改正の目的は、実用新案法の審査の

ための人的資源を特許の審査 に振 り向けることにあった)。 この改正のときには、多 くの

人は、実用新案出願の数が減少 して、いずれ実用新案法はその存在意義を失うというイメ

ージを念頭に置いていたであろう。

当初の想定通 り、実用新案の出願件数は減少 したところで、特許出願の審査に滞 りがで

て きた。そこで、特許出願 を実用新案出願に振 り替えてもらい易いように、実用新案法を

改正 しようという策が出てきた。

実用新案法の保護対象 を拡大するとともに、保護期間も延長 し、 さらに、実用新案登録

に基づ く特許出願を可能にするという策が産業構造審議会知的財産政策部会特許制度小委

員会実用新案ワーキンググループで、提案されている。

1993年 の実用新案法の改正の趣 旨と矛盾 し、法政策の一貫性を欠 くものであることは明

らかであるが、審査の遅延の与える特許制度全体への悪影響か ら考えれば、やむ得ない政

策転換 として捉えるべきものであろう。

W特 許法第35条

(1)特 許 法 の規 定 とそ の解 釈

特許法は、特許を受ける権利が発明者に帰属するという原則を定めている。この原則は

発明者主義と呼ばれ、特許法の基本原則である。発明が精神的創作物であ り、精神的創作
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物 についての権利を創作者 に属 させるという考え方によるものである⑰。

企業で働いている者(従 業者)が 勤務 として発明をした場合でも、特許を受ける権利は、

原始的には、従業者に帰属することになる。企業で雇用 されている場合でも、精神的創作

は従業者によってなされるのであ り、その発明による特許権は従業者に帰属するとしてい

るのである。

従業者がその職務上の発明(職 務発明)を して特許を取得 した場合、その従業者を雇用

している者(使 用者)は 無償で法定の通常実施権 を取得する(第35条 第1項)。 従業者は

使用者に雇用され、使用者の設備 を利用 して発明をしているから、職務発明によって取得

された特許権を無償で実施することを認めているのである。 この通常実施権 については実

施の範囲については制限がないと解されている。この通常実施権は、登録が無 くても第三

者に対抗できるので、特許権 を取得 した従業者がその権利を第三者に譲渡 したとしても、

対抗することができる(第99条 第2項)。

使用者は従業者が取得 した職務発明についての特許権を譲 り受けることができるばか り

ではな く、あらか じめ発明を受ける権利を譲 り受ける旨を定めておくことができる。権利

を譲 り受ける定めには、契約だけではなく、就業規則や勤務規則など使用者の一方的な行

為にも含まれるものと解 されている{48)。ただし、職務上の発明でない発明(自 由発明)を

あ らか じめ譲 り受ける定めは無効である(第35条 第2項)。 この趣 旨は、使用者があらか

じめ従業者の発明についての特許 を受ける権利を譲 り受けることを認めることによって、

技術開発のための企業活動の成果 を計画的に利用することを可能にするところにある。な

お、譲 り受けの契約について、黙示の契約を認めた裁判例㈲と、否定 した裁判例㈲がある。

このようにして、使用者は従業者の職務上の発明について、特許を受ける権利を取得す

るが、使用者は従業者 に 「相当の対価」を支払わなければな らない(第35条 第3項)。 契

約、就業規則や勤務規則で 「相当な対価」 を定めていなくて も、対価が支払われていなく

て も、特許を受ける権利の譲渡は効力 を認められる㈲。ただ し、使用者は従業者に 「相当

な対価」を支払わなければならない㈲。

「相当な対価」の請求を求める権利の消滅時効の期間は10年 とされているが、その起算

点は、職務報償規定などによって 「対価」の一部が支払われているときには、その 「対価」

が支払われた時になるとする裁判例がある㈲。もっとも、対価についての定めが無かった

ときには、譲渡の時か ら起算されるとする裁判例がある⑭。
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特許法では、「相当の対価」の額を算定するにあたっては、「その発明により使用者等が

受けるべ き利益の額」及び 「その発明がなされるについて、使用者等が貢献 した程度」を

考慮 して定めなければならないとされている(第35条 第4項)。

特許法第35条 の規定は、大正10年(1922年)の 特許法弟14条 での規定を受け継 ぐもので

あり、この規定の解釈については裁判例や学説があるものの、 この規定そのものの当否に

ついてはこれまであまり議論されることはなかった㈲。

(2)特 許 法 第35条 の趣 旨

特許法第35条 は、従業者の職務発明について、特許を受ける権利が従業者に原始的に帰

属することを原則 としながら、使用者に通常実施権 を与え、使用者の勤務規則等によって、

使用者へ承継 させることができること、その場合 には、使用者は従業者に 「相当の対価」

を支払 うべ きことを定めている。

特許法第35条 が従業者の特許を受ける権利の使用者への承継について、従業者への 「相

当の対価」の支払いを定め、使用者 と従業者の力関係に配慮 しているところから、労働法

的色彩があると言えないことはない鍋。 しか しなが ら、この規定を労働法の一部 としての

体系的位置づけをする(57)ことは、次の理由により妥当とは言えない。

①特許法第35条 の従業者には、使用者の 「役員」 も含まれているが、労働法では、使用

者の 「役員」は労働法によって保護される労働者ではない。

②特許法弟35条 は、発明を受ける権利が従業者に帰属することを原則 としていて、他の

労働の成果についての権利の帰属 とは異なった原則によっている。そして、労働法上、労

働者は労働の対価としての賃金は保障 しているが、労働の成果に対する対価 を保障してい

るものではない。産業構造審議会知的財産政策部会特許制度小委員会で、産業界の委員は、

発明について他の労働の成果(例 えば、営業についての工夫など)と 異なる取扱をしてい

ることによって企業内の不公平感が生 じているとして、特許法弟35条 を批判 している。こ

の批判は特許法弟35条 の規定の性格を表 している(58)。

③特許法第35条 は、特許法の目的 とする発明へのインセンチィヴを保障するために、従

業者 と使用者の権利関係の調整を図るためのものである⑨。0特 許法第35条 が発明という

成果についての権利を従業者に与えていることは、技術的思想の創作へのインセンチィヴ

を保障するためのものである。●使用者の通常実施権及び使用者への特許を受ける権利の
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承継は、発明の背景 となる投資へのインセンチィヴを保障す るためのものである。0使 用

者への承継について 「相当の対価」の従業者への支払いを定めているのは、従業者の技術

的創作へのインセ ンチィヴが使用者への承継により損なわれないようにしているものであ

る(60)。

特許法第35条の解釈を考えるにあたっては、このような規定の趣旨を踏まえて考えなけ

ればならない。

(3)最 近 の議 論

最近になって、この規定が注 目を浴びている。経済産業省の 「産業競争力 と知的財産を

考える研究会」で議論 され、検討すべ きことが報告された(2002年6月)。 内閣総理大臣

の私的諮問機関である知的財産戦略会議でも取 り上げられ、『戦略大綱』で、検討事項と

して掲げられている。現在、産業構造審議会知的財産政策部会特許制度小委員会で検討さ

れている。

経済産業省の 「産業競争力 と知的財産を考える研究会」は、産業界の要望が強 く出され

るという状況があった㈲。この研究会の議論では、いわゆるオ リンパス事件の東京高等裁

判所の判決㈲を取 り上げられて議論されている。

このいわゆるオリンパス事件の東京高等裁判所の判決についての批判は、①特許法第35

条の第3項 の対価に関する定めは強行法規であるから、②使用者が一・方的に 「相当の対価」

を定めることがで きないのであり、③使用者が 「相当な対価」を支払っているか否かは裁

判所の判断に服するとしている。 この解釈 は、「相当な対価」の支払 いと引き換えに、使

用者の一方的な定めによって特許権を譲 り受けることを認めるという規定の当然の解釈を

示 している⑬。また、この解釈は、これまでの裁判例 においてもみとめられていたもので

あり、特に、大 きな問題をはらむものではない。

しか しながら、この判決に対 して、産業界からは、企業の定めた職務発明の対価につい

ての報酬規定を認めてもらえないのであれば、特許法の規定 を改正して、使用者が一方的

に定めた金額を支払えば、特許の譲 り受けができることにすべきであるという意見が主張

された。日本知的財産協会(特 許出願を多数行っている企業の団体)は 、特許法弟35条 第

3項 及び第4項 を削除 したうえで、使用者が一・方的に定める対価 を支払えばよいとすると

いう提案を行った。知的財産国家戦略フォーラム(荒 井寿光内閣官房 ・知的財産戦略推進
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事務局長を代表とする研究会)は 、特許法第35条 を削除すべきであるとする提案 を行った。

この提案は、使用者 と従業者の関係は契約によって自由に定めるべ きであるというもので

ある⑭。

産業界の職務発明についての 「相当な対価」についての議論の背景には、①これまでは、

使用者が一方的に定めた職務発明規定などによって従業者に支払っておけば、訴えられる

事例が少なかったが、②従業者の権利意識の向上により、退職後において、職務発明規定

などに従 って支払われた職務発明についての 「対価」が 「相当」でないとして、支払いを

求めて訴える事例が増えてきたこと、③研究者の流動性が高まることにより、転職後に 「相

当の対価」の支払いを求めて訴える事例が増えて くることが予想 されること、④使用者が

支払った 「対価」の 「相当」性を裁判手続の中で立証するためには、当該特許権に関わる

製品の原価などの企業秘密に属する事項についての主張立証をしなければならないこと、

⑤一部の企業では、職務発明規定の対価が低廉であ り、明らかに不十分であったことなど

があるものと推察される。

この議論が、知的財産戦略会議に持ち込 まれ、『戦略大綱』では、特許法弟35条 の職務

発明規定についての検討が盛 り込まれた。 これを受けて、2002年 の秋ごろから、産業構造

審議会知的財産政策部会特許制度小委員会では、特許法35条 に関する検討が始められた。

特許制度小委員会では、 日本のこれまでの裁判例、各国における職務発明に関する制度の

検討を踏まえて、産業界が改正要望を行 うという雰囲気で議論が進められた。その議論で

は、特許法弟35条 を抜本的に改正するという方向性 まではみられなかった⑮。

特許制度小委員会における審議が続いている2003年4月 に、オリンパス事件の最高裁判

所の判決があった㈲。この判決は、控訴審判決を肯定する判旨で、職務発明規定について

一定の配慮 を示していた高等裁判所の判決に対 して、勤務規則に従った支払いに不足額が

あれば、それを請求することができるとのみ判示 しているので、「相当の対価」について

厳格な算定を要求 しているとの理解がひろがり、特許法弟35条 を改正すべ し、 という議論

が強 くなった⑰。

この議論は、知的財産戦略本部へ持ち込まれ、「推進計画」では、特許法第35条 を改正

または廃止することが盛 り込 まれた。「推進計画」案を背景 として、特許制度小委員会で

は、特許法第35条 を改正する方向で検討が行われた。そこでは、特許法第35条 が発明につ

いて特許を受ける権利を従業者から使用者に譲渡 した場合に払うべき 「相当の対価」につ
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いて、産業界が裁判所による算定についての嫌悪感が示され、使用者が定めた対価 につい

て、裁判所による司法審査 を受けた くないという意見が示された。

特許制度小委員会では、産業界の懸念について一定の理解が得られたものの、現行制度

の枠組みを維持するとの前提のもとに議論が進め られた。そ して、特許を受ける権利の譲

渡の対価については、その決定の方法が合理的である場合にはこれを尊重するという方向

で、小委員会の報告書案が作成 されるところとなった。この提案は、特許を受ける権利の

譲渡に対 しては対価が支払われるべきものとする現行の枠組みを維持 しつつ、その対価の

相当性の判断が困難であるところから、対価の決定の手続(対 価 を定める職務発明規定な

どの決定方法 と当該職務発明規定の当て嵌め)に ついての合理性により、相当性を判断す

べ きことにしたものということができる(68)。

特許制度小委員会の報告書が産業構造審議会知的財産政策部会で承認 された後、2004年

になって、東京高等裁判所 と東京地方裁判所でだされた二つの判決が世の中の関心を集め

ることになった。平成16年1月29日 の東京高等裁判所の判決(69)では、一審では3000万 円余

りの認容額であったのに対 し、1億3000万 円余 りの請求を認めている。1月30日 の東京地

方裁判所の判決(7°}では、200億 円という請求を認めている(一 部請求 として200億 円を認め

ていることについて、「相当の対価」は600億 円であるとしている)。 この判決に対 しては、

研究開発の空洞化の要因となるという批判などがなされているが、 日本の民事訴訟法は弁

論主義に基づいているのであり、被告である使用者がどのような主張立証をしたのかを検

証してみないといけないであろう。判決文か らすると、このような高額の認容額となった

のには、被告である使用者が、①裁判所の 「相当の対価」を算定する枠組みで主張立証 し

たのかどうか、②裁判所の掛酌しうるような証拠を提示 したのかω、という疑問がある他、

③ ライセンス料 を受領 したり、侵害訴訟を提起 しなが ら、特許の価値がないのを主張 して

いることの信葱性などが問われたのではないか、 というような事情があるのではないかと

も思われる(72)。

その判決後である2004年2月10日 に、特許法弟35条 の改正案が特許審査の迅速化等のた

めの特許法等の一部を改正する法律案の一部 として閣議で決定されたω。前述の二つの判

決にも関わらす、予定通 り閣議決定されたのは、選択肢が限られていることが理由かもし

れない㈹。ただ、この改正案によっても、使用者の定めた対価の額が不合理である場合に

は、裁判所によって 「相当の対価」が定めれることになる。どのような場合に不合理 とさ
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れるのかは、新法に関する裁判例の蓄積を待たなければならないであろう。また、改正法

案は、遡及 しないこととされているため、当分の間(こ れか ら最長20年 くらい)は 、現行

法による 「相当の対価」の請求が続 くものと想定され、現行法の解釈論の緻密化への要望

は小さくならないであろう㈲。

(4)外 国の 特 許 を受 け る権 利

①特許法第35条 が外国において特許を受ける権利に適用すべきという議論が、産業構造

審議会知的財産政策部会特許制度小委員会において、産業界のある委員によって提示され

た。外国において特許を受ける権利については、国際私法の論点と日本の特許法の論点が

含 まれているが、その点についての整理が十分になされないまま議題 とされたので、議論

が錯綜するところとなった。

産業界の委員の議論は、 日本においてなされた発明についての特許 を受ける権利の譲渡

の効力については、 日本法のみが適用されものとすべ きであるとの趣旨のように推察され

た。この議論は、ヨーロッパでは、従業者の発明についての権利の処理については、従業

者の労務供給地法によって判断されていることを念頭 に置いていたものと思われる㈹。そ

もそも、 日本法で 日本を発明地 とする発明について日本法のみを適用するという立法をし

たとしても、外国が自国の特許 を受ける権利について、その判断を尊重するという保証は

どこにもない。このことが、産業界の委員に理解 されるのにかなりの時間が費やされた。

②従業者の発明に係る外国において特許を受ける権利に適用すべ き法律(準 拠法)に つ

いては、最高裁判所の平成14年9月26日 の判決㈹及び平成9年7月1日 の判決(78)が、その

基礎 となる。

最高裁判所は、特許権 には属地主義が適用 されるとした上で、「特許権 についての属地

主義の原則とは、各国の特許権が、その成立、移転、効力等につき当該国の法律によって

定めら」れることであるとしている。

特許を受ける権利 は、発明によって発生する権利であ り、特許権 を取得する前提 となる

ものであり、特許を受ける権利にも、上記属地主義の原則が適用される。 したがって、従

業者の発明に係る特許を受ける権利の成立、移転についても、各国の特許法によって定め

られることになる。

従業者の発明について、東京地方裁判所の平成14年11月29日 の判決(79}が、「外国におけ
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る特許を受ける権利が,使 用者,従 業員のいずれに帰属するか,帰 属 しない者に実施権等

何 らかの権利が認められるか否か、使用者 と従業員の間における特許を受ける権利の譲渡

は認められるか、認められるとして、どのような要件の下で認められるか、対価の支払義

務があるか等については、それぞれの国の特許法を準拠法 として定められるべ きもの」 と

している。これに対 して、控訴審である東京高等裁判所⑭は、「本件譲渡契約 は、 日本法

人である1審 被告 と、 日本国に在住 してその従業員 として勤務 していた 日本人である1審

原告 とが、1審 原告がなした職務発明について、日本国において締結 した譲渡契約である。

本件譲渡契約の成立及び効力についての準拠法をどの国の法律とするかについての当事者

の明示の意思は存在せず、当事者の黙示の意思を推認すれば、それが日本法であることは

明らかであるか ら、法例7条1項 により、準拠法は、本件各発明に係る外国の特許を受け

る権利の譲渡の合意に関する部分も含めて、 日本法であると解すべ きである。また、当事

者の意思が明確ではないとするとしても、法例7条2項 により、その準拠法は日本法とな

ることが明 らかである」 として、法例7条 により決定すべきものとしている。

従業者の発明について、0従 業者 と使用者のどちらが特許を受ける権利を原始的に取得

するか、●従業者が特許を受ける権利を原始的に取得 した場合に、使用者はいかなる権利

を取得するか、0従 業者が特許を受ける権利を原始的に取得した場合に、従業者の特許を

受ける権利 を使用者は取得することができるか、0従 業者の特許を受ける権利を使用者は

取得することができる場合に、どのような条件で取得することができるか、●使用者が特

許を受ける権利 を原始的に取得 した場合に、従業者はいかなる権利を取得するか、の問題

はいずれも、特許を受ける権利の成立の問題 として、各国の特許法によって定められるべ

きものと考えられる。0及 び●の問題のみを、権利の承継に関する問題として、法例7条

によるべ きものとするのは、妥当とは言えない(な お、0と ●の問題を区別する考え方 も

ありうるが妥当とは言えない。特許を受ける権利を使用者に帰属させて従業者へ対価を支

払うという立法と、特許を受ける権利を従業者へ帰属させ、使用者への譲渡については従

業者に対価を支払う立法との違いは、実質法における立法技術の違いに過ぎないものであ

る)。

0及 び●の問題は、問題の解決の前提となっているもので、0～Oの 問題は従業者の発

明についての特許を受ける権利の取扱に関する一つの法律問題である。特許を受ける権利

を使用者に与え、従業者への対価の支払いを義務づけるか、特許を受ける権利 を従業者 に
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与え、使用者に何 らかの権利を与えるか、ということは一体的な産業政策的判断としてな

されるものであ り、産業政策的判断を分断するような準拠法の決定は妥当とは言えない。

なお、従業者の発明に係 る特許を受ける権利について、使用者 と従業者の雇用関係の問

題 として取 り扱うべきであるとする説がある。しかしなが ら、 この説はそ もそも上記最高

裁判所の判例にそ ぐわないものである㈲。また、実質的にも妥当とは言えない。そもそも、

0特 許を受ける権利 を誰 に帰属させるかということを、使用者 と従業者の雇用関係の問題

と捉えるところに問題がある。特許を受ける権利の帰属は各国の特許法による産業政策的

判断の問題であり、使用者と従業者の雇用関係の問題ではない。使用者 と従業者の雇用関

係の問題であるとするならば、特許を受ける権利についてだけ、特別の取扱をしている説

明をすることができない。②特許を受ける権利の帰属を使用者 と従業者の雇用関係 として

捉えるならば、特許を受ける権利の帰属が使用者 と従業者の雇用関係の準拠法によって決

まることになり、誰が特許を受ける権利を有するかが不明確になる。0論 者には、「発明」

は一つであり、その帰属は統一的になされるべ きものであるとする主張する者がいる。 し

かしなが ら、日本の特許法第2条 第1項 は、「発明」 は 「自然法則 を利用 した技術的思想

のうち高度のもの」 と定義 しているが、「発明」の概念は国によって同じではない。アメ

リカ合衆国の特許法では発明 とされる場合でも、日本の特許法では発明とはされない場合

もあるのであり、「発明」が一つであるとする議論そのものが妥当とは言えない。

③前掲東京高等裁判所 の判決の論理によれば特許を受ける権利について、従業者の特許

を受ける権利を使用者が取得することが特許の受ける権利の準拠法上認められている場合

に、どのような条件で取得することができるかについては、法例7条 により承継に関する

準拠法によるべ きであるということになろう⑰。

権利の承継に関する準拠法が 日本法である場合に、外国の特許を受ける権利の承継の対

価 については、特許法弟35条 第3項 第4項 の適用があるか、 ということが議論となる。

特許法弟35条第3第4項 の規定は、職務発明について、 日本の特許を受ける権利を承継

した場合に、使用者は従業者に 「相当の対価」を支払わなければならないとしているので

あ り、外国の特許を受ける権利について、適用 されるものではない。東京高等裁判所は、

前掲判決で、特許法第35条 が労働法的特質を持つところか ら、世界各国の特許を受ける権

利のすべてについて適用されるべ きであるとする(83)が妥当とは思わない。その理由として

は、●そもそも、特許法第35条 の労働法的な的な色彩(84)から、特許法の中で特殊な規定で

一124一



あるとして、労働契約と同一の取扱 をしようとすることが疑問である。労働契約関係にお

いて、一つの準拠法による統一的な規律 をする理由は、準拠法を分断することによって、

両当事者 間の関係を不必要に複雑にならしめないためであって、必要がある場合には、特

定の問題について、法廷地強行法の介入 をも認めるものである。 しかしながら、特許法弟

35条 を適用することによっても、各国における特許権の帰属関係が明確になるものではな

い。各国の特許法はその権利の帰属については、各国法にしたがって、なされるか らであ

る。さらに、●特許法弟35条 は外 国の特許を受ける権利に適用する規定 とはなっていない

こと、0特 許法弟35条 を外国の特許を受ける権利に適用する実質的理由がないこと、な ど

の理由もある。

特許法弟35条 が外国の特許を受ける権利に適用されるとする立法趣 旨はみ られない。 ま

た、外国の特許を受ける権利を含めるような規定の体裁とはなっていない。特許法弟35条

の規定は、外国の特許を受ける権利をも含むものとされているならば、特許法の規定はそ

れに則 した規定になっているはずである。例えば、外国では、特許を受ける権利が原始的

に使用者に帰属する立法例があるのに、特許法弟35条 は 「承継」の 「対価」という規定ぶ

りになってお り、この体裁は、同条を外 国の特許を受ける権利に適用することを前提とし

ていないことを明らかにしている。

そ もそ も、特許法第35条は、発明にどのようなインセンチィヴを与えるかという我が国

の特許に関する産業政策を反映するものであ り、わが国の産業政策に外国の特許を受ける

権利を含めて考えることは妥当でない。外国が、誰にどのような条件で特許を与えるかは、

その国の産業政策的判断にゆだねられるべ き事項だからである。

なお、特許法弟35条が外国の特許を受ける権利に適用されないとすれば、従業者は使用

者から外国の特許を受ける権利についての対価 を受け取れないこととなる可能性があるこ

とか ら、外国の特許を受ける権利について も特許法弟35条 を適用すべ しとす る議論があ

る(85)。これも妥当とはいえない。そ もそも、従業者は世界中の特許を受ける権利を有し、

使用者への承継について 「相当の対価」を支払われるべきであるとする前提そのものに問

題がある。特許を受ける権利についてだけ、「相当の対価」 を認めているのは、 日本の特

許法でとられている産業政策に過 ぎないのであり、その規定である特許法弟35条 が外国の

特許を受ける権利への適用を前提とするものとなっていない以上、規定の趣旨を超 えて拡

張すべ き実質的理由はないといわなければならない。
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また、特許を受ける権利がユニヴァーサルな権利であることを理由に、特許法弟35条が

外国における特許を受ける権利に適用 されるべ きであるとする論者もいる㈹。 しかしなが

ら、特許を受ける権利は特許権を取得することができる地位を表すものであり、取得 され

る特許権は各国法がその基準にしたがって与えるものであることか らすれば、特許を受け

る権利をユニヴァーサルな権利であると理解することは、特許法に属地主義が適用される

としている最高裁判所の判例の趣 旨に沿わないものである。

W並 行輸入 輸入権

発展途上国は、通常、情報の輸入国であるため、知的財産法の保護は外国へ対する一方

的支払いとなるため、その保護には消極的である⑰。先進国も、発展途上国に支払能力が

ないばあいは、無いものはとれないということで大 きな問題 とはしないが、発展途上国が

少 しずつ豊かになり、支払い能力が出てくると、発展途上国において知的財産の保護を求

めるようになる。また、近年の情報流通の拡大に伴い、発展途上国における知的財産権侵

害品が先進国に輸入 されるという状況が生 じ、その対策としても、発展途上国における知

的財産権の保護が問題 となっている。

発展途上国における知的財産の保護のためには、WTO/TRIPs協 定のような国際的な

制度の基礎 となる条約、締約国に追加的な保護を強制するFTAの ような条約によって、

発展途上国に知的財産法制を整備することを強制することが重要である。この場合には、

先進国が、知的財産保護のため、国際法上認められた措置を含む外交的努力がなされなけ

ればならない。まだ、知的財産保護のための人的資源を持たない発展途上国において、知

的財産の保護が行うことを可能 とするような協力 も必要である。

発展途上国において、知的財産の保護がなされている場合 に、発展途上国で販売された

ものが先進国へ逆流した場合の取扱が問題 となる。これは、ブーメラン現象に対する対策

である。

これまで、 日本における並行輸入の問題は、日本人による海外ブランド品の輸入の問題

として取 り上げられてきた。そこでは、並行輸入を認められれば、 日本人が海外ブランド

を安 く買えるというところに焦点があたっていた。ところが、そもそ も、並行輸入を否定

することによって、海外ブランドが高 くなったとしても、 どこに問題があるのかが余 り議
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論をされていない。ブランドのハ ンドバ ックが30万 円でも50万円で も、生活必需品ではな

く、消費者が高い と思えば買わないか ら問題があるとは思われない。競争は、ブランド間

でなされればよいのであって、ブラン ド内で競争する必要があるとは思われない。 日本で

高いというイメージを作 りたいブラン ドに、それを認めても大 きな問題があるとは思われ

ない㈱。

並行輸入を認めることの現在問題は以下のところにもある。 もし、いまアジア等で 日本

のライセンス品を売ると日本に逆流する危険があるか らである。たとえば、音楽CDや ゲ

ームソフ ト等を東南アジアで権利者が売っても
、その製品を日本に並行輸入することが認

められならば、日本へ輸出するものが続出する危険がある。並行輸入が認められる場合に

は、発展途上国への対策として、侵害品を放置 して、日本に輸入された場合に水際で止め

るという策が最善である可能性がある。

先進国と発展途上国の格差がある限り、発展途上国で知的財産権 を保護するためには、

並行輸入の制限を考えなければな らない。そもそも、並行輸入 を認めようとする考え方は、

グローバルマーケットを前提 とするものであ り、先進国と発展途上国間の経済格差が存在

する場合には妥当しないものである⑱。

『推進計画』では、著作権の輸入権についての検討が謳われている⑱。輸入権を認める

ことにより、アジアにおいて音楽CDな どをその国の経済水準に合わせた価格で販売する

ことが可能 となる。

皿 結びに代 えて

(1)残 され た課 題

知的財産戦略会議にはじまる知的財産ブームは、そろそろ、陰 りを見せてきている。そ

もそも、知的財産法は、情報財に関す る基礎的な制度であ り、WTO/TRIPs協 定の成立

以降は国際貿易の基礎的な制度となっている。したがって、国内法による裁量の余地は狭

くなっている。

『戦略大綱』『推進計画』には、国内的な事情によるい くつかの改正が盛 り込まれてい

るけれ ども、制度の根幹に関わるものというよりは、制度の運用に関するものが多い。

しか しなが ら、知的財産を巡る法律問題の検討が一段落を迎えているということはでき
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ない。①情報関連技術の進展、②インターネットの急速な普及、③産業構造の変化などが

知的財産法の改革 を迫っている。

情報関連技術の発展 は情報関連機器産業のみならず、情報流通産業 にも大きな利益をも

たらしてい く。インターネットの急速な発達は、情報の地理的格差、経済的格差を減少さ

せ る。産業構造の変化は、社会の富を増大 させ る。知的財産法は、このような社会の発展

の基礎的な制度となるものであり、社会の発展のために更に検討を加 えていかなければな

らない。

このような時代の変化が知的財産法に求める変革の他に、 日本の法制度その ものが、知

的財産法を含むビジネスローについての十分な制度となっているかという問題がある。日

本では、ビジネスローの社会的重要性にもかかわらず、六法の周辺に位置するものとの体

系的位置づけを与えられ、民法の諸原則の適用 を受けるべきものと考えられてきた。また、

知的財産法のなかでも、著作権法に関しては、その権利の現実的機能を考慮 しない議論が

なされてきている。

そのようななかで、情報化社会によって齎される富を増加 させるべ く、 ビジネスローと

しての知的財産法の機能についての十分な配慮を払いながら、更なる検討 を加 えていかな

ければならない(91)(92)。

(2)知 的財 産 制 度 の有効 性

知的財産権の法的効果 としては、侵害行為に対する差止めと損害賠償請求がある。差止

請求については、侵害訴訟の審理中に、期間が満了してしまった場合について、差止請求

を否定することか ら、存続期間終了間際の侵害を誘発するという問題はあるものの、審理

が迅速化されればそれほど大きな問題は生 じないところまで来ていると思われる。

日本の民法の損害賠償の基本原則は損害填補である㈹。この考え方に疑問を唱えたのが、

田中英夫教授竹内昭夫教授の共著になる 『法の実現における私人の役割』である。この論

文は、法の目的を実現するために、損害賠償制度を用いるべ きことを説いている。この考

え方によれば、法の実現のために私人にはインセンチィヴが与えられてしかるべきである。

これをビジネスローに当て嵌めれば、合理的なビジネスを行わせるために、損害賠償制度

を用いることを肯定することになる。

そういう見地か ら損害賠償制度を見てみれば、知的財産権の侵害に対する懲罰賠償を肯
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定する損害賠償制度 も不合理 とはいえない。『戦略大綱』『推進計画』で、損害賠償に言及

されていることも理由がないとは言えない。そのような改正 は、民法の根幹に関わるので

慎重な議論が必要であるという議論も理由がないわけではないが、明治以来抜本的な改正

の無い民法の議論に任せていたら、いつのことになるかわからないというのも一つの真理

である。

知的財産を含むビジネスローの社会では、一円で も多 く稼 ぐというのが合理的な経営理

念である。その考え方に基づけば、知的財産権を侵害 しても、利益がでるのであれば、侵

害することを敢えて行う可能性がある。特許侵害でも著作権侵害でも、故意にやれば当然

刑事罰を受ける虞があるが、そこで刑事罰で対処するのが効果的だと言えない。損害賠償

を増や して割に合 わなくすれば、知的財産権の侵害は減ることになり、限られた刑事司法

とい う資源を使わなくてすむのである。

そ こで、損害賠償を増やす と、PL(製 造物責任)訴 訟等で困るのではないかという指

摘もある。しか しながら、アメリカ合衆国で、PLの 訴訟で高額の損害賠償が認められる

ようになってか ら、PLに 非常に配慮するようになったのであり、 このことは社会にとっ

ては好ましい効果を齎した ということができる。

懲罰賠償を認めると、損害を受けた人が、結果的に得 をして しまうかもしれない。しか

し、社会全体として効率的に法律を実現してい くということを考えると、有効である。侵

害者側からみると、侵害して も常にみつかるわけではないので、発見 される確率、損害賠

償を取られる確率、新聞に出ることなどによるマイナス効果等 を折 り込んで、損得を考慮

することになる。企業に知的財産権の侵害によって齎 される利益 と失 う損失を予想させ、

侵害を回避する行動 を起 こさせるのが効率的な制度設計である。

もちろん、損害賠償は損害填補 とされても、差止請求が認められれば、装置産業や研究

開発投資の大きい産業では大 きな意味がある。たとえば、 自動車産業や半導体産業では、

特許侵害で工場が停止 したら大損失が生じるため、そういう企業にとって差止請求をされ

ると非常に大きな影響がある。一方、コンピュータ ・ソフ トウェアを考えると、投資額が

大 きいという面では事業が停止したら影響があるが、投資額を回収すると、追加生産費用

は小 さいので、差止請求は怖 くないことになる。権利者の製品を複製する侵害者は、費用

はゼロに近いので、侵害 して、見つかったら止めるという選択肢もでて くる。

このような状況に対処するためには、懲罰賠償のような制度が必要である。
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(3)効 果 的 な刑 罰 法 規

損害賠償に懲罰賠償 を認めたとしても、知的財産権の侵害者に対する刑罰が有効な場合

がある。これは法 と経済学でいう 「限界的当事者」の場合である。

巨額の損害賠償 というのは、富裕な人に対 しては非常に効果的である。例えば、200億

円の資産がある人にとっては、100億 円の損害賠償 と1億 円の損害賠償では大違いである

けれども、100万 円 しか資産の無い人にとっては、どちらも払えないので変わりがない。

このような人に対 しては、刑罰による威嚇が効果 を発揮する。

たとえば、海賊版を作っているような業種の人を考 えてみると、こういう人にとって損

害賠償は怖 くない可能性がある。コンピュータ ・ソフトウェアの海賊版を作るのであれば、

ビルの一室で生産すれば、投資 もほとんど必要とせず、差し押 さえられたものを全部持っ

ていかれても、また買えばいい というような具合いだか ら、差止 も怖 くない。こういう人

に対 しては刑罰による威嚇が効果を発揮する。

こういう、いわば刑罰と民事の損害賠償の役割が、ビジネスローとそれ以外の普通の民

事関係では違 うということを念頭において、再検討 しなければならない。限られた刑事司

法の資源を有効に利用するためには、損害賠償 との凄み分けを考え、限界的当事者による

知的財産権の侵害 に利用するような制度設計を考えなければならない。

(4)エ ン ター テ イ メ ン トロー と して著 作 権 法

著作権 というのは、著作者の権利 と説明するのが通説的な立場である(94)。観念的には、

著作者の権利ではあるが、著作権法で一番利益を得ているのはハ リウッドである。

著作権は二つの機能を持っている。ある人にとって著作権は人格的な権利にすぎない。

著作権は、法的には財産的権利として構成 されているけれども、実質的には、一部を除い

ては財産権ではない。たとえば小説がよく売れている作家にとってみればそれは財産権と

しての性格を持つけれども、本の売れない学者 にとっては、他人に勝手に使われないとい

う人格的な意味 しかない。これに対 して、ハ リウッドや、ゲーム産業にとって、著作権と

いうのはビジネスとしての権利である。その意味では、著作権法というのは、 ビジネスロ

ーである。

著作権法の最近の改正は、どちらかというと、いろいろな新 しい流通から著作者の権利
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を守ろうとすることに主眼が置かれている。権利がないとそこからの対価を回収できない

ので重要ではあるが、流通しなければ、著作権者は経済的利益 を得 られない。著作権法の

中ではこの点があまり議論 されていないことが著作権法の最大の問題である。

著作者人格権 というのも、エンターテイメント産業の権利 として理解することができる。

著作者人格権でも、それを害する行為を有償で認めることは問題ない。ただ、同一性保持

権の放棄について、放棄する契約は有効か とか不行使特約は有効かという問題が生 じ、そ

れがはっきりしない限 り、円滑な流通がなされない。

最近でも、著作権の現実的機能を踏 まえているか疑問な裁判例がいくつかある。ゲーム

の脚本を書き直してゲームにしたら同一性保持権の侵害となるとして裁判例がある⑮。こ

の事案では、きちんと契約を取 り交わしてしていなかったところに製作者の非があるかも

しれないが、書直し等 ということは当然予想 されているので、推定的同意があるといって

もいいのではないかと思われる事案であった。あるいは、原画の著作権がキャラクターに

及ぶという裁判例もある(96)。これもきちんと契約していないために問題になったものであ

るが、ビジネスでは原画のキャラクタービジネスも含めてビジネスになっている場合 もあ

るので、解釈論でそういう点も少 し考慮する必要があると思われる。

(5)知 的財 産 の フ ァイナ ンス

知的財産の流動化等 という話題 も最近盛んで、経産省が旗振 りをして、特許の流動化の

モデルを作った。ただ、日本のシステムが知的財産のファイナンスに向いているのか とい

うと多少無理があ り、制度的な問題点 もある。たとえば、著作権は、ライセンス契約を登

録等により第三者に対抗する権利であるとする制度がなく、たとえ、対抗力のあるライセ

ンス契約に、破産管財人の解除権 を制約する立法がなされたとしても、保護を受けること

はできない。倒産隔離をするためには、著作権を信託 して、受託者 とライセンシーとの間

で、契約を結ぶ必要がある。あるいは、著作権についての信託的譲渡によるファイナンス

がなされたとして も、著作者人格権が著作者に残ることによって著作物の利用が制限され

る虞があり、ファイナンスへの不確定要素 となる虞がある。

さらに、登録制度が流動化に対応してないと問題が生 じるが、日本の制度は流動化など

というものを少 しも考えていない。そもそも、著作権の登録は、この時代に、著作権謀の

片隅で細々と管理 されている状態である。とてものことに、ファイナンスには耐えられな
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いo

また、特許権についても、その登録が即 日なされない という状況である。さらに、知的

財産でファイナンスをしようと思っても、特許庁に移転請求の手数料や登録免許税を払わ

なければいけないとなると、量が多いだけに金額 も無視できない。

信託の枠組みを使 う場合には、信託法、信託業法による規制を満たす必要が出てくる。

この場合にも、信託法、信託業法が、知的財産のファイナンスに適しているかどうかは疑

問なしとしない⑰。

(6)技 術 の 革 新 と特 許法

現在の特許法の骨格 は機械産業には、適しているものの、現代技術に適合しているかど

うかは疑わしい。

例えば、特許法には、明細書の記載に図面があるが、図面で一番 よくわかる特許は機械

で、機械の明細書を読んで図面 をみると、その機械を製作することができるかもしれない。

ところが、化学でいくら構造式を書いても、よくわか らないことがある。化学の特許では、

よく定性によって特定(た とえばPHが いくつか らい くつかなど)し ているが、開示の方

法自体が機械技術を念頭 においている。

コンピュータ ・ソフ トウェアはハー ドウェアを利用する発明だか ら特許の対象になると

いうのが、現在の特許庁の説明である。 しか し、ソフ トウェアというのは、ハー ドウェア

と分離できるところに特徴がある。以前の法制小委員会で、「ハー ドウェアが 自然法則を

利用 しているが、進歩性はソフ トウェアについてみる」 という特許庁の説明に対 して、あ

る委員が、「自然法則であるか どうかを決めるということと進歩性を判断するところがず

れているのは、おかしいのではないか」 と指摘 されている。

ハー ドウェアに特許性があるわけではないので、進歩性はソフ トウェアについてみざる

をえない。 しかし、ハー ドウェアを使うか ら自然法則 を利用 した発明であるとする説明か

らは、ずれというものが出て くる。そういう面では、特許法はだんだん時代遅れになって

きている。たとえばこの前の発明の実施規定の改正等では、いよいよ現行法が時代遅れに

なり、ソフ トウェアの発明でプログラムをオンラインで販売することが特許侵害でないと

いうことになると困るので、仕方なく部分的な対応がなされた。

たとえば、バイオテクノロジーの発明では生物 を寄託する制度に重みが置かれる。それ

一132一



を書面で開示するようになっている。それでは、 どこそこの土中にある何 とか微生物 とい

われてもその生物が どこにいるかわからないため、微生物そのものを寄託することで、開

示の要件 を満たすように制度を整備 しているな どは時代に合わせた制度の改正である。 も

っとも、寄託というのが例外的扱いということが時代にあっているのか、という疑問があ

る。
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〔注〕

(1)ビ ジネス ・モデ ル とい う用語 も用 い られ る(弁 理士 会 ソ フ トウェ ア委員 会 「ビ ジネスモ デ ル特許

の現 状 と課題」 パ テ ン ト53巻2号1頁(2000年)、 日本 経済 新 聞2000年3月15日 朝 刊9面 な ど)が 、

以前 か ら用 い られ てい るmethodofdoingbusinessの 訳語 と して 「ビジネ スの方法 」 を用い て いる

(中山信 弘教授 は 「ビジ ネス方 法」 とい う用語 を用 いて い る(「 特 許法 におけ る ビジネス方 法保 護 に

つ いて の基本 的 な考 え方」NBL703号6頁(2000年)。

(2)日 本経 済新 聞2000年1月28日 朝刊1面 、5月3日 朝刊1面 、7月30日 朝 刊1面 、10月12日 朝 刊1

面 、朝 日新 聞2000年7月21日 朝 刊1面 、 読売新 聞2000年2月8日 朝刊3面 、10月8日 朝 刊2面 、毎

日新 聞2000年7月25日 朝刊9面 、 産経新 聞2000年1月28日 朝刊1面 な ど

(3)知 的財 産戦 略本 部 「知 的財 産 の創 造、 保護 及び活 用 に関す る推 進 計画」(2003)3頁

(4)財 政 的 な措 置 を必要 とす る政策 につ いて は、「知 的財産 の創 造 、保 護及 び活用 に関す る推 進 計画 」

で も、 明確 な政策 と して示 され てい ない。

(5)中 山信 弘教 授 は 「IPバ ブル」 と評 して い る。 このバ ブ ル とい うこ とば の中 に は、泡 の ご と く中

身が ない とい う意 味 が含 まれて い るのか も知れ ない。

(6)知 的財産 に関す る訴 訟 は、 競争 上 の優 位 な地位 を得 るた め、 あ るい は損害賠 償請 求 に よって利 益

を実現 す る(日 本 で は、 損害 賠償 額 が低 いため、 損害賠 償請 求 訴訟 によっ て利益 を実現 す る こ とは

難 しいが)た め な どに行 わ れ るのが特 徴 であ る(同 じビジネス ロ ー に関わ る訴訟 であ る税 務 訴訟 と

は違 っ た側 面 を有 してい る。租税 訴 訟は、 国 に よる私 人 の財 産 の収 奪 か らの保護 とい う側 面 を有 し

て い る)。

これ まで も、 日本 は世 界 一の特 許大 国 であ り、 知 的財産法 の改正 も上 記 の ように行 われ、 知 的財

産法 の ビ ジネス におけ る役 割 は無視 で きな もの となって きて いた。

(7)KJ.ArrowEconomicWelfareandtheAllocationofResourceforInvention,NationalBureauof

EconomicResearch,TheRateandDirectionofInventiveActivity:EconomicandSocialFactors,

p.609(1962)な ど、 もっ と も、Arrow教 授 は特 許法 に対 して懐 疑 的 であ る。

(8)も っ とも、特 許法 が どの よ うな イ ンセ ンチ ィヴを技 術 開発 に与 え るのか、 適切 なイ ンセ ンチ ィヴ

を与 えるため に は どの よ うな制 度設 計 をすれ ば よいか は明 らかで は ないが 。

(9)特 許庁 総務部 総務 課工 業 所有 権制 度改 正審議 室 編 著 『サ ー ビス マー ク登 録 制度 逐条解 説 改

正 商標 法』(1992年)6頁

(10)日 本 の特許 出願 の審査 に関す る最 大 の問題 は、審査 遅延 であ り、1970年(昭 和45年)の 特 許 法改

正 に よる 出願公 開及 び審査 請求 制 度の創 設 も、審査 遅延 に対 す る対 策で あっ た。

(11)特 許 庁総務 部総 務課 制 度改正 審議 室 編 『平 成6年 改 正 平成8年 改正 平成10年 改正 工 業所

有権 法 の解説 』

(12)こ の改正 は、原 子核 に関す る発 明 につ い ての社 会 的拒 絶反 応 の現象 を反 映 した もの と思 われ る。

(13)裁 定実 施権 の規 定 の改 正 につ い ては、TRIPs協 定 の 一部 分 につ いて しか、条 文 の 修正 を しな か

ったた め、解釈 上 の 議論 が生 じて いる。TRIPs協 定31条(c)(f)(1)に 対 応 す る規 定 の改 正 を行

わ なか った(尾 嶋明 『逐 条解 説TRIPs協 定 』146頁)た め、解 釈 上 の論 議 の余 地 を残す こ とにな
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った。

(14)特 許庁 総 務部 総務課 制 度改正 審議 室 編 『平 成6年 改正 平 成8年 改 正 平 成10年 改正 工 業 所

有権 法 の解 説 』

(15)マ ドリ ッ ド協 定 に加 盟す るた め に も、 審査 の促進 が必 要で あ った。

(16)特 許庁 総 務 部総務課 制 度改正 審議 室 編 『平 成6年 改正 平 成8年 改 正 平成10年 改 正 工 業 所

有権 法 の解 説 』

(17)日 本 で は、 民法 の損 害賠 償の 原則 が、 侵 害 に よって侵 害者 に利益 が残 るこ と を認 め て い るた め、

少 しで も、そ の利益 の吐 き出 しを図 るた めに推 定規 定 の改正 が なされ た。

(18)1959年(昭 和34年)に 、 現行 意 匠法が 制 定 され る と きに も、1922年(大 正10年)法 を引 き継 い で

いる ところが 、特 許法等 に比べ る と大 きい。

(19)特 許 庁 総務 部総務 課制 度改正 審議 室 編 『平 成11年 改正 工 業所 有権 法 の解説 』

(20)こ の改 正 の時 の見 通 しの誤 りが 、現在 の未処 理 出願 の累積 問題 を非常 に深 刻 な もの として いる。

(21)し か しなが ら、不 正競 争防止 法 で は、 被 害者 へ の ドメイ ンネー ムの移 転 を命 じる こ とが で きない

とされた た め、紛争解 決 の ため には、 十分 とは いえ ない。

(22)特 許庁 総務 部総務 課制 度改正 審 議室 編 『平 成14年 改正 産 業財 産法 の解 説 』

(23)1967年 に設 立 された知 的財産 権 に関す る国際 専 門機 関で、パ リ条約、 ベ ル ヌ条 約 の 国際 事務 局 と

して 設立 されたBIRPIを 受 け継 いで いる 。

(24)そ の例 と して、 アメ リカ合衆 国 が意識 され てい るが、 実際 に アメ リ カの 大学 で の状況 を考 えて み

る と、大 きな役割 を期待 で きるか どうか は疑 問 であ る。

(25)利 益 追 求 を 目的 とす る企業 が知 的財 産 を重視 す るの は当然 で、 大学 とは本 質 的 に異 な る。

(26)ア メ リ カ合 衆 国で も、 バ イ ・ドール法 につ い ては、異 論が あ った。

(27)商 標 権 を侵 害 す る商 品 を不正 商 品(counterfeitinggoods)と い う

(28)著 作権 を侵 害 す る商 品 を海賊 商 品 とい う。

(29)審 査 情 報 の交換 には著 作権 法 の問題 が付 き纏 う。た とえば、特 許庁 に コ ンピ ュー タ ・ソ フ トウェ

ア ・デ ー タベ ース(CSDB)と い う審査 用 の デー タベ ース が あるが 、現 在、 その デ ー タの 一部 の み

公開 してい る とい う状 況 に過 ぎない。 特 許庁 内 で使用す るこ とにつ いて は、行 政庁 に おい て は複 製

して い い とい う こと、 オ ンラ イ ンで使 うの は同一構 内な らいい とい う こ と、 で認 め られ る もの と し

てい るが 、 これ を、情 報交換 で、 た とえば アメ リカ合衆 国 に公 開す る となる と、著 作権 法 上の 問題

がお きるお そ れがあ る。

(30)法 科大 学 院 にお ける教 育 は、六 法 を 中心 とす るべ く想 定 され てい る。 そ こで、知 的財 産 法の よ う

な周 辺科 目が どこかへ押 しや られて しま うこ とを危惧 し、 ビ ジネス ロー も大事 で ある とい うメ ッセ

ー ジが含 まれ てい る。

(31)こ の他 、 第2条 で、 「知 的財 産 権」 とい う言 葉が 認知 され てい る。従 来 は、 知 的財 産権 と知 的所

有権 とい う用語 が用 い られ て きた。所 有権 とは、 性格 を異 にす る とこ ろか ら、 知 的所有 権 とい う用

語 につ い ての 問題点が 指摘 され て きた。 この 規定 に よ り、用 語 の統一 が 図 られ るこ とは、 制度 の理

解 に資 す る もの と思 われ る。
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(32)産 業 競争 力 と知 的財 産 を考 え る研 究 会報告 書23頁

(33)営 業 秘密 につい て、刑事 手 続が行 われ る と、 営業秘 密 では な くなる こ とにな る。

(34)ElderdvAshcro]逢

(35)2003年 の 関税 定 率 法 の改 正 前 か ら問 題 と され て い る(尾 島 明 『逐 条 解 説TRIPS協 定』(1999

年)227頁)

(36)「 戦 略大 綱」 に基 づ き改 正 が行 わ れた事項 は除外 され てい る。

(37)特 許庁 『「人 間 を手術 、 治療 又 は診 断す る方法 」 の改 訂審査 基準 』(2003年8月)

(38)小 売 業 とい うの を、役務 と して取 り扱 わな い現状 の実務 は、 三越 で買 った虎 屋 の よ うか ん も、 高

島屋 で買 った虎 屋 の ようか ん も一 緒 だ とい う論 理で あ る。 しか し、 これ は明 らか にお か しい。三 越

で買 った虎 屋 の よ うか ん と高 島屋 で買 っ た虎 屋 の よ うか んは違 う。 もっ と極端 にい えば、 ブ ラ ン ド

の直営 店 で買 った ブ ラン ド物 とセ レク トシ ョ ップで買 ったブ ラ ン ド物 は違 う。 これが現 実 の商取 引

で ある。 この 点 につい ては、 まま制度 小委員 会 で も、 指摘 を されて い た ところ であ り、 今般 見直 し

が行 われ る こ とになっ た こ とは好 ま しい。

もっ とも、 そ もそ も、 商 品 と役務 とい うのが相 対化 して きて い る とい う問 題が あ る。 た とえ ば コ

ンピュー タ ・ソ フ トウェア をダ ウ ンロー ドす る とい う販売 方法 で ダウ ンロー ドした もの は商 品で あ

る と され て いるが 、ネ ッ トワー クサ ー ビス は役 務 とい うこ とにな って いるの で ある。

(39)意 匠 法 の検討 は、 まだ、始 ま って い ないが 、多 くの問題 が あ る。iMac事 件 で 、 ソー テ ック とい

うパ ソコ ンメー カーがiMacの デザ イ ンを模倣 した事 案が あ った。 本 来 は、 デザ イ ンを保 護 す る意

匠法 を問 題 とすべ きところ、 意 匠法 では保 護 で きない とい うこ とで不 正競 争 防止法 を根 拠 として、

デ ザイ ンを保 護 した。 この事 件 は、意 匠法 は何 の役 に立つ のか とい うこ とを問 う事 案 であ った。

意 匠法 とい うの は特徴 が あっ て、 た とえば特 許で は複 数 請求 項 とい う もの で さ まざまの 関連 した

もの を一 つ の特許 出願 でで きるが 、意 匠法 で は物品 が特定 され て、複 数 の請 求項 を認 めて いな いの

で 、デザ イ ン コンセ プ トを保 護す るこ とはで きない 。一つ のデ ザイ ンコ ンセ プ トで多 く商 品 を作 る

とい うい まの時代 のデザ イ ンに合 わない、 時代 遅れ の制度 となって い る。

(40)こ れ は、 ライセ ンサ ーが倒 産す る と、 ライ セ ンス 契約 の将来 に関 わ る部分 は、双 方未 履行 の双 務

契約 と して、 管財 人が解 除 をす る こ とが で きる とい う制度 に よって、 ライセ ンシーの使 用権 限が 不

安定 にな るとい う ことか ら きて い る。 もっ と も、知 的財産 権の ライ セ ンス だけ特別 にす る と、債 権

者 間の公 平が 問題 となるお それが あ る。倒 産 とい う極 限 的な状 況で、 ライセ ンシーの権 利 を優 先 す

るため に、他 の債権 者 の権 利 を犠 牲 にす る とい うこ との 問題で あ る。

(41)特 許 を受 ける権利 を特 許法 が認 め てい る に も関 わ らず、 行政庁 で あ る特 許庁 が 審査請 求 の抑制 な

ど とい う行政 指導 を行 う こ とに は、疑 問 を禁 じえ ない。

(42)特 許庁 『工 業所有 権行 政 の現状 と出願 の適正 化 平 成3年9月 』(1991年)

(43)特 許庁 『平 成11年 改正 工 業所有 権 法 の解 説 』

(44)審 査能 力 を大 き くしろ とい う議 論 もあ り、任 期付 きの審 査官 を採 用す る こと としてい る。これは、

公務 員 の総定 員 の削減 とい う国家 的 な方針 とのす りあ わせ に よる もで あるが 、構 造 的 な問題 もある。

いまの ように出願 が多 い状 況 に あ わせ て審査 機構 を大 き くした場 合、 将 来 出願が 半減 した ら余剰 人
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員 を どうするか とい う問題 が生 じる虞 が あ る。余 剰 人員 が生 じた場 合 に、 人員 削減 が で きれ ば よい

が、 そ れがで きなけ れば、 人員 超 過 は組織 を破壊 す る可能性 が あ るか らで あ る。

(45)審 査 請求期 間が短 縮 され る と、 審査 請求 が集 中す るこ とに なるの は、 理 の必然 で あ る。

(46)な お、現在 、早期 の実 施化 が行 われ る もの な どにつ いて、 早期 に審査 を行 う制 度 があ る。 この早

期 審査 で も特 別 な審 査料 が かか るわ けで はないた め、急 行料 金 を払 わ ない で急行 に乗 れ る よ うな仕

組 み に なってい る。 そ の利用 者 を拡 大 すべ きだ とす る議 論 もあ るが、 早期 審査 をや ればや るほ ど通

常 の審査 は遅 れ る とい う、 ち ぐは ぐな制 度 にな ってい る。

(47)も ちろん、発 明 を受 ける権 利 の使用 者 へ の原 始的 帰属 を認 め る とい う法 制度 もあ り、 発 明 を受 け

る権 利 の帰属 は、法 の本 質 に関 わ る問題 で はな く、 法政 策的 決定 に よる 問題 とい うべ きで あ ろ う。

(48)東 京高 判平成13年5月22日 平 成11年(ネ)第3208号

(49)東 京 地判 平成14年9月19日 平 成13年(ワ)第17772号 、東京 地 判 平成12年9月27日 平 成10年(ワ)

第7433号

(50)東 京 高判平 成6年7月20日 知 的財 産 例集26巻2号717頁

(51)東 京 高判平 成14年3月12日 平 成12(行 ケ)第336号

(52)東 京 高判平 成13年5月22日 平成11年(ネ)第3208号

(53)東 京 高判平 成13年5月22日 平成11年(ネ)第3208号

(54)大 阪 高裁平 成6年5月27日 平成05年(ネ)第723号

(55)こ の規定 につい て、包 括 的 に説 明 してい る もの として、中 山信 弘 『発 明者 権 の研 究』(1987年)が

あ る。

(56)中 山前掲書207頁 は、 この規 定 が労 働法 的色彩 を有 す る もの と して い る。

(57)後 述 の ように東京高 判平 成16年1月29日 平成14年(ネ)第6451号 は、 特許 法第35条 を労 働 法 とし

て捉 えてい る。

(58)こ の批 判は、特許法 が 労働 法 に よる労働 者 の保護 を超 えて、労働 者 に 「相 当の対価 」 を補償 して、

発 明者 にだけ イ ンセ ンチ ィ ヴを与 え てい るこ とに よ り、労働 者 間 の不 公平 を醸成 してい る こ とを示

して い る。

(59)中 山前掲書179頁 で は、 イ ンセ ンチ ィ ヴを与 えるた めの規定 と把握 され て いな い。

(60)田 村 善 之 柳 川範 之 「職務 発 明 の対 価 に関す る基 礎理論 的 な研 究」 民商 法雑 誌128巻4・5号447

頁 は、 イ ンセ ンチ ィヴを どの よ うに与 え るか とい う基本 的視 点 を基 に、分析 して い る。

(61)ワ ーキ ンググ ループ の主査 を産 業界 の 委員 が勤 めた こ とが、 そ の状 況 を如 実 に表 して い る。

(62)東 京 高判平 成13年5月22日(平 成11年(ネ)第3208号)

(63)横 山久芳 「職務発 明制度 の行方 」 ジ ュ リス ト1248号(2003年)36頁 な ど

(64)各 団体 の提案 は、 第8回 特 許制 度小 委員 会 で配 付 され た 「参考 資料 職務発 明関連 参考 資 料」 に

紹介 され てい る。

(65)審 議会 にお け る産業 界 の 委員 の 主張 は、「相 当 の対価 」 につ い て算 定 に 関わ る議 論 に終 始 し、特

許権 を原 始的 に使 用者 に帰 属 させ る法 人発 明へ の法改正 の主 張 は なされ なか った 。

(66)最 判平 成15年4月22日 平 成13年(受)第1256号 、 なお、 この判決 は、 「職務 発 明が され て お らず 、
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承継されるべき特許の内容や価値が具体化するまえに、あらかじめ、対価の額を確定的に定めるこ

とはできないことは明らかであって......これが許容されているものと解することはできない。」

としていると判示している。この判示によれば、一定額を機械的に定める勤務規則は意味を持たな

いということは明確であるが、譲渡時の一括払いそのものを否定しているとはいえない。この判示

からは、譲渡時の定額一律払いは否定されることになるので、譲渡時の一括払いをする場合にも、

それぞれの特許について、将来の期待利益を算定する必要があることになるが、それは実質上難し

いので、結果的には、実績補償を行う必要に迫られるのであろう。

(67)判 決に対して産業界から批判がなされているが、この事件において、被告である企業が 「相当の

対価」について、十分な主張立証を行っているか疑問なしとしない。

(68)報 告書案では、「相当の対価」という用語に嫌悪感を示す産業界の主張を配慮して、「対価」と 「相

当の対価」という用語を使い分けていた。

(69)東 京高判平成16年1月29日 平成14年(ネ)第6451号

(70)東 京地判平成16年1月30日 平成13年(ワ)第17772号

(71)東 京地判前掲注(70)で は、被告の提出した特許の利益についての会計事務所の鑑定について信

適性が疑わしいと、判示している。

(72)こ れらの事件の判決文だけからすると、被告である使用者が裁判所の 「相当の対価」の基準に合

わせた主張立証をおこなっていないような感じがする。裁判例が蓄積すればするほど、精緻な算定

方法の主張立証が必要となるのではなかろうか。もちろん、その原因が代理人にあるとは限らない。

代理人としては、裁判所の法理論に添った主張立証をしたくとも、当事者が欲しない場合もあるの

かもしれない。

(73)改 正案は、第4項 を削除した上で、第4項 「契約、勤務規則その他の定めにおいて前項の対価に

ついて定める場合には、対価を決定するための基準の策定に際して使用者等と従業者等との間で行

われる協議の状況、策定された当該基準の開示の状況、対価の算定について行われる従業者問うか

ら意見の聴取の状況等を考慮して、その定めたところにより対価を支払うことが不合理と認められ

るものであってはならない。」第5項 「前項の対価について定めがない場合又はその定めたところ

により対価支払うことが同項の規定により不合理と認められる場合には、第3項 の対価の額は、そ

の発明により使用者等が受けるべき利益の額、その発明に関連して使用者等が行う負担、貢献及び

従業者の処遇その他の事情を考慮して定めなければならない。」としている。

(74)さ らに見直しをして、使用者等への特許を受ける権利の原始的取得を定める法改正の余地が全く

なかったとは、思われないが。

(75)こ れまでの裁判例では、使用者等の 「受けるべき利益」は、実際に使用者等の得た利益が基準と

なっている。その額の算定にあたって、使用者等が支出してきた費用(例 えば、特許の出願に要す

る費用、特許の審査に支出された費用、拒絶査定取消審判 ・控訴の費用、無効審判請求 ・訴訟への

対応の費用、侵害訴訟に関する費用等々)が 、控除されなければならない。また、ライセンス料が

(包括クロスライセンス契約)を 含めて、「受けるべき利益」の算定の基礎とされているが、その考

えかたそのものに問題がある(田 村善之 柳川範之 前掲注(60)論 文も、このような算定方式に
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疑問 を投 げ掛 け てい る)。 これ らの 問題 につい て も、更 なる検 討 が必要 とさ れてい る。

(76)ヨ ーロ ッパ にお け る この取 扱 は ヨー ロッパ 特許 条 約に基 礎 を置 くもの であ り、 日本 の状 況 とは異

な ってい るこ とが 考慮 され ない で議論 が持 ち 出され てい る。 東京 高等 裁判所 の前掲 注(69)の 裁判

例 も、 ヨーロ ッパ 特 許条約 及 イ ギ リス、 フ ランス、 ドイ ツの 特許 法 な どを参 照 して い る。 しか しな

が ら、 ヨーロ ッパ 特 許条 約 はECの 特 許条 約 で はな いけ れ ど も、EC市 場 に お ける特 許 法 とい う性

格 を も有す る もので あ り、 イギ リス、 フラ ンス、 ドイ ツの特 許法 もこの条 約 に平灰 を あわせ る よ う

に規 定が なされ て いる ので あ る。 この ような前提 を有す る ヨー ロ ッパ 特許 条約 の規 定 を参 照 す る こ

とは適当 とは思 わ れな い。

(77)平 成12年(受)第580号

(78)平 成7年(オ)第1988号 民集51巻6号2299頁

(79)平 成10年(ワ)第16832号

(80)前 掲注(69)

(81)小 泉 直樹 「特 許法35条 の 適 用範 囲」 民商 法雑 誌128巻4・5号574頁 は、 「雇用 関係 の法 」 と性 質

決 定 し、 労務供 給他 の法 に よるべ き と してい る。

(82)権 利 の承 継 に関す る準 拠 法 は、特 許権 が移転 される基礎 とな って い る労働 契約の準 拠法 とい う こ

とにな る。 この点 で は、労 務供 給 地の法 と異 な らない こ とにな る。 ただ、 労働 契約 の準 拠法 が外 国

法であ る場合 に は、両 説 は、準 拠 法 を異 にす る こ とに な る。

(83)「 特許 法35条 は、特 許法 中 に規定 されてい る とはい え、我 が 国 におけ る従 業 者 と使 用者 との 間の

雇 用契約 上の利 害 関係 の調 整 を図 る強行 法規 であ る点 に注 目す る と、 特許 法 を構 成 す る と同 時 に労

働 法規 としての意 味 を も有 す る規 定で ある とい う とことが で きる。職 務発 明につ いっ ての規定 が こ

の ような もので あ る とす る と、 職務 発 明の譲 渡 につい ての 「相 当 の対 価」 は、 外 国の特 許 を受 け る

権利等 に 関す るもの も含 め て、 使用 者 と従 業 者が属 す る国 の産業 政 策 に基 づ き決定 された法律 に よ

り一・元 的 に決 定 され るべ き事柄 で あ り、 当該 特許 が登録 され る各 国に特 許法 を準拠 法 と して 決定 さ

れ るべ き事柄 で は ない」 と して いる。

(84)特 許 法 の労 働法 的色 彩 は 中山教 授 も認 め てい るけれ ど も、そ れ は、 外 国 において特 許 を受 け る権

利 につ い て も特 許法 弟35条 が適 用 され る とす る趣 旨で は ない。

(85)小 泉 前掲注(81)論 文576頁

(86)小 泉 前掲注(81)論 文572頁

(87)日 本 も、 かつ て は、 知 的財 産 の保護 に消極 的で あ った。 その ことを示 す格好 の事 例が プ ラー ゲ事

件で あ る。

(88)並 行 輸入 を認 め る ことに よって、不正 商 品が 日本 に入 りやす くなる環境 が 醸成 され る。並行 輸 入

が認 め られな けれ ば、税 関 当局 は、権利者 の許 諾の ない輸 入 をすべ て差 し止 める こ とがで きるので、

不正 商 品 も輸入 が差 し止 め られ る こ とになる。 また、並 行 輸入 品が 国内 で流 通す る ことに よって、

イ ンターネ ッ トの オー ク シ ョンサイ トで販売 してい る商 品が真性 商 品で あ るのか、不 正 商品 で あ る

のかが判 然 と しな くな り、 オ ーク シ ョンサ イ トにお ける不 正商 品 の販 売 を助 長 してい る。

(89)ヨ ー ロ ッパ で も、 一つ の市 場 であ る域 内 に対 して は並 行 輸入 を認 め るけ れ ども、 域外 は認 め ない
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(90)輸 入権を認めると、レコード業界がCDを 一枚2800円均一という一時代前に戻るマーケッティン

グをするのではないかとの危惧がある。これは、 レコード会社間のカルテルの問題であり、カルテ

ルの問題とレコー ドの輸入権の問題は、分けて考える必要がある。

(91)こ のような状況は時代の変化をさらに推し進める方向になされるばかりではない。情報関連技術

の発達により脅かされる産業が旧来の利益を維持するような主張、情報関連技術の発達と密接に関

連するインターネットの普及が変えつつある情報の流通に対して脅かされる産業の主張、産業構造

の変化によって衰退への道中にある企業の主張も引き続き強く、それらの利益の維持を目的とする

かのような改正もなされている。

(92)頻 繁な改正にも関わらず、その改正は必ずしも、時代に即応 したものになっていない場合がある。

その場合に、解釈で運用することも一つの方法である。法律家に残された大事な道には、実態に応

じた解釈をすることがある。たとえば、中古ビデオゲームに対する最高裁の判例があるが、これは

条文の解釈をかなり乗り越えたものである(最 判平成14年4月25日 民集56巻4号808頁)。 その結論

の妥当性には疑問がああるものの、実態に合わせた解釈をするという態度には時代に適合したもの

である。一方、特許法について、最高裁判所が、「測定方法の特許というのは単純方法だから成果

物に及ばない」と判示したのは、化学の特許の性質、化学技術の性質というものを本当に踏まえた

結論かは疑問残る(最 判平成11年4月16日 民集53巻4号627頁)。

(93)こ の制度は、交通事故のような一回性のものに対 しては妥当する。民法の損害賠償はいわば損害

をてん補するだけでよく、犯罪としては過失犯あるいは故意行為犯に従って刑罰規定で抑制する。

事故を起こそうとして走っている人はいないから、刑罰規定その他による規制が効果的でありえる。

(94)斉 藤博 『著作権法』49頁ほか

(95)大 阪地判平成13年8月30日 平成12年(ワ)第10231号

(96)東 京高判平成14年10月2日 平成14年(ネ)第1911号

(97)知 的財産権を信託の対象とする信託業法の改正案により、多少事態は改善されるかもしれないが。
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1は じめ に

1ア メリカ合衆 国では、ブ ッシュ政権 にか わ り、それまで好況であ った経済が落 ち込みつ

つある とされ てい る。本 稿 では、2001年 か ら2003年 にか けて、減税 政策 を実施 して きた最 近

のアメ リカの ブ ッシュ政権 における租税 政 策(税 制改革)を み てみたい と思 う。アメ リカの

税制改革 につ いては、わが国で も、経済財政 諮問会議 や内閣府 におい て注 目されて いるが、

それは、1980年 代 の レーガ ン税制(TheEconomicRecoveryTaxActof1981,ERTA)

に もさか のぼる ものである。 レーガン税 制改革 につ いては、1986年 の大改革 も有名 である

が、今後、そ の検証 と歴 史的位置付 け を行 ってい くこ とが重要であ ると考 えられ る。他方

で、現在進みつつ あるブ ッシュ政権 にお ける税 制改革 とその背 景 を見てお くこ ともひ じょ

うに大切 である。 アメ リカの税制改正 は、他 の諸 国に も波及す ることが多いか らで ある。

は じめに、 わが国の税 制改革 に関す る中期答 申に言及 しつつ、わが国で も紹 介 されたア

メ リカ経 済の認識 と見通 しにつ いて述べ、 ブ ッシュ政権 にお ける税 制改革の内容 につ いて

検討 したい と思 う。後述 する内閣府の報告書 を参照 した ところも少 な くない。

2わ が国の税制調査会中期答申の位置づけ

政府税制調査会では、この6月 に、「少子高齢社会における税制のあ り方」 と称する中

期答申(以 下 「中期答 申」)を 公にした。それまで、税制調査会では、2002年6月 に 「あ

るべ き税制の構築 に向けた基本方針」(以 下 「基本方針」)と する税制改革の基本方針を示

し、平成10年 以来の経済対策を優先し、所得税の最高税率引き下げ(50%か ら37%)、 な

らびに 「恒久的減税」、および法人税の37.5%か ら30%ま での税率引き下げを行 った結果、

歳入が50兆 円を割 ってしまったという事情を重視 し、基幹税 としての所得税 を改善 し、中

長期的視点から持続的経済社会の活性化を目標 とすることを明らかにしていた。そ して、

2003年度の税制改正においては、平成15年 度答申に基づき、所得控除の見直 しを行い、従

来から配偶者の社会的進出、 とりわけ男女共同参画社会の理念 を損ねるとして配偶者特別

控除の上乗せ部分の廃止 を行い、さらに、消費税の問題であった小規模事業者の特例を、

それまでの売上高3000万 円を1000万 円に引き下げ、また、簡易課税 も売上高2億 円か ら5000

万円に引き下げた。さらには、企業課税である事業税の外形標準化を行 うことが法制化 さ

れたのである。
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このような基幹税 としての所得税ならびに消費税の見直 しとともに、経済政策的減税 と

しては、経済界の一部には法人税率のさらなる引 き下げも主張されていたが、平成15年 度

答申において、政府税制調査会では、政策税制の集中 ・重点化を提案 し、いわゆる租税特

別措置としての研究開発減税 ・設備投資減税を行うこととしたのである。

今 回の中期答 申は、「基本方針」の方向に沿って、さらに、今後10年 程度のわが国の社

会を見通して税制の在 り方を検討したものである。

3中 期答申の目標 と内容

(1)既 に述べたように、今回の 「中期答申」にあたっては、2003年1月 の小泉首相より

「少子 ・高齢社会を支える税制」等の指示を受けているものの、昨年明らかにされた 「基

本方針」の延長線にあるものと理解することができる。かつて、平成11年 度の税制改正に

おいて、当時の小渕首相 は、財政再建 と経済政策 とについて、「二兎を追 う者は一兎を得

ず」 と判断し、所得税 ・法人税の減税 を優先 したのであるが、その後5年 間において、そ

の経済政策的効果が現れたとはいえない状況である。また、減税 にあた り、税制調査会で

は、「将来の架け橋」であると認識 してきたことも考慮 されなければならない。

なお、アメリカ合衆国のブッシュ政権においては、共和党色 を全面的に打ち出し、2001

年以来、雇用 と経済成長のために、「経済成長のためのパ ッケージ」 として包括 した減税

を提案してきているが、個人所得税率については、課税最低限である最低税率を、従来の

15%か ら10%に 引 き下げる外、法人課税については、受取配当非課税措置の採用を提案 し

たものの、個別的誘因措置(イ ンセンチィヴ)を 数多 く提案 しつつ、法人税率の引き下げ

の提案は行われなかった。2003年 の税制改正では、受取配当非課税措置を除き、所得税の

税率引き下げの前倒 し的実施 と、誘因措置の導入が決められている。法人税率の引き下げ

には言及していない。

(2)本 中期答申の目標には、今後一層進展する少子高齢社会において活力ある税制をい

かに構築してゆくか、特に、ス トック化の進むなかで金融資産の効率的活用についてどう

考えるか、年金 ・医療 ・介護給付 を支える財政をどう考えるかということがある。そこで、

財政におけるプライマリーバランスの均衡化のため、行財政改革 を断行 し、公的部門の効

率化 を図ることが 目標 とされているのである。さらに、地方分権の推進のため、今後の地

方自治体の自己責任が期待 されている。
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(3)「 中期答 申」においては、今後の 「少子高齢社会における税制のあ り方」を中心に

おいてお り、年金課税の見直 し、 さらに、従来の老年者の位置づけに対する認識を再検討

し、国民年金 ・厚生年金や遺族年金等、支給年金のみの受給者 と、高齢者であっても所得

収入のある者を区別するという基本に立ち、年金ゆえに税負担能力がないとする旧来の考

え方を改めたことに特色があると思われる。この点については、詳細な解説が ともなわな

いと、弱者切 り捨てという誤解 をもたれやすい。支給年金を含め、所得税の人的控除や所

得控除、さらには非課税所得などの見直 しを行い、年金生活者である一般の高齢者には、

公的年金等控除といった措置を設けるまでもなく、人的控除のみでも非課税 とされるよう

な計算の仕組みに改めるべきであるという意味であると思われる。さらに、所得税の人的

控除 ・所得控除 ・非課税所得 などの見直 しを行いつつ、税額控除としての児童控除の創設

が提案 されている。これは、少子化 による育児コス トの問題 を重視 しつつ、配偶者の社会

進出をも考慮 したものと思われるが、アメリカ合衆国においても認められてきてお り、 し

かも、2003年 のブッシュ政権の税制改革においても、前倒 しで、その控除額の拡大を行 う

ものとされてお り、わが国において も、所得控除の見直し ・整理とともに、今後の課題で

あると思われる。「中期答 申」は、中長期的視野のもとで、いいかえると10年後 までを視

野に入れた税制改正を考えているが、アメリカの税制改正にみられるように、10年 間をか

けて段階的に金額を改めてゆく立法の手法 も考えてよいと思われる。

皿 アメリカ経済の動向

(1)米 商務省 は6月27日 、5月 の個人消 費支出が季節調整 済み年換算で7兆5752億 ドル

とな り、前 月比0.1%増 加 した と発表 した。4月 は0.1%増(当 初発 表 は0.1%減)に 上 方

修正 された。消費支出は3カ 月連続 の増加 で、イラク戦の前後 も個人消費が底堅 く推移 し

て いた ことが確認 された(時 事通信)。 さ らに、米商務省が発 表 した5月 の個 人所得(季

節調整済み、年率)は 前 月比0.3%増 加 、個 人消費支 出は前月比0.1%増 加 した と公 に伝 え

た。 ロイ ター通信が ま とめ たエ コノ ミス ト予想 は、個 人所得 が0.3%の 増加、個 人消費支

出 は0.2%の 増加 だった[ワ シ ン トン27日 ロイター]。また、[ワ シ ン トン26日 時事]で

は、米商務省 が26日 発表 した今年 第1・ 四半期(1～3月)の 実質GDP(国 内総生産)確

定値 は、季節調整後の年率換算 で前期 比1.4%増 となった。前月発表の改定値 は1.9%増 だ
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ったが、在庫積み増 し額の下振れなどで大 きく下方修正 され、前期 と同じ伸び率にとどま

ったと報 じている。

(2)財 務省財務総合研究所 における国際シンポジウム(平 成15年4月8日)に おいて、

グレン ・ババー ド前米国大統領経済諮問委員会委員長、コロンビア大学教授 は、「アメリ

カ経済の現状 と見通し一2003年経済諮問委員会年次報告を中心に」として、以下の見解を

明らかにした。

1)ま ず、ババー ド教授は、アメリカ経済全体については、以下のように述べている。

一今回のシンポジウムは、 日米両国経済および世界経済にとって非常に重要な意味

を持つ。日本国内での議論にとって刺激になると同時に、 これを受けてアメリカも

アメリカ経済のことについて じっ くり考えるいい機会になるだろう。

一イラク戦争に対する関心は、経済の観点か らみて、大 き過 ぎる面 と小 さ過 ぎる面

がある。

一戦争が終結 しこの向かい風がなくなれば
、経済の問題 も全て解決すると主張する

人が一部にいるが、これは極論ではないか。戦争以外の要素 を軽視すべ きではない。

一ブッシュ大統領は戦争が経済に与える影響を踏まえて税制改正法案を提出してお

り、 この法案の行方によってアメリカ経済や世界経済は大 きな影響を受ける可能性

がある。この観点からは戦争に注 目する必要があり、その意味では戦争に対する関

心が足 りないともいえる。

一アメリカ経済は短期的には下ぶれリスクがある
。家計の消費は現在強 く、今後 も

堅調に推移するだろう。住宅価格は堅調であり、株価 も安定 して きたか らである。

一方
、企業の設備投資はまだ十分 に回復 しておらず、今後も不安が残る。

情報通信分野では過剰設備の状態がまだ解消されていない。

一アメリカ経済はこの20年 間好調に推移 してきた
。これは、民間の活力が強く、ま

た金融政策、減税、規制緩和等が有効に機能してきたからである。

一生産性の伸 びが90年代後半以降持続的に高かったのは
、IT部 門における技術革

新 だけでな く、ITを 利用する部門における生産性の伸びも高水準で推移 したから

である。技術的にはアメリカも日本や欧州 と大差ないが、IT利 用の面で違いがあ
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ったのではないか。

2)さ らに、ババー ド教授は、財政における税制のあり方については、以下のよう

に、税制の方針を述べている。大統領が提案 している財政政策に関 しては、3つ の

要素がある。①個人再雇用勘定の創設であり、これは失業手当をどれ くらいの期間

払い続けるべ きかという視点による。この期間が長す ぎれば失業を助長することに

なり、短す ぎれば生活の安定が図れな くなる。②2001年 に通過した減税法案のスケ

ジュールを前倒 しで実施 しようというものである。③法人所得 に対する二重課税 を

撤廃 しようというものであ り、これは投資に好影響を与えると考えられる。

一大統領の減税政策に対 しては批判 もある。1つ は財政赤字の拡大は問題だとの批

判である。確かに、減税 を実施すれば短期的には財政赤字が拡大する。 しか し、長

期的にみて大きな問題にはならない。また、富裕層だけを優遇 し不公平ではないか

との批判 もある。しかし、減税案には低所得層に対する配慮もあり、一概に不公平

であるとはいえない。

一ババー ド教授はアメリカ経済の将来について楽観的にみている。アメリカ経済に

はリスクテイキングの考え方や制度が内在 してお り、ダイナ ミズムがあるからであ

る。 しかし今後は、新 しい改革 も必要であり、特に資本市場における信頼感の回復

が重要である。また、短期的には下ぶれリスクがあるため、積極的な財政政策をと

っていかなければならないだろう。

皿 ブッシュ政権 における税制改正

1は じめ に

上に見た内閣府の報告書では、財政再建努力の結果、アメリカ合衆国の一般政府財政収

支は98年 には黒字に転 じ、2000年 の大統領選挙では財政黒字の使途が争点となったとして

いる。そ して、2001年 に就任したブッシュ大統領は、財政黒字は非効率な政府支出の拡大

を許すため、むしろ将来の成長をもたらす減税 にまわすことが望 ましいとの考え方に立っ

た。その結果、同年6月 には、経済成長 と租税軽減調整法(EGTRRA)が 成立 し、個人

所得税減税 を中心に10年 間で約1兆3,500億 ドル規模 となる減税が実施に移 された。
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しかしながら、こうした減税による支出抑制の方法に対 しては、財政改革による手法より

もリスクが大 きいとの批判もある。

2001年 の減税計画は、新たに軽減税率区分を設けるとともに、従来の税率区分の税率を

2006年 までに徐々に引き下げるなど、税負担軽減による経済の活性化を図ったものであり、

81年 の税制改革と性格 を共有 している。ただ し、減税は中長期的な計画 として実施されて

お り、短期的な効果のみならず中長期的にも活力を高めることをねらいとしている。

なお、2001年 の厳 しい経済情勢を踏まえて翌年3月 にまとめられた 「景気刺激パッケー

ジ」 は、時限的措置として、取得設備に対する追加的な30%の 特別減価償却を認めるなど、

81年の税制改革と同様に投資刺激 による経済活性化策を含んでいる。

22001年 経 済 成 長 と租 税 軽 減 法

(EconomicGrowthandTaxReliefReconciliationActof2001、EGTRRA)

(1)税 率構 造の引 き下 げ

A個 人所得税 率の引 き下 げ

個 人所得税 率 を、現在 の、15%、28%、31%、36%、39.6%に 加 えて、10%の ブラケ

ッ トを設 け、2008年 まで に、2001年 以降、段 階的 に、ブ ラケ ッ トの金額 を上 げてゆ く。

連邦議会 は、現在 の個人所得税率 が高す ぎ、それが勤労意欲、貯蓄 ・投資意欲 に

対 す るイ ンセ ンチィヴを損 ねている とす るのであ る。 さらに、租税 専 門家 の意見 に

よれ ば、高 い所得税 率 は、 国民 の納税協力 をも損 ねる とされたのであ る。 また、課

税 最低 限を10%と す ることは、低所得者へ の救 済 となるとされ る。

B個 別控除に対する限度額の段階的廃止

現行法では、概算控除か個別控除を選択するもの とされているが、 この制度は複

雑であ り、2006年 から2009年 にかけて、段階的に廃止されていくものとされる

C人 的控除の制限の段階的廃止

現行法では、一定の所得階層 より上の者には、所得金額に応 じて、人的控除の制

限を設けている。連邦議会は、このような制限は、複雑であり、また、税負担を引

き上げているとして、段階的に廃止 してい くとした。
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(2)児 童税額控除等

A連 邦議会 は、児 童税 額控 除が、家庭 にお いて、養 育のため重要 であ ると して、

その引 き上 げをす る こととした。2001年 か ら2010年 にかけて、段 階的 に、600ド ル、

700ド ル、800ド ル、1000ド ルまで とされ る。

B養 子をもつことによる税額控除及び非課税限度額の引き上げを行 う。

C扶 養家族に対す る税額控除

扶養家族に対する税額控除 として、就業にかかる費用の30%の 税額控除が認めら

れていた(一 人につ き、最高720ド ル)が 、その引き上げが認められた。35%ま で

として、限度額は、1050ド ルとされた。

(3)婚 姻に対 するペナルテ ィの救済

A連 邦 議会 は、働 く二人 の者が結婚 する と、合 算 申告 を選択 す る場合、現 在 の税率

表の もとでは、以前 よ りも税負担が増加 して しまうことになる。連邦議会 は、同居

す るカ ップル には等 しい税負担 となるように、合算 申告 を選択す る夫婦 に対 する標

準控 除(standarddeduction)を 増額す るこ ととした。標 準控除の増額 は、2005年か

ら2009年 まで段 階的 に行 い、2009年 以降 は200ド ル となるようにする もの とされた。

B合 算申告 を選択する夫婦については、15%の ブラケッ トの所得金額 を拡大する

こととした。それにより、大方の夫婦のペナルティは除かれるものとされた。

C勤 労所得控 除(EarnedIncomeCredit)

勤労所得控 除は、 低所得層の納税者 に認め られるが、婚姻 して個 別 申告 を行 う者

には認め られていない。連邦 議会 は、合 算 申告 を選択す る夫婦 について、勤労所得

控除 を、2002年 か ら2008年 にかけて、段 階的 に増額 し、1000ド ルか ら3000ド ルまで

引 き上げる もの とされ る。

(4)そ の他 、2001年 の税 制改正 では、有名 な相続 税の段 階的廃止 が採用 されている。
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32002年 雇 用 創 出 と勤 労 者 助 成 に 関 す る 税 制 改 正 法

(JobCreationandWorkerAssistanceActof2002)

A特 定の財産 に対 する特別償却

いわゆる原価 回収 制度(AcceleratedCostRecoverySyste阻ACRS)を 修正 し

た、MACRS制 度が ある。 また、 コンピュー タソフ トウエアな どで少額の もの につ

いては、購入年 度 に償却 するこ とが認め られている。連邦議会 は、経 済の回復 と成

長 のため、適格 資産 については、初年度 につ いて加速償却 を認めるこ ととしたので

ある。 それに よると、適格財 産につ いて は、取得価額の30%を 、初年度 に費用化 さ

れる もの とされ る。

B純 損失の5年 繰 り戻 し

現行法では、純損失については、2年 間の繰 り戻 しと20年の繰越控除が認められ

ている。連邦議会は、経済の景気 と予測できない金融上の損失に対 して、事業所得

を調整できるように、2001年 と2002年 については、純損失の5年 繰 り戻 しを認める

こととした。

42003年 税 制 改 正

(1)は じめに

先に、マスコミでも注 目を集めた2003年 ブッシュ政権減税策は、特に、株主の受取配当

を非課税 とする ドラスティックな提案であった。上にみた当時の経済諮問委員長のババー

ド教授は、財政における税制のあり方については、以下のように、税制の方針を述べてい

る。大統領が提案 している財政政策に関しては、上述 したように3つ の要素がある。①個

人再雇用勘定の創設であ り、これは失業手当をどれ くらいの期間払い続けるべ きか という

視点による。この期間が長すぎれば失業を助長することになり、短すぎれば生活の安定が

図れな くなる。②2001年 に通過した減税法案のスケジュールを前倒しで実施 しようという

ものである。③法人所得 に対する二重課税 を撤廃 しようというものであり、 これは投資に

好影響 を与えると考えられるとしている。

本叢書 「トラス ト60」において、筆者は、1992年 のアメリカ財務省の 「法人税 と所得税

との統合」という報告書を紹介したが、その当時、報告書の執筆にあたったのが、財務省
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に勤務 してい たババ ー ド教授 であ った とされてお り、今 回の2003年 ブ ッシュ政権減税策 に

おいて、再び、検討 され たこ とは疑 いがない。 しか しなが ら、後述す るように、今 回 の税

制改正 において は、受取配当非課税 措置 は、連邦議 会 におい て、上院、下院 に分 かれ て議

論 され、結局、両院合 同租税委員会(TheJointCommitteeonTaxation)に おいて、合

意 に至 ってい る。`JobsandGrowthReconciliationTaxActof2003'で ある。 報告 書 は、

上 院、下院、合 同委 員会、いずれ にお いて も、300頁 にのぼる膨大 な ものであ るが、 ブ ッ

シュ政権 における経 済政策の観点に焦点 をあてて検討 したい と思 う。

(2)大 統領提案

1)「 経済成長パ ッケー ジ」

1`DescriptionofRevenueProvisionsContainedinthePresidents'FiscalYear2004

BudgetProposal',PreparedbytheSta旺oftheJointCommitteeonTaxation,March

2003,(108thCongress,1stsession)に おいて、当初の租税 立法改正にあた り、ブ ッシュ

政権 の税制改正の意 図が公 に されてい る。それ による と、ブッシュ政権 は、「経 済成長パ ッケ

ージ」(EconomicGrowthPackage)と 名づ けた経 済成長のための措 置をパ ッケージ として

まとめてい る。い わば、経済政策的に租税誘 因措置 を利用 す ることを意 図 していた もの と思

われる。そのパ ッケー ジに含 まれた政策減税 のための特別措置 とは、以下 の ものであった。

A個 人所得税 税率 の加速的引 き下 げ

B婚 姻 に対 す るペナルテ ィの救済措置 の加速 『前倒 し』

C児 童税額控 除の加速

D法 人利益 に対 する二重課税 の廃止

E179条 に よる費用化 の拡大

A個 人所得税税率 の加速的 引き下 げ

2003年 度 における個人所得税率 は、簡単にいえば、10、15、27、30、35、38.6%の 税 率

であ り、超過 累進税率 が採用 されてい る。税率 表 は、夫婦 、単身者、合算 申告 の夫婦 にわ

かれて、異 なるブ ラケ ッ トの もとで、規定 されてい る。大統領提案 では、この最低税率10%

の適用 され る課税最低 限につ いて、2008年12月 以降の年 において、物価指数 に対 して調整

(indexation)す ることを提 案 した。
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さ らに、2003年 に適用 され る税 率 は、先 に実施 された2001年 度 の税制改正(TaxRelief

ReconcniationActof2001(EGTRRA)に よる ものであるが、 この改正以前の税率 は、

15、28、31、36、39.6%で あ った。

また、EGTRRAで は、2001年 よ り、他の ブラケ ッ トにつ いて も、徐 々 に税率 の引 き下

げ を行 い、2003年 時点 にお ける10、15、27、30、35、38.6%に つ いて も、段 階的に引 き下

げ を行 い、2004年 一2005年 につ いては、26、29、34、37.6%ま で引 き下 げ、2006年 一2007

年 には、25、28、33、35%ま で引 き下げ るもの とされていた。2003年 の大統領提案 では、

2001年 の改正 につ い て、10%の 課税最低 限のindexationを 加速 す るこ とを提案 した。 さ

らに、2003年 以 降は、他 の税 率 について も改正 を加速 し、2003年 以後は、10、15、25、28、

33と する改正案 を提 出 したのである。

さらに、課税最低 限 となる15%の ブラケッ トの範 囲の拡大 も、2003年 に前倒 しす るもの

と提案 された。

税率及び課税最低 限は、 累進税率 に大 き くかかわ る問題で あるが、適正 な累進 を判断す

ることは きわめて困難 である とされる。 したが って、10%の 課税 最低限はそれ ほ ど累進性

には影響 を及ぼさない とも指摘 されている。

後述す るが、両 院合 同委 員会の協議会 にお いて も了承 され るに至 っている。

B婚 姻 に対 するペ ナル テ ィの救済措置の加速(前 倒 し)

現行法の もとでは、夫婦 世帯の所得税 は、合算 して も、単独 に申告 して も、単 身者ふ た

りの所得税負担 よ りも重 くな り、そのため、婚姻 に対す るペ ナルティといわれていた。 そ

こで、2001年 のEGTRRAに おいて は、合算 申告 をす る夫婦 世 帯 につ いて は、標 準控 除

(Standarddeduction)を 増 額す る もの と され た。2003年 改 正 案 で は、 この標 準 控 除

(Standarddeduc60n)の 引 き上 げを2003年 か ら行 う提案 を した。

婚姻 に対す る中立性 や、世帯 間の公平な ど、おお きな論点で ある。特 に、夫婦世 帯で も、

片稼 ぎと共稼 ぎとで は、 どの ように取 り扱 うか とい うこ とは大 きな問題 である。

この婚姻 に対す るペナ ルテ ィの救済措置の加速(前 倒 し)に ついては、後述す る両院合

同委員会 にお いて も了承 されるに至 ってい る。

C児 童税額控除
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2003年 にお いて は、夫婦合算 して110,000ド ル以下 な ど一定 の適格 要件 をみ たす個 人 に

ついて は、17歳 未満 の児童 に対 し、600ド ルの税額控 除が認 め られ る。 この児 童税額 控除

は、2010年 までに段 階的に引 き上 げ1000ド ル とす ることとされて いるが、2003年 か ら行 う

提案 を した。

従来 の児童税額控 除 につい ては、金額が少 なす ぎて、子育ての コス トをカバ ー していな

い とい う議論が あ る。 これに対 しては、子育 ての コス トは、すべ て を公の費用 と考 えるの

は適 当で はない とい う考 え方があ る。

この ように、2001年 の税制改正 では、将来的 な減税で あ り、実効性 に乏 しい として、2003

年か ら開始 す るもの としたのである。児童税 額控 除については、後述 する両院合 同委員会

において も了承 された。

D法 人利益 に対する二重課税の廃止

i)現 行法人税のもとでは、法人の所得は法人 に課税され、さらに、株主の段階で課税

される。株主の受け取 る法人利益 には、法人税を課された利益のみな らず、法人段階で非

課税の もの も含 まれる。他方で、法人間の受取配当では、70%の 控除が認められるため、

濫用されることが少な くない。

改正案では、法人税 を支払った部分からの分配については、EDA(ExcludableDividend

Amount)と 呼ばれる、法人段階で課税済の利益以外か らの分配のみに課税することにす

るというものである。

さらに、株主は、その株式の取得価額について、法人段階で課税済の部分の割合につい

て、取得価額の調整を行うものとされる。株式の譲渡の段階で、法人段階で課税された利

益について、キャピタル ・ゲインとして、再度、課税されるおそれがあるからである。EDA

とは、還付されない法人税額を超過する、年度にかかわらず、すべての支払い法人税である。

この株主が受け取る配当の非課税部分は、総所得 〔grossincome〕 には算入 されないも

のとされる。その配当の非課税部分 というのは、その課税年度において支払われた配当総

額に対するEDAの 金額に対応する部分 である。EDAと は、通常、課税 された法人の総

所得のうち、支払い法人税額 を控除した金額である。

さらに、株主は、EDAが 当該株主 に支払われた配当を超える部分 について、その株式

の取得価額 を増加することが認められるのである。このことは、1992年 の財務省報告書に
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詳細 に論 じられているので、以下 に引用 してお く。

ii)受 取配当非課税方式の仕組み

a)受 取配当非課税方式は、現行制度に若干の変更を加えるだけで、方針の多 くを実現

できるとしている。この方式の利点は、その簡素性にある。受取配当非課税方式のもとで

は、法人税は従来どおり計算 される。しかし配当については、現行法と同 じく計算される

が、法人税を課された部分に対応する限度で、受取配当は非課税 となるのである。この方

式で は、法人は、株主段 階で非課税 となる配当の勘 定 ・金額(ExcludableDividend

AmountsEDA)を 設けるべ きであるとされるのである。そこで、受取配当非課税方式で

は、法人利益の内部留保部分について も配当部分についても同一の法人税率が適用される

一方、課税 された法人所得か ら分配される配当は非課税 となる。配当が、後の課税年度に

なされた場合には、その時点で、EDAに 含まれるとされるのである。

b)(非 課税株主)受 取配当非課税方式では、非課税株主か ら拠出された資本か ら稼得

される法人所得にも課税 される。非課税団体による株式投資から生ずる所得は、法人レベ

ルで課税 されるが、分配された場合には非課税となる。

c)(法 人株主)法 人株主はその受取配当を法人所得から除外するとともに、EDAに 加える。

d)(租 税優遇措置)受 取配当非課税方式のもとでも現行法の租税優遇措置は残される。

しか し租税優遇措置を株主 レベルにも拡大することを避けるため、株主は、法人税を課さ

れた所得か らなされた配当のみを非課税 とされるのである。そこで租税優遇措置の適用さ

れた法人所得から分配 された配当については課税される。計算の仕組みとしては、EDA

を超 える分配について課税することになるのである。

e)(国 外源泉所得)外 国税額控除ならびに間接外国税額控除制度は維持 されるが、EDA

の計算にあたって外国法人税 はアメリカ合衆国の法人税と同 じくは扱われない。外国税額控除

により課税 を免れた外国所得の分配は株主 レベルで非課税 とはされるべ きでないとする。

f)(外 国株主)配 当については現行法の30%の 源泉課税 を維持する。さらに、支店利益

税 も残す。そこで合衆国への投資については2段 階の課税がなされる。

g)(か く乱への影響)受 取配当非課税方式のもとでは、配当については法人税のみが

適用されるので、自己資本 と借入資本、さらには法人企業 と非法人企業 との課税上の相違

は少なくなるものとされる。他方で、配当政策については、現行法では分配を抑制するの
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とは逆 のイ ンセ ンチィヴとなる と思われ る。

茄)非 課税配当の制限

a)現 行法をもとに受取配当非課税方式を採用することは、非課税株主、国外源泉所得、

さらに法人における租税優遇措置について特別の考慮が必要になる。法人段階で課税 され

ない所得が株主段階でも除外されてしまう恐れがあるか らである。

受取配当非課税方式では、まず法人税の課税済み所得から分配がなされるものとされる。

租税優遇措置の適用される法人所得や国外源泉所得について法人があ らたに課税されるこ

とになるのではなく、法人税の課されない所得は、株主段階で課税 されるものとされること

になる。この受取配当非課税方式のもとで、法人がまず課税済み所得から配当をしたことに

されることにより、法人は、現行と同様の配当政策を維持できる。国外源泉所得や優遇所得が

ある場合で もその課税は株主段階でなされるので法人は配当政策を継続できるのである。

なお、受取配当非課税方式で も法人のミニマム ・タックスは維持され、租税優遇措置を

多 く利用する法人に適用される。

b)EDA法 人が配当を課税済み所得から分配 したかどうかを確定するためにEDAが

設けられる。EDAが0に なると、株主 は配当について課税 される。法人は株主の課税 さ

れるレベルについて、株主及び歳入庁 に届け出るものとされる。

EDA=合 衆国法人税 ÷法人税率 一合衆国法人税

例えば、$100の 法人所得のうち、$75が 課税所得であり、$25が 非課税所得であ り、

法人税が$25.50で あるとすると、配当可能利益 は$7▲50で ある。EDAは 、25.50/0.34

-25 .50=49.50で ある。そこで、49.50を 超える配当については株主段階で課税 されるこ

とになる。

c)(法 人株主)法 人の受取配当は現行法では控除が認められるが、受取配当非課税方式

では、EDAか ら分配される限 りは、法人株主でも非課税 とされる。さらに受取法人につ

いても受取配当をそのEDAに 含める。なおEDAを 超える配当については、現行法 と同

様の受取配当控除(70%な いし80%)が 認められる。

iv)利 益 の留保による取得価額修正

a)課 税年度において、EDAが 、法人の支払った配当総額を超える場合には、株主は、
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その株式 の取得 価額 を引 き上 げる ことが認 め られ る。それ は、EDAが 法 人の支払 った配

当を超 える部分 の うち、 当該株 式 に対応す る部分である。

b)法 人 は、配 当による株式の取得価額修 正 を した場合 には、 累積 した留保 利益 による

取得価額修正(cumulativeretainedbasisadjustmentaccountCREBAA)を 維持す るこ

とが要 求 され る。CREBAAの 金額 とは、前 年度の株式取得価額 に配分 した累積額 よ り分

配 した金額 を控 除 した金額 であ る。EDAを 超 える金額で あって も、CREBAAの 金 額の

限度 において、分配 は、配当 とはみ られない もの とされ る。その代 わ り、当該分配は、株

主の株 式取得価額 を減少 させ るのである。

た とえば、法人Xが 、唯一の株 主Aの み である場合、最初 の課税 年度 において、Xは

100ド ルの所 得が あった とす る。第2年 度 において、 申告 に よ り、法 人税率35%に つ き、

35ド ルの申告 を行 う。 この例 によ り、他 のすべての課税年度 について は、Xは 、損益 を生

じない もの とす る。第3年 度の1月 におい て、Xは 、EDAと して65ド ル を有 す る。35÷

0.35-35=65で あ るか らであ る。 第3年 度 にお いて、Xは 、配 当 の支 払 い をせ ず、Aの

取得 価額 に65ド ル を帰属 させ る とす る と、Aの 株式 の取 得価額 は、65増 加 す るこ とにな

る。第4年 度 には、CREBAAの 金額 は、65で あ る。Xの 株式価 値 は減少 し、Aは 、株 式

をBに50で 譲 渡する。Aの 譲渡損益 は、Xの 株 式の取得価額 を考慮 して決定 される。

Xが 、そ こで、第4年 度中 に、65をBに 分 配 した とする と、Bは 、そ の取得価 額 を65

に より、50の 取得価額の引 き下 げを行 い、X株 式は0と なる。そ して、X株 式のキ ャピ タ

ル ・ゲ イ ンは、15と なる。第5年 度には、Xは 、CREBAAの 金額 は、0と なる。

しか しなが ら、 この提案 は論議 をよび、結局、株主 の適格 の受取配 当 につ き、500ド ル

まで非課税 とする ことで、両 院合 同委員会 において了承 されるに至 ってい る。したが って、

ブ ッシュ政権 の提案 よ り大幅 に後退 した もの とい える。

E179条 に よる少額設備投 資の即時償 却(expensing)

i)ア メリカの現行租税法 では、毎年 の少額 の投資金額 につ いては、適格財 産について

は、25,000ド ルまで、減価償却 に代 えて、即時償却 を認めている。適格財 産 とは、積極的

(active)事 業活動 に供 され るため に取得 され た、償却可 能 な有形 資産 で ある。適格 財産 の

コス トが200,000ド ル を超過す る場合 には、25,000ド ル より減額 され る もの とされている。

ブ ッシュ政権 の税制改正案では、2003年 以降、 この即時償却の限度額 を75,000ド ル まで
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控除 を認め ることを提案 してい る。 また、適格財 産の 限度額 を、325,000ド ル まで引 き上

げるこ とを提案 している。 これ らの金額 はイ ンフレーシ ョンに対応 して、物価指数 に より

イ ンデ ックス される もの とされて いる。

ii)こ の即時償却の趣旨は、小規模の事業を促進することにある。小規模の事業は、ア

メリカ経済の雇用 と経済成長にとり重要であるという見解があることに基づ く。租税の負

担を緩和することにより、資本 コス トが減少し、小規模の事業の投資が拡大されることが

期待されている。キャッシュ ・フローは、小規模の事業にとって、投資を決定する重要な

ファクターであるという、前経済諮問委員長のババー ド教授の見解によっている。他方で、

その反対意見は、小規模の事業 にとって、投資を決定するのは、その企業の製造品に対す

る需要であるというものである。資本投資の拡大には、 このようなインセンチィヴは必要

ではないというのである。税制以外の借 り入れ利子率の引き下げ等の方が、小規模事業に

よる投資の拡大を促進するという見解もある。

2)租 税 誘 因 措 置(taxincentives)

"D
escriptionofRevenueProvisionsContainedinthePresidents'FiscalYear2004

BudgetProposal',PreparedbytheStaffoftheJointCommitteeonTaxation,March

2003,(108thCongress,1stsession)に よ る政 府 提 案 に お い て は 、 租 税 誘 因 措 置(tax

incentives)と し て 包 括 さ れ て い た 。 両 院 合 同 租 税 委 員 会(TheJointCommitteeon

Taxation)に お い て 、"JobsandGrowthReconciHationTaxActof2003",Technical

ExplanationofProvisionsApprovedbytheCommitteeonMay8,2003.と し て 公 に

議 論 さ れ て い る。

a)慈 善寄付関連規定

①個別項目の明示のない慈善寄付金の控除 〔170条(c)〕

②慈善寄付のためのIRA(個 人退職勘定)の とりくず し

③食料関係の棚卸資産のための寄付控除の拡大

④)そ の他

b)教 育支出
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①公立への転校 にかかる支出に対する控除

②授業経費に関する適格支出の特別控除

c)健 康保障規定

①健康保険の購入に対する税額控除 とその還付

②長期的健康保険加入の場合の掛け金の控除

③か ら⑦その他

d)使 用者により提供 されたコンピュータやソフ トウエアの非課税

e)シ ングル家族用の家屋の開発にかかる税額控除

f)個 人開発勘定

g)環 境 と自然保護関連規定

h)エ ネルギー規定

3)租 税行政規定

a)内 国歳入庁組織改革に関する1998年 法の修正

b)電 子申告の提出期限の延長

d)租 税債務を民間企業が徴収する権限の許可

e)濫 用的租税回避取引に対する対抗措置

f)関 連者間の利子控除の制限

4)立 法の過程一上院 ・下院の合同委員会における両院協議会

A財 務長官の考え方

5月22日 「就業と成長を目指すパ ッケージ」案について、下院一上院協議会が成立し、

両院の合意の上 に、ジョン ・スノー財務長官は、以下のように述べている。

大統領の就業 と成長をめざす計画に関する下院と上院の間の歴史的な合意は勤労意欲旺

盛なアメリカ人のために素晴らしい勝利である。この合意は、何百万 というアメリカ人が、

今もそして将来も共に、いっそう安全で、そ して確信があり得るように、経済を成長させ、

そして就業の機会を作 るために必要 とする後押 しを与えるであろう。
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それは大統領の計画のすべての要素を含んでいる。アメリカの家族は、所得税率縮小

を速めて、児童税額控除を増やして、そして結婚に対するペナルティへの救済を提供する

ことから利益 を受けるであろう。中小企業は、所有者 と企業家 に対する税率を軽減するこ

とによって、そして劇的に、彼 らが新 しい装置を買 うときに控除することができる金額 を

増やすことによって手助けを得るであろう。これは就業の機会 を促 し、そして保証するで

あると考えられる。

改正は配当と投資に対 して劇的に税負担を減 らす。これはベンチャーの創造 に対する非

常に肯定的な効果、企業の責任 とすべてのアメリカ人の健康を保持することになるであろ

う。より高い経済成長に対する障壁を取 り除いてアメリカの人々の投資を促進 し、彼 らの

繁栄をもたらすものと思われる。

この法案はアメリカの労働者に、アメリカの家族のために、アメリカの投資家に対 して

も、優れてお り、そ してそれがアメリカの企業家 と中小企業所有者に良いことである。

ブッシュ大統領の就業 と成長のための計画について合意され、経済が年の後半でその回

復 を続けるための要因がそこにある。

ババー ド教授 は議会 に可能 な限 り速 く大統 領のデス クにこの法案 を送 る ように促す。経

済 はそれが必要 とす る後押 しを得 るため にもう日を待 つ こ とがで きない とされ る。

B合 意 した改正案(2003年5月22日 合意案 の要約)

i)2001年 に成 立 した特定減税 の前倒 し

a)児 童税額控 除の引 き上 げの加速

現行 法では、 児童税 額控 除は、2003年 及び2004年 にお いて600ド ルと予定 されてい る。

両 院協議会 の合意 は、2003年 及び2004年 には、1000ド ル とし、2004年 以降は、 現行 法の レ

ベ ルに戻 るもの とされてい る。減税 規模2003年:160億 ドル。

b)婚 姻に対するペナルティの救済

① 婚姻に対するペナルティの救済のための概算控除(standarddeduc五 〇n)両 院協議

会における合意は、2003年 及び2004年 において、婚姻 した納税者で合算申告するものに対

する基本的な概算控除は、個人の単身者に対する概算控除の2倍 とするものである。2004

年以後は、現行法に戻るとされる。
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②2003年 及 び2004年 にお いて、合算 申告す る婚姻 したカ ップルに対す る15%の ブラケ

ッ トの拡大 を加 速す る。両院協議会の合 意は、15%の ブ ラケ ッ トを婚姻 した合 算 申告の納

税 者につ いては、単身者の2倍 とす るもの とする。2004年 以後は、現行法 に戻 る。減税規

模2003年:290億 ドル。

c)個 人所得税率 の引 き下 げの前倒 し

①10%の 通 常所得税率

両院協議会 は、2008年 に予定 され る、10%の 所得税 のブ ラケ ッ トを、2003年 、2004年 に

前倒 しする ことにす る。そ こで、2003年 においては、単 身者 に対す る10%の 通常の所得税

率の ブラケ ッ トを、6000ド ルか ら7000ド ルに引 き上げ る。婚姻 した納税者 につ いて は、合

算 申告する者 は、12000ド ルか ら14000ド ルに引 き上 げる。2004年 について、婚姻 した納税

者 につ いて は、 ブラケ ッ トのこれ らの額 は、 イ ンフ レー シ ョンに調整 す る もの とされ る

(indexation)。2004年12月 以後の課税 年度 につ いては、10%の 適用 され る税 率 のブ ラケ ッ

トは、現行 法 に戻 る もの とされる。減税 規模2003年:50億 ドル。

② その他の通常所得税率 の引 き下げ

合 同委員会 にお ける両 院協議会 の合意 によ り、2004年 か ら2006年 に予定 された、通常所

得税率の引 き下 げを加速 して前倒 しす る。そ こで、2003年 及 びそ の後の年については、15%

を超 える通常所得税率 は、25%、28%、33%、35%で あ るとされた。

もっ とも、 この規定 は、税率 引 き下げ に対 す る現行法のサ ンセ ッ ト条項 を修正す る もの

ではないとされ ている。

③ ミニマ ム ・タ ックスの免税点

合 同委員会で は、合算 申告 する婚姻者 の納税 義務 及 び寡婦 ・夫 の ミニマム・タックスの免

税 点 を、2003年 お よび2004年 について、55,000ド ル に引 き上 げる とされた。未 婚者 につい て

は、40,250ド ル とされる。この規定 は、2005年1月1日 以前のみに適用 される もの とされ る。

血)企 業の成長のための誘因措置の導入

a)特 定の財産に対する特別償却

両院協議会では、適格財産の調整取得価額について、初年度50%の 減価償却を認めるも

のとする。適格財産とは、2002年の雇用創出と勤労者保護に関する法律(theJobCreation
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andWorkersAssistanceActof2002)に お ける もの と同一である。 この特別 償却の適用

を受けるため には、2003年5月5日 以降、2005年1月1日 以前 に取得 しなければな らない。

b)179条 の即 時償却 の増大

両院協議会 で は、179条 によ り増額 される即 時償却 の金額 は、2003年 、2004年 、2005年

中に業務 に置 かれ た財産 については、100,000ド ル まで引 き上 げが認 め られ る。控 除の上

限 として は、2003年 、2004年 、2005年 中 に業務 に置 かれた財 産 につ いて は、100,000ド ル

まで引 き上げ200,000ド ルか ら400,000ド ル まで 引 きあげ られる。2003年 以 降、2006年 以 前

の間は、 イ ンフ レー シ ョンに対 して、 イ ンデ グゼイ シ ョンがなされる。減税規模 は、2003

年:30億 ドル とされる。

iv)キ ャピタル ・ゲイ ンならびに配当課税 の軽減

a)個 人の キャピ タル ・ゲ イン税率の引 き下 げ

両院協議会 の合意 で は、10%と20%と の税率 を、それぞれ、5%と15%と に引 き下 げ る。

低い方の税率 は、1年 を超 えて保有 した資産 について適用 される。減税規模 は、2003年:

80億 ドル とされ る。

b)個 人の配当軽課措置

両院協議会 の合意 で は,個 人株主が、内国法 人、 もし くは、一定の外国法人 か ら受 ける

配当 につ いて は、 キ ャピタル ・ゲイ ンと同一 の税率 で課税 される。 この軽課措置 は、2003

年か ら2009年 よ り前 に適用 される。

v)以 上の とお り減税 案の主たる もの を挙 げたが、全体 としては、2003年 につ いて 、

1090億 ドル とされ てい る。

vi)詳 細

a)課 税か ら特定の配当を除外するという大統領の提案を最終的に切 り抜 けた改正税法

案は、実質的にそのビジョンか ら外れている。にもかかわらず、相当な税負担の救済が一 トッ

プの限界率においてこれまで重荷 を課された、ある特定の配当収入に提供される。そして、

プロセスで、有意義な税負担救済が同じく、「純キャピタル・ゲイン」に対 しても提供される。

一般に、 このような正味のキャピタル ・ゲインに課 される税率は25%だ けは完全に引 き

下げられている。議会が発展 させた予算上のガイ ドラインの中でフィッ トするために、こ
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れ らの減少 した税 率 は一定 の時期 の後 に`sunset'〔 段 階的廃止〕が予定 される。 しか しな

が ら、多 くの有識 者が 未 来の議 会が、時 が来 る と き、2003年 の改正 案(JGTRRA)前 に

存在 した税率 を回復 させ る意 思 を持たないであろ うとい う理論 でこれ らの税 率縮小 が永久

にされるで あろう と予測 されてい る。

新 しい法律のハイライ ト

b)児 童税額 控 除 は、(600ド ル のそ の現在 の レベ ル か ら)1,000ド ル に、2003と2004の

みで、増額 され る。一般 に、共 同の納税 申告書 を提 出 している夫婦のため に、税額控 除は

段 階的廃止 規則 の適用 を受 けてい る一税 額控 除は110,000ド ルの上 に 「修正 された調整済

粗所得」の5%分 だけ減額 される。概算控 除額 は、共同 の収益 をフ ァイル している夫婦 の

ために、2003と2004で 、一人 の個 人のために概 算控除量の2倍 であ るであろ う。2003で 、

JGTRRAの 前 に、 この よ うな夫婦 のための概 算控除量 は一 人の 申告者 のため に概算 控 除

額 の167%で あった。

JGTRRAは 、 これ まで、2004と2006の ため に予定 され た通常 の所 得税税 率で縮小 を速

める。 したが って、2003で 、 そ してその後、通常の所 得税 率で ある。15パ ーセ ン ト以上 は

33%、 そ して、38.6%、35%か ら下が って25%、28%で あ る。加 えるに、AMTに 関 して、

免 除量 は、結婚 している納税者 が共 同の収益 をファイルす ることに関 して、40,250ド ルに

58,000ド ルにそ して一人 の申告者 のために増や され る。増加 した控除は、 しか しなが ら、

2002年12月31日 の後 にそ して2005年1月1日 の前 に始 まってただ課税対象 の年 のた めに利

用 可能なだけである。

JGTRRAは さ らに特定 の調整 された基礎 の50%と 等 しい最初 の特別償却(一 般 に、修

正 された よ り速 いコス ト回復 システム(MACRS)が 、業務 に供 され る資産に提供 される。

この利益 の適格 を持つ ために、 資産は2003年5月5日 の後 に、そ して2005年1月1日 の前

に取得 されな くてはな らない。 資産が、 もし2003年5月6日 の前 にその取得 のため に実施

され る拘束力が ある書面 の契約 がある場合 には、適格 を取得 しない と考え られる。

c)キ ャピタル ・ゲ イ ンにつ いては、JGTRRA前 の法律 の下 で、 「ネ ッ トキャ ピタル ・ゲ

イ ン」 一正 味の短期 の資本損失 の上 の正味の長期 のキ ャピタル ・ゲイ ンの過剰 一に課 され
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た最大 の税率 は20%で あった。 さもなけ れば15%の 税率 にお いて重荷 を課 されてい たであ

ろ う正味 のキャ ピタル ・ゲインが10%の 税率 において、その代 わ りに、課税 された。 もし

それが12カ 月以上 の間持 たれ た固定資産 のセールあるいは交換か ら生ず るな らば、 キ ャピ

タル ・ゲイ ンは長期のキ ャピタル ・ゲイ ンである。 この 目的のために、 固定 資産の保有の

続 いている期 間はそれの上 にそれが取得 された 日付 を除外す るこ とに よって、 そ して、そ

れの上 にそれが配置 された 日付 を含 めて測定 され る。

JGTRRAの 準備 は、2003年5月5日 の後 に終 わ って、そ して2009年1月1日 の前 に始

まる課税年度 に当ては まる。2003年5月5日 の後 に考慮 に入 れ られる固定 資産の販売か ら

の利得 に当ては まる。2003年5月6日 の前 に入 られた、割賦販売 か らの利得 が、 にもかか

わ らず、税率 引 き下げのために、2003年5月5日 の後 に受け取 られた分割払支払 い に関し

て、適格 であるで あろうことを意 味する ことを 「考慮 に入 れた」。

d)配 当については、JGTRRA前 の法律の下では、38.6%と 比べて同じぐらい高い税率

において 「経常利益」として重荷を課 されていた。利益の分配のために、現金 を含めて、

しかし、一般に、それ自身の株あるいはこのような株 を獲得する権利 を除いて、会社 によ

ってその株 に関 してのその株主に、もしそれが所得と 「蓄積 された」利益あるいはこのよ

うな課税対象の年の所得と利益から作 られる場合 に限 り、配当であるとされる現在の所得

と利益を意味する。

法律はすべての分配が、その程度に、所得 と利益から出て くる、そして分配が最多の最

近蓄積された収益 と利益から来ると思われることを規定する。このいわゆる 「鋭敏な配当」

規則は会社が送ると思われるであろう配当収入の額を最大にするよう意図された。分配が、

実際、収益 と利益か ら外れているかどうかは、それの上に分配が宣言 される日付ではなく、

「分配の 日付」の時点で決定される、あるいはデー トそれは株主によって受け取 られるか、

あるいは建設的に受け取 られる。

もし会社が利益 を配当することが適切 な日付の上に蓄積 されたもの、そして現在で もあ

る所得 と利益を持っていないならば、セクション301(c)(2)の 下で、分配は ドル、受取

人の株の基礎のために総収入でincludibleで なく減少される。

e)個 別 の株主 軽減について、今、JGTRRAの 制定 で、個別の株主 に よって受 け取 られ
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た配当が正味の資本に当てはまる税率が増す同じに重荷を課 されるであろう。この目的の

ために、期間配当は、セクシ ョン316の 下で、それがJGTRRA前 の法律の下でそうであ

ったと同 じ方法で定義 される。

大統領の最初の提案 と異な り、会社は、配当がこのような提案の下で、分配するはずで

あったどちらから税金 一有利 な 「exdudible配 当口座」を持続することを強制されないで

あると思われる。さらに、「限定 された配当収入」が 「適格を持 った外国の会社」か ら受

け取 られた配当を含むと思われる。もしそれが包括的なそ して、いっそう重要な合衆国を

持っている所得税条約の利益の資格 を有するなら、外国の会社が資格を持っている、外国

の会社が 「容易にtradableで きるその株の上に合衆国で 「確立 された有価証券マーケ ッ

ト」に対 して支払われたどんな配当に関してでも資格 を持っている。

(3)RICsとREIT

減少 した税率の資格 を有する規律正 しい投資会社(RICsあ るいは投資信託)と不動産投

資信託(REIT)に よって分配された配当は一このようなRICあ るいはREITの そばに限定

された配当が受信した何年にもその(特別に計算された)総収入の95パ ーセント以下がある－

RICあ るいはREITに よって受け取 られた限定された配当の額を超えないかもしれない。

「セクション306株」の性質(一 般に、セクション306(c)(1)の 下で、非課税の株配当と

ある特定の優先株が非課税の再編成あるいはスピン ・オフで受け取ったように、優先株が

受信 した)か らそれが受け取 られた 日に汚染 されたス トックの価値 と等 しい量で、しかし、

ただ、もしこのような株の代わ りの現金が(ス トックが支給された時に)株 主に運ばれた

な ら、このような価値が配当であったであろう限 りにおいてだけ経常利益 として取 り扱わ

れたことを悟 ったのがRICsで ある。

これ らの額は、JGTRRAの おかげで、 これからは減少 した税率で完全 に適格な配当 と

して取 り扱われるであろう。(こ のような分配が収益 と利益によってカバーされた限りに

おいて、セクション306株 の換金に関連 して受けられた量が歴史的にセクション301が 申し

込んだ分配として、配当として扱われた。そのために、換金規則への変化がこのような配

当に適用できる減少 した税率の利益の資格を有する換金収入を提 出するために必要ではな

かった。セクション306(a)(2))

JGTRRAは 同じく規則がセクシ ョン341見 いだした 「折 りたたみ可能な会社」を無効に
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する。これらの規則は、キャピタル ・ゲインよりどちらかと言 うと、株の販売から利益 を

経常利益 として取 り扱った。規則はその株が売 られた会社が構成されたか、あるいは不動

産の建設あるいは生産のために主に利用された、そして株の販売からの利得が会社が(す

でに)、それ自身、建設された(人 たち ・もの)か ら得 られる課税所得あるいは生産され

た不動産の 「相当な部分」(少 な くとも3分 の2)を 理解 していた時の前 に理解 されたケ

ースに当てはまった。これからは、 このような会社における株の販売からの利益は、完全

に適格であるであろう。

空売 り投資家が短いセールを実行するコス トがJGTRRAの 結果 として増加するであろ

うことに気付 くであろう。短いセール取引での株の借 り手は株の貸 し主に 「配当の代わ り

に」支払いをしなくてはな らない。(彼 ・それ)ら 自身、配当、これらの支払いは貸 し主

の口座に返金される配当の代わりにそうするのである。 しか し、その代わ りに、配当の量

によって測 られた金の金額がhypothecatedな 株に関して引き合った。

それで、株の貸し主はこのような貸 し主が、効果的に、税金によって有利にはたらかれ

た配当収入 を全額課税の経常利益に換えたという事実を反映するために、これか らは、(借

り手から)保 険料 を要求するであろうとされている。

補論

IV内 閣府の分析

内閣府では、上に紹介 したブ ッシュ政権における税制改正を以下のようにとらえている

(同報告書第1章 第2節 、「第1部 世界 に学ぶ一日本経済が直面する課題への教訓」よ り)。

2001年 以降、欧米先進諸国では複数年にわたる大型減税が相次いで実施に移 された。特

にアメリカでは、2001年7月 より10年にわたる大規模な減税計画が実施 され、2002年3月

には、租税特別措置を含む景気刺激パ ッケージが成立 した。こうした現ブッシュ政権の経

済政策が、80年 代のレーガン政権期の租税率に類似 していること、90年 代にアメリカが長

期にわたる好景気を達成したこと等か ら、 レーガン政権期の税制改革がこのところ改めて

注目を集めているとして、同報告書では、ブッシュ政権における税制改革においても、 レ
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一ガン税制改革 との類似性を重視する。

1経 済 活 力 を最 も重 視 す る ア メ リカ

アメリカは、税制改革に関する論議が最も活発に行われ、かつ大規模な税制改革が繰 り

返されて きた国である。特に、レーガン政権期には二度にわたる大規模な税制改革が行わ

れ、その後の世界的な税制改革の潮流に大きな影響を与えたといわれている。 レーガン政

権期の税制改革はまた、現G・W・ ブッシュ政権が行っている大規模な減税計画や景気刺

激パ ッケージの原型で もある。レーガン政権期の税制改革を個別にみると、経済活性化を

ねらった税制が多 くみ られる。現ブッシュ政権の税制改革 も、税負担の軽減による経済活

力の引出しに重点を置いている。そこで、さらに、次のような指摘をしている。

a)2001年 か らは減税を通じて経済活力の引出 しへ

80年代の税制改革を経て、財政収支が大幅に悪化したため、90年 代には財政再建が課題

となった。90年 お よび93年の包括財政調整法(OBRA)に おいては、個人(労 働)所 得税

について最高税率区分を新たに設けるなど、86年 の税制改革によりフラット化が進んでい

た労働所得税は再び累進課税 を強めるようになる。

こうした財政再建努力の結果、一般政府財政収支は98年には黒字に転 じ、2000年 の大統

領選挙では財政黒字の使途が争点となった。2001年 に就任 したブッシュ大統領は、財政黒

字は非効率な政府支出の拡大を許すため、むしろ将来の成長をもたらす減税にまわすこと

が望 ましいとの考え方に立った。その結果、同年6月 には、経済成長 と租税軽減調整法

(EGTRRA)が 成立 し、個人所得税 減税 を中心 に10年間で約1兆3,500億 ドル規模 となる

減税が実施に移 された。 しか しなが ら、こうした減税 による支出抑制の方法に対 しては、

財政改革による手法 よりもリスクが大きい との批判もある。

2001年 の減税計画は、新たに軽減税率区分を設けるとともに、従来の税率区分の税率を

2006年 までに徐々に引 き下げるなど、税負担軽減による経済の活性化 を図ったものであり、

81年 の税制改革 と性格を共有 している。ただし、減税 は中長期的な計画 として実施されて

お り、短期的な効果のみならず中長期的にも活力を高めることをねらいとしている。

なお、2001年 の厳 しい経済情勢を踏まえて翌年3月 にまとめられた景気刺激パ ッケージ

は、時限的措置 として、取得設備に対する追加的な30%の 特別減価償却 を認めるなど、81
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年の税制改革と同様に投資刺激 による経済活性化策を含んでいる。

(注)前 出内閣府報告書 「コラム1-1低 所得層の労働意欲を高める勤労所得税額控

除」 より

b)ア メリカで生まれ、世界に広 まる制度

勤労所得税額控除(EITC:EarnedIncomeTaxCredit)は 、低所得層の労働意欲 を高

め貧困の解消に資するために、一定の所得までは勤労所得に一種の 「補助金」を与える制

度です。アメリカでは75年 に導入 されて以来、拡充が続けられ、 カナダ、アイルランド、

ニュージーランド、イギリス、オランダなど他のOECD諸 国で も導入 されてい ます。

具体的な制度は国によって差があ りますが、ここではアメリカ連邦政府の制度を紹介 し

ましょう(ア メリカで も州によって独 自のEITCを 上乗せ しているところがあります。)。

勤労所得税額控除と呼ばれるのは、低所得層が勤労によって得た所得に対 して一定率で税

額控除(こ の額だけ所得税額を軽減)を 与えるからです。控除額が所得税額を上回る場合

には超過分が支給される制度が一般的になっているため、税額控除が補助金を与える結果

にな ります。

控除の受給資格や控除額は扶養児童の数等に応 じて異なりますが、例 えば、2001年では、

2人 以上の子供がいる世帯では、年間勤労所得が10,020ド ル以下であれば控除額は勤労所

得の40%、 それ以上13,090ド ルまでは控除額は定額の4,008ド ル、それ以上32,121ド ルま

では追加的に21.06%の 率で減額されます。

したがって、勤労所得の増加 に対 して控除額が増額または定額となる逓増領域や定額領

域では、労働による稼得所得以上に手取 り所得が増加するわけですから、労働意欲が高ま

ります。ただし、逓減領域では限界的な所得増加分が急減することにな り、労働意欲が阻

害 される可能性を残しています。

c)子 供 がいる世帯 には よ り手 厚 く

子供 が1人 の世帯で は控 除額 が最 高2,428ド ル に低下 します。 ただ、控 除額が ゼ ロにな

る勤労所 得 は子供が2人 以上 い る世 帯(約3.2万 ドル)と そ れ ほ ど変 わ らない金 額 です

(約2.8万 ドル)。 他方、子供 な し世帯 の場合 は、控 除額 は極 端 に少 な く(364ド ル)、 控 除
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が受 けられ る最高勤 労所 得 も低 く抑 え られてい ます(約1.1万 ドル)。 この ことは、子供 を

有す る世帯 に手厚 い制度になっているこ とを示 しています。

d)負 の所得税 よりも労働意欲を高める工夫

アメリカで生 まれたこのアイデアは、69年 にニクソン大統領が導入 を試みた 「負の所得

税」に対する代替案 として72年 に議会で提案 されたのが始まりです。負の所得税は、M.

フリー ドマ ンが所得税 と公的扶助を統合する制度として提唱 したもので、最低保障所得額

を下回る差額の一定割合について現金給付を行 うものです。

最低所得保障額 を一律で保障する公的扶助制度に比べると、勤労所得税額控除と負の所

得税の制度は、一定額 に達するまでは勤労所得の増加 とともに可処分所得 も増加するため、

労働意欲を高めることができます。さらに、勤労所得税額控除では、負の所得税 よりも可

処分所得の増加が大きくなる所得区分を設定 しているために、労働意欲 を更に促進する効

果が期待できるようになっています。

e)労 働意欲 を引き出す扶助制度に重点

アメリカの低所得者層向けの公的扶助制度では、 このほかにも労働意欲 を阻害しないよ

うにする工夫が試み られています。96年 に導入 された貧困家族一時扶助(TANF(14))

は、それまでの要扶養児童家族扶助(AFDC(15))と 異なり、受給は就労に至 るまでの

一時的な援助期間に限られ、通算5年 以上の受給 を原則禁止 し、週20時 間以上の就労を原

則 とするなどの条件が定められています。このように、アメリカの公的扶助制度は労働意

欲 を阻害しないようにすることに重点が置かれています。

2「 第1章 活 力 を 高 め る税 制 改 革 」 に つ い て

(1)ア メ リカ、 イギ リス、ス ウェーデ ンに関す る内閣府報告書 では、 アメ リカ、 イギ リ

ス、ス ウェー デ ンを比較 しようとしているが、それぞれ別個 に検討す るので あれ ばともか

く、な らべ て これ らの国 を比較す るの は恣意的 であるが、資料 として は価 値が ある。なお、

第1章 のポ イン トとして、以下の ものを挙 げてい る。

A税 制の中立化は、中長期的な経済活力 を増進させる 。
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i)税 は、所得の再分配、経済の安定化などに重要な役割を果た しているが、資源配分

の観点からは、税引 き後の所得 ・収益や価格 ・費用に 「くさび」をもたらして経済厚生を

低下させる。これは、税負担が家計や企業の活動に影響を与え、市場メカニズムによる経

済効率の達成に歪みを与えるためである。

ii)限 界的な税負担の軽減は、税制による家計や企業の選択の歪みを小さくし(税 制の

中立化)、経済効率 を高めて中長期的な経済活力 を増進させる。

五i)税制改革に積極的に取 り組んできたアメリカ、イギリス、スウェーデンではgo年

代に良好な経済パ フォーマ ンスを示 しているとする。

B各 国の税制改革では、税率の引下げ、課税ベースの拡大が基本的な流れである。

i)ア メリカでは、経済活力を最 も重視し、誘因を重視 した税制を多 く実施 している。

C活 力を高めるメカニズム

i)労 働:所 得税減税は勤労意欲を高め、手取 り収入の上昇 をもたらす。アメリカで生

まれた勤労所得税額控除は、労働意欲を引き出す効果的な制度。これらは、労働供給を促

進する効果をもつ。

ii)投 資:設 備投資費用 を削減する租税特別措置は、投資を活性化する。投資に対する

税制の中立化は、投資活動の歪みを是正 し、経済厚生を高める。

ii)技 術進歩:研 究開発支出に対する税制上の優遇措置は、研究開発支出の拡大を促 し、

技術進歩を促進する。

D税 制は有効な経済政策手段の一つ

i)誘 因を考慮に入れた税制デザインの策定は、経済の活力を内側から高めることがで

きる有効な経済政策の手段 の一つ として考えられる。市場の失敗が生じる分野での誘因を

重視 した税制は、必ずしも経済効率を阻害しない。

ii)税 制が個々の経済活動に与える影響 を重視 しなが ら、人々や企業の選択を歪めない

税制に向けた改革を行い、経済活力を高めてい くことが重要な課題である。

(2)「 第4節 経済活力の増進に向けて」にっいて
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欧米先進諸国のうちアメリカ、イギリス、スウェーデンの80年代以降の税制改革を概観

し、いずれの国においても、経済活動に中立的な税制を目指 して中長期的な経済活力の増

進を図ろうとするなかで、税負担軽減の誘因に着 目して特定の分野に限って経済活性化を

図った税制 も併せて展開されていることが明らかとなったとする。

税制の中立化 は、税のくさびを低下させ、市場メカニズムに従った経済の効率化を促進

し、中長期的な経済活力の増進に資すると考えられる。さらに、特定分野について税のく

さびを低下させる政策にも、経済活性化に向けた役割が期待 されている。既存研究からは、

成長を支える要因を個々に促進する税制が、部分的ではあるが比較的短期間に効果を表し

ている可能性が示唆 された。

税負担軽減の誘因を過度にもたらす税制は効率性を阻害するとの議論もあるが、市場の

失敗が生 じる分野では、必ず しも効率性の阻害 とはならない。研究開発投資等、外部性が

認められるものへの優遇税制はその好例であろう。税制は平均的な税負担として経済に影

響を与えるだけでな く、所得 ・収益や価格 ・費用に限界的に働 きかけて、家計や企業の行

動に影響を与えることができる。このため、税制の誘因に着 目することは、経済の活力を

内側から高めることができる有効な経済政策の手段のひとつとして考えられる。

税負担の限界的な変化が経済活動に与える影響を重視 して、税制デザインを策定するこ

とが、経済の国際化が進展する中で重要性を高めている。現在、企業活動は国境を越えて

行われているが、税制は各国政府の裁量に委ねられている。資本や労働の流動性が高まり

つつあることを踏まえ、国際的な観点から税制 を整備することがます ます求められている。

市場経済における人々や企業の選択を歪めない税制に向けた改革を行い、経済活力を高め

てい くことが重要な課題である。

(3)税 制と経済効果について

この点については、前出内閣府報告書は 「第1章 活力を高める税制改革 一アメリカ、

イギリス、スウェーデン第3節 税制改革による経済活性化の実証分析」において、以下

のように述べている。

税制の中立化を図りつつ、誘因を重視 して経済の活性化をねらって導入 された税制 も

多 くあるが、税制の中立化による中長期的な経済活力の高まりについては、その因果関係

を明らかにすることは容易ではない。 しかしなが ら、税負担の軽減による経済活性化の効
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果については、多 くの研究がなされている。税制の経済活性化の効果をみるためには、経

済成長の決定要因である、①労働供給、②国内資本形成、③技術進歩、さらには④海外か

らの対内投資に対 して税制が与えた影響を分析することが有益であるとしている。そこで、

実証分析の蓄積があるアメリカの事例を中心に、税制が上記①～④の要因に与 えた影響に

関する研究結果を紹介することによって、経済活性化の効果を明らかにしたいとしている。

A労 働供給

i)労 働所得税の軽減による労働供給促進効果

労働所得への課税は、余暇の相対的な価値 を高めて労働意欲を阻害するため、労働供給

を抑制する誘因 となる。 したがって、労働所得に関する減税 は労働供給を促進する効果が

期待される。

労働供給を測る上では、その質についても考慮する必要があるとされる。労働力の質が労

働生産性に反映されるとすると、税制改革によって労働意欲が高まり、質の高い労働が供

給されるようになれば、労働生産性が高まり、実質賃金が上昇すると考えられる。

五)誘 因を重視する勤労所得税額控除

アメリカで75年 に初めて導入された勤労所得税額控除(EITC)は 、86年 の税制改革の

後も、90年 、93年 に拡充 され、その予算規模 は拡大を続けている。また近年イギリスを含

む他のOECD諸 国で採用の動きが広がるなど、注 目を集めている。

勤労所得税額控除は、社会的扶助が必要な低所得勤労世帯に対 して税額控除を認める制

度である。稼得所得に応 じて控除額が定率で増加することから、その拡充には、労働力率 ・

労働時間の高まりを通 じて労働供給 を促進する効果があると考えられている。

B国 内資本形成

i)税 制 と国内民間貯蓄

経済成長の決定要因の一つである資本形成には、国内民間貯蓄の蓄積が必要である。国

内民間貯蓄は家計貯蓄と企業貯蓄(内 部留保)の 二つの形態をとるが、企業の最終的な保

有者は家計であるため、家計貯蓄が資本形成の源泉として重要である。

労働所得税 や資本所得税の減税は、家計貯蓄の税引後収益率を上昇させ、家計貯蓄を増

やす誘因を与える。しか し、減税による所得の高まりは、消費を増やす誘因ともなるので、
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最終的な効果は理論的にも明らかではない。実証的にもその効果について定説は必ず しも

存在 しない。アメリカについては、81年 の税制改革による所得税減税、キャピタル ・ゲイ

ン減税 によって、家計貯蓄率はそれほど高まらなかったとする研究も多い。

また、個別の貯蓄優遇税制が家計貯蓄全体に与える影響についても見解は分かれる。81

年の税制改革で貯蓄奨励策として盛 り込まれた個人退職勘定掛金の控除限度額の拡大措置

は、個人退職勘定掛金 による貯蓄を大幅に増加 させてお り、その増加分の大半が新規貯蓄

だった との分析がある。 しか し、個人退職勘定への優遇的税制が貯蓄全体に与える影響に

ついては必ずしも合意は得 られていないのが現状である。

他方、税制が家計貯蓄の構成(資 産選択)に 影響 を与 えることは実証的にはおおむね明

らかになっている。アメリカに関しては多 くの実証分析が存在 し、例 えば83～95年 のパネ

ルデータを用いて、税負担の大 きい家計ほど、税制上優遇されている資産を保有する傾向

にあること等が示されている。

i)投 資活動を刺激する税制

税制が企業の投資活動に与 える影響は、資本費用アプローチに基づいて明らかにするの

が標準的である。この考え方では、投資は、追加的資本の取得費用 と投資収益の現在価値

とが等 しくなる水準に決定 される。このとき、課税によってで きる 「税の くさび」(投 資

の税引前収益率(社 会的収益率)と 税引後収益率(私 的収益率)と の差)を 社会的収益率

で除したものが投資に対する限界実効税率であり、税制が投資活動に与える影響 をみる上

で最 も有効な指標 とされている。投資収益の計算にあたっては、一般に、個人所得税、法

人税、資本所得税、税法上の減価償却率、投資税額控除等が考慮され、限界実効税率はこ

れらを含んだ概念 となっている。例えば、税法上の減価償却率が引き上げられた場合、収

益 における法人税負担がその分轄減され、限界実効税率の低下となって現れる。これは投

資を促進する誘因の一つ となる。

70～96年 のアメリカの限界実効税率をみると、81年 の税制改革によって大幅に低下 して

いるが、86年 の税制改革後はむしろ上昇 していることがわかる。これは、81年 の税制改革

では加速度費用回収制度を導入したほか、投資税額控除を拡充するなど、投資優遇的な税

制の導入による経済活性化が図られていた、それに対 して、86年 の税制改革では加速度償

却を緩和 し、また投資税額控除を廃止するなど、投資を過度に優遇することになる歪みが
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除かれたため、 と考 えられる。

C技 術進歩(研 究開発(R&D)支 出)

技術進歩は経済成長の重要な決定要因の一つであ り、研究開発(R&D)支 出の増加 は

技術進歩を促進 して経済成長率を高めると考 えられる。R&D支 出(投 資)に対する税制上

の優遇措置は、R&D支 出の資本費用の低下 となって現れる。アメリカにおけるR&D支

出資本費用の税制(税 及び控除)部 分は79年 ～97年 にかけておおむね一貫 して低下したと

の分析結果がある。これによると、特に81年 には税制改革でR&D支 出の増分に25%の 税

額控除を認めたことから、大幅に低下した という。この期間のR&D支 出の推移 をみると、

R&D支 出資本費用の税制部分が低下した80年代以降、大幅に増加 していることがわかる。

D海 外か らの対内投資(資 本流入)

経済成長は、国内要因に加え、海外か らの資本流入によっても大きな影響を受ける。現

在は、資本が国境 を越えて自由に移動するため、投資資金を海外から賄うことも可能であ

る。このため、税制が自国への対内投資に対 して誘因を与えることがで きるか否かは、経

済活性化の観点からは重要な点の一つといえる。 しかしなが ら、税制が資本移動に与える

影響については、投資国と投資受入国の国際課税制度などに大きく依存するものであり、

一般化は容易ではない
。

国際課税 の原則については、源泉地主義 と居住地主義の二つの考え方があ り、前者は収

益の源泉地である投資受入国(源 泉地)が 、後者は投資主体が居住する投資国(居 住地)

が、それぞれ課税権 を持つとするものである。源泉地主義の場合は、投資受入国の税率が

対内投資に対 して一律に適用されるため、投資受入国は法人税 ・資本所得税 を軽減するこ

とによって対内投資(資 本流入)の 促進 を図ることができるが、居住地主義の場合 は、投

資国(居 住地)が 行 う対外投資には一律 に投資国の税率が適用 されることとなるため、投

資受入国は税制によって対内投資に影響 を与えることができない、というのが基本的な考

え方となる。

この基本的な考え方に基づ く場合、居住地主義をとるアメリカ等では自国の税制によっ

て対内投資に影響 を与えることができないことになるが、実際には対米直接投資に影響を
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与えているとする実証分析がい くつか存在する。これは、直接投資では国際課税の原則 と

無関係な再投資が行われることがあるためである。例 えば、現地子会社が内部留保等の手

段によって現地(投 資受入国)で 資金を調達 して再投資を行 う場合、内部留保 に対 しては

投資受入国の法人税制が適用されるため、源泉地主義 ・居住地主義の別によらず、投資受

入国の税制が対内直接投資に影響を与える可能性が出て くる。

Vア メ リカ連邦準備制 度理事会 報告(2000年 度)

(1)ア メリカ経済の動向

アメリカ合衆国におけるITバ ブルといわれた時期以降、アメリカ連邦準備制度理事会のグ

リーンスパン議長の報告ならびに、その後の動向について、以下のように述べ られている。

この機会に、連邦準備当局の経済・金融政策に関する半期報告を提出で きることを感謝する。

米国経済は1999年 に4%を 超 える成長をし、特に年後半にはさらに高い成長率で拡大 し

たが、これが目に見えて減速す る兆候はほとんどない。同時に、インフレはほとんど抑制

されたままとなっている。総合的なインフレ率の1999年 中の上昇は、主にエネルギー価格

の上昇によるものである。

重要なことに、単位労働 コス トは年後半には実際には下落 した。実際、景気拡大が過去

最高の9年 に到達 したにもかかわ らず、未だ暫定的なデータが示す ところによれば、昨年の

全体的な単位コス トの上昇は極めて低いままであった。国内の営業利益率は、18ヶ 月にわ

たる弱含みの後、第4四 半期 には明 らかに上昇に転 じ、主要企業の第1四 半期の収益予測

は今年の年初来、上方修正が続いている経済の差 し迫った弱 さを示すものはほとんどない。

(2)現 下の経済に働 く力

こうしたパ フォーマンスの基礎 となっているのは、グリーンスパン議長の半世紀に及ぶ

米国経済の観察では前例のない、生産性の持続的な上昇である。非農業民間部門の労働者

1人 当た りの産出高は、過去1年 間で31/4%上 昇 した。この数値は、非農業民間部門の収益

で測った場合 には4%を 超えていると思われるとされる。長期の収益に関する証券アナリ

ス トの予測(こ れは、企業の生産性に対する期待を示す指標であるが)は 、1月 中も引 き

続き上方修正が続き、1995年 初に始 まった上方修正の連続を継続 している。この目覚しい
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経済パフォーマンスがもたらした結果の1つ は、大多数の米国国民の生活水準の明 らかな

上昇である。もう1つ あげられるのは、労働市場であり、従前には、訓練 ・技能 ・永久雇用へ

と導 く梯子の最先端に乗るのが難 しかったような多 くの人々に雇用機会 を供給 して きた。

しかし、米国経済を競争的優位に導いている、以上のような明らかに有益な力はまた、

抑制 されない限りは持続的な繁栄を脅かしかねない数々の不均衡を生み出している。生産

性の上昇 は、それに見合うような、財 ・サービスの潜在的生産力の上昇、および新たな生

産物 を購入できるような実質所得の上昇を必要 とする。ここで問題 となるのは、潜在的な

総供給力 よりも、総需要の方が、生産性の上昇によって相当大 きく増加する傾向があると

いうことである。こうしたことが起こる主な理由は、構造的な生産性の上昇が、長期企業

収益 に対する期待の上昇を招 くということである。これはひいては、民間投資を刺激する

だけではなく、株価 と家計が保有する資産の市場価値を上昇させ、その結果、未だ生産さ

れていない追加的な財 ・サービスへの追加的な購買力を生み出すのである。

歴史的な証拠が示す ところによれば、株式市場で得る富の1ド ルの増加のうち、3～4

セン トが個人消費の上昇に反映される。近年の、可処分所得 と比較 しての個人消費の金額

の急激な増加、およびそれに見合 う形での貯蓄率の低下は、以上で述べた、家計の消費に

関するいわゆる資産効果 と呼ばれるものと合致する。さらに、株価の上昇は、株式資本 コ

ス トの低下により、設備投資ブームを支えることにもつながっている。われわれが判断で

きる限りでは、所得の増加分を超えた、キャピタル ・ゲインによって刺激 された支出は、

過去5年 間の平均ではおよそ1パ ーセンテージ ・ポイントほど、国内総支出の年間成長率

を高めている。このような資産増加等の経済へのプラス効果を伴った近年の支出の追加的

な伸びは、純輸入の増加、および、労働力人口の通常の成長率を超えた新規雇用者数の純

増(海 外労働者の相当の純流入を含む)に よって生産された財 ・サービスにより、ほぼ同

額の埋め合わせがなされたと思われる。

しか し、主にキャピタル ・ゲインによって生み出された最近の購買力の増加に見合 うだ

けの財 ・サービスを供給 してきた、以上のような安全弁が、供給を超える超過需要を永久

に吸収 してくれると期待することはできない。

まず第一に、純輸入の伸びと経常収支赤字の拡大は、米国に対する証券投資 ・直接投資

の一層の拡大を必要とするが、これが無限に続 くことはありえない。

また、労働市場の不均衡は、インフレ圧力 という点では、おそらくよ り一層重大な含意
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を有 している。公式に失業者 とされ就業意志を持った者か らなるプールは、過去7年 間の

持続的傾向のように、引き続 き縮小するかもしれないが、移民に対する制限がなくならな

い限りは、実際には新規に雇用するにはどこかで限界が来る。働 く意志をもつ雇用可能な

労働者の数が持続的に減少すれば、 どこかの時点では、需要と供給の法則が崩れ、生産

性の目覚 しい上昇をも超えて賃金が上昇せざるを得ない。これは、強烈なインフレ圧力な

いしは収益率の圧迫を招 くこととなり、 どちらにせ よ、わが国経済の繁栄の拡大に終止符

を打つことになると思われる。

予想 されるとお り、財 ・サービス市場における需要 と潜在的供給力との間の不均衡は、

金融市場 における資金の超過需要 という形になって現れている。その結果、市場金利はす

でに金融市場 と財市場における超過需要 を抑制する方向に動いている。例 えば、BBB格

社債金利(イ ンフレ期待で調整済)は 、過去2年 間に1パ ーセンテージ ・ポイン トを超え

て上昇している。

しかし、今 までのところ、企業収益に対する期待の上昇とリスク対価の低下は、この金

利上昇の効果を相殺する以上の水準 となってお り、株価 と資産効果を高める方向に作用 し

ている。万一このプロセスが続 く場合には、勃興 しているマクロ経済不均衡に対して油断

のない金融政策の助けを借 りて、実質長期金利がどこかの時点では十分に高 くなって、金

融市場 ・財市場の需要と潜在的供給力をついにはバ ランスさせるようになる。他の条件を

一定 とすれば、この条件は、資産価値の上昇を家計所得の増加分に見合 ったものとするの

に十分な水準の、株式の割引率を伴ったものとな り、 したがって、資産増加に由来する、

所得 と比較 しての消費への刺激を取 り除 くこととなる。これは必ず しも資産価値の下落を

意味するものではなく(も ちろん、資産価値の下落は様々な理由によって常に起こりうる

のであるが)、 資産価値の上昇の速度が家計所得の増加速度よりも速 くはならないことを

意味 している。

純輸入の増加 と、働 く意志を持つ労働者の限 りあるプールに頼 ることによって供給され

る財 ・サービスの量には限界があることから、消費が所得以上の速度で増加 し続けること

は決 してありえない。さらにまた、保有資産の顕著な増加が永遠に続 くこともありえない。

というのは、消費 ・投資の水準が資産価値に敏感である限りは、所得以上の速度で上昇す

る株価は、他の条件を一定として、潜在的供給力 を超えた総需要を生み出すからである。

しか し、供給の安全弁それ自体が有限であるので、この状態は無限には続かないのである。
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海外の景気が強 くなりつつあ り、労働市場がすでに逼迫 していることからすれば、現在の

資産効果が最終的にいかに封 じ込めるか如何が、その資産効果によって助長されてきた並

外れた景気拡大が、経済の不安定化を招 くことなしに、持続可能な速度にまで減速できる

かどうかを決定する。

(3)急 速な技術革新の持続

より広い面では、技術革新 と新技術の普及(こ れらは、私が過去の議会証言で指摘 した

ように、わが国経済の並外れた生産性向上の基盤にあるものであるが)の 速度について、

減速 を示すような兆候はほとん どない。実際、一部のアナリス トでは、われわれは新技術

の急速な適用の未だ初期段階にあって、この技術革新の波が頂点に達するような段階は未

だ視界には入ってこないと推測 している。歴史上の例がほとんどないため、われわれが現在

進んでいる発展の中の特定の段階であると決定するには、ほとんど根拠となるものがない。

確かに疑いなく、マイクロプロセ ッサー、レーザー、光 ファイバーおよび衛星の各技術

によるシナジーは、情報の利用可能度という点で飛躍的な進歩 をもた らした。 こうした進

歩は、企業経営上の不確実性 とリスク ・プレミアムを劇的に減少 させ、したがって、大 き

なコス ト削減と生産性の向上を もた らした。この先に更なる大 きな進歩が待っているとい

う点については、ほとんど疑問の余地がないと思われる。ここで不確実なのは、こうした

技術革新の将来の実用化の速度なのであって、なぜなら、生産性や経済的潜在力の変化率

を左右するのがこの速度だか らである。

もちろん、金融政策は、最近のわれわれの経済的な風景の様変わりの理由である技術進

歩の背後にある知的洞察を産み出したわけではない。 しか し、金融政策が、こうした革新

的な技術を開発することとなった投資をもたらすような、低インフレの安定的な金融 ・経

済環境を確立する一助 となったことを、われわれは確信 している。

連邦の財政政策 もまた、重要な役割を果たしてきた。過去数年間における統合予算の黒

字化や租税率と結びついた政府部門貯蓄の増加の出現は、景気拡大のバランスにとって極

めて重要であった。なぜなら、部分的に資産効果と結びついた、持続可能な供給を超えた

潜在的な超過需要の一部を、この財政黒字が吸収してきたからである。さらに、この黒字

は、国内貯蓄プールを増加させることか ら、金利水準を、今回のような例外的な経済成長

が続 く中で金融 ・経済のバランスを達成するのに本来必要となる水準よりも低い水準に抑
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えてくれた。つまり、財政黒字は、新 しい技術による利益を獲得 して米国経済の長期的な

潜在成長力を押 し上げることとなった、生産的な民間設備投資をファイナンス し持続させ

ることに貢献 したのである。

財政に関する最近の良いニュースが示す ところでは、政府から民間部門への貯蓄の還元

というこの有益 なプロセスが今後とも続 くという長期的な見通 しは、近年大 きく好転 して

きた。しかしなが ら、ベビー・ブーム世代が退職年齢へ と達するにつれ(こ のプロセスは今から

10年後に進行するが)、歳出予算は増大する圧力の下に置かれることになると予測される。

今後とも黒字基調を維持 しそれを債務償還 に充てていくことは、連邦政府が、生産性強

化のための設備投資と生活水準の向上を促進する上で、引き続き重要な方策であり続ける

と思われる。 したがって、われわれは、財政の問題(こ の問題については、今回の証言の

後の部分で再び戻るが)に 関するわれわれの警戒を緩めることはできない。

(4)経 済見通 し

見通 しには様 々な不確実性が伴っているが、理事会メンバーと地区連銀総裁による予測

の中心的な傾向によれば、米国における良好な経済パフォーマンスが今後 とも続 くとされ

ている。これらのうちほとんどの者は、今年の経済成長が31/2～33/4%の 範囲へ と幾

分減速すると予測 している。失業率は、引き続 き4～41/4%近 辺 とされている。個人消

費支出全体で見た場合のインフレ率は、13/4～2%と 予測 されてお り、エネルギー価格

の高騰により上昇 した1999年 と同水準ないしやや低い水準 となっている。 …

その結果、総需要の伸びを潜在的総供給力の伸びに合わせるという必要な調整は、株価

上昇のラグを伴った効果によって引き続 き支 えられている国内需要の抑制にかかってくる

はずである。 したがって、過去2年 間における名目 ・実質の中期 ・長期金利の顕著な上昇

は、この先の期間において必要とされる抑制効果として作用するはずである。 しか しなが

ら、これまでの ところ、金利 に敏感な分野での支出は引 き続 き強 く、FOMCは 、生産性

の上昇が今後 とも続 くとしたところでも、実質金利が、需要の伸びを潜在的供給力の伸び

に沿ったものとするのに十分な水準までには、未だに上昇 していないという兆候に対 して、

今後 も警戒 し続ける必要がある。

こうした調整の必要性は、不均衡による効果が累積 し、インフレ圧力に対す る様々な緩

衝物の深みが弱まる前であった従前よりも、喫緊 となっているように思われる。例えば、
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労働市場は近年、増大す る潜在的な供給力を需要が常々上回ったため、逼迫 してきた。私

が先に述べたように、歴史上の例がほとんどないこのような環境では、果た してどの程度

の労働市場の逼迫によって、単位コス トや物価がこれまで以上の速度で上昇 し始めるのか

について、確たることが言えないのである。 しか しなが ら、そこには一定の限度があるこ

とをわれわれは知ってお り、雇用を希望する失業者のプールが小さくなればなるほど、そ

の限度に近づ くことになるということは確実に言 える。FOMCが 直近の会合の後に示 し

たとおり、リスクの重心 は未だインフレ圧力 を形成する側にあると考えられる。

中央銀行は、経済の全体的なバランスと物価の安定を促進させるような金融環境を促進

することによって、経済成長 と生活水準の向上に最大限の貢献をすることができる。米国や

海外での経験は、低 くかつ安定的なインフレが健全でバランスの とれた景気拡大の必要条

件であることを強調してお り、実効的な物価安定環境の維持は極めて重要である。持続的

な拡大 と物価安定は、市場か らのシグナルに対 し、進化する技術が最 も効率的に利用 され

るような形で労働者や企業が反応することができるような背景(backdrop)を 提供する。

(5)連 邦財政政策の問題

最後に、私が過去の議会証言でも強調 した、連邦財政に関するいくつかの問題について

再 び述べ たい と思 う。今年、緊急 「歳出イニ シアテ ィブ」や 「創造 的会計(creative

accounting)」 の利用を通 じて、財政規律の幾分の侵食が見 られた。これはやや残念なこ

とではあるが、それでも、今後数年間にわた り予測されている統合予算の黒字の大半を対

民間債務の回収に充てることを認めるという、現政権と議会の賢明な選択 による効果に比

較すれば、こうした侵食は比較的小さいものであった。他の分野の歳出をファイナンスす

るために社会保障信託基金から借 り入れることを止めるべきだ というアイデアは、驚 くべ

き(か つ歓迎すべ き)牽 引力を得た。そ して、このアイデアは、実質的には、on-budget

の黒字とその利用法に重点を置いた、新 しい予算枠組みを確立 したと言える。

この新 しい枠組みは、財政規律を強化することとなる明確な 目的を提供 してお り、有益

なものである。これは、予算プロセスを、民間部門の標準である実際の会計に近づけるも

のであり、そ してまた、連邦財政会計の究極的な 目的に近づけるものと期待 している。

しかしまた、財政見通 しには大 きな下方リスクもありる。その1つ は、近年の税収の急

増をもたらした力についてわれわれの理解が限定的であることである。もちろん、 この急
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増の多 くの部分は、資産の市場価値の並外れた上昇によるものであるが、これは私が先に

述べた通 り、近年のペースで続 くことはない。しかし、これが話の全てではない。これ ら

の相互関係は複雑であ り、われわれが実際の税申告を元に作成された詳細な統計を手にす

るまでは、なぜ個人所得税の税収(対 所得比)が 資産価値の上昇や税ブラケッ ト上の移動

(bracketcreep)か ら予測される以上に大 きくなったのかがわからないのである。 したが

って、われわれはこのいわゆる 「税収の嬉 しい誤算(taxsurprise)」(こ れは近年の財政

状態の改善の中で大きな役割を果たしている)が 消滅した り、逆方向に働いた りする可能

性を捨て去ることはで きないのである。万一 これが生 じれば、たとえ現在の経済見通 しを

前提としても、見込まれる黒字は目に見えて縮小 し、おそ らくは消えてしまうと思われる。

こうした結末は、予算の他の部分でも逆方向の動 き(例 えば、最近の鈍化 しているヘルス

ケア関連歳出が現在の財政見通 しで想定されている以上に急激に増加することとなった場

合)が 起こる時に とりわけ生 じやす くなると思われる。

より本質的には、現在準備が整っている統合予算の黒字を現実のものとし、民間が保有

する国庫債務 を減少させることを認めることが、現在の環境におけるわが国経済の潜在的

な成長力に貢献する最善策なのである。

ただ、増大する財政黒字 というものが政治的に弁護不可能かもしれないということは私

も認識 している。 もしこれが当てはまるとした場合には、これも私が過去の証言で述べた

とおりであるが、黒字を新たな歳出プログラムではなく減税 に利用することによって、長

期にわたる全体的な財政ポジションを満足できる水準 に維持できる可能性は大 きくなると

私は信 じている。歴史は歳出がチェックされ続けることの困難さを示 しており、これは特

に、当初想定されていた以上 に大 きな歳出を結果的にもた らすことがしばしばあった、無

時限のコミットメント(open-endedcommitments)の 場合に当てはまる。これに対 して、

減税の決定は、必要な政府サービスのために十分 な歳入基盤を維持する必要性か ら、封 じ

込められる可能性が高いものである。さらに、特に限界税率を低 くするようにデザインさ

れた場合には、減税は経済パフォーマンスに良いインセンティブを提供することができる。

(6)結 論

米国経済が新年そして新世紀に入る現在、近年のわが国の成功をもたらしたわが国の経

済システムの基本的な性格について熟考する良い機会である。競争的かつ開放的な市場、法の
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ルール、財政規律、および企業と起業精神の文化は、引き続き、急速な技術革新 と強化 された

生産性の下支えとな り、ひいては、生活水準の持続的な一層の向上を促進するはずである。

しかしなが ら、人間の期待が幸福感 と幻滅感 との間の往復を免れない以上、市場経済か

ら景気循環が追放されたと考えるのは軽率と思われる。われわれにで きることはただ、わ

れわれがそうした脇道に容易にそれやすいということをも想定 した上で、慈悲深い基本原

理(bene五centfundamentals)が 、新千年紀に向かっての持続的な経済的進歩のための枠

組みを与えて くれることを信 じることだけである。

VI経 済 コ ラ ムマ ガ ジ ン に よる ア メ リカ経 済概 要

1米 国のニューエ コノミーの崩壊が進行 している。IT関 連企業は売上が減少 し、在

庫が増え、各社 とも減益 となっている。

まず最初 に潰れたのが、インターネットを使ったニュービジネスである。いわゆる ドッ

トコム企業である。以前からこの分野の多 くの企業は赤字であり、なおかつその赤字が解

消されないことが問題にされていた。 ところが 「先行投資がかかるのは当 り前」「最初に

市場を独占したものが最終的な勝利者 となる」 と言 うプロパガンダーが効いたのか、赤字

にも拘 らず、これらの企業に資金の流入が続いた。 しかし一年前から、簡単には資金が流

れなくなった。 これらの分野で成功 したと言われるベンチャー企業が登録 しているナスダ

ック市場の株価下落も、その頃から始まった。

ネットビジネスは極めて参入障壁が低い。 したがって競争が激化して、よほど他人がま

ねのできないような個性的な商売でない限 り、利益を得ることは無理である。ビジネスモ

デル特許と言う奇妙 な権利が話題になったが、これが定着するしないに拘 らず、 ドットコ

ム企業の崩壊が続いている。

ITの インフラを提供 していた企業にも問題が生 じた。具体的にはパソコンメーカー、

パソコンソフ ト産業、インターネット周辺機器メーカー、通信会社などである。この産業

群の成長が米国の好景気 を長引かせた原因と考える意見もある。つまりIT景 気の本質は

ここであり、 しか もこの分野の企業が一番利益 を得ていたというのである。

2イ ンター ネ ッ トの登場 は、新 しい ビジネスの可能性 を提供 した。誰で もビジネスチ
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ヤンスがあり、誰でもが億万長者になれると言う 「夢」 を与 えた。実際、ネットビジネス

で脚光 を浴びる人々が登場 した。それが昨日まで隣に住んでいるような人々である。また

赤字の企業でも株式を公開することによって、莫大な資金を得 ることができた。さらにネ

ッ ト関連の多 くの企業が店頭登録しているナスダック市場では、株価が連日高騰 し、多 く

の株式長者を生んだとされる。

この次に業績を落とすのは、IT関 連の周辺にいる銀行 ・証券 と言った金融関連企業で

ある。株式が下落し、企業の売却や買収が落着けば、これ らの企業の収益 も減少する。シ

ティーバンクなど金融関連企業のリス トラも報 じられるまでになった。

インターネットに代表されるITの ブームは、米国のみならず世界 中に広がった。 しか

しここで誤解 してはいけないのは、ITブ ームは広範囲に浸透 していたが、経済的なメリ

ットを実際に享受できた企業群は極めて限定されていたことである。先程述べたようにイ

ンターネットのインフラを提供 していた企業とその周辺である。

さらにこれ らの企業の株式を購入 していた人々は、株価上昇によって間接的な恩恵を受

けた。また株価上昇によって、株式市場に流入する資金 も増 え、ITと それほど関係が深

くないニューヨーク市場の株価 まで も上昇 した。つま りITブ ームは、株価上昇による資

産効果によって、消費拡大 を生み、各国、特に米国の好況を長引かせたのである。

3今 日、この歯車が逆回転を始めている。ネット企業の挫折に続き、インフラを提供 し

ていた企業の業績不振、さらに金融関連 まで、不振の輪が広がった。今後注 目されるのは、

業績不振の波がどこまで広がるか と言 うことである。筆者は、株価下落による逆資産効果

に注 目している。具体的には消費の動向である。たしかに自動車の売上など減少 している。

景気が後退する中での金利引下げの効果は小さい(本 来金利の動 きに敏感だったはずの米

国経済が、緊急利下げに反応 しないことが注目される)。また、予定 されている減税 も決 し

て大きくない。レーガン大統領が行った減税 に比べ、GDP比 で半分の規模(減 額の動 きが

あ り、減額されれば三分の一近 くになってしまう)である。また、多 くの州政府は、財政の均

衡が義務づけられている。したがって今後税収が減少すれば、歳出を削減することになる。

41Tの バ ブルの生成過程で は変 なことが起 った。 グ リー ンスパ ンFRB議 長 の発言 が
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大 きく変わったのである。96年 、ダウ平均が6,000ド ルを超えた時には、グリーンスパ ン

議長は 「根拠なき熱狂」とこの動きを牽制 していた。議長は、日本のバブル経済の崩壊に

関心が強 く、 日本の二の舞いにならないよう注意を払っていたのである。当時は 「ニュー

エコノミー論」 と言 う考えが提示され、これ 自体が議論の対象 となった。経済活動が活発

になっても物価が上昇せず、景気循環もなくなると言うのが 「ニューエコノ ミー」肯定派

の主張であった。背景 として次のようなことが挙げられた。

(1)生 産のグローバル化

途上国の生産技術の向上によって、より安い製品の製造が可能になり、よりコス トの安

い地域から商品を輸入することができ、国内の物価が安定化 した。

A金 融の変化

金融市場の規制緩和により、効率的な資金の移動が可能になった。

B雇 用の性格の変化

従来の労働組合の組織率の高い産業か ら、サ ービス業やソフト産業への雇用の移行がな

された。 これにより、テンポラリーワーカーが増加 し、人件費の削減 と企業の柔軟な雇用

調整を可能にした。

C政 府の政策

これは二つ考 えられる。一・つは各産業分野での規制緩和 により、競争がそれだけ激 しく

な り、商品価格があまり上がらなくなった。もう一つは、米政府の財政赤字の削減である。

ここで政府の資金需要が減ることにより、その分市場金利が低目に推移することになった。

D途 上国市場の拡大

文字通 り、ASEAN諸 国、中国、中南米諸国の経済発展が、米国経済にも良い影響 を与

えていることである。

E情 報技術の発展

情報 システムへの投資の増大 と、情報技術そのものの進歩により、企業経営の意思決定
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を速め、また在庫の管理を効率化 させた。

この ように当時は、 「ニューエ コノ ミー」 に対 して真 面 目に考 えて いたのである。 中に

は これ は楽観的す ぎると言 う意見 もあ った。 この ような現象 を 日本 は既 に経験 済みだった

か らで ある。 日本経済はバ ブル期 にこれ に近い ことを経験 したのであ る。バ ブル経済 のピ

ー ク時 の物価 上昇率 はわず か3 .3%で あ った。原因 としは、上記 のい くつかが該当す る と

筆者 は考 えてい る。つ ま り日本は世界 の先進国の中で先駆けて 「ニ ューエ コノミー」 を体

験 した国だ とも言 えるのである。

5と ころで世界中の中央銀行の一番の関心事は「物価」であり、その上昇率である。ところ

が今回の米国の長い好況局面では、物価が比較的安定 していた。失業率がかなり小 さくなっ

て も、物価は上昇 しなかったのである。しかしこれが後々に問題を大きくするのであった。

これまでも米国では、半ば人為的な政策で景気は循環していた。景気が過熱 し、物価が

上昇するとFRBは 金融を引締めた。そ してそのことによって景気 もスローダウンした。

しかし今回は、失業率が低下しても、はっきりとは物価が上昇 しないため、まさに金融引

締めのタイミングを失 したのである。議会も、金利引上げの動 きに対 しては、「物価が上

昇 していないのに余計なことはするな」 と言うムー ドが強かった。 ところがここが重要な

ポイントであるが、一方では株式などの資産価格がどんどん上がっていたのである。つま

り日本のバブル期 と同じような現象が起 っていたのである。日本の場合、上昇 したのは、

株式 と地価であった。

2,000年 度問題の余剰資金がナス ダック市場になだれ込んだ結果、株価は急騰 した。 し

か しそこが天井であった。それ以降、ナスダック市場は崩壊の道を歩み、今 日に到っている。

先程述べたように、今のところ、米国株式の下落が どの程度まで実態経済に影響を与え

るのかについては、まだはっきりとは見えて来てはいない。 しか し筆者は、かなり高い確

率で、株価下落の影響が、今後はかなり大きなインパク トとして、米国経済全体に悪影響

を与えると考えている。貯蓄率もプラスになるものと考えている。

そ して米 国でのバ ブル生成 の過程 で、 さ らにグ リー ンスパ ン議長 は、 「罠」 にか かって

しまったのである。それは 「生産性 の向上」 と言 う架空 の物語 であった とい う見方 もある。
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「移転価格課税に関連する付随的問題点

フランスにおける状況 を中心 に」

中 里 実
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は じめに

本稿においては、移転価格課税 に関連する付随的問題点のうちい くつか重要と思われる

ものをとりあげ、主 としてそれがフランスにおいてどのように扱われているかという点に

ついて、できるだけフランスにおける現状に忠実なかたちで くわしく紹介する。具体的に

は、移転価格における第二次調整の問題と、相互協議の手続の問題の二つをとりあげる。

いずれ も、日本における今後の制度整備 を考える際に避けては通れない問題であ り、これ

らの問題に関するフランスの制度を正確に紹介することは、 日本にとっても、それな りの

意味があるものと考えられる。フランス租税法の紹介は日本においてあまり行われていな

いことを考えれば、なおさらである。

ただし、これらの問題に関するフランスにおける様々な文献の叙述は簡潔で、どれもほ

ぼ類似の ものである(こ の点については、い くつかの文献の叙述が重複 していることを示

すこととする)と ころか らみて、これらの問題に関するフランスにおける議論 も、 日本に

おけると同様に、必ず しも十分に行われていないことが うかがわれる。まず、第一・の第二

次調整の問題についてであるが、みなし配当(的 なもの)に 対する源泉徴収一般について

はフランスにおいてかな り詳 しい議論が行われているにもかかわらず、移転価格における

第二次調整との関連における議論は、どれも似たようなもので、その分量 もかなり限られ

ている。

また、第二の相互協議の手続についても、この問題に関する通達(こ れについては、最

後に全文訳を掲げる)が 存在するものの、学説 も基本的に当該通達に関する解説を行うの

みで、それ以上に詳細な検討は、筆者の知るかぎりにおいては、行われていない。しか し、

このような状況であるという点をも含めて、ここではフランスの状況をできるだけ客観的

に紹介 しようと考えている。

なお、本稿においては、これらの二つの問題に加えて、外国において第二次調整が行わ

れた場合に日本において外国税額控除をどの範囲で認めるべ きであるか という問題につい

ても、付随的に検討 してお くこととしたい。フランスの第二次調整においては、フランス

法人に対 して益金加算 された(あ るいは損金算入を否定された)額 について、かなり包括

的に配当とみなして、フランスにおいて移転価格課税を受けた当該フランス法人の関連会

社である外国企業に対 して(い わば、支払が行われた とみて)源 泉徴収を行うという制度
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になっているか ら、当該外国企業が日本企業である場合に、日本においては資本等取引等

として益金に算入 されない金額に対する源泉徴収がフランスにおいて行われる可能性があ

る(例 えば、フランスにおける移転価格課税が 日仏租税条約に反する場合等がこれに当た

る)。 フランスの源泉徴収所得税が一般的には外国税額控除の対象 となる外国法人税であ

るとしても、そのような場合についてまで、 日本において自動的に外国税額控除を認める

べきであるか否かは、実務上、深刻な問題となると思われるからである。

以下においては、まず、フランスにおける移転価格における第二次調整の問題を検討し

(1)、 次に、フランスにおける相互協議手続について議論を加えた上で(皿)、 外国にお

いて第二次調整が行われた場合の日本における外国税額控除の問題について付随的に検討

を行う(皿D。 そして、最後に、本稿の付属資料 として、フランスにおける相互協議手続

に関する通達の全文訳を掲げる(IV)。

なお、この種の問題を本格的に議論する際には、フランス租税法についての一定の予備

知識が要求されるのであるが、本稿 において、それについて詳しく解説 している知識が要

求されるのであるが、本稿において、それを行う余裕はない。 したがって、この点に関し

ては、筆者がかつて発表 した関連論文を参照していただきたい。

1移 転価格における第二次調整

1概 要

ここでは、移転価格における第二次調整がフランスにおいてどのように行われているか

という点に関 して、概要を述べることとする。

フランス企業に対 してフランス課税当局により移転価格課税が行われた場合の第二次調

整に関 し、フランスにおいては、移転価格課税が行われると(た とえば、一般租税法典57

条が発動されると)、 フランス企業の課税利益 に対する加算が行われる(益 金の加算ある

いは損金算入の否定による、増額更正)と 同時に、利益の間接的移転を受けた相手方外国

企業に対 して配当等を得た ものとして課税が行われる(第 二次調整)。 この後者の課税は、

フランス国内法の定めによれば、実際には、分配所得(revenusdistribu6s)に 対する源

泉徴収税(imp6tdedistribudon)と して、移転価格課税を受けたフランス法人の段階で

源泉徴収されることになっている。
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一般的にいって、(法 人税ではなく)所 得税の課税 を受ける企業(人 的企業)に ついて

は、企業の利益が直接出資者の利益(所 得類型は、多 くの場合、商工業利益であるが、こ

れは、ほぼ、日本の事業所得に対応するものである)と して課税されるのに対 して、法人

税の課税を受ける企業については、法人税 を支払った後の税引 き後利益が現実に社員に分

配(配 当等)さ れた(あ るいは、分配されたとみなされる)段 階で、当該企業の社員であ

る個人に対 して資本所得(こ れは、日本でいえば、配当所得にあたるもの と考えてよい)

として課税される(た だ し、 もちろん、社員が法人税の課税を受ける企業であれば、法人

税 の課税が行われる)。

さて、所得税の所得類型の一つである資本所得の算定は、フランスにおいては、まず、

会社の分配所得の総計(lamassedesrevenuedistribu6s)が 計算され(一 般租税法典109

条か ら109quinquies条)、 次に、これが各株主に対 して配分計算される(一 般租税法典116

条か ら117bis条)と いう二段階の手順で行われる。なお、この分配所得は、所得税の所

得類型の一つであるが、法人 もこれについて一般租税法典119bis条2項 により、源泉徴

収を受けることとされている点に留意しなければならない。

ここにいう 「分配所得」の概念は、狭義の配当(商 法上のそれ)よ りもかな り広い概念

である。すなわち、分配所得 について、一般租税法典109条1項 は、次のように定めてい

る。

「次のものは分配所得(revenusdistribu6s)と される。

1積 み立て られずあるいは資本に組み入れられないあ らゆる利益および所得

2社 員、株主および持分保有者の処分に委ねられ、利益か ら払いだされないあらゆる

額あるいは価値」

その結果、商法上の正規の手続 を経て支払われた配当以外のものも、上の定義に該当す

れば、課税上は分配所得 として扱われる。そして、上の1号 を受けた一般租税法典のアネ

クスnの47条 が、

「ある年度の法人税の課税利益に関するあらゆる更正は、同一年度の分配された額の

算定上考慮される。」

と定めて、更正の際に会社の利益に加算された額が分配所得 に含 まれることを認めてい

る。そ して、この分配所得については、一般租税法典119bis条2項 により源泉徴収が

行われるわけである。
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しか し、 コ ンセ イユ ・デ タが、第一 に、上の109条 の1項1号 は、法人 の株 主等 に対 し

てのみ適用 され る と判示 した(CE.3mai1968,req.70.904,Recueildesd6cisionsdu

Conseid'Etat1968,p.278)た めに、フラ ンス法人 の株主等 でない外 国法人(す なわち、

株主等で ない関連法 人)に 対 して利益 が移転 された場合 に、(移 転価格課税 の主要 な根拠

条文で ある)57条 の発動 の結 果 として、当該外国法人 に対す る源泉徴収が可能 か否 かが問

題 となった。 また、第二 に、 コンセ イユ ・デ タが、 上の109条1項1号 は、法 人税 を課 さ

れた利益 に対 してのみ適用 される と判示 した(CE.5mai1970,req.77.721,Recueildes

d6cisionsduConse皿d'Etat1970,p296)た め に、 フランス法人が赤字 の場合 に も源泉

徴収が可能か否かが問題 となった。

その結果、現在 は、一般租税 法典111条(こ れ は、正規 の配当以外 の もの の うち、資本

所得 とされ るものの代表例 を列挙 した条文であ る)の 、

「特 に、次の ものは分配所得 とされ る。

a反 対 の証 明が ない場合 の、貸付 金 … と して … 社員 の処分 に委 ね られたあ

らゆ る額

c受 取人 の隠 された報酬 ・利益

・一 ・・ … 一 ・・」

とい う定め をも考慮 して、以下 の ような取扱 い とな ってい る。すなわち、

・ フランス法人が黒字 の場合 は109条1項1号 が、

・ フランス法人が赤字 で外 国法人が その株 主であ る場合 には109条1項2号 と111条a

が、

・ フランス法人が赤字 で外 国法人がその株主等 でない場合 には111条cが 、

それぞれ適用 され、いずれ にせ よ源泉徴収が行 われる と解 されているのであ る。 この よう

に、 フランス において は、移転価 格の当事者 である法 人間の法的関係 にかかわ らず、みな

し配当 としての源泉徴 収課税 が きわめて幅広 く行 われる(そ の当然 の結果 として、本稿 の

三 において検 討す る ような問題が発生す る こと となる)。 これ は、 フランス にお ける源泉

徴収課税が、 か な り流通税 的 な色彩 を帯 びている(追 いかけ課税等が行われる ことも、 こ

の反映であ る)こ との結果で はないか と推測 される。 この源泉徴収 の(フ ランス国内法上

の)税 率は、25/75で あ る。

一190一



この ように フランス にお ける 「みな し配当」課税 は、その課税 される範囲が著 し く広 く、

フランスにおいて移転価格課税がな された場合 には、外国 にある相 手方関連法人 に対 して

源泉徴収 が行 われ る可能性が きわめて高いのであ る。考 えてみれ ば、 フランス国際租税法

においては、外 国法人が(そ のフランス支店 を通 じて)フ ランスで得 た利益 を原資 として

国外で配当 した場合 に、 当該外国法 人か ら配当 を受 ける外国株主 に対 して源泉徴 収 を行 う

(いわゆる追いか け課税)こ とさえ認 め られ てい るので あるか ら、 これ は、別 に驚 くには

値 しないのであ ろ う。

もっとも、以上述べ たのは、 フランス国内法 における源泉徴収の シス テムであ り、 これ

は、 当然の ことなが ら、租税条約の修正 を受 ける。特 に、一般租税 法典57条 によ りフ ラン

ス法人の課税利益 に加算 された額 は、租税 条約 によっては、外国法人 に対す る配 当 として

は扱 われず、そ の他所 得(OECDモ デル条約21条)と して フラ ンスの課税 を免 れ る(源

泉徴収 され ない)と される場合が あるとい う点 に留意す る必要が ある。た とえば、OECD

モデル租税 条約 の場合 と同 じく、一般租税 法典57条 によ りフランス法人の課税 利益 に加算

された金額が利益 の間接 的移転 を受 けた外 国企業 の配 当所得 とはな らず、その他所得 とな

るために、一般租税 法典119bis条2項 の源泉徴収が行 われ ない とされた具体的 な判例 と

して、 た とえば、 次の ような ものが存在 す る。

・仏独租税条約

CE.26nov.1982,re巳28.177,Droitfiscal1983,n.23,comm.1266

C.E19d6cembre1986,rec.n.54.101,Droitfiscal1987,n.17,comm.852,

noteTixieretRommer

・フ ランス ・ベルギ ー租税 条約

CE27juilU984,re叫n.16.649,Droitfiscal1984,n.39,comm.1570

・仏伊租税 条約

()E.10juin1983,re叫n.27.391,Droitfiscal1984,no.10,comm489

・フランス ・デ ンマ ーク租税条約

C.E140ct1985,re砕rL37.583-37.585et42.516-42.564,Droitfiscal

1986,n.24,comm.1170
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2Gest/Tixierに お け る叙 述

フラ ンス におけ る国際租税 法 の分 野の もっ とも権威 あ る書物 で ある、GuyGestet

GilbertTixieηDroit五scalinternational,2e6ditionrefondue,1990に おいて は、移転価

格 に関す る一般租 税法典57条 の解 説の一部 として、 「加算 され た利益 の課税」 と題 して、

479頁 か ら481頁 にか けて、 以下の ような叙述が あるので、該 当箇所 を翻訳 して、詳 し く紹

介 してお くこととす る。

この書物は、まず、移転価格の課税を、益金加算と第二次調整の二つに分けて考える必

要があるとして、次のように述べている。第二次調整に、当然のこととしてきわめて詳細

に議論されているという点は、 フランスにおける特色であると考えてよかろう。

「価格の訂正手続が開始された場合、そこか ら生ずる課税 について決定する必要がある。

まず、実現された利益 に対 して課される基本となる租税の税額の訂正を行 う必要がある。

次に、法人によって実現された利益の間接的な移転の場合 に、当該法人から徴収される分

配税(日 本流にいえば、源泉税)の 税額の訂正を行 う必要がある。

利益に対する租税の課税ベースへの加算

加算された額が申告利益の増額をもたらす場合には、この加算された額は、法人の場合、

法人税の税率で課税され、また、個人の場合には、所得の課税に対応する限界税率で課税

される。もし、法人に損失がある場合、加算 された額は、当該損失に加算される。そして、

加算額が損失額をこえる場合には、その額が課税される。

分配された利益に対する課税

行政庁は、経営上の異常な行為(租 税回避のこと)に 基づ く加算額に対して通常の法人

税率で課税するだけではなく、罰則的なことも行う。1973年5月4日 の通達によれば行政

庁 は、当該加算額を分配所得 と同視する。行政庁は、この方法を正当化するためにい くつ

もの条文を引 き合いに出す。

フランス企業の事業年度が黒字である場合、行政庁は一・般租税法典109条1項 を用いる。

この条文は、次のように定めている。
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『次の ものは分配所得(revenusdistribu6s)と される。

1積 み立てられずあるいは資本に組み入れられないあらゆる利益および所得

2社 員、株主および持分保有者の処分に委ねられ、利益から払いだされないあらゆ

る額あるいは価値』

フランス企業の事業年度が赤字の場合 と、利益の移転により利益 を受ける外国法人がフ

ランス法人の社員ないし株主である場合 には、行政庁は、前掲の109条1項2号 と111条a

項を用いる。11条a項 は、次のように定めている。

『特に、次のものは分配所得 とされる。

a反 対の証明がない場合の、前払金、貸付金、割引額 として、直接的に、または他

者や法人を仲介 として社員の処分に委ねられたあらゆる額』

最後に、その他の前提の場合、行政庁 は、「受取人の隠された報酬 ・利益」を分配所得

と見なすところの111条c項 に依拠する。

これらの条文に基づいて、行政庁は、外国に移転された額は、分配された利益 ないし分

配されたとみなされる利益 に固有の、法人税 に付加 されるところの3パ ーセン ト(1989年

に終了する事業年度)な い し5パ ーセント(そ れ以降に終了する事業年度)の 追加負担に

服させるが、その際には、配当に関する源泉徴収のメカ1ニズムが適用 される。 さらに、移

転された額が純額であるとみなされる場合 には、源泉徴収の税率は、移転 された額の75分

の25となる。このような国内法の措置は、租税条約に違反する場合がある。」

次の、この書物は、第二次調整の際の源泉徴収と租税条約 との関係に関して、次のよう

に、きわめて詳細な議論を行っている。

「条約 によ り分配 された とみなされる所得 の性格付 け －Patrex判 決

1983年3月25日 にコンセイユ ・デタで判 決の下 された事案 におい て、行政庁 は、 フラン

スの法人 とベル ギーの法人の間で行 われた取 引 を、経 営上 の異常 な行為(租 税 回避 のこ と)

を構 成す るもの と主張 した。行政庁 は、 フランス法 人に対 して請求書 の送 られ たある製品

の購 入価格 がそ の時価 を大 き く超過 している と考えた。コ ンセイユ ・デタは、 この理論 を

認めた。 しか し、 課税庁 は、 さらに、 フ ランス法人に対 して、配当の分配 に関す るフラン

ス ・ベルギー 間の租税条約15条 によ り定 め られた税率 で源泉徴収税 を賦課 しよ うとした。
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しか し、 フランス法 人に よれば、 ベルギー法 人はフラ ンス法人 の社員 ない し株主ではない

ので15条 は適用 されない とい う。 フ ランス法人 は、本件 に関 して は、[そ の他所得 に関す

る]18条 のみが適用 される と考 えた。 この18条 の条文は、『本条約 の前 条文 に別段 の定 め

のない限 りにおいて、一方の締約 国の居住者の所得 は、当該 国家 にお いてのみ課税 される』

と定め る。 コンセイユ ・デタは、 フランスにおいて行 われ る源泉徴収 と、その他所得 につ

いて居住地国、すなわちベ ルギーにおける課税 を定め る条約18条 の規定 との調和 の問題 を

提起 した。 コンセイユ ・デタは、対外 関係大 臣の解釈 を待つため に、判決 を延期 した。

1984年7月27日 のPatrex社 事件 において、 コ ンセイユ ・デ タは、一般租税法典119条 の

2に 定め る源泉徴収 は条約15条 に よ り定義 された配当 に対 して も適用 され るが、そ うで な

い場合 には、源泉徴収の執行 は条約 の18条 によ り阻まれ るとい う省 の解釈 を法的に確認 し

た。それ以来、フラ ンス ・ベ ルギー租税条約 の18条 の規定は、統合 的 に適用 されている。

以上の条件 の下で、 フランス において源泉徴収 された額 は、Patrex社 に対 して返却 され

なけれ ばならない。

一般的 に、 コンセイユ ・デタは、分配 を行 う法人の居住す る国家の国内法 により分配 と

みな され る所得 は、仏独租税条約 や仏伊租税条約 によ り定め られ た配当の カテ ゴリーに入

らない と判断する。」

これは、フランスの第二次調整における源泉徴収制度に関するきわめてわか りやすい記

述であ り、相当に詳 しい もので、外国の者がフランスの制度に関 して研究する際に大いに

参考になるものと思われるので、該当個所を翻訳 して上に掲げておいた。全体の構成が、

移転価格課税(す なわち、第一一の 「利益に対する租税の課税ベースへの加算」の箇所)、

第二次調整(す なわち、第二の 「分配された利益 に対する課税」の箇所)、租税条約との

関係(す なわち、第三の 「条約 によ り分配されたとみなされる所得 の性格付け－Patrex

判決」の箇所)と いう三段階になっている。

これらのうち、最後の ところの 「条約により分配されたとみなされる所得の性格付け－

Patrex判 決」の箇所における解説は重要である。すなわち、そこにおける、第二次調整

による源泉徴収と、租税条約との関係に関する経緯の説明(す なわち、「一般租税法典119

条の2に 定める源泉徴収は条約15条 により定義された配当に対 しても適用されるが、そう

でない場合 には、源泉徴収の執行は条約の18条 により阻まれる」 という取 り扱い)は 、実
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務的観点か ら見て重要である。この部分 について理解 してお くことは、三における議論に

際して、大いに参考 となるであろう。

3BrunoGouthierさ に お け る 叙 述

次 に、上 の書 物 の み で は叙 述 に偏 りが あ る とい け な い の で、念 の た め に、Bruno

ヘ ム ノ ノ
Gouthiere,Lesimpotsdanslesaffairesinternationales,Trenteetudespratiques,4e

ed,1998,etude26の 叙 述 に つ い て も、 一 応 、 ご く簡 単 に 紹 介 し て お く こ と と す る 。 こ

の 書 物 は 、 移 転 価 格 に 関 す る 記 述 の 中 で 、 「一 般 租 税 法 典57条 の 適 用 の 効 果 」 と題 し て 、

以 下 の よ う に 述 べ て い る(830頁 一831頁)。

「行政庁の見解によれば、法人税の課税ベースに加算された額は、そのまま、以下の条

文にしたがって、分配所得 とみなされなければならない。

・当該事業年度が黒字の場合 は、109条1項1号

・当該事業年度が赤字で、間接的に移転された利益の受益者である外国法人が当該 フラ

ンス法人の社員、株主、持分権者である場合は、109条1項2号 と111条

・上の二つの場合に該当しない場合は、隠れた利益 に関する111条

その結果、行政庁によれば、間接的な分配は、租税条約の留保の下に、75分 の25の 税率

で源泉徴収 に服する(Dadm4A1212,rL141septembre1993)。 この行政庁の理論

に関しては、二つのコメン トが必要である。

〔税率に関するコメン トは省略〕

配当に関する租税条約の規定適用可能性の問題については、 コンセイユ ・デタがい くつ

もの事件で取 り組んだ。現在の状況は、以下のとお りである。

ある租税 条約における配当の定義がOECDモ デル条約10条3項 と同じ場合 には、受領

者が株主である場合を除けば、同一視は不可能である。

〔中略〕

配当に関する規定が適用されない場合、一般的に、その他所得条項(OECD21条)を 適

用することが可能であろう。この場合、フランスは、課税する権利を失 う。なぜなら、 こ

れらの所得 は、通常、受領者の居住地においてのみ課税 されるか らである。 しかし、その

他所得条項がない場合、フランスは、課税する権利を保有 し、一般租税法典に定める税率
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で源泉徴収を行 うことができる。」

これは、上の2で 引用 した書物における叙述と比べるとかなり簡潔な叙述であるが、そ

れで も、上の2の 書物 と基本的にまった く同様の記述がなされているという点を指摘する

ことがで きる。また、租税条約との関係 に関する記述も参考になる。

4ま とめ

以上、要するに、フランスにおいては、移転価格 に関する第二次調整がかなり積極的に

行われてお り、源泉徴収が行われる可能性が高い。しかし、租税条約が存在する場合にお

いては、移転価格課税を受けた法人の外国の関連会社が、当該移転価格課税を受けた法人

の株主等に該当しない場合、租税条約の 「その他所得」条項が適用され、源泉徴収が行わ

れない場合が存在するのである。

Hフ ランスにおける相互協議の手続

次に、フランスにおける租税条約上の相互協議の手続について、具体的に述べておくこ

ととする。フランスにおいては、相互協議の手続がかな り整備されており、 日本における

租税条約上の相互協議手続について考えてい く際に、非常に参考になると思われるからで

ある。

1Gest/Tixierに お け る 叙 述

上 で も引用 した、 フランスにおける国際租税 法の分野 の もっ とも権威 ある書物である、

GuyGestetG且bertTixier,DroitfiscalinternationaL2eeditionrefondue,1990に おいて

は、租税条約上 の相互協議の手続に関 して、概ね、以下 に概要 を示す ような記述がな され

ている(p.107-p.113)。 この書物 にお ける説明 は、記述 に際 しての項 目の立 て方 も含 め

て、 きわめて明確 な ものであ り、参考 にな る。そ こで、以下 において は、必ず しもその逐

語 的な翻訳で はないが、その内容 をで きるだけ原文に忠実 に即 したか たちで示す こととし

た い。 まず、 この書物 は、以下の ように、相 互協議手続 きをおお まか に二つ に分類 してい
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る 。

「租税条約がうまく機能するためには、両締約国の行政庁間の連絡が不可欠である。国

内法 を条約で修正して適用する場合であっても、条約の一方的な解釈 ・適用がなされれば、

差異が生 じ、企業の取引の柔軟性が害される結果となる。そこで、国家間の手続によって

そのような問題を解決するために、相互協議手続が設けられている。この手続は、納税者

のイニシアティブによって開始 される場合 と、権限ある当局により開始される場合とがあ

る。」

その上で、この書物は、「納税者のイニシアティブによる場合」について、次のように

きわめて詳細な記述をおいている。ただし、 ここで留意 しなければならないのは、この記

述の多 くが、最後に全訳を掲げた通達の内容の紹介を主な内容 としているという点である。

相互協議に関する通達が存在 し、 また尊重 されている点が、研究者の著作に対 しても大 き

な影響を及ぼしているのである。

「・納税者のイニシアティブによる場合

この場合、納税者は、手続の開始のイニシアティブを有するが、手続の進展の当事者で

はない。

A手 続の進展

申し立て権限と、申し立て期 間

条約に特別な定めがある場合(た とえば、相続税に関する仏米条約の14条 は、選択を認

めている)を 除いて、納税者は、自らが居住者であると考える締約国の権限ある当局に対

して手続の開始を申し立てる。ただ し、アメリカは、相手国が合衆国で課税された所得に

ついて外国税額控除を拒否する場合の、合衆国の権限ある当局に対 して申し立てを行う可

能性を納税者に対して認めている(RevProc.77-16)。 また、OECDモ デル租税条約に

したがって、多 くの条約は、納税者が無差別取扱禁止条項に反するような取扱を受けた場

合に、 自らが国籍を有する国において、相互協議手続を申し立てることができると定めて

いる。

申し立て(そ の手続は、かなり柔軟なものである)は 、納税者が問題の措置の通知を受
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けてからかな り短期間のうちに行わなければならない(3年 とする条約、2年 とする条約、

1年 とする条約)。 中には、期間の定めのないものもある。

会計記録の保存期間との関係で、フランスの当局は、外国で行われた措置で、申し立て

の期 日よりも6年 以上前の課税に関連するものについては、受理を拒否する。フランスに

より行われた措置については、出訴(r6clamation,租 税手続法典のartR196-1か ら

5)の 期間をす ぎた課税 についての申し立てを、原則 として、拒絶する(IVで 翻訳を掲げ

てある通達参照)。

開始が認められる場合

二重課税の場合 にのみ申し立てを行うことのできる条約 と、より広 く、条約の定めに適

合 しない課税 を受けた場合 に申し立てを行 うことのできる条約とがある。

この後者の場合、納税者 は、条約の規定が無視されているか、あるいは、条約の定めか

ら見て国内法の定めが誤ってあるいは恣意的に適用 されている、ということを主張する必

要がある。相互協議手続は、二重課税が存在 しない場合にも行われうる。たとえば、無差

別取扱禁止条項が尊重されていなかったり、所得分類が誤っていた り、誤って恒久的施設

の存在が認定された場合等である。しかし、モデル条約25条1項 は、納税者が条約の空白

をうめるために手続を用いることを禁 じている。無差別取扱禁止条項が問題 となる場合を

除 くと、手続の申し立てを行うことができるのは、条約の対象 となっている税 目に関して

のみである。また、条約に適合 しない課税が行われる前の時点において も、申し立てが行

われることがある。たとえば、締約国によりなされる更正処分のような措置が条約に適合

しない課税 をもたらす可能性があることを示 した場合である。予防的ではないとして も、

迅速な対応が要求 されるからである。

実際には、法的及び経済的二重課税が、相互協議手続が行われる主要な場合である。特

に、条約において国内行政庁に対 して広い選択の余地等を認めている場合等には、この手

続が行われることが多い。たとえば、移転価格の場合等がこれにあたる。

国内法上の救済手続と相互協議手続との関係

相互協議手続は、例外的な普通法上の手続なので、国内法上の救済措置 を尽 くす前にお

いても、納税者は申し立てを行 うことができる。また、相互協議手続が開始 されているか

らといって、国内法上の救済措置が受けられないわけではなく、また、国内法上の司法手

続が停止されるわけでもない。逆に、訴訟において確定 した結論がでる場合 においても、
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相互協議手続は可 能であ る。

権限ある当局 は、納税 者 か らの申 し立て を検討 し、そ れに理 由がある と考 えるにもかか

わ らず自らのみの力 で解決 で きない場合 には、相 手 国の権 限ある当局 との協議 を開始す る。

しか し、それは義務 では ない。 申 し立てが拒否 された場合、せ いぜい、明 らか な誤 りに対

して裁量権限踏越訴訟 の可能性があ るのみである。

(注)『権限ある当局が相互協議を拒否すると、納税者は解決方法を失うことになる』(conclFouquet

sousCE2juin1986,Dojcinovic,RJF,8-9/1986,ひ472)。 」

以上が、相互協議手続の開始に関する総論的な記述である。 この中で、特に注 目すべき

は、最後の 「国内法上の救済手続 と相互協議手続 との関係」の部分である。相互協議手続

の法的位置づけに関 しては、今後、より詳細な検討が必要であると思われるが、その際に

は、国際法と国内法の関係に関する理論的な議論が出発点とならなければならないであろ

う。

上記の書物は、上の記述に引 き続いて、手続の中身について、以下のような記述を行っ

ている。

「B手 続の開始 と、協議の定め

純粋に好意的な手続

相互協議手続は二国間の関係に関するものであるが、協議は、外交的ルー トとは別のイ

ンフォーマルな手続で行われる。単純な問題は、文書交換により処理され、複雑な問題は、

権限ある当局を代表する専門家からなる混成委員会の会合を必要とする場合 もある。納税

者は、この手続(そ れは対審的な性格を有 していない)の 当事者ではないから、納税者が

それについて必ず しも情報を得 られるわけではない。それにもかかわらず、納税者の協力

が必要な場合がある。それは、事実を確定 したり、書類 を提出した り、納税者がイニシア

ティブをとった要求を基礎付ける証拠を提出したりする際に、必要である。

相互協議の定めの範囲

権限ある当局は、争われている問題について解決を見いださなければならないわけでは

ない。当局は、結果について義務 を負うわけではなく、そのための努力をする義務 を負 う

だけである。それにもかかわらず、権限ある当局は、満足のい く結論を引き出すべ く努力
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し、また、国内法やその実務や判例からの独立性 を有 していることが、その義務の前提で

ある。相互の譲歩が必要である。事実の考慮が決定的であるが、最終結論は係争 と無関係

の考慮により引き出されることはないので、しばしば衡平性に基づいて求められる。この

ような理由、および、先例 をつ くり出したくない という配慮か ら、権限ある当局の到達 し

た結論は公表されない。

権限ある当局の達 した合意は、間違いなく、締約国の課税庁を拘束 し、課税庁は、合意

に反する行政的 ・司法的先例にかかわらず、合意を実行に移さなければならない。すなわ

ち、あらゆる手続 き上の障害を取 り除き、特に、相互協議手続の時間がかかることを考慮

して、除斥期間の経過の主張がなされない ように留意 しなければな らない。OECDモ デ

ル租税条約の2条 において提唱されている、そのような主張を行わないことは、今 日、た

とえば、米仏租税条約(1984年 以来)に おいて定められている。

しか し、合意それ自体に対する直接的な上訴 ・不服 申し立てば、国内裁判所においても

国際裁判所においても不可能であるか ら、いずれにして も、相互協議の定めの適用は納税

者の同意 と、必要があれば、継続中の訴訟手続における納税者による取 り下げを条件 とす

る。そのような取 り下げがない場合、問題の課税が相互協議の合意において認められても、

フランスの租税事件の裁判官は、当該訴訟において、相互協議 とは独立に行動 し、当該課

税が問題となっている事件 に適用 される条約法や国内法に適合 しているという判決を下

す。最後に、納税者が相互協議の合意を拒絶 した後に徴収手続が開始された課税は、無効

となり、訴訟手続の対象となりうる。

『相互協議の合意が課税の法的基礎を構成するのは、それに基づいて相互協議手続が行

われるところの租税条約が、国内秩序におけるその直接的介入 ・適用を定めている場合に、

その限りにおいてである』(concl.BissarasousCE13mai1983,DLFisc.,1983,n.29-

30,comm.1568)。 したがって、権限ある当局の権限は限られてお り、また、手段 に関す

る義務が結果に関する義務に変わる。このようにして、権限ある当局は、二重居住に関す

る条約の定めを適用するにあたり、当該合意において、ある納税者の居住地を一方の締約

国にあるものとした。 しかし、居住地の決定に関する他の基準(そ れに関して相互協議の

合意は補充的なものにすぎない)の 適用が何 らの結果 ももたらさないならば、租税事件の

裁判官がそれを確定する努力をしなければならない(前 掲の判決)。

この仮定を除いて、相互協議手続は、納税者に対 して、条約に適合する課税あるいは二
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重課税の排除に関 してそれが到達 した保証を与えることはまった くできない。相互協議手

続が失敗 した場合のヨーロッパ仲裁手続の併置は、EC委 員会により1977年 に提案 された

ものであるが、少な くともヨーロッパの枠内においては、以上のような事実状態を救済す

ることがで きるか もしれない。しかし、国家の行政の承認 をいつか得 られるようにするこ

とが急務であろう。

せいぜい、仲裁手続の導入は、今 日、二国間関係において可能である。そこで、仏独租

税条約の1989年 の改訂(25条a)で 、第三国に居住する自国民が議長をする仲裁委員会の

任意的介入が定め られ、その決定は、権限ある当局が関与 して24ヵ月中に相互協議手続が

失敗した場合、強制力 を持つとされた。」

この部分の叙述は、日本 において議論のあまり行われていない論点に関するものであ り、

今後の日本における相互協議のあり方について考えていく際に、大いに参考になる部分で

ある。 もっとも、上の記述の多 くが、最後に全訳を掲げた相互協議に関する通達の内容の

紹介を主な内容 としているという点に留意 しなければならない。

なお、これに続 く 「権限ある当局のイニシアティブによる場合」の部分は、条約の適用

に関する一般的困難に関する定めに関する記述であるが、 ここでは省略することとする。

2BrunoGouthiereに お け る 叙 述

次に、念 のために、 上の1で 引用 した文献 と比較す るため に、BrunoGouthiere,Les

ム ノ
impotsdanslesaffairesinternationales,Trenteetudespratiques,4eed.,1998,etude

29の 叙述 の概要 のみ を、 ご く簡単 に紹介 してお こ う。 この書物 は、比較的最近 に執筆 さ

れた もので、相互協議 手続 についてか な り詳 しくふ れている。 この書物は、 まず、第29講

「条約の適用 の困難 に関す る定め」 とい う箇所 にお いて、相互協議 に関 して、次 の ように

分けて叙述 している。

第一部 「相互協議手続 による場合の条件」

A納 税者は自らが居住者である国に申し立てを行わなければならない

B納 税者は条約に適合 しない課税 を受けていなければならない

C条 約に適合 しない課税は国家のとった措置か ら生 じたものでなければならない
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D相 互協議が開始 されるその他の場合

第二部 「手続の開始」

A納 税者の役割

B権 限ある当局の役割

第三部 「相互協議の結果」

A手 続の終結

B対 応的調整の問題

C仲 裁

このように記述の体系 は1と 多少異なる。 しかしなが ら、そこに記述されていることの

中身は、基本的には、上の 皿の1で 上げた文献と内容的に同一である。より具体的には、

四で翻訳を掲げた通達の解説が行われているわけである。 したがって、相互協議手続につ

いては、論文その他を参考にするというよりは、基本的に、この通達を参照すべ きである

といえよう。相互協議とい う、実務主導の柔軟性 を有する紛争解決手続において、理論的

な研究よりも通達が尊重されるということには、相当の理由があろう。

皿1外 国における第二次調整 と外国税額控除

そこで、次に、上の1と 皿におけるフランスの状況に関する紹介を受けて、以下では、

第二次調整の際の源泉徴収課税が外国において行われた場合の外国税額控除の許容性に関

して、議論を行 うことにしよう。

1問 題 の所在

① フランスにおける課税 一日仏租税条約11条

上の一で述べたように、移転価格課税の適用によりフランス法人に対する課税がフラン

スで行われた場合、当該フランス法人に対する利益の加算額は、フランス国内法上、取引

の相手方である日本法人に対する分配としてフランスにおける源泉徴収に服することにな

る(こ れは、基本的には、当該金額が日本法人の手元にとどまっているからである)。 し

か し、これに対 しては、上の一で見たように、租税条約による修正が加えられる。その精
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果、フランスにおいては、(日仏租税条約11条 の配当の定義の定めはOECDモ デル租税条

約とほぼ同様であるか ら)当 該 日本法人が当該フランス法人の株主等である場合において

は、日仏租税条約11条 により、フランスで源泉徴収が行われるが、そうでない場合は、租

税条約の 「その他所得」条項が適用 され、 フランスで源泉徴収は行われない、 という結論

になるものと思われる。

それでは、次の段階の問題 として、 このような場合の、 日本における当該日本法人に対

する外国税額控除については、 どのように考えるべきであろうか。それが、フランス との

関係 において、ここで議論 したい問題である。

② 日本で出資の払戻等 とされる支払等 に関して行われた外国の源泉徴収等の扱い

また、上の問題について移転価格課税の問題を離れてより一般的に考 えてみよう。この

ように考 えた場合にいかなる状況が問題 となるか というと、国によっては、日本の国内法

上は配当等 にあたらない金額について、当該外国の国内法にもとつ く源泉徴収が行われる

場合が存在すると思われるが、 このような場合に、果たして日本において外国税額控除が

認め られるのであろうかという点である。

特 に、現実に問題 となるのは、 日本法人が外国法人から支払を受ける等 した場合に、当

該金額が日本においては出資の払戻等の資本等取引に該当する金額で、(日 本の国内法上)

課税の対象 とならないにもかかわらず、支払等の行われた外国においては、源泉徴収の対

象 となるような場合である。より具体的にいえば、たとえば、(本 稿で議論 している第二

次調整の場合 とは多少異なるが)日 本で移転価格課税が行われて、外国でそれに対する対

応的調整が行われた場合に、外国から日本 に送金される額について外国で源泉徴収が行わ

れる場合(こ れは、 日本において課税済みの資金の送金であ り、 日本ではさらに課税 はな

されないものと思われる)や 、外国における株式譲渡等の関連で、 日本の国内法や租税条

約の規定のために日本では課税が行われない所得に対 して外国で国内法律に基づいて課税

(これは、源泉徴収でない場合 もあろう)が 行われた場合(こ の場合、国際的二重課税は

存在 しない)等 の扱いである。

これらの場合においては、第一に、そのような源泉徴収等がはたして相手国の国内法や

租税条約上許されるものであるか否かが問題となるであろう。このうち、特に、租税条約

上の問題は、第二次調整に関する源泉徴収 についてフランスに関して議論 したように、配

当条項と、その他所得条項の内容により異 なる結論が導 き出されるが、多 くの場合には、
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そのような源泉徴収等は、当該 日本法人が当該外国法人の株主等である場合においてのみ

許されるということになろう。これは、租税条約上、そのような支払が源泉地国で源泉徴

収の対象 となる 「配当」とされるのは、株主等に対する支払いである場合のみであり、そ

の他の場合には、「その他所得」 として、源泉地における課税が否定される場合が多いか

らである。

また、第二に、(相 手国の国内法や租税条約上の扱いの問題 とならんで)日 本において、

当該外国で源泉徴収された税額について、はたして外国税額控除を認めるべ きであるか否

かが問題 となろう。 日本 における課税の問題として実際に重要なのは、 この第二の論点で

ある。

以下においては、これらの問題についても、第二次調整の際の源泉徴収の場合とあわせ

て、簡単に論ずることとする。

2外 国税 額 控 除 の趣 旨

まず、議論の前提 として、外国税額控除制度の趣旨について明 らかにしてお くこととし

よう。

第一・に、何 よりも最初に確認 しておかなければならないのは、外国税額控除制度が、基

本的には、国家の課税公権の一方的な譲歩であるという事実を反映した、 きわめて政策的

な存在であるという点である。 したがって、憲法上、外国税額控除制度を採用すべきこと

が要求 されているわけでは決 してない。また、第二に、租税条約においても外国税額控除

に関する規定が存在するが、そもそ も一定の相手国と租税条約を締結するか否かという点

その ものが高度に政策的な意思決定に基づ くものであるという点を無視 してはならない。

したがって、外国税額控除制度を設けることは、一般国際法により強制 される国家の義務

ではないのである。このように外国税額控除制度は、国内法的にも国際法的にも、国家の

政策判断の結果 として設けられるものである。この点を、より詳 しく論ずると、ほぼ以下

のようになろう。

第一に、国家の課税に関する立法管轄権については、国際法的な制限があまり存在せず、

各国家は、それを(そ れぞれの判断に基づいて様々なかたちで、一方的に国内法により、

またはバイラテラルなかたちで条約により制限しつつも)比 較的自由に行使することがで

きる。そして、 日本やアメリカを含むい くつかの国家は、その判断の結果 として、内国法
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人 につ いて、その全世界所得 に対 して課税す る とい う方式 を国内法 にお いて採用 している。

これは、居住地管轄 に基 づいて 日本 が課税管轄権 を行使 する場合 において は、 日本 の内国

法人が外 国で得 た利益 も、 日本 国内で得た利益 と同 じように課税 しなけれ ば、課税の公平

性 は維持で きないとい う考慮 に基 づ いてい ると考 える ことがで きよ う(StanleySurre況

CurrentIssuesintheTaxationofCorporateForeignInvestment,56ColumbiaLaw

Review815(1956)参 照)。

他方で、内 国法人につ いて全世界所得 主義 を採用 した場合 に生ず る国際的な二重課税に

関 して、 日本 を含む多 くの国家 は、 国内法 におけ る外 国税額控 除に よ り、 これ を排 除 しよ

うと してい る。 これは、要す るに、(日 本 の課税 権行使のみ を念 頭 において考 える と)国

外で得 た所得 についてのみ特 に課税 を軽 減 しようとす るもの であるか ら、 その認め られて

い る理由が明 らか にされなければな らない。そ して、 この点 に関 しては、一般 的には、 国

外投 資の促 進のためのインセンテ ィブ とか、国際競争力の確 保 といった政策 的理 由が あげ

られてい る。いずれにせ よ、 このよ うに、国際的二重課税 を排 除す るか否 かは、各国家の

政策的判断 によ り決定 され る事項で ある とい う点 を正確 に認識 してお く必要が ある。 この

点については、サ リー教授の前掲論文 に も明示 されてい る。 また、外 国税 額控 除に関す る

古典 的な書物である、ElizabethAOwens,TheForeignTaxCredit,1961に おいて も、

外 国税額控 除の政策性 に関 して明示 的に述べ られてい る(同 書2頁)。 あ る国家 が内国法

人の全世界所得 に対 して課税 す るとい う方式 を採用する場合 であって も、外 国税 額控 除 を

認 め るこ とは当該国家 の国内法上 の当然 の義務 で も一 般国 際法 上 の義務 で もないの であ

る。 国家 は一定 の政策的考慮 に基づいて、外 国税 額控除を認 めた り認めなか った りす るこ

とが で きる し、 また、外国税額 控除 を認め る場合であって もそれに一定の制限 を付す るこ

とが で きる。なお、外 国税額控 除の政策性 は、外 国税額控 除が 国内法に よ りユ ニ ラテ ラル

に認 め られている点、お よび、租税 条約 において選択 的に認め られている点 に明 らかにさ

れている といえ よう。

これ に対 して、外国税額 の損金算入 は、所得課税(そ れ は純所得 に対 してな される もの

である)に 関す る限 り当然 に要 請 される理論的帰結 であるとい うこ とになろ う。 ある一つ

の主権 国家 を中心 に考 えた場合 に、他 の国家 の課す租税 は、課税 所得算定上、単 なる通常

の費用で ある ということになるか らであ る(し たが って、外 国税額 の損金算入 は、本来 は、

国際的二重課税 の排 除を 目的 とす る制 度で はない とい うこ とに なろ う)。 したが って、外
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国税について損金算入すべきことは当然であるが、それをこえて外国税額控除を認めるべ

きか、あるいは、 どの範囲で認めるべきかという問題は、政策的にのみこたえられるもの

である。このように国際的二重課税の排除を目的として設けられた外国税額控除の制度は、

つきつめると、資本輸出中立性の確保という政策 目的実現のために課税を減免するという、

国家 による一方的な恩恵的措置であ り(し たがって、たとえ外国税額控除制度を設けなく

とも、憲法違反になることはなかろうし、一般国際法に反することにもならず、外国税額

の損金算入で十分 といえよう)。国際法上の要請でも憲法上の要請でもない。

また、以上のような政策的考慮により設けられた課税減免のための制度であるという事

実を反映して、外国税額控除の制度には、一定の控除限度額が設けられている。これは、

外国税額控除により、国内源泉所得に対する日本の法人税の税収が浸食 されないようにす

るための制度である。見方を変 えれば、外国税額控除の控除限度額制度の存在それ自体が、

外国税額控除という政策的恩恵が政策的見地から制限を受けているという点を明確に示 し

ているということになる。

3相 手 国 の 国内 法 や租 税 条 約 に反 す る第二 次 調 整 と外 国税 額 控 除

さて、以上の外国税額控除制度の趣旨 ・目的を前提 として、ここでは、上の1で 上げた

問題 について検討することとする。 まず、問題 となるのは、相手国においてその国内法や

租税条約に反する(た とえば、第二次調整等による)源 泉徴収が行われた場合 に、当該外

国税 について、はた して、日本において、外国税額控除が認められるか否かという点であ

る。

まず、相手国の国内法に反する課税が行われた場合に、それについて 日本において外国

税額控除を認めるべ きであるか否かという問題について考えてみよう、この点について、

金子教授は、一般論 として、次のように述べておられる(金 子宏 「外国税額控除制度 ・・

主要な問題点の検討」租税法研究10号98頁 一99頁)。

「アメリカの内国歳入規則は、また、『強制負担原則』とも呼ぶべ き考え方を採用 し

ている。それによると、外国政府に納付すべ き又は納付 した税額の うち、その国の所

得税法上の納税義務を超過する部分については、外国税額控除は認められない。これ

は、当然のことのようにきこえるが、 しかしその内容は次のように相当に酷 しい。す

なわち、外国政府への納付税額が納税義務を超過していない と認められるのは、その
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国の租税法(適 用される租税条約を含む)の 実体規定及び手続規定の合理的な解釈及

び適用と両立する方法でその金額が決定され、且つすべての効果的で実際的な救済手

段がつ くされた場合である。外国法の解釈 と適用は、それが誤 りである旨の 〔アメリ

カ政府の〕通知があった場合には、合理的であるとは認め られない。救済手段はそれ

による税額の減少がその費用をつ ぐなってあまりあると考えうる場合にのみ、有効且

つ実際的であると認められる。

この規定は、適用の仕方いかんによっては、納税者 に過重な負担 を強いることにな

りかねない。か りにわが国で立法上又は解釈上同じ考え方をとるとしても、それは厳

重な要件の下にせまい範囲でのみ認めるべ きであろう。」

その例 として、金子教授は、アメ リカにおける次のような場合 をあげておられる(金 子 ・

前掲論文100頁 注21)。

「アメリカ法人AがX国 に子会社Bを 設立し、それとの間で取引を行っていると仮

定する。X国 とアメリカの間には租税条約があり、それは関連企業の利益は独立当事

者間取引の原則にしたがって決定される旨を定めているとする。AとBは 両者間の

取引につ き、3万 ドルをAに7万 ドルをBに 配分 した。アメ リカの内国歳入庁が、

内国歳入法典482条 及び条約の規定に基づいて2万 ドルの所得をBか らAに 再配分 し

たとする。この再配分は、X国 の法律及び租税条約の解釈が誤 りである旨の通知 とな

る。BがX国 に対 して還付を請求せず、そのX国 に対する税額がX国 の法律 と条約

の合理的解釈 と両立する方法で決定されたことを明 らかにしない場合には、BがX

国に納付 した税額の うち、この2万 ドルに対応する部分は、Bの 納税義務 を超過 し、

Aの 外国税額控除の対象 とならない。」

確かに、日本の外国税額控除制度の目的からいうならば、相手国においてその国内法上

違法に行われた課税 に関 して、当該国において十分に救済手続をつ くしていない納税者に

対 して外国税額控除を認めることによって、わざわざ日本の税収を失わなければならない

理由はどこにもない。また、そのような場合に外国税額控除を安易 に認めるならば、 日本

において外国税額控除が認め られることを見越 した外国が日本法人に対 して恣意的な課税

を行わないとも限らない。したがって、このような場合においては、原則 として、相手国

の国内法上違法な課税については、 日本において外国税額控除を認めるべ きではないと考

えられる。そ して、このことは、現行法の解釈論 としても十分に妥当するのではないか と
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思われる。

もっとも、相手国における課税が相手国の国内法上違法であるか否かについての判断は

日本の課税庁にとっては実際上きわめて困難であ り、また、その点についての立証責任が

行政庁側にあるとすれば、現実には、外国税額控除が否定される場合はあまり多 くはない

ものと思われる。

次に、相手国における課税が 日本と当該相手国との間の租税条約に反する場合 について、

考えてみよう。この場合についても、基本的には国内法違反の場合 と同様に考えればよい

であろう。 しか し、相手国の国内法にのみ違反する課税 と、相手国との租税条約に違反す

る課税 とでは、本質的な意味を異にするのではないかと思われる。なぜなら、国内法にど

のように定めるかは、当該相手国のみで判断できることであるが、租税条約は日本 と相手

国との合意だか らである。 したがって、単なる国内法違反の場合 と比較 して、租税条約に

違反する相手国の課税については、より強い理由で 日本においては外国税額控除を認める

べきではないと考えられよう。そのように考えても、納税者には、相互協議による救済の

道も開かれているのであるか ら、不都合は少ないであろう。

4租 税 条 約 に した が った 第二 次 調 整 と外 国税 額 控 除

これに対 して、最 も問題 となるのは、相手国における課税が、相手国の国内法にも租税

条約にも反 しない場合である。この場合には、一般的には外国税額控除を認めるべ きであ

るということになろう。

しかし、例外的に、このような場合であっても外国税額控除を認めるべ きであるか否か

を議論すべ きであると思われる事例がないわけではない。すなわち、特に、現実に問題と

なるのは、

・相手国における移転価格税制の適用の結果として、相手国に配分された金額が日本法

人の手元にとどまってお り、それについて、相手国において源泉徴収が行われる場合

・日本法人が外国法人か ら支払いを受ける等した場合に、当該金額が 日本においては、

出資の払い戻 し等の資本等取引に該当する金額で、課税の対象 とならないにもかかわら

ず、支払いの行われた外国においては、源泉徴収等の対象 となるような場合(よ り具体

的にいえば、 日本で移転価格課税が行われて、外国で対応的調整が行われた場合に、外

国か ら日本 に送金 される額について外国で源泉徴収が行われる場合等が これにあたる
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(これは、 日本では、資本等取引であり、課税されない)

のような場合である。

外国税額控除の対象となる外国法人税の範囲は、一般的には、法人税法69条 により、「外

国の法令により課される法人税 に相当する税 で政令で定めるもの」であり、その具体的容

については、法人税法施行令141条 に詳しい規定が存在する。この条文の定めは抽象的に、

外国の租税が、 日本の外国税額控除の対象 となる外国法人税の範囲に含まれるか否かを定

めたものである。 したがって、日本法人が課された租税が一般的にここにいう 「外国法人

税」に該当するのであれば、たとえ当該所得が支払等を受けた日本法人において日本の法

人税法上課税されないものであったとしても、(そ れが相手国の国内法にも当該相手国 と

の租税条約にも違反 しない以上)そ れは外国税額控除の対象 となるという考え方 も成立 し

うるものと思われる。その場合 に、外国税額控除の与えすぎの問題は、控除限度額一般の

問題 として処理することも不可能ではないからである。

しか し、逆に、そのように当該所得が支払等を受けた日本法人 において日本の法人税法

上課税 されないものである場合においては、第二段階の具体的 ・個別的判断の問題 として、

当該外国の租税のうち当該支払等に係る部分は、 日本において外国税額控除の対象となる

「外国法人税」には当た らないという解釈 も不可能ではないのではなかろうか。外国税額

控除が政策的見地から設けられている恩恵であるとするならば、国際的二重課税の存在 し

ない当該支払等に関しては、外国税額控除を認めるべ きではないという考え方も成立する

からである(す なわち、国際的二重課税が存在 しない支払に関して、外国税額控除を認め

ることまでを、法人税法69条 は予定 していないという解釈は可能である)。 法人税法69条

がある外国の租税が税 目として 「外国法人税」に該当する場合には、当該税 目として課さ

れたものについては、すべて一般的に外国税額控除を認めるべ きであるとした定めである

と解釈する必要性はなかろう(個 別具体的な例外 を条文の趣旨 ・目的か ら導 き出すことは

可能であろう)。

また、仮に解釈論 としてそのようにいえないとしても、外国の租税のうち、日本におい

て非課税所得 とされる支払に対 して課された部分 を、外国税額控除の対象か ら除外すると

いう立法は、妥当なもの といえよう。

いずれにせよ、外国税額控除の対象となる 「外国法人税」の範囲に関する一般的 ・抽象

的議論ばか りをするのではなく、ここで論 じたような個別具体的な問題について、もう少
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し議論する必要があるといえよう。

IV資 料 フランスにおける相互協議に関する通達の翻訳

「1986年3月4日 通 達 」

(BulletinO伍cieldelaDirectionG6n6raledesImp6ts

14F-1-86,

Nα37du4mars1986)

序 説

相互協議手続は、二重課税を排除するための条約の適用により引き起こされる問題に関

する特別な申し立ての方法である。 しかし、それは、裁判所で行われる法的な手続ではな

い。一般的には二つの国の課税当局が関与するので、それは、バイラテラルな性格 を有 し

ている。

この手続の法的根拠は、租税条約における該当規定により与えられている。それ らの規

定は、原則 として、OECDモ デル租税条約の25条 の文言 と同一又は類似の文言で規定 さ

れている。それらの規定の定めによれば、国内法の定める法的な手続 とは独立に、条約に

適合 しない課税 を受けた納税者は、二国の権限ある当局の間の相互協議手続の開始を要求

することができるとされている。

OECDモ デル租税条約(1977年 の租税委員会報告書の183頁 以下)は 、この手続に関し

て、役 に立つ注釈 を提供 している。文言は、条約 によって異なることがあり、OECDモ

デル条約の文言 と多少異なった定めを含むことがある(た とえば、申し立ての仕方 につい

て)。 したがって、個別の場合 ごとに、問題となっている条約の該当条文を参照すること

が望ましい。

いずれにせ よ、OECDモ デル租税条約の条文 とコメンタリーにおいても、一定の租税

条約の文言自体においても、定められていることであるが、相互協議手続は、法的二重課

税(同 一の納税者が同一の所得 について二国で課税される)に も経済軽二重課税(あ る国

における納税者の課税が、それと関連する納税者の他国における課税 と重複することで、

たとえば、同一グループ内の二つの会社の間の利益の移転の場合などがこれにあたる)に
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も適用 される。

この通達は、 この相互協議手続の適用範囲、適用条件、およびその展開についての指針

を与えるものである。

・相 互協 議 手続 の 適 用 範 囲

1対 象 となる納税者

ある一定の租税条約の下における相互協議手続の開始は、当該条約の締約国の一方また

は他方の居住者である個人あるいは法人により、要求されうる。 この者は、当然のことで

あるが、正当に授権 された代理人に自らを代理させることもできる。

課税の目的上法人 とみなされる者は、実際の課税 自体がその社員等に対 してなされる場

合であっても、相互協議手続の開始を要求することができる。同様に、人的会社や、un

groupementdlint6r6t6conomique(あ るいは、英米法でいう 「パー トナーシップ」)は 、

自らの活動が問題となっている場合には、相互協議手続の開始を要求する権利がある。こ

のことは、そのような者の社員が、同様に、そのような者への出資に関連する限度で、相

互協議手続の開始を要求することを禁止する趣 旨ではない。

ある特定の租税条約に定められた相互協議手続は、原則 として、その国籍 にかかわらず、

当該条約の締約国の一方または他方の居住者 に対 してのみ、認められる。しかし、租税条

約の中には、無差別取扱いに関する規定の適用については、相互協議手続は、その居住地

にかかわらず両締約国の国民に対 して認められると規定しているものもある。

2対 象となる租税および状況

相互協議手続は、条約に適合 しない課税あるいは課税のリスクが存在する場合にのみ開

始されるものである。 したがって、この手続 は、条約において規定された租税(場 合に応

じて、所得税、法人税、財産税、相続税)に 対 してのみ関連する。条約の 「対象税 目」条

項により列挙された関連税 目のリス トを参照するのが便利である。

無差別取扱いに関する規定(一 方の国の国民は、他方の国において、当該他方の国の国

民よりも不利に扱われてはならない)の 適用 については、相互協議手続は、多 くの場合、

あらゆる性質のあるいは呼び名の租税に関連する。

たいていの条約において、相互協議手続に関する規定は、権限ある当局に対 して申し立
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て をなす こ とので きる係争 の種類 に関す る指針 を示 して いない。 この手続が用 い られる場

合 は、実 際には大変 に広 いのであ る。 しか し、条約の中 には、例示的 に実例 をあげてい る

もの もある㈹。

(注)た とえば、対ベルギー条約(関 連企業)、対独条約(恒 久的施設の利益の算定め)、あるいは、

対スイス条約(相 続税の適用に関する課税上の居住地の決定)が ある。

権 限ある当局 に付 託 され る古典 的な問題 としては、以下の ようなものがある。

・納税者の居住地の判定

・所得の性格付 け

・条約上の文言や原則 の解釈

・恒久的施設の利 益の算定 と、費用、特 に一般管 理費の配分 の問題

・関連者間の関係 、す なわち、 同一の グループに属す る会社 の間の、移転価格 に関す

るすべての問題 、費用 の配分、財務上の関係 、等 々

・相 互 協 議 手 続 の 開 始 の 条 件

1申 し立 てをなす権 限

原則 として、納税者 の居 住地 国の権 限ある当局 に対 して、 申 し立 てが なされ る。一定 の

条約(た とえば、対 デ ンマー ク条約)に おいては、 この点 に関す る定 めが存在 しないが、

その場合 は、納税者 は、両国の権限あ る当局 のいず れに対 して も申 し立て を行 うこ とがで

きる。無差別取扱 いに関 して は、納税 者は、通常、 自 らが 国籍 を有す る国の権 限ある当局

に対 して 申し立 てを行 う。

居住地 に関 して争 いがあ る場 合 には、納税者 は、 自らがその 国の居住者である と考 える

国に対 して 申し立 てを行 う。

フランスの締結 した条約 は、一般的に、 フランスの権限あ る当局 とは、予算 を所轄す る

大 臣、あ るいは、 その権 限あ る代 理人である と定めてい る。経済 ・財政 ・予算省の組織 を

考慮す る と、相互狭義 手続 に関す る限 り、権 限あ る当局 とは、租税 立法局 のE部 であ る

(leservicedelaL6gistlationfiscale(sous-directionE))。

2相 互狭義手続の開始が許容 されるための手段

相互狭義手続については、通常、納税者が 「… 国の措置によりこの条約の規定に適
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合 しない課税を(自 らが)受 け又 は受けることになると認める」(OECDモ デル条約)場

合に、その申し立てがなされる。

したがって、 この手続の開始は、すでになされた課税、あるいは、権限ある当局が条約

の規定に適合 しない課税のリスクを評価することができるように、その根拠(す なわち、

関連する租税、問題 となる年度、課税の動機)に おいて十分に明確な将来の課税を、 もた

らす行政的措置があらかじめ存在することが条件 となる。

したがって、フランスに関していえば、「国の措置」という文言の下に理解 されるのは、

以下のようなものを受けた場合である。す なわち、

・通常の更正手続の場合における更正の通知

・申告義務違反の場合の更正 ・決定における課税ベース等の通知

・納付金の確定の場合における徴収開始命令

〔中里 ・注〕 これ らについては、フランスにおける租税 行政手続につ いて正確 な知識が な けれ ば、い くら日

本 語 に訳 して も、その内容 を理解 で きる ものでは ないので、ここでは、一応 の訳 をあてる にと

どめ る。なお、この点 について は、中里 「フ ランスにおける中小企業課税」田租研 論集3号 を参照

されたい。

納税者が源泉徴収の対象 となっている場合には、当該源泉徴収がなされたことを知った

日か ら、同様に相互協議手続にうったえることができる。

外国によりなされた措置に関しては、類推 により考えることには理由がある。この点に

関して、合衆国の場合、合衆国の権限ある当局と見解の一致を見ていることであるが、納

税者(あ るいは、会社のグループの場合には、関連会社)が 、検討の対象 となっている更

正の性格(た とえば、使用料の額、移転価格等)に ついて明確に言及されたレター1853号

(P)の 名宛人であった場合、相互協議手続にうったえることが可能である。

同様 に、「相互協議手続の申し立てを可能にする外国の措置」に該当するのは、課税の

確定(納 付金の徴収開始)、 および、課税ベース等の通知である。

最後に、相互協議手続の開始手続がフランスで行われようが外国で行われようが、明示

的であれ黙示的であれ納税者(あ るいは、経済的二重課税の場合 には、関連納税者)に よ

り更正の受領が行われたからといって、当該納税者に、相互協議手続の開始 を求める権利

がなくなってしまうわけではないという点が確認される。しかし、この受領は、権限ある
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当局が相互協議手続の申し立てを評価する際に考慮される要素の一つであることは当然で

ある。

3申 し立ての期間

いくつかの条約は、相互協議手続の開始のための期間を、3ヵ 月から3年 と様々である

が、定めている。この期 間は、条約に適合 しない課税を引 き起 こす措置の通知の時点から

開始する。

同様に、フランスの側では、期間の開始点は、納税者が上記に列挙 した手続の書類を受

け取った時点であると考えられる。

条約の文言は実に様々であるから、当然に、それぞれの条約の正確な条文を参照すべき

である。

条約に期間に関する定めが存在 しない場合、相互協議手続の開始をできるだけすみやか

に要求することをすすめる。

4相 互協議手続 の時間にお ける効果

フラ ンスで はない もう一方の締 約国の行 った措置 に対 して開始 された相互協議手続 の場

合、特 に会計書類 の保存期 間 と関連す る実際的理 由によ り、権 限ある当局への 申し立ての

日か ら6年 以上前の年度の課税 に関す る要求 は、原則 として考慮 されない。

フラ ンスの行 った措置 に対 して開始 され た相互協議手続 の場合、(裁 判所へ の)出 訴権

が 行使 で きる年度 のみが考慮 され る。租税手 続法典 のR.*196-3条 の適用 に より、 ある

納税者が課税庁 による更正手続の対象 となる場合、納税者 は申 し立てをなす につ いて、課

税庁 が当該手続 について認め られ てい るの と同 じ期 間が認 め られている とい う点 を想起 し

なければな らない(Documentation130-2123)。

この期 間は、通知が な され る期 間に続 く4年 目の開始 時 に終 了す る。 当該 期 間が、R*

196-3条 に定める期 間の後 に終 了す る場合 には、租税 の徴 収 の開始 に続 く2年 目の終 了

時 まで存 続する一般 の期 間が適用 される。

本通達の適用上 の疑 問点 は、租税立法局 のE部(leservicedelaL6gistlationfiscale

(sous-directionE))に 対 して提 出す る もの とす る。
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・手 続 の 展 開

1相 互協 議手続の開始 ・・納税者 の申 し立 て

相互協議 手続 は、形式的 には、納税者 の請求 に より開始 され る。 この請 求は、関係す る

権 限あ る当局、す なわち、 フ ラ ンス にお いて は租税 立 法局 のE部(leservicedela

L6gistlationfiscale,sous-directionE)、ruedeRivoH,75001Parisあ て になされなければ

な らない。

この請求 に関 しては、 いか なる形 式 も要求 されない。 当通達 の付属 資料 ・にあるひな型

を参考 に していただ きたい。

この手続 の進行 を加速 しかつ容易 にするために、一一般的 には、 で きるだけ正確 に、対象

となる租税 とその年度、正確 な関係す る課税 当局、納税 者が受 けた条約 に適合 しない課税

の性格、関係す る課税 当局 によ り主張 された理 由、手続 の態様(課 税標準 ・税率等、徴収、

行政争訟)、 国内的 な司法 手続 に訴 えるこ とになるか、等 々 について示 す こ とが望 ま しい。

もち ろん、 これ らの情報 を当初 か らすべて提出す る必要 はない。

租税 立法局が、 申し立 てを受 理 した 旨を知 らせ る。 もし、 当該 申 し立 てが全体 と してあ

るい は部分的 に受理で きない ものであ る場合 は、租税立法局 は、 その旨、 で きるだけ早 く

納税者 に対 して知 らせ る。

相互協議 手続は、国内法 にお ける調査 手続 とは無 関係であ り、 国内手続 を停止 させ るこ

とはない。また、た とえば、フラ ンスの課税庁 に より開始 され た調査 を理 由 とす る等 して、

相互協議手 続が外 国で行われ なけれ ばな らない時 は、特 に、納税者 の権利が時効等で消滅

して しまうの を避 けるため に必要 なあ らゆる手段 をとるのは納税者 の義務 であ る。

2本 手続の行政的局面

OECDモ デル租税条約の条文は、国内的側面と国際的側面を分けている。

最初、申し立てを受けた権限ある当局は、申し立てについて検討 し、 もしそれが根拠の

あるものと考えられる場合には、ユニラテラルな解決を見いだす。

しかし、多 くの場合、相手国の権限ある当局に対 して申し立てをなす必要がある。この

場合、手続はバイラテラルなものとな り、文書 もしくは口頭の意見の交換により進められ、

場合によっては、OECDモ デル条約に定めるように(注)、両国の権 限のある当局の代表者

により構成 される 「委員会」において行 われる。
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(注)た とえば フランス とアル ジェリアの間の条 約の ように、一定 の条 約は、 この委 員会の構成 と開催

の頻 度 について より詳 しい定 めを含 んでいる。

フランス側 においては、この手続は、租税立法局において行われる。

租税立法局 と、一般租税庁の諸局は、予備手続のこの段階中に、納税者 とコンタクトを

もつことになる。納税者は、自らの見解 を述べた り、情報や釈明を提出するよう求め られ

る。納税者は、権限ある当局のイニシアティブあるいは納税者 自らの要求により、委員会

の審理を受ける。 この意見聴取は、調査官の代表の出席の下に行われる。ただし、委員会

の合議には、いずれも参加できない。

3手 続の結論 と、国内手続 との関連

申し立てを受けた権限ある当局は、手続の結果 と、両当局の共通の合意により提案 され

る解決を(あ るいは、場合により、手続の失敗 を示す不一致の証明を)、納税者に知 らせ

る。申し立てを受けた権限ある当局は、提案された主文の適用の結果 として生ずる特別な

条件等を示す。

それゆえ、相互協議の同意により確定された期間内に、提案 された解決に関する納税者

の立場を知 らせる義務は、納税者にある。納税者がそれを受け入れる場合には、その同意

は両国において適用 される。納税者が拒否する場合、同意は無効 とな り、納税者の租税上

の地位は、それぞれの国において、それぞれの国がその国内法 と条約についてなす解釈の

下に規律 される。もちろん、この場合、そこから生ずる課税については、常に、それぞれ

の国において、国内法に定める争いの手段を通じてあらそうことができる。

相互協議手続は、原則 として、国内法に定められた司法手続とは独立の ものである。し

たがって、相互協議手続は、国内法における時効等による権利の喪失を避けるために必要

な手続を納税者が とらなくていいようにするものではない。

しか しなが ら、相互協議手続の同意を一般的に執行するための条件の一つは、手続の衝

突を避けるために、国内法上のあらゆる法的手続を取 り下げることである。逆に、当該取

引に対 して確定的な司法判断が下された場合には、相互協議手続の開始は可能である。フ

ランスの場合 は、いうまでもなく、相互協議手続は、国内法上の判決 との比較において納

税者 を不利に扱 うような結果をもたらす ことは許されない。また、双方の権限ある当局は、

当然に、確定的な司法判断が下されたという事実を考慮する。したがって、そのような相
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互協議手続は、例外的な状況においてのみ納税者の利益 となるであろう。

付属 ・

OECDモ デル条約25条 〔省略〕

付属 ・

〔申 し立てのひな型〕

局長殿

… の課税当局は、(関 係する納税者の名 …)に 対 して、以下のような措置を取

りました(申 し立て対象 となる措置を上げる)。

私 は、 これ らの措置 は、 フラ ンス と … との 間の租 税条約の規定 に適合 しない課税 を

もた らしている(も た らすで あろ う)と 考 えます。したがって、私 は、前述の条約 の …

条 に従 い、 この事案 を貴殿 に対 して提 出 します。

本件申し立てを受領 したことをお知 らせ くだされば、貴殿 に対 して感謝いたします。

租 税立法局長殿

E部

リヴォリ通 り93

/tリ75001
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